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■化学生物総合管理学会奨励賞(2012年)伝達式 ■ 
 
対象者氏名および業績 
対象者氏名・は団体 
（記念講演実施順に記載） 

業    績 

高橋 美加 学会誌「化学生物総合管理」に過去７年間にわたって、OECD

の高生産量化学物質点検プログラムの初期評価会議の内容

を社会に紹介する 10件の投稿を行って学会誌にひとつの領

域を確立しつつ、国際的な視点に立ったハザード評価やリ

スク評価のあり方について示唆を与えた。 

 

 

 

富士フィルム 
ホールディングス 
株式会社 

化学物質総合管理の活動に関する指標を活用した評価にお

いて、総合到達度 80 以上でバランスが取れた優れた管理状

態にありかつ近年向上傾向が続いていることが評価され

た。 

総合的リスク管理の枠組みを設定し、開発初期から製品化

に至るまで幅広く管理するとともに、リスク評価の高精度

化を目指して独自の基準で点数化するなど科学的基盤も充

実させている。 

 

日本電気株式会社 化学物質総合管理の活動に関する指標を活用した評価にお

いて、総合到達度 80 以上でバランスが取れた優れた管理状

態にありかつ近年向上傾向が続いていることが評価され

た。 

グループの長期ビジョンも明確にし、化学物質の使用量を

大幅に減少させるとともに、化学物質の事前評価にも力を

いれ製品含有化学物質の管理強化のために自社のみならず

サプライヤーとの連携強化も進めている。 

 

ライオン株式会社 化学物質総合管理の活動に関する指標を活用した評価にお

いて、総合到達度 80 以上でバランスが取れた優れた管理状

態にありかつ近年向上傾向が続いていることが評価され

た。 

生活関連商品が多い企業として厳しく自己評価することを

方針に掲げてハザードに関する科学的基盤の整備を進める

とともに、河川の定常的なモニタリングを行うなど地球環

境への視点も踏まえて水環境への配慮を深化している。 
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 (続き) 

日本精工株式会社 化学物質総合管理の活動に関する指標を活用した評価にお

いて、総合到達度 80 以上でバランスが取れた優れた管理状

態にありかつ近年向上傾向が続いていることが評価され

た。 

長期間にわたる化学物質の管理向上の取り組みを通して自

己評価を次第に厳格化するとともに、取り扱う化学物質の

評価制度を設けて取扱い区分を定めたうえで管理を進めて

いる。 

 

DIC 株式会社 化学物質総合管理の活動に関する指標を活用した評価にお

いて、総合到達度 80 以上でバランスが取れた優れた管理状

態にありかつ近年向上傾向が続いていることが評価され

た。 

ＳＤＳ自動作成システムにとどまらずに化学物質情報総合

管理システムを展開し膨大な数に上る品種のきめ細かな管

理を実現するとともに、欧米の動きへの対応に加えてアジ

ア諸国の動向への対応も進めている。 

 
 
 



■奨励賞受賞記念講演資料■ 

 

 

 

OECD 高生産量化学物質初期評価会議(SIAM)における日本の取り組み 

高橋 美加、松本 真理子、広瀬 明彦 
国立医薬品食品衛生研究所 
安全性生物試験研究センター 

 

 

 

富士フイルムグループの環境・化学物質管理への取組み 

福岡 正博 
富士フイルム株式会社 

CSR 推進部 

 

 

 

NEC における化学物質管理について 
 ―製品含有化学物質規制対応を中心に― 

櫻井 融 
日本電気株式会社 CSR・環境推進本部 環境推進部 

 

 
ライオンの環境への取り組み 

飯田 教雄 
ライオン株式会社 

CSR 推進部 

NSK の環境への取組み 

小林 一也 
日本精工株式会社 

総合環境部

DIC の化学物質管理システムについて 
―化学物質情報総合管理システムの構築と活用― 

小西 明 
DIC 株式会社 取締役常務執行役員 



（高橋・松本 1） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

OECD高生産量化学物質初期評価会議
（SIAM）における日本の取り組み

国立医薬品食品衛生研究所

安全性生物試験研究センター

総合評価研究室

高橋 美加

松本 真理子

広瀬 明彦

∗ SIAMについて

∗ 初期評価文書の作成について

∗ HPV点検プログラムの歴史

∗ SIAMにおける審議状況

∗ 日本の貢献

∗ 初期評価文書作成の注意点

∗ 各国からのコメントと回答の実例

～本日の概要～



（高橋・松本 2） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

∗ 1991年、OECD理事会は、市場にあり、かつ有害性の評価がさ

れていない既存化学物質のうち、高生産量化学物質（HPV)の
リスク点検の実施を決定し、1992年より、ＨＰＶ点検プログラム

を開始した。

∗ OECD加盟34カ国のうち、27カ国がこのプログラムに参加し

（2011年時）、HPVの初期評価に必要な情報を分担して収集・

評価し（←初期評価文書の作成）、会議で審議する。

←初期評価会議（SIAM）

∗ 1993年、初めてのSIAMがパリで開催され、2011年4月までに32
回行われた。

SIAMについて

初期評価文書の作成について

各国が、担当する化学物質の初期評価に必要なスクリーニング情報

データセット（SIDS）の項目に関する情報収集や試験を行う。

初期評価文書 一式

∗ 網羅的データ資料集（Dossier）

∗ 初期評価レポート（SIAR: SIDS Initial Assessment Report）

∗ 初期評価プロファイル（SIAP: SIDS Initial Assessment Profile）

事前に討議が行われる（電子掲示板へのファイル掲示）。



（高橋・松本 3） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

初期評価文書の作成について

OECD SIDSの情報収集項目

物質情報
物理化学的性状
環境中運命

生態毒性

急性毒性（魚類・ミジンコ）
藻類への毒性
慢性毒性

ほ乳類への毒性

急性毒性
反復投与毒性
遺伝毒性
生殖毒性
発生毒性

全てのデータを 信頼性の評価 とともにDossierに記載する

初期評価文書の作成について

信頼性評価基準
信頼性
スコア

条件

信頼性有り 1
文献または試験報告書から得られた研究またはデータで、妥当
なガイドラインまたは国際的に認められたガイドラインに従って
実施されたもの（GLP準拠が望ましい）。またはガイドラインとほぼ
同様の方法で実施されたもの。

信頼性有り
(制限付き) 2

文献または試験報告書から得られた研究またはデータで（大部
分はGLPに準拠していない）、特定のガイドラインに完全には

従っていないが、専門家により科学的に受け入れられると判断
されたもの。

信頼性なし 3
文献または試験報告から得られた研究またはデータで、試験に
欠陥または不適切な部分があり、専門家の判断として容認でき
ないもの（例：不適切な実験方法で実施された実験結果、評価
のための記載が不十分、実験結果の解釈に確実性を欠く等）。

信頼性

評価不能
4

文献または試験報告から得られた研究またはデータで、実験の
詳細についての記載が十分でない、短い要約または二次的文
献（本、レビュー等）にリストアップされているだけのもの（例：実
験結果の詳細が不明、アブストラクト・二次資料等）。

（厚生労働省、経済産業省、環境省、2005改変）（Klimisch H-J et al, 1997）



（高橋・松本 4） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（HPV点検プログラムの歴史）
∗ HPVリスト

∗ ICCAの協力について

∗ BIACの協力について

∗ HPV点検プログラムの透明化、効率化

∗ ハザード評価の精度の向上

∗ カテゴリー評価

∗ (Q)SARモデル利用

∗ IUCLIDの利用

∗ REACH開始に伴う進捗状況の変化

∗ 点検数の目標

∗ 選択的評価の採用、勧告の廃止

∗ HPV点検プログラムの転換 2011年

HPV点検プログラムの歴史

HPVリスト (1)

∗ 高生産量既存化学物質(HPV)のリスク削減を検討す

る目的で、HPV点検プログラムが1992年より開始。

∗ HPV点検プログラムの対象物質は、HPVリストに登録

されている物質から選択される。

∗ 1990年版のリストには約1,600物質が登録されており、

1年間に、2カ国以上で千トン以上もしくは1カ国で一万

トン以上生産され、かつ、有害性情報の少ない物質

が評価対象とされた。



（高橋・松本 5） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

HPV点検プログラムの歴史

HPVリスト (2)

∗ 1993年、EUの既存化学物質のリスク評価制度が設けら

れたことに対応して、1カ国（または1地域）で年間千トン

以上、生産／輸入されている物質が対象になった。

∗ 最新のリスト（2007版）には約4,600CASの物質が登録さ

れている。

∗ このリストは化学物質生産量の変動などに伴う変更が

定期的に必要とされ、次回は、2012年に更新される予

定である。

HPV点検プログラムの歴史

ICCAの協力について (1)

∗ 2000年の第10回SIAMまでは、加盟各国の政府が代表

して初期評価を行ってきたが、その進行は2000年末ま

でに500物質の評価を終えるという目標から大幅に遅

れていた（約150物質）。

∗ 1998年、国際化学工業協会協議会（ICCA）がHPV点検

プログラムへの参加を表明し、第11回SIAM から、評価

文書作成への協力が始まった。



（高橋・松本 6） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

HPV点検プログラムの歴史

ICCAの協力について (2)

∗ ICCAは、日本・米国・EUのいずれか2地域以上でHPVとさ
れている物質を対象に、その物質を最も多く生産している

企業の主導のもと、情報収集を行った。

∗ ICCAは目標として「2004年末までに1,000物質の評価文

書を提出する」とした。

∗ このような産業界の自主的なプログラム参加は、プログラ

ム進捗の加速化に大いに貢献している。

HPV点検プログラムの歴史

BIACの協力について

∗ 2005年、既存化学物質タスクフォースにおいて、代

表となるスポンサー国が決まらない物質については、

産業界が代表となって、初期評価文書を提出する

ことが合意された。

∗ つまり、産業界が、経済産業諮問委員会（BIAC）を
通じて、国を通さずに代表となり、初期評価文書を

提出することが可能になった。



（高橋・松本 7） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

HPV点検プログラムの歴史

HPV点検プログラムの透明化、効率化

1998年に、HPV点検プログラムの透明化、効率化の

向上を目的として、プログラムの見直しがされた。

∗ HPVリストのメンテナンス

∗ 試験対象物質の選定方法の改善

∗ 各国の試験情報のデータベース化（EXICHEM）

∗ 試験優先物質リストの作成

∗ リスク評価よりも、詳細なハザード評価にとどめる

∗ 曝露量は記載不要

HPV点検プログラムの歴史

ハザード評価の精度の向上

∗ 試験方法・試験条件・試験結果・結論をDossierに
詳細に記載し、試験の質を監査することになった。

∗ 信頼性の高い試験をKey studyとし、 Key studyに
基づいて、初期評価を行うことになった。



（高橋・松本 8） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

HPV点検プログラムの歴史

カテゴリー評価

∗ 1998年以降、類似する化学物質をまとめて評価する

「カテゴリー評価」が積極的に行われるようになった。

∗ カテゴリーの例

スポンサー国： ドイツ

名称：Alkyl Sulfates, Alkane Sulfonates and α-Olefin Sulfonates

（６１物質）

スポンサー国： 日本

名称：Butanedioic acid （2物質）

HPV点検プログラムの歴史

(Q)SARモデル利用

∗ 1998年、（定量的）構造活性相関（(Q)SAR）を用い

た評価手法などのガイダンスが整備された。

∗ 2008年、OECDから(Q)SARアプリケーションツール

ボックスがリリースされ、(Q)SARモデルを用いた化

学物質のカテゴリー化の支援などにも利用されるよ

うになった。



（高橋・松本 9） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

HPV点検プログラムの歴史

IUCLIDの利用

∗ 2000年末、国際統一化学情報データベース（IUCLID）
を導入し、Dossier の作成方法は大きく変化した。

∗ 従来のDossierは独立した文書ファイルであったが、

IUCLIDの導入以降、データベースの情報をWord形式

に出力して、提出するようになった。

∗ IUCLIDを用いることによって、生データのやり取りが可

能になった。

HPV点検プログラムの歴史

REACH開始に伴う進捗状況の変化

∗ 2007年、欧州の化学物質の登録、評価、認可及び制

限に関する規則（REACH）が始まった。

∗ HPV点検プログラム内のICCAの活動が鈍化した。

∗ HPV点検プログラムと、加盟各国や産業界のニーズと

の乖離



（高橋・松本 10） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

HPV点検プログラムの歴史

点検数の目標
∗ OECD化学品委員会および化学品・農薬・バイオテクノロジー

作業部会合同会合では、「2005年から2010年末までに1,000
物質の評価を行う」こととされた。

∗ 2002年の持続可能な開発に関する世界サミットでも、「2020年までに、

…透明性のある科学的根拠に基づくリスク評価・管理手法を用いて、

人の健康と環境への悪影響が最小になるよう、化学物質が使用・生産

されることを目指す。」と、言及された。

∗ しかし、2005~2010年に評価されたのは、約570物質であった。

∗ 化学物質の初期評価の加速化が重要な課題である。

∗ 第1回~第32回までに評価されたのは約1,090物質

2010年頃、未評価物質を減らすため、作業の簡略化が行われた。

∗ 環境影響またはヒト健康影響について、有害性評価に関

連の強いエンドポイントに焦点を絞って評価する手法とし

て、選択的評価（TA：Targeted Assessment）が導入された。

∗ 従来の初期評価文書と同様に、SIAMで審議される。

∗ Dossier

∗ ITAR（選択的初期評価レポート）←SIAR

∗ ITAP（選択的初期評価プロファイル）←SIAP

∗ 「追加の調査研究作業」に関する勧告の廃止

HPV点検プログラムの歴史

選択的評価の採用・勧告の廃止
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より多くの化学物質を効率よく評価する

市場のすべての化学物質を対象にする

国の行っている評価作業との重複を避ける

∗ 2011年改称：化学物質共同評価プログラム（CCAP: 
Cooperative Chemicals Assessment Programme）

∗ HPVという枠組みがなくなる

∗ CCAPの審議でも、初期評価文書の一式が使用される。

∗ 会議の名称：CoCAM←SIAM

∗ 第1回と2回は、2011年10月と2012年4月にパリで開催

∗ 第3回は2012年10月にスイス・ルツェルンで開催予定

HPV点検プログラムの歴史

HPV点検プログラムの転換 2011年

SIAMにおける審議状況

審議された物質の総数：1216物質（複数回審議による重複を含む）
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日本の貢献

・担当数は、米国: 3割、ドイツ: 2割、日本: 1 割 （総数：1145物質）
・全体の 7割がICCA主導（日本では 4 割）
・半数がカテゴリー評価による（米国: 7割、ドイツ: 5割、日本: 1 割）

（共同スポンサーによる重複を含む）

英語ノンネイティブとしての
初期評価文書作成の注意点
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急性毒性（経口）

∗ ラット LD50 = 80 mg/kg
マウス LD50 = 100 mg/kg

The oral LD50 value was 80 mg/kg in rat and 
100 mg/kg in mouse.

The oral LD50 values were 80 mg/kg in rats
and 100 mg/kg in mice.

英文校正で修正可能

SIAR
Acute toxicity
Studies in Animals

Dermal

Oral
There are two reliable studies according to OECD TG 401 (MHLW, Japan 
2000 and BBB 1995) .

[試験1の内容と結果, LD50 =300 mg/kg]

[試験2の内容と結果, LD50=600 mg/kg]

No reliable information is available, but the LD50 in rabbits was reported 
to be 500 mg/kg in secondary literature (AAA, 1950 cited in RTECS).

The LD50s of Chemical_X in these studies were 300 and 600 mg/kg in 
rats. Clinical sings of toxicity in these studies were abnormal gait, 
decrease in spontaneous motor activity and salivation in both sexes. 
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SIAP
No reliable information is available, but the LD50 in rabbits was reported to 
be 500 mg/kg in secondary literature. The LD50s of Chemical_X in these 
studies were 300 and 600 mg/kg in rats. Clinical sings of toxicity in these 
studies were abnormal gait, decrease in spontaneous motor activity and 
salivation in both sexes. 

No reliable information is available for dermal toxicity, but the dermal LD50
in rabbits was reported to be 500 mg/kg in secondary literature. The oral
LD50s of Chemical_X in two reliable studies (OECD TG 401) were between 
300 and 600 mg/kg in rats. Clinical sings of toxicity in these studies were 
abnormal gait, decrease in spontaneous motor activity and salivation in both 
sexes. 

英文校正で修正不可能

まとめ

• 英語ネイティブでない限り、英文校正に出して
確認をしてもらうこと

• 評価内容の分かる第三者に校閲をお願いする
こと（適当な協力者がいない場合は、新しい気
持ちで文章を読み直すこと）

• 英文校正の修正を過信しないこと
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初期評価文書に対する各国から
のコメントと回答の実例

Comment 
from

Action Details of Comments

USA SIAR Section 3.1.5
In the discussion of the repeated dose inhalation toxicity 

study (Arts, 1992), please make the following revisions:
(a)The results of the two studies should be discussed 

separately.
(b) For inhalation toxicity studies please use “NOAEC” and 

“LOAEC” instead of NOAEL and LOAEL.  Also, provide 
conversion for ppm concentrations to mg/L.  

(c) In the second study, it should be noted that 5 
animals/sex/group were sacrificed at the end of the 
exposure period and 5 animals/sex/group were kept for a 14-
day recovery period

エディトリアルなコメント 例１

JP Will 
change 
SIAR and 
Dossier

Changed 
SIAP

(a) The results of the two studies will be discussed separately.
(b) NOAEC or LOAEC will be used instead of NOAEL or LOAEL.

Concentrations (mg/m3 and mg/L) have been added in SIAP
and will be added in SIAR and Dossier.
(c ) The sentence will be changed as suggested.
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Comment 
from

Action Details of Comments

UK(HH) Section 3.1.6 Mutagenicity
1.The statement “two in vitro studies are negative in mutagenicity, 
therefore the in vivo studies are not required” is correct. However any 
supporting data from in vivo studies should be reported in the dossier 
if these exist. As there is no indication of any other studies, this 
sentence may require rewording. 

2.Also, it would be helpful to include details of the positive controls in 
the in vitro studies (bacterial mutagenicity study and CA study), 
stating whether they gave the expected results.

3.The concluding sentence in the SIAP and SIAR implies that the 
substance is negative in vivo, which may be true but there is no direct 
evidence for this. It might be better to say “the chemical is not 
genotoxic in vitro”.  

エディトリアルなコメント 例2

JP(HH) Will 
change 
SIAR
Changed 
SIAP

1. The sentence will be removed.
2. The summary statements of the positive control will be added in 
SIAR.
3. The wording was changed to “the chemical is not considered to be 
genotoxic in vitro”.

Commen
t from

Action Details of Comments

NL SIAR, 3.1.3: Only reliable information should be included 
in SIAR and SIAP. Please remove non reliable 
information from SIAR and SIAP (thus, also human 
information). Studies that are performed according to 
US-EPA guidelines (i.e. O’Donoghue, 1979) could be 
assigned a reliability score of 2. The information could 
than be used (as supportive information) in SIAR/SIAP.

Reliabilityの適正に関するコメント 例１

JP Change
d SIAP

We have decided to change reliability score of the 
O’Donoghue (1979) study from 4 to 2.
The information has been added in SIAP. 
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Commen
t from

Action Details of Comments

CA 
(Health)

SIAR
3.1.1 Toxicokinetics, Metabolism, and Distribution
Studies in Animals
Oral
It is surprising that the oral mouse study by Chanal et al. 
(1974) is not included in the SIAR simply because it is in 
French (the IUCLID5 dossier assigns it a reliability of 4 
because it is in a foreign language).

Reliabilityの適正に関するコメント 例2

JP Will 
change 
Dossier

The rationale for assigning a reliability of 4 is that 
information is from secondary literature (HSDB). The 
rationale will be changed in Dossier.

A reproductive and developmental toxicity screening test was conducted under 
OECD TG421 in compliance with GLP (MHLW, Japan, 2003c). Chemical_Ｘ
was administered orally by gavage to rats (13 animals/sex/group) at 0 (vehicle 
control), 8, 30 and 125 mg/kg bw/day. （中略：試験方法）

With regard to systemic general toxicity, no deaths occurred, however, reddish 
urine (hematuria) was observed after approximately 4 hrs after dosing on the first 
day of administration. （中略：一般毒性）Thus, hematuria, organ weight and 
pathological change in spleen were observed at 125 mg/kg bw/day, and this dose 
was considered adverse level for general toxicity. 
With regard to reproductive toxicity, no treatment-related change was observed in 
estrous cyclicity and copulation results (indices for copulation index, fertility index, 
paring days until copulation). Statistically significant prolongation of gestation length 
was found in the group at 125 mg/kg bw/day. The values expressed in days were 
22.3, 22.3, 22.3 and 22.8 for control, 8, 30, and 125 mg/kg bw/day, respectively. 
Since all pregnant animals delivered on gestation day (GD) 22 or GD23, this was 
concluded an accidental change and a meaningless significant difference by the 
author. (中略：生殖毒性）

Based on these results, NOAELs for parental animals and F1 offspring were 
considered to be 30 mg/kg bw /day and 125 mg/kg bw/day, respectively.

毒性評価に関するコメント 例1
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Comment 
from

Action Details of Comments

OECD 
Secr.

SIAR
3.1.8 Toxicity for reproduction
Studies in animals
In our sense, the second paragraph in this section could be 
deleted as the discussion belongs to systemic toxicity that 
is already covered in the section on repeated- dose toxicity.
Consequently, we would rather set the NOAEL at 125 mg/kg 
bw/d for maternal toxicity, as the NOAEL of 30 mg/kg bw/d 
relates more to systemic toxicity which is separate from 
reproductive toxicity.

毒性評価に関するコメント 例1

JP Will 
chang
e SIAR

According to the suggestion, the discussion for systemic 
toxicity in this section will be deleted. 
The NOAEL for reproductive (maternal) toxicity will be set 
at 125 mg/kg bw/day. 

Comment 
from

Action Details of Comments

NL SIAR; reproduction toxicity, page 15, conclusion page 16, and 
SIAP: It is stated that at 30 mg/kg bw/day, only one female 
showed hematuria, and that this dose was considered not an 
adverse effect level. According to the SIDS dossier, the NOEL 
for females is 8 mg/kg bw/day, based on the hematuria 
observed in one female. Since hematuria is also observed at 
the higher dose (dose responsive), we consider this an 
adverse effect and the NOAEL should be 8 mg/kg bw/day. 
Please, be consistent and change the NOAEL in SIAR and SIAP 
to 8 mg/kg bw. 

毒性評価に関するコメント 例1

会議での審議は必要なく、コメント回答案の通りで合意された

JP Will 
change 
SIAR 

The reproductive and developmental toxicity study (MHLW, 
Japan 2003c) is also introduced in 3.1.5 repeated dose toxicity. 
NOAEL for repeated dose toxicity will be changed from 30 
mg/kg bw/day to 8 mg/kg bw/day based on dose response 
effects on hematuria in females as suggested.
There were no effects on reproduction; therefore, the NOAEL 
for reproduction will be set at 125 mg/kg bw/day in 3.1.8 
toxicity for reproduction (see OECD secr comment). 
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In the reproduction/developmental toxicity screening test [MHLW Japan, 2011 
(unpublished data)], Chemical_X was administered orally by gavage to male and 
female Crj:CD(SD) rats (12 animals/sex/dose) at doses of 0 (vehicle, corn oil), 20, 
50, and 125 mg/kg bw/day. （中略：試験方法）

Three females died during gestation and 4 females died during the lactation 
period at 125 mg/kg bw/day. Two females showed dystocia at 125 mg/kg bw/day 
were euthanized. All newborn pups from one dam were stillborn  at 50 mg/kg 
bw/day. This was considered to be toxicological effect. (中略）

Body weights in pups were significantly lower than the control animals at day 0 of 
lactation at 50 and 125 mg/kg bw/day, and at day 1 and 4 of lactation at 20 and 
50 mg/kg bw/day. No morphological abnormalities associated with the 
administration of Chemical_X were found in any pup. 

The NOAEL of reproductive toxicity was considered to be 20 mg/kg bw/day while 
parental general toxicity was observed at 20 mg/kg bw/day (see repeated dose 
section). In offsprings, body weights decreased in all dosing groups. The LOAEL 
for developmental toxicity in rats was therefore considered to be 20 mg/kg 
bw/day.

毒性評価に関するコメント 例2

Commen
t from

Action Details of Comments

NL Reproduction and developmental toxicity
The NOAEL of 20 mg/kgbw/day for reproduction toxicity 
based on stillborn litter from one dam in the 50 mg/kgbw/day 
dose group is not agreed with. At all dose levels the rats 
were able to reproduce.  No differences were found in the 
number of corpea lutea, implantation sites and index, and 
number of pups delivered compared to control animals. If 
this is considered as an effect it should be considered as a 
developmental effect because the fertilisation and 
implantation was not affected. We propose a NOAEL of 50 
mg/kg bw/day for effects on reproduction (fertility).
Fertility was not reduced although spermatogenesis was 
affected at 125 mg/kg bw/day. 

毒性評価に関するコメント 例2

JP Change
d SIAP

According to the comment, NOAEL has been changed. Could 
you please also see responses to comments from UK
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Commen
t from

Action Details of Comments

OECD 
Secr.

SIAR
In the conclusion, end of 3rd line, you report that 
stillborn pups from 1 dam at 50 mg/kg bw/day was 
considered to be a “toxicological” effect, did you 
mean a “reproductive toxic effect”? Please clarify 
if reproductive toxicity is considered in the scope 
of this particular finding.

毒性評価に関するコメント 例2

JP please see responses to comments from UK

Comment 
from

Action Details of Comments

UK(HH) Death of Dams
We note none of the top dose dams survived until day 4 of lactation. Would it 
be possible to provide more detailed information on the circumstances of 
these deaths? More specifically, please can you include information on which 
day the deaths occurred, what the cause of death was (i.e. found dead, died of 
dystocia, euthanized due to complete litter loss) and what clinical signs were 
observed prior to death? From the information provided there would appear 
to be a problem with parturition. 

Pup viability 
We note pup viability was lower in the top two doses (particularly the top 
dose). Currently, it is difficult to assess the cause of these deaths e.g. they may 
have resulted due to the death of the dam, a result of pro-longed parturition, a 
direct developmental effect of the test substance or due to maternal 
neglect/general maternal toxicity. Is there any information available that 
would allow us to clarify which of these possibilities is the most likely? For 
example, is it possible to correlate the death of the pups with the death of the 
Dams? Did the pups die on the first day of lactation? Was significant toxicity 
observed in the dams that lost their litters?

毒性評価に関するコメント 例2
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We have changed the NOAEL of reproductive toxicity to 50 mg/kg bw/day 
according to comment form NL . 
Further information
Death of Dams at 125 mg/kg
Three females were found dead on day 22 of gestation. 
Each one female was euthanized on day 22 or 23 of gestation because of poor prognosis.
One female and three females were found dead on days 0 and 1 of lactation, respectively. 
Each one female was euthanized on day 1, 2 or 4 of lactation because all pups died.
Clinical observation prior to death includes salivation, decreased locomotors activity, soil of perigenital/perianal/perioral fur, soft feces, 
tachypnea, tremor and clonic convulsion.
Death of Dams at 50 mg/kg
One female was euthanized on day 23 of gestation because of abnormal delivery (stillbirth; please see “Pup viability” for further 
information).
One female was euthanized on day 1 of lactation because all pups died.
There were no effects on clinical observation in these females.

Pup viability
At 125 mg/kg bw/day, 7 of 12 females delivered (5 were dead or euthanized, see above). 
Number of dead pups/number of pups born were: 
0/1 (number of implantation was 1, the pup died by day 1 of lactation) 
0/15 (all pups died by day 2 of lactation)
0/14 (the dam was found dead on day 1 of lactation)
8/14 (dead by cannibalism in 2 pups; the dam was found dead on day 1 of lactation)
0/17 (the dam was found dead on day 1 of lactation)
16/20 (the dam was found dead on day 0 of lactation)
1/14 (the dam was found dead on day 1 of lactation)
Lactation and nesting were not observed in all 7 dams, and traumas of several parts of the body were found in three pups because of 
maternal cannibalism.
All pups died by day 4 of lactation.
At 50 mg/kg bw/day, all females delivered.
All 18/18 pups from one dam were stillborn. However, two of 16 pups were considered to be born alive because respiration was suggested 
by a lung test. The lung test was not conducted in two pups due to cannibalism. 
Seven out of 17 pups from one dam were also stillborn (the lung test was not conducted), and the other 10 pups died by day 1 of lactation 
(milk-band: negative).
Cannibalisms were observed in two dames and a total of 7 pups died by day 4 of lactation.

会議で審議した結果、ＵＫの修正案に従って合意が得られた。

In the 125 mg/kg bw/day, nine females died or were euthanized between days 22 
of gestation and day 1 of lactation due to prolonged parturition. The remaining 
three females at the high dose were euthanized between day 1 and day 4 of 
lactation, following total litter loss. Significant decreased bodyweight gain was 
observed during gestation and on day 0 of lactation. In the 50 mg/kg bw/day, one 
female was euthanized due to dystocia and one female was euthanized following 
total litter loss on day 0 of lactation. Three female rats died during gestation and 4 
female rats died during lactation at 125 mg/kg bw/day. Two female rats showed 
dystocia at 125 mg/kg bw/day and were euthanized. All newborn pups from 1 
dam were stillborn at 50 mg/kg bw/day, which was considered to be a 
reproductive toxicological effect. Persistent diestrus was observed in 2 female 
rats, and an irregular estradiol cycle was observed in 1 female rat in the 125 
mg/kg bw/day dose group. No significant differences were observed in the 
appearance rate of estrous cycle abnormalities among the test groups. Abnormal 
lactation and cannibalism was observed at 125 mg/kg bw/day.

On the basis of the dystocia at 50 mg/kg bw/day, the NOAEL for reproductive 
toxicity was estimated to be 20 mg/kg bw/day.

毒性評価に関するコメント 例2



（高橋・松本 22） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

まとめ

• エディトリアルな修正点は、文書作成者の経験により
減少し得るが、コメント作成者や会議出席者が変わる
ごとに流行りがある

• Reliabilityの変更は、単なる数字の変更に留まらない、
作業量に大きく影響する変更となる

• 評価内容については、その時々の専門家によるレビュ
ワーや会議出席者のコメントに基づき修正され、会議
出席者で合意された結論が初期評価文書に反映さ
れることになる
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富士フイルムグループの
環境・化学物質管理への取組み

富士フイルム株式会社
CSR推進部 環境・品質マネジメント部

部長 福岡正博
2012年9月26日

2

本日お話しすること

２．環境に対する考え方・方針

１．富士フイルムグループの概要、事業のご紹介

３．化学物質管理

1）化学物質管理の考え方

2）製品に関る化学物質情報の管理

3）化学物質の取扱い時の管理

4）化学物質管理に関するコミニュケーション
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富士フイルムグループの概要

事業会社

持株会社

※２００７年２月、東京・六本木 東京ミッドタウンに

・富士フイルムホールディングス(株)

・富士フイルム(株)

・富士ゼロックス(株)の

本社機能を集結。

連結子会社数 268社 （2012年3月31日現在）

連結従業員数 81,691人 （2012年3月31日現在）

創 立 1934年 （昭和9年）

代表取締役会長・ＣＥＯ 古 森 重 隆

連結売上高 2兆1,953億円 （2012年3月期)

連結営業利益 1,129億円 (2012年3月期)

2006年10月持株会社制に移行

シェアードサービス会社

代表取締役社長・ＣＯＯ 中 嶋 成 博

１００％

関係会社

７５％ ６６％ １００％

関係会社 関係会社

4

ドキュメント
ソリューション

電子材料
（半導体製造用材料）

メディカルシステム
（医療画像・内視鏡等）

グラフィックシステム

フラットパネル
ディスプレイ材料
（液晶ディスプレイ用フィルム等）

デジタルカメラ カラーフィルム・
写ルンです

現像・プリント機器／
カラーペーパー複写機・複合機

レーザープリンター

オンデマンド印刷システム

光学デバイス
（携帯電話用レンズユニット）

記録メディア

イメージング
ソリューション

2012年3月期
売上高

インフォメーション
ソリューション

8,878億円
40%

3,227億円
15%

9,848億円
45% ヘルスケア商品 医薬品

富士フイルムグループの事業分野
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２０００年総需を１００とした場合の指数

カラーフィルムの世界総需要推移

事業構造の転換 急速なデジタル化の進展

2000年をピークとして年率20％を超えるカラーフィルムの需要ダウン

写真で培った自社技術を活かし事業構造の変革、強靭な企業体質の構築

6

２００１年３月期

イメージング ５４％

インフォメーション 46％

２０１２年３月期

１兆３,８３３億円 ２兆１,９５３億円連結売上高：

１,４９７億円 1,１２９億円連結営業利益：

売上構成

事業構造の転換 急速なデジタル化への対応

写真フィルム
約19％（2,470億円）

デジカメ
約7％

その他
イメージング

約28％
印刷システム

約12％

その他
インフォメーション

約20％

ＦＰＤ材料
約2％

医療画像
約12％

写真フィルム
約1％（220億円）

イメージング
約15％

インフォメーション
約40％

デジカメ
約５％

その他
イメージング

約8％

グラフィック
システム
約11％

メディカル
システム・

ライフサイエンス
約13％

ＦＰＤ材料
約8％

その他
インフォメーション

約8％

ドキュメント
約45％
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発色乳化物粒子
100～200nm

事業構造の転換 写真フィルムを支える技術

①有機素材技術

②ナノテクノロジー

③薄膜形成技術

④多層精密塗布技術

⑤高品質・解析技術 等

銀塩フイルムがなくなっても、
技術および研究者は残る。

フイルムの断面

180μmのﾍﾞｰｽﾌｨﾙﾑ
の上に、20層の感光層
を20μmの厚みで精密
に均一に塗布

無欠陥の高信頼性

感光性平板銀塩粒子
400～800nm

100種類以上の有機化合物

8

① コラーゲンの研究 ②活性酸素のコントロール ③ 独自のナノテクノロジ－

フイルムの主原料はコラーゲン。
コラーゲンの特性を知りつくし、

その特性を製品に活かす技術を培ってきた。
写真プリントの色あせの原因は

紫外線で発生する活性酸素による酸化。
この酸化を防ぐ技術を培ってきた。

目的の成分を微細化し、機能的に
組みこむ技術を培ってきた。

アスタリフト オキシバリア メタバリア

機能性食品（サプリメント）スキンケア化粧品

フィルムの½はコラ－ゲン 微細粒子のコントロ－ル色あせの原因は活性酸素

活性酸素除去あり 活性酸素除去なし

２５年後

事業構造の転換 化粧品開発等に活かされるコア技術

写真の色あせ

シミや老化の原因

フィルムの主原料

真皮部分の約７０％を構成

フィルム断面模式図 皮膚断面模式図

皮膚の角層とほぼ同じ厚み

20/1000mm=20μm

感光・発色に活用

成分の浸透・吸収に活用

▼ナノ化されている
必要な成分が
いきわたる

▲ナノ化されていない
肌に浸透されない
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事業構造の転換 液晶ディスプレイ材料への展開

液晶ディスプレイの断面構造図 ※TN-TFT LCDの例

1 12

偏光板保護フィルム

「フジタック」

世界シェア 80％

1 視野角拡大フィルム

「WVフィルム」

世界シェア 100％

2

10

神奈川工場足柄サイト

の水源と涵養林

富士フイルムグループの環境

創業の原点ともいえる写真フィルムの
製造には、大量の清浄な水や空気が
不可欠。

写真フィルムは撮影前に試すことが
できない。一方、一生に一度のシーン
は撮り直しがきかない。
⇒ 「信頼を買っていただく商品」

環境保全、ステークホルダーからの信頼
なくして事業の発展はあり得ない。

真摯に積極的に環境保全に取り組む
と同時に、地域の方々との双方向の
コミュニケーションも積極的に実施し、
信頼を築いてきた。

環境配慮・環境保全は「企業活動の
根幹を成す」 という意識が、創業以来
脈々と受け継がれている。

神奈川工場足柄サイト
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富士フイルムグループ 企業理念・ビジョン

先進・独自の技術をもって、最高品質の商品やサービスを提
供する事により、社会の文化・科学・技術・産業の発展、健康
増進、環境保持に貢献し、 人々のクォリティ オブ ライフのさ
らなる向上に寄与。

企業理念

富士フイルムグループ 企業行動憲章・行動規範

１．信頼される企業であり続けるために
２．社会への責任を果たすために
３．あらゆる人権を尊重するために
４．地球環境を守るために
５．社員が生き生きと働くために

企業行動憲章

１．基本的人権の尊重
２．オープン、フェア、クリアな事業活動
３．会社資産・情報の保全、保護
４．環境の保全･保護

行動規範

富士フイルムグループの環境 （理念・価値の体系）

富士フイルムグループ CSRの考え方
誠実かつ公正な事業活動を通じて企業理念を実践し、ビジョンを実現することにより、社会の持続可能な発展に貢献すること。

生物多様性
方針

社会貢献
方針

調達方針 品質方針
労働安全
衛生方針

グリーン・
ポリシー

（環境方針）

オープン、フェア、クリアな企業風土と 先進・独自の技術の
下、勇気ある挑戦により、新たな商品を開発し、新たな価値を
創造するリーディングカンパニーであり続ける。

ビジョン

12

グリーン・ポリシー＝環境方針

●基本方針

“持続可能な発展”は21世紀の地球、人類、企業にとって最重要課題である。

世界の富士フイルムグループ各社は、環境・経済・社会のすべての面において

確実で一歩先行した取り組みにより先進企業となることを目指す。

我々は、製品・サービス・企業活動における高い「環境品質」を実現することで

顧客満足を達成すると共に、「持続可能な発展」に貢献する。

●行動指針

１．環境負荷低減と製品安全確保推進（下記４項目に留意）

（1）企業活動のすべてにわたり実施、

（2）製品の全ライフサイクルにわたり実施

（3）経済的、社会的効果を総合的に考慮

（4）生物多様性の保全

２．化学物質＆製品含有化学物質の管理レベルアップ、リスク低減

３．法律及び自主規則、基準類等の順守

４．協力会社とのパートナーシップ、行政・業界活動への協力強化、

地域活動への積極的参加

５．積極的な情報開示、良好なコミュニケーション確保

６．従業員教育の徹底、環境課題に取り組む基盤強化
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化学物質管理の考え方

富士フイルムでは、多種多様の化学物質を使用している

・全体では、８,０００種類以上を使用

・当社が開発のライブラリとして２０万種類以上を保有

⇒ 化学物質の環境への影響度大きい

将来の環境影響を見越した管理方針に基づく
厳格な自主管理を心がけ実践

将来的な環境やお客さまに対しての安全確保のために、

現在ある法律を遵守するだけでは、不十分。 ・・・・ポリシー

14

富士フイルムグループの環境配慮設計
全ての新製品・改良品の計画・設計段階から、製品のライフサイクル全体で、

環境品質や環境負荷について社内で審議・承認されなければ製品化されない

当社独自の仕組み。

●リデュース・リユース・リサイクル（３Ｒ） ●含有化学物質、使用物質安全性

●省資源、再生資源の利用 ●ライフサイクル全体でのＣＯ２排出削減

●環境保全 ●生物多様性の保全 等

環境配慮の視点

環境配慮設計の仕組みに基づく化学物質管理

化学物質管理の考え方

販売

情報提供

研究開発

環境品質評価
LCA評価

製造

環境品質維持

企画

環境品質
目標の策定

製造タイプ検討

環境品質審議

●製品企画～販売に関る関連部門が一体となって

原材料 製造 流通 使用・廃棄
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化学物質管理の考え方

化学物質の

取扱い時の管理

製品に関わる

化学物質情報の管理

規則・手順

役割分担・実施事項

環境配慮設計の仕組みに基づく化学物質管理
●原材料から廃棄まで

●サプライチェーン全体

将来の環境影響を見越した管理方針に基づく
厳格な自主管理

16

川上 川中 川下

サプライチェーンにおける富士フイルムのポジション

化学製品
材料製品

機器製品 サプライチェーン全体に位置している

製品に関わる化学物質情報の管理

染料

インク

写真用処理薬品

携帯電話用レンズユニット

液晶用フィルム
デジカメ

メディカルシステム
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調達 製造 販売

原材料

調剤

部品

部材

化学製品

機器製品

材料製品

製品の成り立ちと管理の方法

 製品の成り立ちに応じて管理方法を策定

製品に関わる化学物質情報の管理

化学物質の環境安全管理

含有化学物質の管理

化学物質情報の入手・管理・伝達(JAMPの仕組みの利用)

（JAMP＝アーティクルマネジメント推進協議会）

富
士
フ
イ
ル
ム
グ
リ
ー
ン
調
達
基
準

18

富士フイルムグリーン調達基準書（お取引先へ協力要請）

１．対象

調達する化学物質、調剤、部品、部材、製品、包装材料、副資材

２．調達品グリーン基準

1）含有制限のある化学物質

「法令または管理方針により禁止または制限する物質」

●含有しない

●規制値ありの場合：規制値未満の遵守と正確な情報提供

2）含有量把握が必要な化学物質

「JAMP管理対象物質」

●含有量の情報提供

製品に関わる化学物質情報の管理
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1. MSDS

1997年

ウエブサイトで公開

2. JAMP MSDSplus

2008年3月

ウエブサイトで公開

2010年12月

JAMP情報流通基盤経由で

提供開始

●情報提供・開示

JAMP MSDSplusMSDS

製品に関わる化学物質情報の管理

●JAMPが提案する化学物質情報伝達の仕組みの利用

JAMP MSDSplus 化学物質・調剤用情報伝達シート

JAMP AIS 成型品用情報伝達シート

20

法規制

当社の管理方針

ハザード （安全性評価センターで評価）

・健康影響、生態系への影響、物理危険性

・安全性情報の不足分は自社で安全性評価を行う

・法の厳しさに対応したランク付け

・富士フイルムの管理方針により使用禁止または使用制限

化学物質の取扱い時の管理

■化学物質を6区分に分類し、区分ごとの管理の方法を決める。

化学物質分類管理の３要素
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ハザード情報
(社内試験･社外情報)

法規制情報

化学物質分類に基づく管理
C0：使用禁止
C1：中止計画、使用量・

排出量の削減計画、
新たな品種への拡大禁止

C2：密閉化、限定管理
C3：リスク評価に基づく管理
C4：一般管理

S ：代替化等の研究開始

販売先への
MSDS提供

社外への情報提供

新規化学物質の届出
労働安全衛生管理
環境安全管理

安全管理・届出等

社内管理

年間取扱量

社内用MSDS
ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

化学物質環境安全
情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

法規制情報
ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

MSDS作成ｼｽﾃﾑ

約8千種

約7万種

化学物質の取扱い時の管理

化学物質管理システム（2010年5月リニューアル）

GHSに準拠したMSDSを各国基準・言語で自動作成
安全性区分を自動評価
国内グループ間の情報共有

22

分類 分類基準 管理内容

Ｃ０ 法律および管理方針により取扱禁止 （禁止）

Ｃ１
管理方針により中止、使用量・排出量削減（六価
クロム、ホルマリン、ジクロロメタンなど）

中止または使用量・排出量
削減

Ｃ２

・法律により届出/認可が必要

・特定の強いハザードを有する

（発ガン性、爆発性など）

・管理方針により取扱限定（鉛化合物など）

密閉化または限定管理

Ｃ３ 特定の法規制該当、特定のハザード有する リスク評価に基づく管理

Ｃ４ Ｃ０－Ｃ３分類以外
一般管理（法令、MSDSに
基づく管理）

Ｓ
特別管理物質：法規制・ハザードが明確でないが、
リスクが懸念される

代替化、使用・排出・暴露
低減などの研究開始

化学物質分類に基づく管理方法

（分類基準 ： ハザード、国内外の法規制、管理方針）

化学物質の取扱い時の管理
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※ 安全性試験成績の信頼性を確保するため、試験施設が

備えるべき組織、設備、手順書などについて定めた基準。

経産省・厚労省・環境省の３省から適合確認を受けている。

化学物質の取扱い時の管理

●1975年社内組織として安全性評価センターを設置、

自前で化学物質・化学製品の安全性評価を実施。

●開発初期から製品化に至る各段階で幅広く高度な安全性評価を実施。
●健康や環境に対する各種の安全性試験を実施。
●法対応試験:

ＧＬＰ※適合施設として国際的に通用する信頼性の高い試験を実施。
国の安全性評価試験も受託。

化学物質、製品の安全性評価

24

化学物質の取扱い時の管理

代表的な試験項目
●安全な化学物質・材料・製品の開発

毒性スクリーニング 毒性予測 毒性解析

●労働安全衛生
Ａｍｅｓ試験 染色体異常試験 急性毒性試験（経口、経皮）

皮膚刺激性試験 皮膚感作性試験 爆発性試験

●製品安全
急性毒性試験（経口） 皮膚刺激性試験

眼刺激性試験 皮膚感作性試験 Ａｍｅｓ試験

●化審法などの法対応
分解度試験 濃縮度試験 分配係数試験 Ａｍｅｓ試験(安衛法も対応)

染色体異常試験 反復投与毒性試験 生態毒性試験

安全性評価技術を強化・拡充 ヘルスケア分野等の事業分野拡大に対応

●試験法開発

「新規システイン誘導体を用いた皮膚感作性試験の代替法」

第24回日本動物実験代替法学会（2011年）優秀演題賞を受賞。

●試験法バリデーション（有用性検証）への参加

「人工皮膚を用いた皮膚刺激性試験の代替法」

（ﾗﾎﾞｻｲﾄ ｴﾋﾟ・ﾓﾃﾞﾙ）のバリデーション（2011年）に参加。 試験法確立に貢献。
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化学物質の取扱い時の管理

リスク評価の高精度化

●1995年に化学物質のリスク評価を規則化、

独自の基準で毒性と曝露を点数化し、健康、環境、物理的リスクを評価

● 2011年
中央労働災害防止協会の評価手法を追加導入し、国内の生産・研究拠点

での適用を開始

 物質の毒性レベルをＧＨＳ分類、曝露レベルを取扱量、作業時間、
飛散性などから判定。

 健康リスクの大きさを5段階で評価、排気や密封化などの具体的な安
全対策を求める。

 新開発の自動計算ツールを用いることで評価者の負荷を軽減。

 関連する法規制への対応状況を併記、化学物質のリスクを総合的に
管理。

26

基礎的な環境教育

専門的な化学物質管理教育

化学物質の管理方法

化学物質が関わる法規制

化学物質の製品への導入

全従業員が対象

化学物質のハザードとリスク 化学物質を取り扱う
従業員が対象

継続的にブラッシュアップ
化学物質管理教育

化学物質管理に関するコミュニケーション
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環境対話集会 in 吉田町

2009年1月31日（土）開催
場所：吉田南工場
主催：富士ﾌｲﾙﾑ

富士ﾌｲﾙﾑｵﾌﾟﾄﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ
富士ﾌｲﾙﾑｴﾚｸﾄﾛﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ
吉田町、静岡県

参加者：約90名

環境報告会及び意見交換会in開成

2012年6月18日（月）開催
場所：先進研究所
主催：富士ﾌｲﾙﾑ

富士ﾌｲﾙﾑﾃｸﾉﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ
富士ｾﾞﾛｯｸｽ
富士ｾﾞﾛｯｸｽﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞ

参加者：約50名

環境対話集会（2004年以降実施）

化学物質管理に関するコミュニケーション

サステナビリティーレポート

ホームページ

28

○事業構造の変化

○国内・海外グループ会社の拡大

○マーケット・生産拠点の拡大

○高度化・複雑化する社会からの期待

創業以来受け継がれてきたこの企業文化・志の継承と、更なる意識

の向上を目指す。

製品・サービス・企業活動における高い「環境品質」を実現することで

顧客満足を達成すると共に、「持続可能な発展」に貢献する。

最後に

「環境配慮・環境保全は企業活動の根幹を成す」という
創業当初からの意識（DNA）
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ＮＥＣにおける化学物質管理について
～製品含有化学物質規制対応を中心に～

２０１２年９月２６日

日本電気株式会社

ＣＳＲ・環境推進本部 環境推進部

櫻井 融

化学生物総合管理学会 第９回学術総会

お取扱注意

本資料に関する著作権は、日本電気株
式会社に帰属します。当社の書面による
許諾なしに本資料の一部または全部を
引用・転載・複写することを禁じます。

［予稿集用］

2

１．会社紹介

２．グローバルの環境規制動向

３．ＮＥＣにおける化学物質管理

４．グリーン調達とエコプロダクツ開発

５．欧州ＲｏＨＳ指令対応

６．欧州ＲＥＡＣＨ規則対応

目 次

【ご注意】
・本資料は2012年８月現在の弊社の取得情報を元に作成しています

・本資料の解釈ならびに対応方法は、弊社の解釈ならびに方針となります

・今後の法動向により、解釈ならびに対応が変わる可能性があります



（櫻井融 2） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3

１．会社紹介
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ＮＥＣグループ ビジョン２０１７

人と地球にやさしい情報社会を

イノベーションで実現する

グローバルリーディングカンパニー

6

事業領域と主な商品・サービス
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研究開発のご紹介

▐ 人と人とのつながり、情報とのつながり、環境との調和を軸に、将来基盤
技術の研究と、知的資産の強化を推進

8

NECグループ体制

キャリア

ネットワーク

社会

インフラ

パーソナル
ソリューション

その他

パ
ー
ソ
ナ
ル
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
Ｂ
Ｕ

Ｎ
Ｅ
Ｃ
エ
ナ
ジ
ー
デ
バ
イ
ス

そ
の
他

ＩＴソリューション

海外営業ＢＵ

組織

Ｉ
Ｔ
サ
ー
ビ
ス
Ｂ
Ｕ

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
Ｂ
Ｕ

キ
ャ
リ
ア
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
Ｂ
Ｕ

社
会
イ
ン
フ
ラ
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
Ｂ
Ｕ

営業ＢＵ

セグメント

グループ会社 グループ会社 グループ会社 グループ会社 グループ会社
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ソリューション
製品・ソフト／サービス

NEC お客様、社会

ITソリューションの

提供を通じた

• 環境負荷削減

• 資源効率の向上

事業に伴う

• 環境負荷／環境リスクの

最小化

• 資源効率の向上

• 環境人材の育成

• 環境配慮

「ＮＥＣ環境経営」のコンセプト

持続可能な社会への貢献
企業価値の増大

10

２．グローバルの環境規制動向
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・REACH
・中国新化学品規制
・TSCA改正審議
・化審法改正
・カナダ チャレンジPG
・CA州 GCI など

ＳＡＩＣＭ（2006年）

環境サミット／リオ宣言（1992年）
「アジェンダ２１」採択：化学物質の適正管理

リスク評価
リスク管理

WSSD
2020年目標

ＧＨＳ（2003年）

・CLP規則
・OSHA改正
・PRTR法強化 など

Article中の
含有化学物質規制

・各国RoHS → 改正
・欧州包装材指令
・各国バッテリー規制
・ＥＬＶ指令
・ＲＥＡＣＨ など

・ストックホルム条約
［POPs条約］

（2004年）
・ロッテルダム条約
［PIC条約］
（2004年）

化学物質規制に関わる国際的な動向

12

※前頁の略語集

 ＳＡＩＣＭ
 国際的化学物質管理に関する戦略的アプローチ

(Strategic Approach on International Chemical Managemen

 ＷＳＳＤ
 持続可能な開発に関する世界首脳会議

（World Summit on Sustainable Development) 

 ＴＳＣＡ
 米国の有害物質規制法（Toxic Substances Control Act）

 ＧＣＩ
 製品グリーンケミストリ規則

（the Green Chemistry Regulation for Safer Products）

 ＧＨＳ
 化学品の分類及び表示に関する世界調和システム

(Globally Harmonized System of Classification and Labelling ofChemicals)

 ＯＳＨＡ
 職業安全衛生規則（Occupational Safety and Health Standards）

 ＥＬＶ指令
 廃自動車指令（End-of Life Vehicles Directive）



（櫻井融 7） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

13

●化学物質、省エネ、リサイクル関係が多い

●ＥＵ、中国、北米でリードされてきたが、現在、アジアで拡大が動き

■世界各地で順次施行･立法化が進行

グローバルな製品環境規制の動向

EU

日本

タイ

南米

豪州

中国
韓国

北米

ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ州ｸﾞﾘｰﾝｹﾐｽﾄﾘ法（2011.1

予定⇒延期）

メリーランド州デカブロ禁止

（2010.12.31）

イリノイ州デカブロ規制（2010.1)

TSCA改正

ニューヨーク他各州ＷＥＥＥ

EPEAT（エコデザイン）

タイRoHS(2009、推奨規格）

J-Moss
（資源有効利用促進法改正）
（日本版RoHS；2006.7）

RoHS指令法改正（2011.７）

RoHS除外項目全面改訂（2010.9）

REACH規則・SVHC追加（随時）

CLP規則分類・届出。表示（2010.12～）

WEEE指令（2005.8）

ErP指令（2005.7）

ELV指令（2003.7)

ノルウェースーパーRoHS

中国版RoHS改正（2012？）

中国版WEEE（2011.1）、

•基金管理（11.07）

新化学物質環境管理法（2010.10）

アルゼンチンRoHS(策定中）
アルゼンチン電池規制(2007.8)

オーストラリアRoHS(策定中)

韓国RoHS(2008.1）

トルコ

ｳｸﾗｲﾅ

ウクライナRoHS(2011.1）
ﾄﾙｺRoHS（2009.5)

インド ベトナム

ベトナムRoHS(2012.12)

インドWEEE・RoHS(2012.5、2014.5)

14

３．ＮＥＣにおける化学物質管理
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ＮＥＣの化学物質管理体系

16

管理体

1)使用・購入前 ・化学物質事前評価の実施

2）使用時 ・取扱者への教育、訓練の実施

・作業場所へのＭＳＤＳ掲示（非常時対応）

・使用量報告（地区に）

3）ＭＳＤＳ記載
内容変更時

・地区に通知

・ＭＳＤＳ変更

4）使用中止 ・地区に廃止届

化学物質管理の基本的な流れ
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排ｶﾞｽ処理設備
★定期測定

環境関係条例

★作業環境測定の実施
★設備の日常点検
★定期点検の実施
労働安全衛生法
毒劇法、消防法、

化学物質に関する環境安全管理の徹底

排水処理設
備

★測定後排
出

下水道条例

廃棄物の管理
徹底

★ﾏﾆﾌｪｽﾄ制度

廃掃法

排出防止設備等の内容（例）
★事業所外への流出を防止するた
めに、薬品タンクは半地下に設置
し、防液堤を設置
★地下浸透防止するために防液堤
内の床面は、不浸透防止処理
★金属洗浄槽床面に不浸透防止
処理

18

４．グリーン調達とエコプロダクツ開発
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グリーン調達の歩み
 1997年6月 オフィス用品「グリーン購入」を開始

1997年10月 「製品用グリーン購入ガイドライン」の運用を開始
・ＰＣ、携帯電話などパーソナル製品から順次適用製品拡大

・データベースの充実化

 1998年4月 製品のグリーン化目標設定
・「主要製品における製品・材料のグリーン購入を1999年度まで

に実施する。」

 1998年11月 グリーン購入支援センターを設置
・情報のデータベース化およびデータの提供

・製品に含有する化学物質評価支援

・グリーン購入に関する社外情報等の提供

 2002年 グリーン調達ガイドライン発行
製品含有物質調達制限基準書発行
（RoHS対応のため、大幅改訂および新規発行）

 2010年 ガイドライン／制限基準書第４版改訂（ＲＥＡＣＨ対応）

20

グリーン調達の運用フロー

 NECが定めた基準をクリアした取引先から、部材・部品など購入しています。

 その基準は「グリーン調達ガイドライン」や「含有物質の調達制限基準」に定められ、

そこには図面・仕様書への要求基準なども定められています。
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Eco
(エコロジー)

品質性能 価格 ＋

資源循環

３Ｒの推進
Reduce：資源抑制
Reuse   ：再使用
Recycle：再資源化

地球温暖化
防止

グリーン化

ＣＯ2の削減
（製品使用時・待機時

消費電力の低減など）

環境影響物質の抑制
（鉛、六価ｸﾛﾑ、水銀、

カドミウムなど）

製品設計、資材調達、生産、輸送、使用、廃棄の
全ライフサイクルで考慮

デザイン

エコプロダクツ開発の促進

©All Rights Reserved, Copyright     2012,NEC Corporation 22

製品・ソリューションの環境配慮推進体制構築

ハードウェア サービス・ソフト

• ソフトウェア／サービスの環境アセスメントを実施
• エコソフト／エコサービス基準を満足

•製品アセスメントを実施
•エコプロダクツ基準を満足

エコプロダクツ，エコソフト／エコサービス

エコシンボル

エコシンボル
スター

•エコシンボル基準を満足
•先進性があること
•透明性が確保されていること

•エコソフト／エコサービス基準で評価

•ソフトウェア／サービスの
環境情報を公開（必要により）

•環境トップランナー製品
であること

・エコシンボルスター基準



（櫻井融 12） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

©All Rights Reserved, Copyright     2012,NEC Corporation 23

新規取得：１７製品

◇iPASOLINK 200（超小型マイクロ波通信システム）
・PASOLINK機能を拡張することで３装置→１装置に

集約し、消費電力を約51％削減。
・屋外装置ODUにおいて世界初の塗装レスを実現

◇パブリックディスプレイ MultiSync LCD-X551S
・薄型・軽量・狭額縁・低消費電力をコンセプトとした、

世界初の高輝度５５型パブリックディスプレイ。
・CCFLﾊﾞｯｸﾗｲﾄ→LEDﾊﾞｯｸﾗｲﾄ、高効率電源採用により

従来製品比で約52％の消費電力削減を実現

◇液晶プロジェクター NP-L50WJD
・５００ｌｍ以上明るさのモバイルプロジェクターでは

業界初ＬＥＤ光源ＰＪ
・ＬＥＤ光源採用により、２０１０年度製品比

64％の消費電力削減、 20,000時間の
長寿命、水銀レスを実現

エコシンボルスター取得製品事例

iPASOLINK

NP-L50WJD

薄さ43.3mm

従来製品

©All Rights Reserved, Copyright     2012,NEC Corporation 24

ＰＯＳ端末液晶プロジェクター

スピーカ
ホルダー

ケーブルカバー

照明器具 携帯型業務端末
（クレードル）

内部部品

決済端末

内部部品

※オプション部品

デスクトップ
パソコン

2011年度新規適用製品

～2010年度

フロント
パネル

６製品群に適用 （2011年度 新たに２製品群へ適用）

2017年度目標 ： 主要製品※へのバイオプラ適用
※ 屋外設置製品等、バイオプラスチックでは性能が維持できない製品については対象としない

製品へのバイオプラスチックの適用
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５．欧州ＲｏＨＳ指令対応

26

ＥＵ環境政策の４原則

１．予防原則（Precautionary principle)
重大な被害の恐れがある場合、

リスクが科学的に完全に釈明されていなくても規制する

２．未然防止原則 (Prevention principle)
被害を未然に防ぐことで、

費用対効果が高く効率的環境政策が可能になる

３．発生源での防止優先原則
汚染物質は発生源で対処することで、環境への影響を抑えられる

４．汚染者負担原則 (Polluter-pays principle) 
汚染した責任者が汚染物質の除去と再発防止の費用を負担する

（ＥＣ条約 第１７４条）

・環境問題に対して妥協のない姿勢
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ＷＥＥＥ／ＲｏＨＳ指令の背景

土壌・水・大気汚染

不
法
投
棄

食物連鎖・

濃縮

有害物蓄積

健康被害

生態系異常

適正処分
不適切処分

経時変化

WEEE

90％は

前処理なし

子供への異常

環境ホルモン

※日本電子株式会社殿資料より引用

28

欧州 ＲｏＨＳ指令 とは？
●対象製品：ＥＵ域内に販売される全ての電機・電子機器

全ての電機・電子機器※：医療用デバイス、監視及び制御機器、大型据付装置は除く

 規制内容：鉛、水銀、六価クロム、カドミウム、ＰＢＢ（ポリ臭素化ビフェニル）、
ＰＢＤＥ（ポリ臭素化ジフェニルエーテル） の原則含有禁止

 閾値→鉛、水銀、六価クロム、ＰＢＢ、ＰＢＤＥ：1000ppm
カドミウム：100ppm

■ＲｏＨＳ指令の課題

① 閾値算出方法の定義
 均質部位の定義が不明確

② 適用外製品の定義
 適用外製品（例：制御機器）の定義が不明確

③ 除外項目の見直し
 除外項目が今後も流動的

④ 各国法の状況
 成立している各国法はＲｏＨＳ指令のままで、細かい定義が不明確
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欧州ＲｏＨＳ指令の改正

指令全文の見直し（2011年７月１日 ＥＵ官報公布）

□禁止物質の追加無し ＋優先禁止検討物質

●ただし、ナノ・マテリアル：禁止物質検討対象の記述あり

●優先禁止検討物質：ＲＥＡＣＨ認可物質、制限物質
ＨＢＣＤＤ、ＤＥＨＰ、ＢＢＰ、ＤＢＰは、優先評価

その他

□禁止物質の新規追加検討は、３年以内
□カテゴリ８＆９の猶予期間： 医療機器 ３年、 監視、制御機器 ３年（工業用６年後）

□オープンスコープ開始は、８年後
□除外項目の有効期間 ５年 （医療機器／監視制御機器は７年）
□除外取消し猶予期間は、取消決定後 min12ヶ月～max18ヶ月

■ＣＥマーキング：表示、適合宣言書、技術文書の保管 2013年1月2日開始

除外項目の見直し（2010年9月24日 ＥＵ官報公布）[2011年9月10日一部追加有り］

□ 適用除外の細分化（３９項目→７７項目） 、除外範囲の絞り込み
□ 適用除外が一部廃止（例：低電圧キャパシタ使用の誘電体セラミック中の鉛）
□ 細分化の各項目に対して、個別に期限日が設定（個別の代替情報updateが必要）

30

状況 規制概要 施行時期

欧州 除外見直済み

指令改訂済み

適用除外の細分化 （個別期限設定）等

ＣＥマーキング、適合宣言書、技術文書保管等
2010年公布済み
2011年公布済み

北米 施行済み EU-RoHSと同等（一部scopeに差異あり） 2007年施行済み

中国 施行済み

改訂検討中

第１ステップ：含有可。表示必須

第２ステップ：対象製品含有禁止。認証必要？
2007年施行済み

2012年？改訂予定

韓国 施行済み EU-RoHSと同等

※対象（個人PC,ｺﾋﾟｰ機, 家電等10種)

2008年施行済み

ベトナム 公布済み EU-RoHSと同等

適合宣言表示義務あり

2012年12月施行

タイ 工業規格

公布済み

表示可能（推奨規格）

強制力のない任意規格

2009年公布済み

インド 公布済み EU-RoHSとほぼ同じ内容

WEEE義務有り

WEEE：2012年5月施行

RoHS：2014年5月施行

トルコ 施行済み EU-RoHSと同等

適合宣言表示義務あり

2009年施行済み

ウクライナ 施行済み EU-RoHSと同等

適合宣言表示義務あり

2011年1月施行済

セルビア 施行済み EU-RoHSと同等 2011年1月施行済

2012年7月現在各国ＲｏＨＳ規制の状況
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１．機器を構成する全ての部品・モジュールに対し、
技術的観点での含有化学物質調査を行っている。

２．機器を構成する全ての部品・モジュールに対し、
ＲｏＨＳ適合の証明を取得している。

３．サプライヤへの含有化学物質管理の要求事項を明確に示し、
サプライヤの同意を得ている。

４．リスクのあるサプライヤ内プロセスへのアセスメント・指導を行い、
データの信頼性向上に努めている。

５．疑わしいデータおよびリスクを含む部位に対しては、
分析による確認を行っている。

６．上述のデータは保管され、必要に応じ提出できるようにしてある。

ＲｏＨＳ適合プロセスとして運用

ＲｏＨＳ適合の条件（ＮＥＣ解釈）

32

製品含有物質の管理体制の必要性

・対応宣言書はもらった
・禁止物質の非含有を指定した
・ＲｏＨＳ適合調査を行い、適合確認をした
・ＲｏＨＳ適合の宣言書、保証書を受領した

これで本当に大丈夫か？
科学的に判断するには、分析しないと分からない
とはいえ、全品分析はコストが莫大であり、現実的でない

信頼のある情報や部品を得るため、
適正な管理体制構築を要求し、改善が必要

間
接
的
な
担
保
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欧州ＲｏＨＳ指令対応でのトラブル発生事例

★プラスチック成形品への鉛、カドミ含有

★リード被覆への鉛、カドミ含有

★リード端子（錫メッキ部）への鉛含有

★モーター内部の接着剤の鉛

 未検証材料の使用

 リサイクル材料に含有

 長期在庫品の出荷

 Ｐｂは使われていないはず（思い込み）

 品番読み違え

34

ＮＥＣ サプライヤ

含有禁止の要求（宣言書）
図面・仕様書指定
ＤＲ・データによる非含有確認
受入検査（分析確認）
サプライヤアセスメント など

含有物質管理システムの構築
禁止物質の非含有
購入部材管理
工程管理（非含有）
成分データ収集・管理 など

禁止物質を含有させない双方の品質管理体制が重要

確実なコンプライアンス対応

リスク対応

ＰＭＲ（化学物質管理）アセスメント促進

製品含有化学物質管理強化（ＰＭＲ※推進）

仕組みを構築して
リスクを極小化

継続的な改善活動
につなげる

※Process Management Review
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仕
組
み

製
造
フ
ロ
ー

改
善

シ
ス
テ
ム

ア
セ
ス
メ
ン
ト

現
物

確
認

含有物質管理ＰＭＲアセスの基本的考え方

経営幹部の取組姿勢の確認 （１０項目）

マ
ネ
ジ

メ
ン
ト

＃１ 含有物質管理システム （５項目）

＃２ 内部教育訓練 （５項目）

＃３ 含有物質評価システム （５項目）

＃４ 購入先および生産委託先の管理 （５項目）

＃５ 購入部品・部材の管理 （５項目）

＃６ 製造工程の管理＜製造委託先工程も含む＞ （５項目）

＃７ トレーサビリティ （５項目）

＃８ 化学分析および分析データ管理 （５項目）

＃９ 含有物質情報コミュニケーション （５項目）

＃１０ 不具合発生時の処置 （５項目）

確証の確認

データや記録類の確認

ＰＭＲ（含有物質管理）の評価項目

0

5

10

15

20
1.含有物質管理システム

2.内部教育訓練

3.含有物質評価システム

4.購入先および生産委託先の管理

購入部品・部材の管理

6.製造工程の管理

7.トレーサビリティ

.化学分析および分析データ管理

.含有物質情報コミュニケーション

10.不具合発生時の処置

自己評価

現地審査

■「ＮＥＣが求める合格レベル」、「高いレベル」、「低いレベル」を５段階で項目毎に明示

→ サプライヤは、自身で改善活動を行える（自立的改善）

セルフアセスメント

改善

審査

36

６．欧州ＲＥＡＣＨ規則対応
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欧州化学品庁

２次メーカ

部品メーカ

１次メーカ

年間１トン以上：物質重量
用途も登録

登録、評価、認可

化学品メーカ
化学品輸入業者

ＤＢ

廃棄･リサイクル

機器メーカ

客先・消費者

①届出（SVHC）
SVHC＞0.1wt%含有、かつ欧州業者当たり
１トン/年を超える場合、届出必要

※ＳＶＨＣ（高懸念物質；Substance Very High Concern）
発がん性物質、変異原生物質、生殖毒性物質、内分泌かく
乱物質など、欧州化学品機構で別途リスト化される。

※ 域内製造者
・輸入業者

アーティクルでは、1500種程度が管理対象？

③情報伝達（SVHC）
SVHC>0.1wt%

ＥＵに入る全ての化学物質が対象
登録、評価、認可の義務化

意図的放出物質が存在（１ｔ/年を越える）
→評価・登録必要

②登録（意図的放出物質）

アーティクル（成型品）の
輸入者・生産者の責務

情報は川上から川下に流れる
（ＳＶＨＣの情報伝達要）

ＲＥＡＣＨ規則の全体イメージ

38

ＮＥＣにかかわる義務
1. 登録と届出

a. 意図的放出物質にかかわる登録（REACH 7条１項）

b. 届出（REACH 7条2項）

c. 調剤輸出者にかかわる義務（REACH 8条2項3項）

2. 情報伝達（REACH 33条）

現在、ＮＥＣグループでは、

主に「届出（７条２項）」および「情報伝達（３３条）」の責務が発生しています。

主に、調達品のＳＶＨＣ含有濃度／含有量把握、
ＮＥＣ製品単位でのＳＶＨＣ含有濃度集計が必要

SVHC 0.1%超えあり
情報伝達実績あり

今のところ、
対象事例は、
ほとんど無し
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個包装

外装・輸送包装

製品本体

アクセサリ

部品類のＡＩＳ

情報管理すべきモノの単位の事例

ＥＵ市場に上市する際に、物理的に分離する成形品の単位

40

※JAMP:  Joint Article Management Promotion-consortium

川上企業

川中企業

MSDS・MSDSｐｌｕｓ
を用いた情報伝達

AISを用いた情報伝達
Information transfer with
AIS (Article Information Sheet)

川下企業
含有化学物質管理

ガイドライン

ＪＡＭＰ※が推奨する情報伝達ツール
※ＪＡＭＰ＝アーティクルマネジメント推進協議会

化学物質・調剤
の情報伝達

アーティクルの
情報伝達
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ＪＡＭＰスキームによる情報伝達のイメージ
調剤 部品 モジュール 製品

お客様

MSDS
plus

MSDS
plus

MSDS
plus

AIS AISAISAIS AISAISAISAIS

SVHC
情報

欧州販社

AIS

物質変化

接着、捺印等による
揮発、新規物質生成など

物質変化

加算
ねじ止めなど
物質変化が
無いもの

減算

加算

減算

接着剤
塗料
はんだ
など

川下企業で必要な情報
・ＳＶＨＣ情報（物質名、ＣＡＳ番号、濃度、含有量）
・ＲＥＡＣＨ登録情報（登録済or未登録、登録されている用途、制限）

届出
情報

化学品庁

加算
減算 ねじ止めなど

物質変化が
無いもの

42

NEC-REACHシステム ［製品含有物質管理］



（櫻井融 22） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

43

ご参考

44

廃棄

ＮＥＣにおける製品工程と環境システムの関係

開発
設計

資材
調達

生 産
販売
物流

お客様
の使用

REACH規則対応
（NEC REACHシステム→ProChemist）

RoHS指令対応
（グリーンDB）

LCA
（LCAツール）

製品アセスメント
（製品ecoPortal）

廃掃法対応
（広域3R電子化システム）

生産情報管理

（GreenGlobe）

製品環境情報発信
（EPIWS）

ｴﾈﾙｷﾞｰ、化学物質、
廃棄物、法令情報、

監査等

→温暖化法令、
排出量取引、炭素会計等

製品系情報の統
合管理

調査(JAMP-GP連動）、
材料/部品/機器情報管理、

届出対応、
日・中・欧連携等

手続き一元化、
GPS移動経路ﾓﾆﾀｰ

設計・生産部門

環
境

シ
ス

テ
ム

CAD

出荷実績

購買データ
品質データ

中計情報管理
製品ＣＯ２、エコプラ等
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環境パフォーマンス管理システム ＧｒｅｅｎＧｌｏｂｅ®Ｘ

エネルギー見える化機能を強化した統合環境パフォーマンス管理システム
をクラウド、SIパッケージで開発開始。2012年4月からＮＥＣグループで利用開始しました。

（グリーングローブ エックス）
ご参考

46

（RC支援化学物質管理ソリューション）

化学・素材メーカ様向けに、化学物質・法規制情報を総合管理

①化学物質管理に必要な情報を総合管理 ②化学物質管理業務の検索機能 ③ＲＥＡＣＨ・改正化審法集計を支援＜特徴＞

ご参考 ProChemist/RC
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ＮＥＣグループビジョン２０１７

人と地球にやさしい情報社会を

イノベーションで実現する

グローバルリーディングカンパニー

48
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ライオンの環境への取り組み

２０１２年９月２６日

ライオン株式会社
ＣＳＲ推進部 環境保全推進室

ライオンの経営ビジョン Vision 2020

機能性食品

トイレタリー
ＯＴＣ医薬品

くらしとこころの価値
創造企業をめざす

事業領域

健康 快適 環境

環境対応先進企業
をめざす

挑戦・創造・学習
企業を目指す

2
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原料
調達 製造 物流

材料
調達 使用 廃棄

・包材削減

・つめかえ

・ﾘｻｲｸﾙ材料
の使用

・植物原料

の使用
･濃縮化

・ｺﾝﾊﾟｸﾄ化 ・省エネ

・使用量削減

・節水

・省エネ

・廃棄物削減

ＣＯ２の削減 水環境にやさしい資源の循環

ライフサイクルを通じた環境配慮

原材料調達から廃棄までの商品の一生（ライフサイクル）を通じて

環境に配慮した事業活動を行っています。

3

4

１. 環境に配慮した商品開発
・水環境への取り組み
・植物原料の活用

２. 環境リスクの評価

３. 環境保全活動
・生物多様性への取り組み
・水環境保全



（飯田教雄 3） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1-1)環境に配慮した商品開発(水環境への取り組み)

※アルファオレフィンスルホン酸塩

1960年代

河川の発泡問題

1967年
高生分解性成分
AOS※配合の洗剤発売

1

1970年代

湖沼の富栄養化問題

1973年
無リン洗剤発売２

2009年トップ※アルファスルホ脂肪酸エステルナトリウム

1980年代以降

地球環境問題

1991年
植物原料成分
MES※配合洗剤発売

３

2010年トップＮＡＮＯＸ
※メチルエステルエトキシレート

2010年
植物原料成分
MEE※を高濃度配合

4

1967年
ダッシュ

1973年
せせらぎ

1980
無リントップ

当社独自の技術で各時代の環境問題に対応し、環境負荷低減に努めている 5

1960年代 河川での発泡問題

1-2)「河川の発泡問題」への取組み

写真：1970年3月31日発行「公害と東京都」東京都公害研究所編 6
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1-3)「河川の発泡問題」の背景

衣料用合成洗剤

洗濯機の普及率生
産
量

洗濯用石鹸

0

10

20

30

40

50

60

70

80

1950 55 60 65 70 75 80 85 90 95
0

20

40

60

80

100
％

2000

（万t）

洗
濯
機
の
普
及
率

多

高

洗濯機の普及と共に、衣料用合成洗剤の生産量が
急激に増加し、環境への排出量も増加

洗濯機の普及

7

8

河川での泡立ち

：微生物

微生物が分解できない
界面活性剤が
河川に残存

：分枝型界面活性剤(ABS)

分枝構造 直鎖構造へ変換

：微生物

微生物による分解
(生分解)

：直鎖型界面活性剤(LAS)

泡立ち解消

1-4)「河川の発泡問題」原因と対応

生分解性の良い界面活性剤を開発

8

原因：1960年代合成洗剤の普及

対応：
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窒素、リン、カリウム

プランクトンが
異常増殖

1-5)「富栄養化問題」の原因

赤潮発生

植物性プランクトンの
栄養源が豊富

河川などから海に流れ込む栄養分

特に湖、湾内など海水交換の
悪い場所豊富

リンなどの栄養分が豊富に流入することによる
プランクトンの異常増殖

9

1-6)「富栄養化問題」の原因と対応

《当時のリン発生源》

自然

農業排水（肥料）

産業排水

家庭排水（し尿、食品、衣料用洗剤中リン成分）

リン発生源の10数％（試算）

寄与率から考えると、
総合的対策が必要

10

1）代替物質の探索 →洗浄性能、ヒト及び水生生物に対する安全性確保
2）自主規制により洗剤へのリン配合量の削減
3）無リン洗剤の上市

 代替物質（ゼオライト）の開発

 衣料用洗剤中のリン配合量削減

現在、家庭用合成洗剤は、ほぼ100%無リン化されています

《洗剤業界の対応》
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石油原料
→限りある資源

植物原料
→再生産可能な資源

～カーボンニュートラル～

1-7) 「環境に配慮した商品開発（植物原料の活用）

光合成により
ＣＯ２を固定

11

パーム油 パーム核油

パームの実

シェル

1-8)「環境に配慮した商品開発（植物原料の活用）

パームの房

パームの木

12
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パーム油の生産から販売までサプライチェーン全般に関わる企業・団体の
参加による、環境や社会に悪影響を与えない持続可能なパーム油の生産と
消費の促進に取り組んでいる協議会

WWF（世界自然保護基金）とユニリーバなどにより２００３年に設立

目的：持続可能なパーム油の生産に関する基準作りと認証制度の確立、普及
会長：Jan-Kees Vis (Unilever)
事務局：Kuala Lumpur (Malaysia)

（持続可能なパーム油のための円卓会議）

1-9) 持続可能なパーム油の調達

13

ﾊﾟｰﾑ油
ﾔｼ油・ﾊﾟｰﾑ核油

高純度・高品質
脂肪酸ﾒﾁﾙｴｽﾃﾙ

粒状衣料用洗剤

柔軟剤

香料

脂肪酸
誘導体

メチルエステル
エトキシレート

メチルエステル
スルホネート

四級
アンモニウム塩

脂肪酸

高級
アルコール

カロテン

トコトリエノール

グリセリン

Surfactant 
agents

ｴｽﾃﾙ交換

微量成分
回収

アミド／糖エステル

(2010～)

液体衣料用洗剤

1-10) 環境に配慮した商品開発(植物原料の活用)

14
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洗濯１回（３０Ｌ）あたりのＣＯ２排出量

植物原料の使用と濃縮による使用量低減により、
CO２排出量は90年比74%削減

74％削減

20％削減

NANOX
(2010.1発売）

油脂原料由来の新規非イオン界面活性剤MEE の活用により、
「コンパクト化」、「高洗浄力」、「低環境負荷」を実現

1-11) 植物原料を活用した商品

15

衣料用液体洗剤
｢トップ NANOX｣

サンプリング地点(4河川7地点）

MES：2004～2005年・・・C14,C16鎖長
2008年～現在 ・・・C16,C18鎖長

MEE：NANOX発売2010年～現在・人口が集中している都市近郊を選定
・人への健康も充分検証するために、
飲料水となる上水道の水源を含む地点を
選定

・河川水量、水温変化を考慮し年４回測定

2-1). 環境リスクの評価
サンプリング年度

製造量が多い（年間１万トン超）、
当社独自物質のモニタリングを開始

ＬＡＳ、アルコールエトキシレート他：
1998年から石鹸洗剤工業会で開始

濃度推移を確認

1996年に「ＰＲＴＲ技術検討会」が環境省に設置洗剤は家庭で使用されることを考慮

16

・客観的なデータを得るため外部分析機関を採用
・継続的に測定し、トレンドを把握する
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0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

2004 2005 2008 2009 2010

(年）

河
川

水
中

の
M

E
S
濃

度
（
μ

g
/
L
）

C14

C16

C18

2-2)MESの河川ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ結果 （鎖長別の経年推移）
採

水
７

地
点

の
9
5
パ

ー
セ

ン
タ

イ
ル

C168MES
生産開始

経年的に検出濃度は～0.8μg/Lと低濃度で推移

C16MES
予測無影響濃度
C18MES
予測無影響濃度

安全域

95パーセンタイル：母集団の95%の位置にある値

予測無影響濃度：水生生物に影響を与えない濃度

＜参考： 単純希釈モデルで計算
した平均濃度＞
C16MES 0.4μg/L
C18MES 0.1μg/L 

C14MES
予測無影響濃度

84.0
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ライオン山梨の森 野生生物調査（2010～）

ホタルの育成
（小田原工場、2005～）

「アカウミガメ」の産卵地環境整備
（大阪工場、2010～）

「酒匂川水系のメダカ」の保護
（小田原工場、2003～）

絶滅危惧種の繁殖

3-1) 環境保全活動 （生物多様性の取り組み）
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「日本水大賞」

国土交通省をはじめとする関係34団体の後援に
よって水環境健全化に関する優れた活動を表彰し
ています。

2002年に創設され、20歳未満の学生による優れ
た調査研究を表彰します。

受賞者はストックホルムジュニア・ウォーター・プライ
ズ(SJWP)の日本代表候補になります。

「雨水ネットワーク会議」支援

市民・行政・企業・研究者などが雨水使用に関
する情報を共有し水危機の解決を推進する会議

雨水利用普及支援（バングラデシュ）

優秀な研究活動を表彰する
ことにより、水環境に関す
る研究意欲の啓発をめざす
ために創設

日本水環境学会「ライオン賞」創設

19

3-2) 水環境保全活動の活性化に協力

「日本ｽﾄｯｸﾎﾙﾑ青少年水大賞」

目的：雨水を活かす暮らしや水の大切さを考えるきっかけにしてもらう
対象：小中学生中心

募集部門
①作文部門
②絵画部門
③自由研究部門
④スローガン部門

IWA Busan（http://www.iwa2012busan.org/）
世界水会議（釜山）でのポスター展示(2012.9）

20

3-3) 雨水活用 ～雨活コンテストの実施～
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本日の講演内容

・DIC株式会社の概要

・DICグループのCSR活動

・DICにおける化学物質管理の取り組み
化学物質情報総合管理システム“CIRIUS”
の構築と活用
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DICの化学物質管理システムについて
－化学物質情報総合管理システムの構築と活用－

2012年9月26日

小西 明
DIC株式会社
取締役常務執行役員
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の構築と活用
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本日の講演内容

・DIC株式会社の概要

・DICグループのCSR活動

・DICにおける化学物質管理の取り組み
化学物質情報総合管理システム“CIRIUS”
の構築と活用
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DIC株式会社 会社概要

COPYRIGHT © DIC CORPORATION ALL RIGHTS RESERVED. 4

商号 DIC株式会社（DIC Corporation）
（旧社名：大日本インキ化学工業株式会社）

本 社 東京都中央区日本橋三丁目７番20号
Tel：03-3272-4511

創 業 1908年2月15日（明治41年）

設 立 1937年3月15日（昭和12年）

資本金 912億円

従業員数 連結約20,455名 単体 3,408名

国内事業所 ２支店、８営業所、11工場

関係会社 186社（国内36社、海外150社）

（※2012年3月31日現在）
売上高 営業利益

0

2,500

5,000

7,500

10,000

2009 2010 2011

（億円）

7,343

0

150

300

450

2009 2010 2011

（億円）

350

支店・営業所

工場・研究所

欧州
54社 北米

15社

アフリカ

7社
中南米
12社

日本
36社

オセアニア

2社

アジア
60社
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DIC年の歩み（１）

■ 1908（明治41年）川村インキ製造所として創業
■ 1925（大正14年）有機顔料の自給生産を開始
■ 1952（昭和27年）米Reichhold社との合弁出資によ
り日本ライヒホールド化学工業(JRC)を設立

■ 1957（昭和32年）プラスチック成形加工分野へ参入
■ 1962（昭和37年）大日本インキ化学工業の発足

COPYRIGHT © DIC CORPORATION ALL RIGHTS RESERVED. 5

DIC年の歩み（2）

■ 1968（昭和43年）DICカラーガイド®を販売開始
■ 1973（昭和48年）液晶事業へ参入
■ 1986（昭和61年）Sun Chemical社のグラフィック
アーツ材料部門を買収

■ 2008（平成20年）商号をDIC株式会社に変更
■ 2009（平成21年）DICグラフィックスを設立

COPYRIGHT © DIC CORPORATION ALL RIGHTS RESERVED. 6
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DICグループの事業展開

COPYRIGHT © DIC CORPORATION ALL RIGHTS RESERVED. 7

プリンティングインキ

リキッドコンパウンド

ファインケミカル

塗工、印刷など
液状プロセス用の
分散・混合物製品群

ジェネラルポリマ
成熟化した市場向けの
汎用樹脂製品群

スペシャリティポリマ

ソリッドコンパウンド プロセストプロダクツ

有機顔料、液晶など
特化した機能をもつ
モノマー、オリゴマー
製品群

機能性に特化した
差別化樹脂製品群

顔料と樹脂からなる
印刷インキおよび
関連製品群

成形、圧着など
固形プロセス用の
配合・混練物製品群

ポリマーやコンパウンドに
さらに機械的工程を加えた
製品など

DICが展開する事業分野(1)

プリンティングインキ
オフセットインキ
グラビアインキ
フレキソインキ
製缶塗料
新聞インキ
包装用接着剤
印刷関連製品・材料

COPYRIGHT © DIC CORPORATION ALL RIGHTS RESERVED. 8
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DICが展開する事業分野(2)

ファインケミカル
有機顔料
液晶材料
アルキルフェノール
金属石鹸
サルファケミカル

リキッドコンパウンド
インクジェットインキ
繊維着色剤
建材塗料
光ディスク用保護コート剤・
接着剤

COPYRIGHT © DIC CORPORATION ALL RIGHTS RESERVED. 9

DICが展開する事業分野(3)

ジェネラルポリマ
アルキド樹脂
不飽和ポリエステル樹脂
改質剤
水系樹脂
アクリル樹脂
フェノール樹脂
ポリスチレン

スペシャリティポリマ
エポキシ樹脂
UV硬化型樹脂
ウレタン樹脂
フッ素化学品

COPYRIGHT © DIC CORPORATION ALL RIGHTS RESERVED. 10
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DICが展開する事業分野(4)

プロセストプロダクツ
SMC・加工品
パレット・コンテナー
工業用粘着テープ
印刷用粘着フィルム
ラベル・ステッカー
特殊磁気テープ
化粧板
加飾材料システム
中空糸モジュール
ヘルスケア食品

COPYRIGHT © DIC CORPORATION ALL RIGHTS RESERVED. 11

ソリッドコンパウンド
PPSコンパウンド
機能性コンパウンド
樹脂着色剤
機能性光学材料
多層フィルム

DICが提供する価値の概念図

COPYRIGHT © DIC CORPORATION ALL RIGHTS RESERVED. 12
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本日の講演内容

・DIC株式会社の概要

・DICグループのCSR活動

・DICにおける化学物質管理の取り組み
化学物質情報総合管理システム“CIRIUS”
の構築と活用
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DICグループのCSR活動

｢事業活動を通じて社会的責任を果たし、社会の発展に寄与
していくこと｣が｢CSRの基本｣であると位置づけています。

COPYRIGHT © DIC CORPORATION ALL RIGHTS RESERVED. 14

10のCSRテーマを設けて
「コンプライアンス」から
「ステークホルダーとのコ
ミュニケーション」に至る
まで重点テーマを深化させ
ながら、取り組みを進めて
います。

●安全・環境・健康および品質
●コンプライアンス
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安全の取り組み事例
■ 体感教育

COPYRIGHT © DIC CORPORATION ALL RIGHTS RESERVED. 15

カリキュラム

COPYRIGHT © DIC CORPORATION ALL RIGHTS RESERVED. 16

卵黄と苛性ソーダによる薬傷の実験

５％の苛性
ソーダ数滴

滴下 黄卵の細胞が
破壊



（小西明 9） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

COPYRIGHT © DIC CORPORATION ALL RIGHTS RESERVED. 17

摩擦帯電や誘導帯電を体験

樹脂ペレットの帯電と
溶剤着火を体験

環境の取り組み事例

■ 環境 CO2排出量の削減
「EneSCOPE」「VETA※」の立ち上げ

COPYRIGHT © DIC CORPORATION ALL RIGHTS RESERVED. 18

※VETA：Visualization of Energy based on Theory and Actual usageの略。DICの独自システム。
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品質の取り組み事例（1）

■ 品質方針・品質活動

COPYRIGHT © DIC CORPORATION ALL RIGHTS RESERVED. 19

品質の取り組み事例（2）

■ 製品提供のプロセス

COPYRIGHT © DIC CORPORATION ALL RIGHTS RESERVED. 20

企画・立案

開発・設計審査

生産・品質確認

販売・技術サービス

製品企画では、製造・販売・技術・補管の各部門が連携し、市場やお客様の要望などをもとに、
製品の基本性能を策定します。

開発・設計審査では、付与性能から、品質目標を定め、DICの固有技術と蓄積データを反映させ、
価値の創造を行います。並行して社会的な視点からも原料や製品に問題ないことを確認します。

製品の品質を保証するため、徹底した工程管理と識別管理を行います。お客様との関係維持
のため、省資源・省エネ活動を推進し、コストダウンにも注力します。

お客様の声に耳を傾け、製品品質の向上を図ります。また、DIC 製品を安全に安心して
ご使用いただくために、情報・資料・技術サービスも営業窓口を通じて提供し、顧客満
足をさらに向上させる活動をしています。
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本日の講演内容

・DIC株式会社の概要

・DICグループのCSR活動

・DICにおける化学物質管理の取り組み
化学物質情報総合管理システム“CIRIUS”
の構築と活用
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化学物質情報総合管理システムの構築（１）
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1970年代 一部の欧米企業が自主的にMSDSを作成、提供

1985年 米国 MSDSの義務化(危険有害性周知基準の施行

1990年 国際化学工業協会協議会(ICCA)がMSDSの統一案を作成

1991年 欧州 委員会指令「危険な物質及び調剤に関する安全性データ
シート編纂の手引き(91/155/EEC)」公布

1992年 日本化学工業協会がMSDSに関する指針を作成・公表

1992-1993年 日本 通商産業省、厚生省、労働省がMSDSに関する告示を策
定・公表

2000-2001年
日本 SDS配布義務化
労働安全衛生法施行
化学物質排出把握化学物質排出把握管理促進法施行
毒物及び劇物取締法施行

2007年 日本 労働安全衛生法（ＧＨＳラベル表示義務）施行

SDSの普及経緯

2002
SDS自動作成システムの構築

2009
化学物質情報総合管理システム”CIRIUS”の構築
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化学物質情報総合管理システムの構築（２）

化学物質情報一元管理化/SDS作成のシステム構築の必要性

背景
膨大な取扱い製品/原料
登録製品数 約40万種（直近2年間 15万種）
使用原料 約2万種

法改正対応
安衛法の改正 通知対象物質
化管法の施行 PRTR物質

GHS導入（安衛法が取入れ2006年）← 1製品1葉化が必須

COPYRIGHT © DIC CORPORATION ALL RIGHTS RESERVED. 23

SDS 1品１葉化が必須

■ SDS自動作成システム導入前

・約10箇所の技術本部担当者がマニュアルでSDSを作成
・DIC「SDS作成の手引き」を参照
・技術本部が異なるとSDSの外観も記載内容も大きく異なる
・チェックする法律・規制区分、参照する毒性データ等が同一ではない
・ベテランが作成した場合と経験が少ない担当者ではSDSの出来栄え
に大きな差異

・法改正や新規情報入手等に伴うSDSの更新作業が困難
・製品数が膨大で、人間ワザでは対応不能な技術本部も…

新製品数 200～400/day

COPYRIGHT © DIC CORPORATION ALL RIGHTS RESERVED. 24
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■ SDS自動作成システム導入後

・誰が作成しても85点以上のレベルでSDSが作成可能
・人的判断ミスやチェック漏れがない

システムが作成した結果の修正を許さない仕組み
（結論に誤りがある場合は、ロジック・データを修正）

・約50の法規、300の規制区分をシステムが自動チェック
・禁則処理の採用により、常に法律がCBIより優先
・判定根拠の確認が可能
・常に最新のデータを参照
・SDSのUpdateが容易
・データの一元管理で様々な検索、アウトプットが可能
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SDS自動作成システムから
化学物質情報総合管理システム”CIRIUS”へ

・システムにアーカイブされたデータを加工して様々なアウトプット
・原料情報、原料のSDS、微量成分（不純物、副生成物）の管理にも対応

・SDS, MSDSPlus, AISの作成
・SDS, AISのWeb配布
・輸出規制（外為法 輸出貿易管理令）の管理
・得意先へのPRTR情報提供
・化審法製造輸入数量報告データの作成
・化学物質、原料、製品の毒性情報、法規制情報のチェック・検索 等

SDS自動作成システム導入後

情報の一元化
製品
成分
情報

COPYRIGHT © DIC CORPORATION ALL RIGHTS RESERVED. 28

統一帳票
を作成

自動計
算判定

最新情報
を照合

各技術に分散していた
情報を一元集約し
さらに継続的に基幹
システムからも製品
情報を転送

CIRIUSでは製品成分
情報入力がスイッチと
なり自動的に帳票作成
が進む

基幹システム

☝帳票作成までの全ての作業を自動化

誰が作成
しても
合格点

物性情報

生態毒性情報

環境毒性情報

法規制情報

判定結果の
根拠確認可能

常に最新情報を
アップデート

人的ミスなし
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CIRIUSの活用 社内の化学物質管理
▶ 当社製品・取扱い原料およ
びこれらに含有される化学
物質についての情報（毒性、
物性、インベントリー、
等）検索

▶ 当社製品の帳票（SDS、
MSDSplus、AIS）を作成

▶ 扱い原料の帳票（SDS、
MSDSplus、原材料調査表）
を登録

▶ 基幹システムの数量データ
を照合し、化審法製造輸入
数量やPRTR届出数量の集計
を実施

▶ CIRIUSから輸出出荷システ
ムに規制情報を転送し輸出
規制品を管理

▶ CIRIUSからラベル情報をラ
ベル作成システムへ転送

COPYRIGHT © DIC CORPORATION ALL RIGHTS RESERVED. 29

毒性情報
等
検索

• 原料
• 製品
• 化学物質

帳票

作成

• SDS
• MSDSplus
• AIS

報告
届出

数量集計

• 化審法製造輸入
数量報告

• PRTR届出

出荷

管理
• 輸出規制該非判定
• 製品ラベル作成

CIRIUSの活用 DIC SDS/AIS Web配付システム

■ SDSのWeb経由入手
 購入品のSDSを閲覧ダウンロード
 購入日より2年間SDSを閲覧可能
 常に最新改訂版SDSを入手

■ AISのWeb経由入手
 購入品のAISを閲覧ダウンロード

■ PRTR対象物質納入量の参照
 購入品中のPRTR対象物質と納入量
を月次で参照

 PRTR対象物質納入量実績は3年間
閲覧可能

 購入事業所別PRTR対象物質納入量
の閲覧も可能

☝顧客への情報提供

COPYRIGHT © DIC CORPORATION ALL RIGHTS RESERVED. 30

PRTR対象物質
納入量

SDS

AIS

インターネット
経由

CIRIUSは社外向けにWeb配付システムを持っており
インターネット経由で顧客へ情報提供している
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2002年WSSDの目標に向けたDICの化学品管理

化学物質に関わる様々な情報を一元管理する事により、化学物質・製
品のハザードを的確に把握し、適宜ダウンストリームユーザーに提供

リスク評価を行なうための基本情報を集積し、評価を推進。
リスク管理は商流における全ての関係者が実施。その為の情報を提供

DICグループ内のリスク管理
サプライチェーン全体のリスク管理

CIRIUSを有効活用し、リスク評価・管理を推進

COPYRIGHT © DIC CORPORATION ALL RIGHTS RESERVED. 31

2020年目標：科学的根拠に基づくリスク評価・管理手順
を用いて、化学物質が人と健康と環境にもたらす著しい悪
影響を最小化する。

WSSD：World Summit on Sustainable Development
持続可能な開発に関する世界首脳会議

海外向け製品のSDS作成システム構築（1）

■ 背景 ：2002年にSDS/ラベル作成支援ツールを導入し、
EUおよび北米向け製品に対応してきた。

 課題 ：EU・北米以外の国への対応が困難。
世界各国でGHS導入←国毎に異なるビルディングブロック

■ 新システムへの要求事項
 仕向け先国の法規に従い、仕向先国言語のSDSおよびラベルが作
成できる。

 14ヶ国・地域に向け17言語で作成

■ 「WERCS」システムの採用を決定、2012年現在導入作業中
 CIRIUSで培ってきたDIC-know-howを組込む。
 東アジア/アジアパシフィック向け機能を強化

海外向け製品SDS/ラベル作成システム「WERCS」の導入

COPYRIGHT © DIC CORPORATION ALL RIGHTS RESERVED. 32
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海外向け製品のSDS作成システム構築（２）

 2013年4月より国内事業所で稼動予定、輸出製品のSDS/ラベル対応
 2014年4月より海外関係会社へ展開予定、各国製品のSDS/ラベル対応

 日本にシステムを設置し、DIC海外関係会社も利用する。
COPYRIGHT © DIC CORPORATION ALL RIGHTS RESERVED. 33

WERCS
システムサーバ設置

COPYRIGHT © DIC CORPORATION ALL RIGHTS RESERVED. 34

ご清聴有難うございます。



■一般発表資料■ 

 

■企画テーマ発表資料■ 

企画テーマ：「化学物質総合管理法制のあり方」 
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目的を違えた
日本のSAICM実施計画

‐国際社会の失笑が懸念される内容を検証する‐

星川欣孝、増田優
お茶の水女子大学 ライフワールド・ウオッチセンター

化学生物総合管理学会

第９回学術総会

2012年9月26日

目 次

１．SAICM国内実施計画(案)に対する意見の総括
２．国際合意に則したSAICMの誠実な履行
３．世界と日本のナショナル・プロファイルの策定状況
４．SAICM世界行動計画 (GPA) の管理能力強化に係る

主な課題
５．国会附帯決議への迅速かつ誠実な対応
６．SAICM国内実施計画(案)の検証の総括
７．不適切な公募意見（パブリック・コメント）への対応

添付資料：
[別紙] 提出意見に対して提示された回答 (案) に対する再反論
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１．SAICM国内実施計画 (案) に対する意見の総括

環境省が7月17日にパブリック・コメント手続きに付した
SAICM関係省庁連絡会議が作成したSAICM国内実施計画
(案) は、国連研修調査研究所 (UNITAR; United Nations 
Institute for Training and Research) などが提示している
ガイドラインや書式などを基準に検証すると、日本政府が
2003年10月に国際機関に提出したナショナル・プロファイ
ルが100点満点で10点程度しか得られないのと同様に、60
点の合格点に遠く及ばない行動計画と言わざるを得ない。

このような文書を国際機関に提出して国内外に公開する
ことは、関係者の無知と無理解そして不誠実さを自ら露呈
する愚かな行為であり、国際的に失笑を買いかねないもの
である。

それゆえ、策定手続きの構築から根本的に改めて仕切り
直す必要がある。

公開されたSAICM国内実施計画 (案) の構成

第１章 はじめに
１．国内実施計画策定までの経緯 ２．計画策定の手続き
３．本国内実施計画の対象について ４．本国内実施計画の構成について

第２章 我が国の状況
１．化学物質管理のための法令、法規制以外の仕組み等
2．化学物質の管理に係る取組状況と課題

（1）リスクの評価 （2）リスクの管理
（3）安全・安心の一層の確保
（4）国際的な課題への対応

第３章 具体的な施策の展開－国内実施計画の戦略
1．基本的な考え方 （1）目標 （2）主体間の連携
２．具体的な取組事項

（1）科学的なリスク評価の推進
（2）ライフサイクル全体のリスクの推進
（3）未解明の問題への対応
（4）安全・安心の一層の増進
（5）国際協力・国際協調の推進
（6）今後検討すべき課題

第４章 国内実施計画の実施状況の点検と改定

＊制度・仕組みの見直
しや整理・統合に係る
取組みが全くない。

＊行政府として当然行うべ
き通常事務に過ぎない。
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２．国際合意に則したSAICMの誠実な履行
(1)UNITAR/IOMC手引きに基づくSAICM実施計画策定

・実施の標準的プロセス

連 携 の 仕 組 み の 確
立 と組 織 的 考 察

・連 携 お よび協 力 の 強 化

・関 係 者 の 実 効 的 な参 加

・政 策 決 定 者 の 関 心 と支 援 の 確 保

基 盤 と能 力 の 査 定
・ナ シ ョナ ル ・プロファイル の 策 定 ／ 更 新

・優 先 課 題 の 設 定 と連 携

S A IC M 実 施 計 画 の

策 定

・行 動 計 画 の 策 定

・パ ー トナ ーシップの 調 整

・ハ イレ ベル の 承 認 や 公 約 の 取 得

・行 動 計 画 の 公 表

S A IC M 実 施 計 画 の

実 施
・意 識 高 揚 とコミュニケーシ ョン

・人 材 ・資 金 の 動 員

・監 視 と評 価

策

定

実
施

出典：UNITAR/IOMC, Guidance for Developing SAICM 
Implementation Plans. 2009 edit.

(2)「ナショナル・プロファイル」とは何か？

1．化学物質管理体制と管理能力の強化のために必要と

される国際合意文書

2．化学物質管理の現状分析と課題抽出の手法

・社会的制度・枠組みの包括的な解析

・関係省庁の協調による戦略的取組み

3．改善行動計画の策定のための手段

参考資料：
1) UNITAR/IOMC, Preparing a National Profile to Assess the National Infra-

structure for Management of Chemicals  Guidance Document. 1996
2) UNITAR/IOMC, Developing a Capacity Assessment for the Sound Manage-

ment SAICM Implementation  Guidance Document.  April 2007 edit.
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３．世界と日本のナショナル・プロファイルの策定状況

出典：UNITAR Website: http://www2.unitar.org/cwm/nphomepage/np3.aspx

日本のナショナルプロファイルは未完成で極めて不適格な文書

ナショナルプロファイルにおける現状分析と

課題抽出の主な対象

1．化学物質の製造、輸入、輸出及び使用に係る優先的懸念事項
2．法律的および規制的基盤の分析結果
3．進行中の政府プログラムおよび省庁間協力の分析結果
4．産業、利害関係団体及び研究機関が行う化学物質管理及びリ

スク削減活動の分析結果
5．化学物質情報管理基盤の分析結果
6．技術的基盤の分析結果
7．国際的政策イニシアティブ及び技術支援プログラムの実行の

分析結果
8．労働者及び市民の認識／理解力の分析結果
９．利用できる人的及び財政的資源の分析結果
10．ナショナルプロファイルの主要知見を実行するために推奨さ

れるフォローアップ行動

出典：UNITAR/IOMC手引書 (1996) より
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各国のナショナル・プロファイル策定の状況
国 名 公開年 アジェンダ21や

SAICMへの対応
備 考

カナダ 1995.11 〇 ＊1
ドイツ 2000年 〇 ＊1
スウェーデン 2000.04 〇 ＊1
スイス 2000.01 〇 ＊1
アメリカ 1997.01 〇 ＊1
オーストラリア 1998.12 〇 ＊1
中国 1999.12 〇 ドイツが支援

インド ― 作成中 カナダとCIDAが支援

インドネシア 1997.04 〇 オーストラリアとECが支援

日本 2004.02 内容的に極め
て特異

提出を先送りしてきた上に、一部省庁に係
る現状の記述のみで、ナショナル・プロ
ファイルの要件を全く満たしていない。

韓国 1998.04 〇

マレーシア ― 作成中

パキスタン 2000.11 〇 オランダが支援

タイ 1998年 〇 オランダが支援

ヴェトナム 1997.05 〇 オーストラリアが支援

政府が2003年10月に作成したナショナル・
プロファイルの不完全さ

現状分析の項目 現状の記述 分析

行政 民間

1) 化学物質の製造、輸出入及び使用等 統計データ － ×

2) 国の法律的及び規制的基盤 27法一覧 － ×

3) 実施中の政府プログラム及び省庁間協力 連絡会議 － ×

4) 産業、利害関係団体、研究機関が行う化学物質

管理及びリスク削減活動

下部機構 業界団体
等

×

5) 国の化学物質情報管理基盤 一部 － ×

6) 技術的基盤 研究所 － ×

7) 国際的政策イニシアティブと技術支援プログラム 国際会議 － ×

8) 労働者及び国民の認識向上及び教育プログラム 一部 － ×

9) 人材及び財政的資源 一部 － ×

10) ナショナル・プロファイルのフォローアップ体制 × － ×

評点 －15点＞ －25点＞ －50点＞
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４．SAICM世界行動計画 (GPA) の管理能力強化
に係る主な課題

区分 課 題

管理能力
の評価

1．(207.) 化学物質適正管理のナショナル・プロファイル及び実
施行動計画を策定

165．ナショナル・プロファイル及び優先行動計画の策定のため関
係省庁と利害関係者の参画の仕組みを構築

管理能力
の強化

211．化学物質管理の仕組み（ナショナル・プロファイル、国内実
施計画、緊急時対応計画）を作成するプログラムを助成

225．関係省庁の化学物質適正管理の能力を統合
224．国レベルの調整を改善しセクターにわたる政策を統合・強化
166．化学物質適正管理のための統合国家プログラムを設置
193．遵守、説明責任、効果的執行及びモニタリングの慣行を助成
197．法的組織的枠組みの強化活動を助成するため管理能力の強化

戦略を採用
198．化学物質安全規範の調和を助成
223．化学物質管理の規制的及び自主的アプローチに必要な能力へ

の対処

SAICM世界行動計画 (GPA) の管理能力強化
に係る主な課題（つづき）

区分 課 題

産業界の
参画と責任
の促進

98．産業界に科学に基づく新規知識の創出を奨励
189．自主的イニシアティブの活用を奨励（レスポンシブル・

ケア、FAO実施コード）
190．全製品の安全な生産及び使用に関する企業の社会的責任を

助成
191．製品サプライ・チェインにわたる化学物質管理の革新及び

継続的改善を助成

分類表示
の世界調
和システム
の実施

22．世界調和システム（GHS）実施の使用者、労働者、供給者及
び政府の役割を確立

168．法規のレビューとGHS要件への適合
99．ハザード情報に関する情報管理システムを確立
107．GHSを考慮した安全データシート交付手続きを確立
108．危険有害物含有の成形品と製品に消費者、作業場及び処理

場向け情報を添付
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５．国会附帯決議への迅速かつ誠実な対応

化審法に限定されない「化学物質総合管理の強化に係る課題」が圧倒的に多い！

視点 両議院附帯決議の該当項目

化学物
質総合
管理
(12項)

衆：前文 (化学物質の安全性の確立)、１項 (国際合意の確実な履行)、
５項 (GHSに基づく表示等)、７項 (人材の育成・研究機関の充実等)、
９項 (総合的、統一的な法制度等の検討) ・・ 5項目

参：１項 (国際合意の確実な遵守)、３項 (GHSに基づく表示等)、
７項 (人材の育成・研究機関の充実等)、８項 (総合的、統一的な法制
度等の検討)、10項 (動物代替試験法の開発等)、11項 (曝露モニタリ
ングの実施等)、12項 (総合的、統一的な法制度及び行政組織のあり方
等の早期検討) ・・ 7項目

共通
(6項)

衆：２項 (スクリーニング評価の重点等)、３項 (リスク評価への主体者参
加等)、４項 (事業者の負担軽減等) ・・ 3項目

参：２項 (事業者の負担軽減等)、５項 (リスク評価への主体者参加等)、
９項 (化審法の管理のあり方の見直し等) ・・ 3項目

化審法
(4項)

衆：６項 (エッセンシャルユースの運用等)、８項(懸念化学物質の厳格管理
等) ・・ 2項目

参：４項 (懸念化学物質の厳格管理等)、６項(エッセンシャルユースの運用
等) ・・ 2項目

附帯決議への当面の対応の重点

Ⅰ 特に注目すべき附帯決議
１．総合的、統一的な法制度及び行政組織のあり方の検討
２．国際合意を遵守する国の責任と具体的スケジュールの明確化
３．省庁の連携・協力と情報共有の強化
４．評価の審査などに多様な主体を参加させる等の体制の整備
５．化学物質管理を担える人材の育成及び研究機関の充実ならびに大学・

大学院における専門家育成と学校教育の教育内容の見直し

Ⅱ 当面の対応の重点

国権の最高機関である国会が化審法改正案の採択に当たって決議した上記の
附帯決議を遂行するため、かつ、長年の国際公約の履行の観点から化学物質管
理の適正化を実現するため、 現行のSAICM関係省庁連絡会議方式に変えて、
政府が一体となってSAICMの国際合意に取り組み、化学物質総合管理を実現す

る体制を早急に整備し、附帯決議に掲げられた観点を考慮し、以下の課題を遂行
すること。
（1）化学物質管理の現状分析を行い、日本の化学物質管理政策を確立する。
（2）ナショナル・プロファイルと改善行動計画をSAICM世界行動計画に則して

策定し実行する。
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「総合的、統一的な法制度および行政組織のあり方
の検討」に係る両議院の附帯決議

衆議院
9項

化学物質の適正な利用及び化学物質によるリスクの低減に関する長期
的、計画的な施策を推進するに当たっては、関係省庁間の連携を図り
つつ、事業者の負担の軽減及び消費者の化学物質に関する理解の促
進に資するよう、化学物質に関する総合的、統一的な法制度等のあり
方について検討を行うこと。

参議院
8項

化学物質管理が多くの法律に基づきなされている仕組みが、国民の目
から分かりにくいとの指摘を踏まえ、化学物質に関する総合的・統一的
な法制度の在り方について検討を行うこと。

参議院
12項

化学物質によるリスクの低減・削減に関する施策を長期的、総合的、計
画的に推進するため、基本理念を定め関係者の責務及び役割を明らか
にするとともに、施策の基本事項を定めるなど、化学物質に関する総合
的、統一的な法制度及び行政組織の在り方等について検討を早急に進
めること。

OECDが確立し加盟国に勧告した化学物質
総合管理の最も重要な要素

1. 化学物質および化学製品の輸入、生産および販売の統計データを整備する。

2. 化学物質の上市前に、人および環境に対するハザードを包括的に評価する。

3. 化学物質管理には複数の省庁が関係している。そのため、新たな評価手続き
等を設定する際には、関係省庁間の調整を図り、統合的アプローチを採用する。

4. 化学物質リスク評価の合理的な実施手続きとして、最初にスクリーニング評価
(労働者、消費者、一般市民、環境生物) を行い、詳細評価の対象となる物質を
選別する段階的取り組みを採用する。

5．化学物質の人及び環境に及ぼす影響をスクリーニング評価する最小データ
セットを確立する。

OECDは当初、新規化学物質に適用するMPD (上市前最小データセット)を確立し、
後にそれを高生産量 (HPV) 既存化学物質に適用するSIDS (スクリーニング情報デー
タセット) に発展させた。

6. 化学物質の人および環境に対する潜在的影響の判定に必要となるデータの創
出と評価の責務は、産業の管理責任の一部とする。

7. 各国が保有する評価データおよび審査結果の受容性を高め、国家間の相互受
け入れを可能とする。
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６．SAICM国内実施計画（案）の検証の総括

（１） SAICM国内実施計画策定の目的のはき違い

（2）恣意的な方針変更と不作為

（3）ナショナル・プロファイルの重要性に対する無理解

（4）策定過程での関係者間の認識共有化の欠如

（5）日本の化学物質管理に係る緊急課題への認識不足

（6）法律制度の必要性に対する認識の軽薄さ

（１） SAICM国内実施計画策定の目的のはき違い

＊以下に指摘するSAICM国内実施計画 (案) の問題点は、意見公募手続きに基づ
いて提出した意見書に基づいている。

SAICM国内実施計画の策定で最も重要なことは、SAICM国内実施計画を
何のために策定するかというSAICM国内実施計画策定の目的である。
これに関してSAICM基本文書の世界行動計画 (OPS) は、

1) ５つの視点、つまり、①リスク削減、②知識・情報、③統治、④管理能力
強化および⑤不法な国際交易の視点から、

2) 化学物質管理の制度・仕組みや取組みに認められる隙間、重複、非効
率などを体系的かつ費用対効果的に優れた方策で改善することを第一
の目的にしている。

ところが、SAICM国内実施計画 (案) はその策定について、
「SAICMに沿った化学物質管理施策に係る関係省庁の連携に資する
とともに、我が国の取組状況を国内外の関係者に示し、関係者の取組み
を確実に実施する上で有益である」と述べ、

SAICM基本文書が規定する策定の目的をはき換えている。
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（2）恣意的な方針変更と不作為

国民に非公開のSAICM関係省庁連絡会議は、2006年4月の第１回会合に
おいて、

「SAICM国内実施計画の各論として、世界行動計画に掲げられた273の
行動項目のうち、我が国として取り上げるべき項目を選定するとともに、
項目の再整理を行い、具体的な取組の概要を取りまとめる。」

と規定していた。

ところが、SAICM国内実施計画 (案) の第３章第２項では、関係省庁その他

が現に取り組んでいる関係のありそうな取組みを独特の観点で整理している
だけで、GPAの273項目のうち、とりわけ重要な、社会の管理能力を強化する

ために日本として取り組むべき課題を選定して再整理を行い、具体的な取組
みの概要を取りまとめる作業を全く行っていない。

言い換えると、SAICM関係省庁連絡会議は６年前に国民に表明した、
SAICM基本文書に則して国内実施計画を策定する方針を一方的に破棄した。
そして国際合意に基づかず、日本のSAICM国内実施計画の名にも値しない
文書を策定した。

（3）ナショナル・プロファイルの重要性に対する無理解

SAICM国内実施計画の策定で最も重要な最初の作業は、国内実施計画で

取り上げるべき改善課題を設定し、それらの優先順位付けを行うナショナル・
プロファイルの策定である。

ところがSAICM国内実施計画 (案) では、日本のナショナル・プロファイルに

関する記述は、付属資料３の頭書のみで、本文にはナショナル・プロファイル
の策定に関する記述がない。それゆえ意見公募の対象にしていない。

付属資料３の頭書きに注記される「化学物質管理に関するナショナル・プロ
ファイル」という政府文書は、2003年10月にIFCS各省庁連絡会議が国民に

非公開で策定し、パブリック・コメントの手続きを経ずに国際機関に提出した暫
定的な文書にすぎない。しかもその内容は、UNITARの手引きを参考にして策

定したと明記しながら、手引きが規定する策定の手続きを踏んでおらず、化学
物質管理の現状に関する記述は部分的で、しかも現状の分析や改善課題の
設定という肝心な作業を全く行っていない極めて不完全かつ不誠実な文書で
ある。
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（4）策定過程での関係者間の認識共有化の欠如

SAICM国内実施計画を策定するに当たっては、目指すべき化学物質管理
制度に関して関係者間で認識を共有することが重要である。

ところがSAICM国内実施計画 (案) には、この点に留意した記述がない。

しかし、様々な関係者が参集して、
①日本を取り巻く各国の化学物質管理制度の現況がどのようになっている
か、

②SAICMに関する国際機関の活動はどのような方向を指向しているか、
③それらに対して日本はどのように行動するべきか、

について活発に意見交換を行い、それによって関係者間に対策の検討に必
要な共通認識を形成し、そのうえで実施計画 (案) に組入れるべき取組課題
とそれらの優先順位を確定するという手続きが、SAICMに沿ったSAICM国
内実施計画の策定に不可欠であった。

（5）日本の化学物質管理に係る緊急課題への認識不足

化学物質管理の日本の実態は、法制面でみても、労働安全衛生や消費者安
全といった管理の実態面でみても、欧米先進国に限らず、アジア諸国にも立遅
れて国民が不利な状況に立ち至っている。例えば、

①化学品の輸出入業務における現行の省庁縦割り規制法に基づく不適切
かつ不合理な扱い、

②化学物質届出情報の相互受入れ制度を活用できない不利な現況、
③家庭用殺虫剤に係る法律の不備によるリスク管理や競争上の不条理、
④諸外国では法律に基づき管理される個別製品に係る問題の顕在化、

などの事例が問題提起されている。

これらのことが明らかにするのは、世界の潮流である化学物質総合管理を無
視して、旧来の縦割り規制法に固執するあまり袋小路に入り込んでしまった日
本の現状である。

そしてこのような無残な実状を改善する方策は、国際協調を重視して化学物
質のリスク評価やリスク管理を包括的に扱う化学物質総合管理法制を早急に
整備するとともに、それを一元的に執行する中核的な行政機関と評価機関を設
置すること以外にないことも益々明白になった。

(参照) 春季討論集会参加者有志．アジア諸国に立遅れる日本に必要な化学物質
総合管理法制の整備(緊急提言) , 2012.6
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（6）法律制度の必要性に対する認識の軽薄さ

SAICM国内実施計画 (案) に以下の記述がある。しかしこの認識は、法治国
家の基本を蔑にしている。

「・・WSSD2020年目標の達成に向けて、・・国民の健康や環境を守るという

視点に立って、・・製造・使用から廃棄に至る化学物質のライフサイクル全体を
通じたリスクの低減を図る。その際には、・・関係府省の連携・協力と情報共有を
一層強化・推進し、包括的な化学物質対策の確立と推進を図ることで、国民の
安全を確保し、国民が安心して生活できる社会の実現を目指す。」

とりわけ、化学物質のリスク管理のように、国民の安全を確保し国民が安心し
て生活できる社会の実現を目指すための社会システムおよびその運用体制は、
法律で明確に規定するのが鉄則である。日本が法治国家であることを忘れては
ならない。

この鉄則を無視することは基本的な誤りである。

ましてや、化学物質のように活発に国際取引される物品に係る安全管理制
度は、諸外国に対して非関税障壁にならないよう配慮して国際的に整合した法
律制度を整備する必要がある。これは産業界の国際競争力を維持するためにも
必要である。

法律制度の必要性に対する認識の軽薄さ（つづき）

また国内的には、社会の各当事者の役割と責務を明確にして情報共有を
一層強化・推進し、包括的かつ実効的な化学物質対策の確立と推進を実現
するためには、それを具体化する適切な管理法制を定め、その法制の中で
関係省庁の役割と責務のあり方を具体的に規定する必要がある。

一方、現行の縦割り規制法の下にある関係省庁職員の本務は、所管する
規制法の観点から判断することに限られている。

従って通常の判断によれば、所管する法律に基づかない包括的な管理制
度の下で日常的でない包括的な観点からの判断を適正に行いうることはあ
り得ない。

それゆえ、 SAICM国内実施計画に基づいて政府が取り組む事項として、
2009年5月に化学物質審査規制法の改正に当たって国会が政府に対して

附帯決議として提示した「総合的、統一的な法制度および行政組織のあり方
の検討や国際合意を遵守する国の責任と具体的スケジュールの明確化」を
第一に掲げる必要がある。
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７．不適切な応募意見（パブリック・コメント）への対応

（１）提出意見の回答書 (案) への収載・回答の状況

（２）対応の総括
第一に、提出した意見が回答書 (案) へ収載されない「無視」の部分が約60％

で、収載はされても「無回答」の部分が約25％で、それに、回答されても見当違
いの回答が付された部分の約9％を加えると、実に提出意見の94％が不当に
処理されている。

このことは、行政手続法が定める「行政運営における公正の確保と透明性の
向上」という意見公募 (パブリック・コメント) 手続きの目的を蔑にする行為であり、
作為的な行政の誹りを免れることはできない。
意見提出者にとってとりわけ重要な意見 (No.2, 3, 4および全体無視の１件) 

に関して「無視」の行数が圧倒的に多い回答書 (案) をそのまま「化学物質と環

境に関する政策対話」に提示したことは、「提出された意見を十分に考慮すべ
き」という行政手続法第42条の規定に悖る処置である。

状況 「無視」 ｢無回答」 見当違い回答 その他回答

割合(%) 59.8 25.3 8.8 3.7

（参照）添付資料：提出意見に対して提示された回答 (案) に対する再反論

不適切な応募意見（パブリック・コメント）への対応(つづき)
第二に、提出意見に対する回答の内容をみると、回答はなされていてもそ

の約６割が見当違いの内容である。意見公募者が「原案のとおりとします」
と判定する場合の理由を回答書に記載しているが、そのすべてにおいて充
分な理由付けになっていないのみならず、誠意ある回答とは全く言い難い。

そして第三は、その他の４割の回答の内容についても、そのうち適切と判
断しうる回答 (案) は意見No.24の１件のみであった。

ただしそれさえも、その内容は労働安全衛生法の新規化学物質審査制や
消防法の事前許可制の記載漏れの修正と消費者安全分野における事前審
査制度の必要性の指摘に対する留意の表明に過ぎず、不充分な回答内容
と言わざるを得ない。
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国
の
化
学

物
質

管
理

の
制
度
・
仕
組

み
や

取
組

み
に

認
め

ら
れ

る
ギ

ャ
ッ

プ
、
重

複
、
非
効

率
な
ど
を
体
系
的
か
つ
費
用
対
効
果
的
に
優
れ
た
方
策
で
改
善
す

る
こ

と
を

第
一

の
目

的
に

し
て
い
る

 (
回

答
案

意
見

N
o.

2)
。

 
3)

 
と

こ
ろ
が

SA
IC

M
関
係
省
庁
連

絡
会

議
は

、
SA

IC
M

が
目
指
す
上
記

の
第

一
の

目
的

に
見

向
き

も
せ

ず
、

関
係
省
庁
の
連

携
に

資
す

る
文

書
と

し
て

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画

 (
案

) 
を

作
成

す
る

と
い
う
重

大
な

過
ち

に
陥
っ
て

い
る

 (
回
答
案
意
見

N
o.

11
)。

 
2 

「
平

成
18

年
に

閣
議

決
定

さ
れ

た
第

三
次

環
境

基
本

計
画

第
二

部
第

１
章

第
５

節
３
（
４

）
に
お
い
て
「

SA
IC

M
に

沿

っ
て

、
国

際
的

な
観

点
に

立
っ

た
化

学
物

質
管

理
に

取
り

組

み
ま

す
」

と
記

載
し

て
い

る
。」

 
「

本
計
画

の
位

置
付

け
に

つ
い

て
は

、
平

成
24

年
4
月
に
閣

議
決

定
さ

れ
た

第
四

次
環

境
基

本
計

画
に

お
い

て
、

関
係

府

省
が

連
携

し
、

国
民

、
事

業
者

、
学

識
経

験
者

等
の

様
々

な

主
体

の
意

見
を

反
映

し
つ

つ
国

内
実

施
計

画
を

策
定

す
る

と

し
て

い
る
。
」

 
(回

答
案
意

見
N

o.
2,

 6
, 2

2)
 

1)
 
化

学
物
質

管
理

の
主

た
る

分
野
は
、
火

災
爆

発
防
止

を
含
め

て
、
労
働

安
全

衛
生

や
消

費
者

安

全
で

あ
り

、
環

境
保

全
の

分
野
で
は
な
い

 (
回
答
案
意
見

N
o.

6)
。

 
2)

 
し
か
る
に
、
化
学
物
質
管
理
が
僅

か
な

比
重

で
し
か

な
い
環
境
基
本
計
画
の
分
野
だ
け
に
限
定

し
て

閣
議

決
定

し
た

政
府

の
判
断
は
、

SA
IC

M
の
理
念
や
そ
れ
に
関
連
す
る
国
際
協
調
活
動

が
目

指
す

方
向

性
に

基
本

的
に
反
し
て
い
る

 (
回
答

案
意
見

N
o.

6)
。

 
3)

 
今

回
の

SA
IC

M
国
内
実
施
計

画
は

、
環

境
保

全
に

係
る
環

境
基

本
計

画
だ

け
で

な
く
、
労
働

安
全

衛
生

に
係

る
労

働
災

害
防
止
計
画
、
製
品
安
全
に
係
る
消
費
者
基
本
計
画
と
い
っ
た
既
存

の
行

動
計

画
に

お
け

る
化

学
物
質
管
理
に
係
る
取
組
み
、
さ
ら

に
は

そ
の

よ
う

な
行

動
計

画
に

含
ま

れ
な

い
そ

の
他

の
分

野
に

お
け
る

化
学
物

質
管

理
に

係
る

取
組

み
を
も

包
括
す

る
新

た

な
国

内
実

施
計

画
と

位
置

づ
け

て
策
定
す
る
べ
き
で
あ
る

 (
回
答

案
意
見

N
o.

6)
。

 
3 

「
本

計
画

の
策

定
に

当
た

っ
て

は
、

市
民

、
労

働
者

、
事

業

者
、

行
政

、
学

識
経

験
者

等
の

様
々

な
主

体
が

参
加

す
る

意

見
交

換
等

の
場

で
あ

る
「

化
学

物
質

と
環

境
に

関
す

る
政

策

対
話

」
の

議
論

を
経

て
策

定
す

る
こ
と
と
し
て
い
る
。」

 
(回

答
案
意

見
N

o.
2,

 4
, 7

, 8
, 1

4)
 

1)
 

20
12

年
3
月

に
設

置
さ

れ
た
「
化
学
物
質
と
環
境
に
関
す
る
政
策
対
話
」
の
設
置
要
綱
に
は
、

こ
の

会
議

体
を

「
・
・
様
々
な

主
体

に
よ

り
化

学
物

質
と
環

境
に

関
し

て
意

見
交

換
を

行
い
、

合
意

形
成

を
目

指
す

場
と

し
て
設
置
す
る
」
と
あ
る

が
、
審
議
会
の
よ
う
に
法
的
な
位
置
付
け

が
明

示
さ

れ
る

こ
と

も
な

く
、
「

化
学

物
質
管

理
の

全
般

に
係
る

SA
IC

M
国

内
実

施
計

画
 

(案
) 
を

そ
の
会
議
体
の
議
論
を
経

て
策

定
す
る
」
と
い
う
規
定
も

見
当

た
ら

な
い
。
そ
の

よ
う

（星川欣孝　別紙2）



な
権

限
の

根
拠
が
曖
昧
な

会
議

体
が
、
環
境

問
題
だ
け
で
な
く
、
化
学

物
質

管
理

の
全

般
に
係

る
SA

IC
M

国
内

実
施

計
画

 (
案

) 
の
策
定

に
関
与

す
る
合

法
性

や
妥

当
性

に
大

き
な

疑
問

が

あ
る

。
 

2)
 
会
合
の
議
題
は
「
政
策
対
話
」
が

決
定

す
る

と
あ
る

が
、
文
書

の
作

成
な

ど
会

合
の

準
備
・
運

営
を

事
務

局
の

環
境

省
環

境
安
全
課
が
全
面
的
に
担
っ
て
お
り
、
そ
の
よ

う
な

行
政

丸
抱

え
の

組
織

体
が

国
民
の
立
場
で
国
民

の
た

め
の

論
議

を
行

い
う
る

か
は
、
行
政

府
が

恣
意

的
に

選
任

し
た

委
員

の
下

で
は

極
め
て
疑

問
で

あ
る

 (
回

答
案
意
見

N
o.

2)
。

 
4 

「
化

学
物

質
に

関
す

る
総

合
的

、
統

一
的

な
法

制
度

等
の

あ

り
方

の
検

討
に

つ
い

て
は

、
関

係
省

庁
が

連
携

を
図

り
な

が

ら
化

学
物

質
関

係
法

令
を

着
実

に
施

行
す

る
と

と
も

に
、

更

に
ど

の
よ

う
な

課
題

が
あ

る
の

か
諸

外
国

の
動

向
を

踏
ま

え

つ
つ

、
様

々
な

関
係

者
と

議
論

を
行

っ
て

い
く

こ
と

が
重

要

と
考

え
て

い
る
。
」

 
(回

答
案
意

見
N

o.
3,

 4
, 6

, 2
4)

 

1)
 

SA
IC

M
関

係
省
庁

連
絡

会
議
が
日
本
の

SA
IC

M
国
内
実
施

計
画

の
案

を
検

討
す

る
際

に
忘

れ
て

な
ら

な
い

政
府

の
重

要
な

課
題
と
し
て
、

20
09

年
5
月
に
国
会
が
化
審
法
の
改
正
に
当

た
っ

て
附

帯
決

議
と

し
て

提
示
し
た
総
合
的
な
管
理
に
係
る
事
項
が
あ

る
。
そ
れ
へ
の
対
応
を

SA
IC

M
国

内
実

施
計

画
 (
案

) 
の
優
先
的
な
取
組
課
題
と
し
て
記
載
す
る
必
要
が
あ
る

 (
回

答
案

意
見

N
o.

3)
。

 
2)

 
国

会
が
政

府
に

対
し

て
提

示
し
た
総
合
的
な
管
理
に
係
る
主
な
事
項
は

1)
総

合
的
、
統
一

的
な

法
制

度
お

よ
び

行
政

組
織

の
あ
り
方
の

検
討
お
よ
び

2)
国

際
合
意
を
遵
守
す
る
国
の
責
任
と

具
体

的
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
の

明
確
化
な
ど
で
あ
る
が
、
既
に
３
年
以
上
が
経
過
し
た
に
も
拘

わ
ら

ず
、

未
だ
に
具

体
的

な
検

討
に
着
手
し
て
い
な
い
の
は
怠
慢
の
誹
り
を
免
れ
な
い
。

 
3)

 
SA

IC
M

国
内
実

施
計

画
 (
案

) 
に
は
こ
の
件
に
関
連
し
て
「
・
・
ま
た
、
関
係
府

省
の

連
携

・

協
力
と
情
報
共
有
を
一
層
強
化
・
推
進

し
、
包
括
的

な
化
学

物
質

対
策

の
確

立
と

推
進

を
図

る

こ
と

で
、

国
民

の
安

全
を

確
保
し
、
国
民
が
安
心
し
て
生
活
で
き
る
社
会
の
実
現
を
目
指
す
」

と
い

う
記

述
が

あ
る

。
し

か
し

そ
れ
を

裏
付
け

る
透

明
性

が
確

保
さ

れ
た
実

体
的
な

仕
組

み

は
、
未
だ
に
構
築
さ
れ
て
い
な

い
。

 
4)

 
し

か
し
、
化
学
物
質
の
リ
ス
ク
管

理
の

よ
う

に
国
民
の
安
全
を
確
保
し
国
民
が
安
心
し
て
生
活

で
き

る
社

会
の

実
現

を
目

指
す
た
め
の
社

会
シ

ス
テ

ム
お
よ

び
そ

の
運

用
体

制
は
、
法
律

で
明

確
に

規
定

す
る

の
が

鉄
則

で
あ

り
、
ま

し
て

や
化
学

物
質
管
理
の

よ
う

に
、
活
発

に
国

際
交

易

さ
れ

る
物

品
に

係
る

安
全

管
理

制
度
は

諸
外
国

に
対

し
て

非
関

税
障

壁
に
な

ら
な
い

よ
う

配

慮
し
、
国
際
的
に
整
合
し
た
法
律

制
度

を
整

備
し
て

透
明
性

を
確

保
す

る
必

要
が

あ
る

 (
回
答

案
意

見
N

o.
3
お

よ
び

回
答

案
に
未
収
載
の
提
出
意
見

N
o.

15
)。

 
5 

「
化

学
物

質
審

査
規

制
法

及
び

化
学

物
質

排
出

把
握

管
理

促
1)

 
「

化
学
物

質
の

包
括

的
な

管
理
」
と
い
う
用
語
は
、

SA
IC

M
の
対
象
範
囲
の
う
ち
第
四
次
環

（星川欣孝　別紙3）



進
法

は
、

化
学

物
質

を
幅

広
く

取
り

扱
う

主
な

法
律

と
し

て

記
載

し
て

い
る
。
」

 
「

平
成

２
１

年
に

は
化

学
物

質
審

査
規

制
法

を
改

正
し

、
包

括
的

な
化

学
物

質
管

理
制

度
の

構
築

を
目

指
し

、
既

存
化

学

物
質

を
含

め
た

全
て

の
一

般
用

途
（

工
業

用
途

）
の

化
学

物

質
を

届
出

の
対

象
と

し
て

い
る
。
」

 
(回

答
案
意

見
N

o.
21

) 

境
基

本
計

画
で
は
扱
わ
れ
て
い

な
い

労
働

安
全

衛
生

、
消

費
者

安
全

、
火
災
爆
発
防
止
な

ど
の

範
囲

を
も

含
め

て
管

理
の

対
象

と
す
る
法
制
を
意
味
す
る
の
が
国
際
的
な
慣
例
で
あ
る
。
そ
の

例
は

欧
州

連
合

の
RE

AC
H

規
則
や
米
国
の

TS
CA

な
ど
に
み
る
こ
と
が
で
き
る
。

 
2)

 
し

た
が

っ
て

一
般

環
境

経
由

の
影
響

だ
け
を
対

象
と
す

る
化
学
物

質
審
査
規

制
法
や

PR
TR

な
ど

特
定
の
制
度

を
対

象
と
す
る
化
学
物
質

(排
出
把
握

)管
理
促
進
法
が
、
幅
広
い
化
学
物
質

を
対

象
に

す
る

こ
と

を
理

由
に

包
括
的

な
法
規

に
分

類
し

う
る

と
い

う
見
方

は
基
本

的
に

誤

り
で
あ
る

 (
回
答
案
意
見

N
o.

21
)。

 
3)

 
そ

れ
ゆ
え

、
20

09
年

に
化

学
物
質
審
査
規
制
法
を
包
括
的
な
法
規
に
抜
本
改
正
す
る
こ
と
な

く
、
部

分
修

正
し
て
既
存
化
学
物

質
の

届
出

制
を
導

入
し
た

こ
と
が
包
括
的
な
化
学
物
質
管
理

制
度

の
構

築
を

目
指

し
た

も
の

と
い
う
説
明
も
基
本
的
に
誤
り
で
あ
る

。
 

4)
 
な
お
、
既
存
化
学
物
質
の
届
出
制

の
導

入
に

つ
い
て

は
、
O

EC
D
加
盟
国
で

あ
る

日
本
は

19
87

年
の

既
存

化
学

物
質

の
体

系
的
調
査
（
＊
初
期
リ
ス
ク
評
価
と
リ
ス
ク
管
理
）
に
関
す
る
理
事

会
決

定
に

呼
応

し
て

そ
の

時
点
で
実
施
す
べ
き
で
あ
っ
た
事
柄
を
、
怠
慢
に
も

20
年
以
上
も

遅
れ

て
実

施
に

移
す

た
め

に
行

っ
た
ご
く
限
定
的
な
処
置
に
過
ぎ
な
い
。

 
6 

「
「
化

学
物

質
と

環
境

に
関

す
る

政
策
対
話

」
に
つ

い
て
は
、

会
議

、
資

料
、

議
事

録
又

は
議

事
要

旨
を

原
則

公
開

と
し

て

お
り

、
こ

れ
ま

で
の

議
論

の
内

容
に

つ
い

て
は

、
環

境
省

ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
で

公
開

し
て

い
る
。
」

 
(回

答
案
意

見
N

o.
4,

 7
, 9

) 

1)
 

3
月

27
日
に
開
催
さ
れ
た

「
化

学
物

質
と

環
境
に

関
す
る

政
策

対
話

」
第
１
回
会
合
の
資
料

は
、
コ

メ
ン

ト
公

募
に

応
ず

る
た
め
に
環
境
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
検
索
し
た
が
、
議
事

録
は
そ

の
時

点
で

は
掲

載
さ

れ
て

い
な
か
っ
た
。

 
2)

 
公

募
開

始
時

点
に

お
け

る
こ

の
会

議
体

の
情
報

公
開

の
不

足
は

他
の

意
見
提

出
者
も

指
摘

し

て
い

る
 (
回
答
案
意
見

N
o.

13
)。

 
3)

 
さ

ら
に
、

6
月

13
日

開
催

の
「
化
学
物
質
と
環
境
に
関
す
る
政
策
対
話
」
準
備
会
に
つ
い
て

は
、
こ
の

会
議

体
が

ど
ん

な
位
置
付
け
の
も
の
か
不

明
で
あ

り
、
か
つ
、
議
事

録
も

未
だ

に
公

開
さ

れ
て

い
な

い
。

 
7 

「
ナ

シ
ョ

ナ
ル

・
プ

ロ
フ

ァ
イ

ル
と

「
化

学
物

質
と

環
境

に

関
す

る
政

策
対

話
」

に
つ

い
て

は
、

今
回

の
意

見
募

集
の

対

象
と

な
る

も
の

で
は

な
い
。
」

 
「
付

属
資

料
は

意
見

募
集

の
対

象
で

は
な

い
」

 
(回

答
案
意

見
N

o.
2,

 1
6)

 

4)
 
と

り
わ

け
ナ
シ

ョ
ナ

ル
・

プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
は
、

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画

 (
案

) 
を
策
定
す
る

前
提

で
あ

り
、
両
者

は
密

接
不
可
分
の
関

係
に

あ
る

。
そ
の

こ
と

を
踏

ま
え

れ
ば

、
ナ
シ

ョ
ナ

ル
・

プ
ロ

フ
ァ

イ
ル

を
論

議
の

対
象
外
と
す
る
こ
と
自
体
が
誤
り
で
あ
る
。

 
5)

 
む

し
ろ
逆

に
、
ナ

シ
ョ

ナ
ル
・
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
の
問
題
点
を
パ
ブ
コ
メ
公
募
対
象
文
書
に
明
示

的
に

記
述
し
て
意
見
募
集
の
対

象
に

す
る
こ
と

が
必
要
で
あ
る

 (
回
答

案
意
見

N
o.

2)
。

 
 

（星川欣孝　別紙4）



（
添
付
）
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 2
01

2
年

8
月

10
日
応
募

 
9
月

8
日
回
答
案
追
記

 

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画

 (
案

) 
に
対
す
る
意
見
公
募
提
出
意
見
と
提
示
さ
れ
た
回
答

 (
案

)の
比
較

 
 

 
星
川
欣
孝

 
8
月

10
日
に
提
出
し
た
意
見
に
対
し
て

提
示
さ
れ
た
回
答

 (
案

) 
の
記
述
状
況
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。
提
出
意
見
の
そ
れ
ぞ
れ
の
色
分
け
は
回
答

 (
案

) 
へ

の
収
載
と
回
答
の
有
無
の
状
況
を
表
し
て
お
り
、
①
赤
字
部
分
は
回
答

 (
案

) 
へ
の
収
載
そ
の
も
の
が
な
く
提
出
し
た
意
見
が
「
無
視
」
さ
れ
た
部
分
、
②
＜
紫
色

部
分
＞
は
回
答

 (
案

) 
に
収
載
さ
れ
て
は
い
る
も
の
の
、
そ
れ
に
対
す
る
回
答
が
記
述
さ
れ
て
い
な
い
「
無
回
答
」
の
部
分
、
そ
し
て
＜
黒
字
部
分
＞
は
回
答

 (
案

) 
に
収
載
さ
れ
、
何
ら
か
の
回
答
が
な
さ
れ
た
部
分
を
示
し
て
い
る
。

 
そ
れ
ぞ
れ
の
提
出
意
見
の
全
体
に
占
め
る
割
合
は
、
回
答

 (
案

) 
に
収
載
さ
れ
な
か
っ
た
「
無
視
」
が
約

60
％

、
収
載
は
さ
れ
て
も
「
無
回
答
」
が
約

25
％
で
、

そ
れ
だ
け
で

85
％
に
も
達
す
る
。
さ
ら
に
、
そ
れ
に
回
答
が
記
述
さ
れ
て
い
る
黒
字
部
分
の
う
ち
回
答
が
見
当
違
い
の

9％
を
加
え
る
と
、
約

94
％
も
の
提
出
意

見
が
不
適
切
か
つ
不
誠
実
に
処
理
さ
れ
た
こ
と
を
裏
付
け
て
い
る
。

 
な
お
、
意
見

N
o.
は
環
境
省
の
回
答

 (
案

) 
に
お
け
る
番
号
を
記
入
し
て
い
る
。

 
 N

o 
該
当
箇
所

 
提
出
意
見

 
回
答

 (
案

) 
2 

全
体
お
よ
び

SA
IC

M
国

内
実

施
計

画
、

SA
IC

M
関
係
省
庁
連

絡
会

議
、
「

化
学

物
質

と
環

境
に

関
す

る
政

策
対
話
」
に
つ
い
て

 

1)
 ＜

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画

 (
案

) (
以

下
、
コ
メ
ン
ト
公
募
対
象
文
書
と
い
う

) 
は

策
定
の
手
続
き
に
関
し
て
も
、
実
施
計
画
と
し
て
の
内
容
に
関
し
て
も
、
さ
ら
に
は
文

書
策
定
の
目
的
に
関
し
て
も
、

SA
IC

M
と
い
う
国
際
協
調
活
動
の
た
め
の
日
本
の
実

施
計
画
に
値
し
な
い
文
書
で
す
＞
。
こ
の
よ
う
な
文
書
を
国
際
機
関
に
提
出
し
て
国
内

外
に
公
開
す
る
こ
と
は
、
関
係
者
の
無
理
解
さ
・
不
誠
実
さ
を
自
ら
露
呈
す
る
愚
か
な

行
為
で
あ
り
、
国
際
的
に
失
笑
を
買
う
も
の
で
す
。
そ
れ
ゆ
え

、
＜
策
定
手
続
き
の
構

築
か
ら
根
本
的
に
改
め
て
や
り
直
す
必
要
が
あ
り
ま
す
＞
。

 
2)

 S
A

IC
M

に
沿
っ
た

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画
で
取
り
上
げ
る
べ
き
化
学
物
質
管
理

制
度
に
係
る
改
善
課
題
は
、
SA

IC
M

を
構
成
す
る
３
つ
の
基
本
文
書

 (
ド
バ
イ
宣
言
、

総
合

戦
略

 (
O

PS
; 

O
ve

ra
rc

hi
ng

 P
ol

ic
y 

St
ra

te
gy

) 
お

よ
び

世
界

行
動

計
画

 
(G

PA
; G

lo
ba

l P
la

n 
of

 A
ct

io
n)

) 
を

参
考
に
設
定
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
言
い
換

え
る
と
、
そ

れ
ら
の
基
本
文
書
は
日
本
政
府
も
合
意
し
た
国
際
協
調
活
動
の
た
め
の
各

国
共
有
文
書

で
あ
り
、
日
本
の

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画
の
内
容
も
そ
れ
ら
の
文
書
な

ら
び

に
U

N
IT

A
R

が
化

学
物

質
適

正
管

理
国

際
組

織
間

計
画

 (
IO

M
C

; 

原
案
の
と
お
り
と
し
ま
す
。

 
（
理
由
）

  
本
計
画
の
策

定
手
続
き
に
つ
い
て
は
、
包

括
的
方
針
戦
略

第
２
２
パ
ラ
グ
ラ
フ
に
お
い

て
、「

Ｓ
Ａ
Ｉ
Ｃ
Ｍ
国
内
実
施
計
画
は
、
関
連

し
た
関
係
者
の

参
加
に
よ
り
、
適
切
な
場
合

に
は
、
既
存
の

法
令
、
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
プ
ロ

フ
ァ
イ
ル
、
行

動
計
画
、
関
係
者
の
イ
ニ
シ

ア
テ
ィ
ブ
と
格

差
、
優
先
順
位
、
必
要
性
と

状
況
を
考
慮
し
策
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
」

と
さ
れ
て
い
ま
す
。

 
こ
の
た
め
、

本
計
画
の
策
定
に
当
た
っ
て

は
、
市
民
、
労

働
者
、
事
業
者
、
行
政
、
学

識
経
験
者
等
の

様
々
な
主
体
が
参
加
す
る
意

(無
視

) 

（星川欣孝　別紙5）



In
te

r-
O

rg
an

is
at

io
n 

Pr
og

ra
m

m
e 

fo
r 

th
e 

So
un

d 
M

an
ag

em
en

t 
of

 
C

he
m

ic
al

s)
 と

連
携

し
て

策
定

し
た

各
種

の
手

引
き

に
留

意
し

全
て

の
関

係
者

を

交
え
て
検
討
し
設
定
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
そ
の
よ
う
な

SA
IC

M
に
沿
っ
た
立
場

で
SA

IC
M

国
内
実
施
計
画
を
策
定
す
る
場
合
に
最
も
重
要
な
こ
と
は
、

SA
IC

M
国

内
実

施
計
画
を
何

の
た
め
に
策
定

す
る
か
と
い
う

SA
IC

M
国
内
実

施
計

画
策
定
の

目
的
で
す
。
こ
れ
に
関
し
て

SA
IC

M
基
本
文
書
の

O
PS

は
、
５
つ
の
視
点
、
つ
ま

り
、
①
リ
ス
ク
削
減
、
②
知
識
・
情
報
、
③
統
治
、
④
管
理
能
力
強
化
お
よ
び
⑤
不
法

な
国
際
交
易
の
視
点
か
ら
化
学
物
質
管
理
の
制
度
・
仕
組
み
や
取
組
み
に
認
め
ら
れ
る

ギ
ャ
ッ
プ
、
重
複
、
非
効
率
な
ど
を
体
系
的
か
つ
費
用
対
効
果
的
に
優
れ
た
方
策
で
改

善
す
る
こ
と
を
第
一
の
目
的
に
し
て
い
ま
す

 (
U

N
IT

A
R

, 1
99

6,
 2

00
7)
。

 
と
こ
ろ
が
、
＜
コ
メ
ン
ト
公
募
対
象
文
書
の
第
２
章
第
２
項
で
は
、

O
PS

の
５
つ
の

視
点
と
異
な
る
＞
、

(1
)リ

ス
ク
の
評
価
、

(2
)リ

ス
ク
の
管
理
、

(3
)安

全
・
安
心
の
一

層
の

確
保

お
よ

び
(4

)国
際

的
な
課

題
へ

の
対

応
と

い
う
独

特
な

観
点

を
用

い
て

記
述

し
て
い
ま
す

。
そ
し
て
＜
結
果
的
に
は

、
第
３
章
第
２
項
の
よ
う
に
、
環
境
保
全
と
い

う
一

つ
の

分
野

で
用

い
た

観
点

を
他

の
分

野
の
様

々
な

取
組

み
に

適
用

し
て

そ
れ

ら

を
単
に
分
類

し
た
だ
け
に
留
ま
り
＞
、

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画
の
目
的
で
あ
る
化
学

物
質
管
理
に
係
る
様
々
な
分
野
の
制
度
・
仕
組
み
や
取
組
み
を
体
系
的
か
つ
包
括
的
に

見
直

し
て

社
会

の
管

理
能

力
の

強
化

に
資

す
る
実

施
計

画
を

新
た

に
構

築
す

る
こ

と

に
な
っ
て
い
ま
せ
ん
。
言
い
換
え
る
と

、
コ
メ
ン
ト
公
募
対
象
文
書
は
、
化
学
物
質
管

理
に
係
る
現
行
の
制
度
・
仕
組
み
や
取
組
み
に
認
め
ら
れ
る
ギ
ャ
ッ
プ
、
重
複

、
非
効

率
な

ど
の
改
善
に

体
系
的
に
取
り

組
む
と
い
う
国
際

協
調
活
動
に

叶
う

SA
IC

M
国

内
実
施
計
画
と
は
全
く
異
な
る
も
の
に
変
質
し
て
い
ま
す
。

 
3)

 日
本
の

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画
は

、
SA

IC
M

関
係
省
庁
連
絡
会
議
が
策
定
す
る

こ
と
で
取
り
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
し
か
し
こ
れ
に
関
し
て
い
く
つ
か
の
疑
念
が
あ
り

ま
す
。
①
ま
ず
最
大
の
疑
念
は
、
こ
の
関
係
省
庁
連
絡
会
議
は
関
係
省
庁
の
申
合
せ
で

設
置
さ
れ
た
だ
け
で
、
国
際
合
意
を
実
行
す
る
た
め
の
行
政
組
織
と
し
て
閣
議
を
経
て

設
置

さ
れ

た
も

の
で

は
あ

り
ま

せ
ん

。
そ

し
て
そ

の
よ

う
な

関
係

省
庁

連
絡

会
議

が

20
06

年
4
月
の
第
１
回
会
合
に
お
い
て
国
内
実
施
計
画
を
策
定
す
る
方
針
を
決
議
し

ま
し
た
。
し
か
し

、
そ
の
よ
う
な
手
続
き
で
設
置
さ
れ
た
、
い
わ
ば
任
意
の
行
政
組
織

が
策
定
す
る

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画
は
、
ど
ん
な
手
続
き
を
経
て
日
本
の
公
式
な
実

見
交
換
等
の
場

で
あ
る
「
化
学
物
質
と
環
境

に
関
す
る
政
策

対
話
」
の
議
論
を
経
て
策
定

す
る
こ
と
と
し

、
ま
た
、
国
内
に
お
け
る
関

連
計

画
と

し
て

、
第

四
次

環
境

基
本

計
画

、

「
残
留
性
有
機

汚
染
物
質
に
関
す
る
ス
ト
ッ

ク
ホ
ル
ム
条
約

に
基
づ
く
国
内
実
施
計
画
」

及
び
「
我
が
国

に
お
け
る
事
業
活
動
に
伴
い

排
出
さ
れ
る
ダ

イ
オ
キ
シ
ン
類
の
量
を
削
減

す
る
た
め
の
計
画
」
を
考
慮
し
て
い
ま
す
。

 
ま
た
、
本
計
画
の
位
置
付
け
に
つ
い
て
は
、

平
成
２
４
年
４

月
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
第
四

次
環
境
基
本
計

画
に
お
い
て
、
関
係
府
省
が

連
携
し
、
国
民

、
事
業
者
、
学
識
経
験
者
等

の
様
々
な
主
体

の
意
見
を
反
映
し
つ
つ
国
内

実
施
計
画
を
策

定
す
る
と
し
て
お
り
、
こ
の

旨
本
計
画
に
も
明
記
し
て
い
ま
す
。

 
 さ
ら
に
、
Ｓ

Ａ
Ｉ
Ｃ
Ｍ
国
内
実
施
計
画
の

内
容
に
つ
い
て

は
、
Ｓ
Ａ
Ｉ
Ｃ
Ｍ
の
趣
旨
を

踏
ま
え
、
各
国

が
判
断
す
る
も
の
と
考
え
ま

す
。
こ
の
た
め

、
本
計
画
の
内
容
に
つ
い
て

は
、
我
が
国
の

化
学
物
質
対
策
の
状
況
を
反

映
し
た
も
の
と

し
、
Ｓ
Ａ
Ｉ
Ｃ
Ｍ
の
世
界
行

動
計
画
の
項
目

の
う
ち
我
が
国
に
と
っ
て
重

要
と
考
え
ら
れ

る
項
目
に
つ
い
て
絞
り
込
み

を
行
い
、
絞
り

込
ま
れ
た
項
目
を
大
括
り
化

し
て
今
後
の
取

組
を
記
載
し
て
い
ま
す
。
世

界
行
動
計
画
に

対
応
す
る
我
が
国
の
取
組
状

況
に
つ
い
て
は

、
整
理
を
行
い
、
意
見
募
集

の
際
に
参
考
資

料
と
し
て
お
示
し
し
て
い
ま

(無
視

) 

（星川欣孝　別紙6）



施
計
画
に
認
定
さ
れ
る
の
か
は
明
ら
か
に
し
て
い
ま
せ
ん
。
コ
メ
ン
ト
公
募
対
象
文
書

の
第

４
章

に
は

関
係

省
庁

連
絡

会
議

が
実

施
状
況

に
つ

い
て

点
検

し
結

果
を

公
表

す

る
こ
と
は
記
述
し
て
い
ま
す
。
し
か
し
そ
れ
以
上
に
重
要
な
こ
と
は
、
＜

SA
IC

M
国

内
実

施
計

画
の

国
の

政
策

と
し

て
の

位
置

付
け
に

つ
い

て
＞

明
確

に
記

述
す

る
こ

と

で
す
。
そ
れ
に
対
す
る
記
述
が
コ
メ
ン
ト
公
募
対
象
文
書
の
本
文
に
な
い
た
め
、
例
え

ば
、
そ
の
よ
う
な
国
内
実
施
計
画
は
政
策
評
価
法
の
事
前
評
価
の
対
象
に
な
り
う
る
国

の
計
画
で
あ
る
の
か
ど
う
か
を
検
証
す
る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん

 (
星
川
他

, 2
00

8b
)。

＜
こ
の
点
に
関
す
る
記
述
を
本
文
に
加
え
る
必
要
が
あ
り
ま
す
＞
。
②
も
う
一
つ
の
大

き
な

疑
念

は
、

＜
SA

IC
M

関
係

省
庁

連
絡

会
議

が
第

１
回

会
合

で
採

択
し

た

SA
IC

M
国

内
実

施
計

画
の

策
定

方
針

と
コ

メ
ン

ト
公

募
対

象
文

書
の

第
３

章
第

２

項
に
記
載
さ
れ
る
「
具
体
的
な
取
組
事
項

」
の
齟
齬
で
す
＞
。
す
な
わ
ち

、
第
１
回
会

合
に
お
い
て
採
択
さ
れ
た

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画
は
、
そ
の
各
論
を
「
世
界
行
動
計

画
に
掲
げ
ら
れ
た

27
3
の
行
動
項
目
の
う
ち
、
我
が
国
と
し
て
取
り
上
げ

る
べ
き
項

目
を
選
定
す
る
と
と
も
に
項
目
の
再
整
理
を
行
い
、
具
体
的
な
取
組
の
概
要

を
取
り
ま

と
め
る
。
」
と
規
定
し
ま
し
た
。
と
こ
ろ
が
コ
メ
ン
ト
公
募
対
象
文
書
の
第

３
章

第
２

項
は
、
関
係
省
庁
そ
の
他
が
現
に
取
り
組
ん
で
い
る
関
係
の
あ
り
そ
う
な
取

組
み
を
独

特
の
観
点
で
整
理
し
て
い
る
だ
け
で
、

G
PA

の
27

3
項
目
の
う
ち
、
社
会
の
管
理
能

力
を

強
化

す
る

た
め

に
日

本
と

し
て

取
り

組
む
べ

き
課

題
を

選
定

し
て

再
整

理
を

行

い
、
具
体
的
な
取
組
み
の
概
要
を
取
り
ま
と
め
る
作
業
を
全
く
行
っ
て
い
ま
せ
ん
。
言

い
換

え
る

と
、

SA
IC

M
関

係
省

庁
連

絡
会

議
は

６
年

前
に

国
民

に
表

明
し

た
、

SA
IC

M
の

基
本

文
書

に
則

し
た

国
内

実
施

計
画

を
策

定
す

る
方

針
を

一
方

的
に

破

棄
し
、
国
際
合
意
に
基
づ
か
ず
、
日
本
の

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画
の
名
に
も
値
し
な

い
文
書
を
目
指
し
て
い
ま
す
。
こ
の
点
に
つ
い
て
も
コ
メ
ン
ト
公
募
対
象
文
書
の
本
文

に
記
述
が
あ
り
ま
せ
ん
。
そ
れ
ゆ
え
上
記
と
同
様
に
、
＜
本
文
に
記
述
を
加
え

、
改
め

て
パ
ブ
リ
ッ
ク
・
コ
メ
ン
ト
手
続
き
の
対
象
に
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
＞
。

 
4)

 「
SA

IC
M

に
沿

っ
て

国
際
的

な
観

点
に
立
っ

た
化

学
物
質

管
理

に
取

り
組
む
」

た
め
の

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画
の
策
定
は
、

SA
IC

M
に
沿
っ
た
手
続
き
を
踏
ん
だ

ロ
ー
ド
マ
ッ

プ
を
作
成
し
て
取
り
組
む
必
要
が
あ
り
ま
す
。
そ
の
際
に
各
国
政
府
が
参

考
に

す
べ

き
手

引
書

は
国

連
研

修
調

査
研

究
所

 (
U

N
IT

A
R

; 
U

ni
te

d 
N

at
io

ns
 

In
st

itu
te

 
fo

r 
Tr

ai
ni

ng
 

an
d 

Re
se

ar
ch

) 
が

数
多

く
策

定
し

て
い

ま
す

 

す
。

 
                              

(無
視

) 

(無
回
答

) 

(無
視

) 

（星川欣孝　別紙7）



(U
N

IT
A

R
, 1

99
6,

 2
00

7)
。
そ
れ
ら
に
よ
る
と
、

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画

の
策
定
で

最
も
重
要
な
最
初
の
作
業
は
、
国
内
実
施
計
画
で
取
り
上
げ
る
改
善
課
題

を
設
定
し
、

そ
れ
ら
の
優
先
順
位
付
け
を
行
う
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
を
策
定
す

る
こ
と
で

す
。
し
か
し

＜
今
回
の
コ
メ
ン
ト
公
募
対
象
文
書
で
は
日
本
の
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
プ
ロ
フ

ァ
イ
ル

に
関

す
る
記

述
は

付
属

資
料

３
の
頭

書
き

 (
30

頁
上
２

行
目

) 
の

み
で
＞
、

本
文
に
は
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
の
策
定
に
関
す
る
記
述
が
あ
り
ま
せ
ん
。
＜

コ
メ
ン
ト
公
募
対
象
文
書
に
日
本
の
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
に
関
す
る
記
述
を

加
え
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
な
お

、
付
属
資
料
３
の
頭
書
き
に
注
記
さ
れ
る
「
化
学
物

質
管
理
に
関
す
る
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
」
と
い
う
政
府
文
書

 (
IF

C
S
各
省

庁
連
絡
会
議

, 2
00

3)
 は

＞
、
20

03
年
に

IF
C

S
各
省
庁
連
絡
会
議
が
国
民
に
非
公
開

で
策
定
し
、
パ
ブ
リ
ッ
ク
・
コ
メ
ン
ト
の
手
続
き
を
経
ず
に
国
際
機
関
に
提
出
し
た
暫

定
的
な
文
書
に
す
ぎ
ず
、
し
か
も
そ
の
内
容
は
＜

U
N

IT
A

R
の
手
引
き
を
参
考
に
し

て
策
定
し
た
と
明
記
し
な
が
ら
、
手
引
き
が
規
定
す
る
策
定
の
手
続
き
を
踏
ん
で
お
ら

ず
＞
、
化
学
物
質
管
理
の
現
状
に
関
す
る
記
述
は
部
分
的
で
、
し
か
も
現
状
の
分
析
や

改
善

課
題

の
設

定
と

い
う

肝
心

な
作

業
を

全
く
行

っ
て

い
な

い
極

め
て

＜
不

完
全

＞

か
つ
不
誠
実
な
も
の
で
し
た

 (
星
川
他

, 2
00

5a
, 2

00
5b

, 2
00

6a
)。

＜
し
た
が
っ
て

＞
今
回
、

SA
IC

M
関
係
省
庁
連
絡
会
議
が
＜
国
内
実
施
計
画
の
策
定
に
当
た
っ
て
＞

最
初
に
行
う
べ
き
作
業
は
、

20
03

年
10

月
に
国
際
機
関
に
提
出
し
た
未
完
成
の
＜

ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
に
つ
い
て
化
学
物
質
管
理
に
係
る
現
状
記
述
の
欠
落
部

分
を
補
充
し
、
そ
れ
ら
に
基
づ
き
現
状
の
分
析
や
改
善
課
題
の
設
定
と
い
う
＞
国
内
実

施
計
画
の
策
定
に
必
須
な
＜
作
業
を
行
っ
て
＞
日
本
の
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル

を
完
結
す
る
こ
と
で
す
。
こ
の
点
に
関
し
て

SA
IC

M
関
係
省
庁
連
絡
会
議
の
認

識
・

判
断
は
根
本
的
に
誤
っ
て
い
ま
す
。

 
5)

 ＜
コ
メ

ン
ト
公
募

対
象
文
書
の

た
め
に
最

近
設
置

さ
れ
た
「

化
学
物
質

と
環
境
に

関
す
る
政
策
対
話
」
＞
の
趣
旨

、
構
成
メ
ン
バ
ー
、
事
務
局
な
ど
に
も
中
立
性
や
公
平

性
の
観
点
か
ら
い
く
つ
か
の
疑
念
が
あ
り
ま
す
。
こ
の
組
織
体
は
、
市
民
、
労
働
者
、

事
業
者
、
行

政
、
学
識
経
験
者
等
の
様
々
な
主
体
が
参
加
す
る
意
見
交
換
等
の
場
と
し

て
設
置
さ
れ
ま
し
た
が
、
そ
の

設
置
要
綱
に
は
、「

・
・
化
学
物
質
に
関
す
る
国

民
の

安
全
・
安
心
の
確
保
に
向
け
た

政
策
提
言
を
目
指
す
。
」
と
あ
り
ま
す
。
し
か
し
、
①

関
係
行
政
以
外
の
構
成
メ
ン
バ
ー
は
公
募
に
よ
っ
て
選
任
さ
れ
た
人
々
で
な
く
、
化
学

 
ナ
シ
ョ
ナ
ル

・
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
と
「
化
学

物
質
と
環
境
に

関
す
る
政
策
対
話
」
に
つ
い

て
は
、
今
回
の

意
見
募
集
の
対
象
と
な
る
も

の
で
は
あ
り
ま

せ
ん
が
、
意
見
と
し
て
承
り

ま
す
。

 
                 
な
お
、「

化
学
物
質
と
環
境
に
関
す
る
政
策

対
話
」
に
つ
い

て
は
、
そ
の
趣
旨
を
踏
ま
え

て
環
境
省
と
し
て
市
民
、
労
働
者
、
事
業
者
、

行
政
、
学
識
経

験
者
等
の
様
々
な
主
体
か
ら

適
切

な
人

選
を

行
っ

た
と

考
え

て
お

り
ま

す
。

 

(無
回
答

) 

(無
視

) 

(無
視

) 

（星川欣孝　別紙8）



物
質

の
適

正
管

理
に

つ
い

て
ど

の
よ

う
な

理
念
や

主
張

を
持

っ
て

い
る

の
か

明
ら

か

に
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
。
そ
の
た
め
「
主
体
」
と
い
う
に
値
す
る
人
物
で
あ
る
の
か
、
国

民
の

立
場

か
ら

議
論

を
行

い
う

る
の

か
を

判
断
し

う
る

情
報

を
国

民
に

知
ら

せ
る

必

要
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
②
関
係
省
庁
の
課
長
ク
ラ
ス
を
メ
ン
バ
ー
に
加
え
て
政
策
提
言

を
目
指
す
と
あ
り
ま
す
が
、
誰
の
立
場
で
誰
の
た
め
の
提
言
を
目
指
し
て
い
る
の
か
を

明
ら
か
に
し
て
い
ま
せ
ん
。
③
そ
し
て
会
合
の
議
題
は
「
政
策
対
話

」
が
決
定
す
る
こ

と
に
な
っ
て
い
ま
す
が
、
文
書
の
作
成
な
ど
会
合
の
準
備
は
事
務
局
の
環
境
省
環
境
安

全
課
が
担
っ
て
お
り
、
し
か
も
環
境
省
は
政
策
形
成
事
業
と
し
て
予
算
措
置
ま
で
講
じ

て
い
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
行
政
丸
抱
え
の
組
織
体
が
国
民
の
立
場
で
国
民
の
た
め
の
政

策
提
言
を
行
い
う
る
か
は
、
こ
れ
ま
で
の
法
律
に
基
づ
く
審
議
会
等
の
事
例
を
み
る
限

り
極
め
て
疑
問
で
あ
り
ま
す

 (
星
川
他

, 2
00

8a
)。

＜
少
な
く
と
も
、
構
成
メ
ン
バ
ー

の
人

選
、

事
務

局
の

独
立

性
を

含
め

て
中

立
性
や

公
平

性
を

担
保

し
う

る
方

策
を

講

じ
、

SA
IC

M
の
基
本
文
書
に
規
定
さ
れ
る
よ
う
な
国
民
と
の
対
話
の
場
を
再
構
築
す

る
必
要
が
あ
り
ま
す
＞
。

 
3 

日
本
の

SA
IC

M
国
内

実
施

計
画

に
お

け
る

中
核

的
な

取
組

課
題

に
つ
い
て

 

＜
SA

IC
M

に
沿
っ
て
日
本
の

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画
を
策
定
す
る
場
合

に
最
も
重

要
な
こ
と
は
、
化
学
物
質
管
理
に
係
る
現
行
の
制
度
・
仕
組
み
や
取
組
み
に

認
め
ら
れ

る
ギ
ャ
ッ
プ
、
重
複
、
非
効
率
な
ど
を
抜
本
的
に
解
消
す
る
費
用
対
効
果
の

優
れ
た
方

策
を
取
組
課
題
の
中
核
に
位
置
付
け
る
こ
と
で
す
＞
。
コ
メ
ン
ト
公
募
対
象

文
書
の
本

文
に
は
こ
の
よ
う
な
観
点
か
ら
の
記
述
は
あ
り
ま
せ
ん
。
し
か
し
化
学
物
質

管
理
の
日

本
の
実
態
は
、
法
制
面
で
み
て
も
労
働
安
全
衛
生
や
消
費
者
安
全
と
い
っ
た

管
理
の
実

態
面
で
み
て
も
、
欧
米
先
進
国
に
限
ら
ず
、
ア
ジ
ア
諸
国
に
も
立
遅
れ
て
国

民
が
不
利

な
状
況
に
立
ち
至
っ
て
い

ま
す
。
そ
れ
ゆ
え
例
え
ば
、

SA
IC

M
基
本
文
書
の

O
PS

第
22

項
の
視
点
か
ら
新
た
な
行
動
計
画
の
取
組
課
題
を
列
挙
す
れ
ば
、
数
多
く
の
課

題
が
見
出
さ
れ
る
に
違
い
あ
り
ま
せ
ん

 (
星
川
他

, 2
00

5a
)。

そ
の
よ
う
な
取
組
課
題

の
一
つ
の
候
補
は
、
化
学
生
物
総
合
管
理
学
会
の
春
季
討
論
集
会
参
加
者
有
志
が
同
学

会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
「
論
議
の
輪

」
欄
に
投
稿
し
意
見
交
換
を
呼
び
か
け
て
い
る
「
ア

ジ
ア
諸
国
に
立
遅
れ
る
日
本
に
必
要
な
化
学
物
質
総
合
管
理
法
制
の
整
備
」
と
題
す
る

緊
急

提
言

で
す

 
(
春

季
討

論
集

会
参

加
者

有
志

, 
20

12
; 

ht
tp

://
w

w
w.

cb
im

s.
ne

t/r
on

gi
no

w
a.

ht
m

l)。
 

こ
の
緊
急
提
言
は
、
日
本
の
立
遅
れ
た
状
況
を
抜
本
的
に
改
善
す
る
最
善
の
方
策
は
化

原
案
の
と
お
り
と
し
ま
す
。

 
               

(無
回
答

) 

(無
視

) 

（星川欣孝　別紙9）



学
物
質
総
合
管
理
法
制
を
整
備
す
る
こ
と
で
あ
る
と
い
う
共
通
認
識
に
基
づ
い
て
「
化

学
物
質
の
総
合
管
理
に
関
す
る
法
律
」
の
要
綱
案
を
具
体
的
に
提
示
し
て

い
ま
す
。
春

季
討
論
集
会
参
加
者
有
志
の
緊
急
提
言
の
趣
旨
は
以
下
の
と
お
り
で
す
が
、
そ
の
要
綱

案
の
重
点
は
、
乱
立
す
る
現
行
の
規
制
法
群
の
下
で
分
散
し
て
い
る
行
政
府
の
化
学
物

質
管
理
に
関
す
る
制
度
・
仕
組
み
や
取
組
み
を
整
理
・
統
合
す
る
こ
と
に
よ
る
費
用
対

効
果
の
優
れ
た
包
括
的
な
化
学
物
質
総
合
管
理
法
制
を
実
現
す
る
こ
と
で
す
。
＜
そ
の

よ
う
な
法
律
お
よ
び
そ
れ
を
運
用
す
る
行
政
体
制
の
整
備
こ
そ
、

W
SS

D
20

20
年
目

標
の

実
現

に
不

可
欠

な
日

本
の

化
学

物
質

管
理
の

基
本

的
社

会
シ

ス
テ

ム
で

あ
り

ま

す
＞
。

 
 

「
・
・

・
こ

の
よ

う
な

国
際
的

な
競

争
力

や
市
民

の
健

康
に

悪
影

響
を

及
ぼ
し

か
ね
な

い
窮
状
を
打
開
す
る
た
め
、
化
学
生
物
総
合
管
理
学
会
で
は

20
12

年
3

月
7
日
に
開
催
し
た
春
季
討
論
集
会
に
お
い
て
、

1)
化
学
物
質
管
理

の
法
体
系

と
国
際
競
争
力
お
よ
び

2)
化
学
品
法
規
制
と
情
報
の
あ
り
方
に
係
る

問
題
点
と

解
決
策

に
つ

い
て

討
論

を
行
っ

た
。

そ
の

中
で
、

例
え

ば
、

①
化

学
品

の
輸
出

入
業
務

に
お

け
る

現
行

の
省
庁

縦
割

り
規

制
法
に

基
づ

く
不

適
切

か
つ

不
合
理

な
扱
い

、
②

化
学

物
質

届
出
情

報
の

相
互

受
入
れ

制
度

を
活

用
で

き
な

い
事
業

者
の
不

利
な

現
況

、
③

家
庭
用

殺
虫

剤
に

係
る
法

律
の

不
備

に
よ

る
リ

ス
ク
管

理
お
よ

び
競

争
上

の
不

条
理
、

さ
ら

に
は

④
諸
外

国
で

は
法

律
に

基
づ

き
管
理

さ
れ
て

い
る

個
別

製
品

に
係
る

問
題

の
顕

在
化
な

ど
の

事
例

が
問

題
提

起
さ
れ

た
。

 
こ

れ
ら

が
明

ら
か

に
す

る
こ
と

は
、

世
界

の
潮
流

で
あ

る
化

学
物

質
総

合
管
理

を
無
視

し
て

旧
来

の
縦

割
り
規

制
法

に
固

執
す
る

あ
ま

り
袋

小
路

に
入

り
込
ん

で
し
ま

っ
た

日
本

の
現

状
で
あ

る
。

そ
し

て
こ
の

よ
う

な
無

残
な

実
状

を
改
善

す
る
方

策
は

、
国

際
協

調
を
重

視
し

て
化

学
物
質

の
リ

ス
ク

評
価

や
リ

ス
ク
管

理
を

包
括

的
に

扱
う

化
学

物
質

総
合

管
理

法
制

を
早

急
に

整
備

す
る

と
と

も

に
、
そ

れ
を

一
元

的
に

執
行
す

る
中

核
的

な
行
政

機
関

と
評

価
機

関
を

設
置
す

る
こ
と
以
外
に
は
な
い
こ
と
も
明
白
に
な
っ
た
。

 
最

近
、

厚
生

労
働

省
、

経
済
産

業
省

お
よ

び
環
境

省
は

「
今

後
の

化
学

物
質
管

理
政
策

に
関

す
る

合
同

検
討
会

」
を

設
置

し
、
労

働
者

保
護

、
消

費
者

保
護
、

                               

(無
回
答

) 

(無
視

) 

（星川欣孝　別紙10）



環
境
保

護
の

総
合

的
な

視
点
に

立
っ

て
体

系
的
に

危
険

有
害

性
情

報
の

収
集
・

評
価
等

を
進

め
る

方
策

に
つ
い

て
論

議
に

着
手
し

た
。

こ
の

よ
う

な
合

同
検
討

会
の
設
置
は
歓
迎
さ
れ
る
も
の
の
、

SA
IC

M
に
基
づ
く
国
際
協
調
活

動
の
進
展

に
鑑
み

れ
ば

事
は

急
を

要
す
る

。
そ

れ
ゆ

え
、
３

省
が

検
討

会
を

設
置

し
た
こ

と
を
契

機
に

論
議

の
活

性
化
に

資
す

る
た

め
、
春

季
討

論
集

会
の

意
見

交
換
を

踏
ま

え
て

化
学

物
質

総
合

管
理

法
の

法
律

要
綱

 (
試

案
) 
を

策
定

し
化

学
生

物

総
合
管

理
学

会
ホ

ー
ム

ペ
ー
ジ

の
「

論
議

の
輪
」

欄
に

投
稿

し
て

公
表

す
る
こ

と
と
し

た
。
」

 
 な
お
、

SA
IC

M
関
係
省
庁
連
絡
会
議
が

SA
IC

M
に
沿
っ
た
日
本
の

SA
IC

M
実
施

計
画
の
案
を
検
討
す
る
際
に
忘
れ
て
な
ら
な
い
政
府
の
重
要
な
課
題
と
し
て
、
＜
国
会

が
化

学
物

質
審

査
規

制
法

の
改

正
に

当
た

っ
て
附

帯
決

議
と

し
て

提
示

し
た

総
合

的

な
管
理
に
係
る
事
項
＞
へ
の
対
応
が
あ
り
ま
す
。

SA
IC

M
関
係
省
庁
連
絡
会
議
の
立

場
か
ら
み
れ
ば
、
附
帯
決
議
の
中
に
は
同
連
絡
会
議
が
主
体
的
に
対
応
す
べ
き
決
議
事

項
が
あ
る
に
も
関
わ
ら
ず

 (
星
川
他

, 2
00

9a
, 2

00
9b

)、
そ
れ
に
関
す
る
記
述
が
コ
メ

ン
ト
公
募
対
象
文
書
の
本
文
に
あ
り
ま
せ
ん
。
国
会
が
化
学
物
質
審
査
規
制
法
の
改
正

に
当

た
っ

て
政

府
に

対
し

て
附

帯
決

議
と

し
て
提

示
し

た
総

合
的

な
管

理
に

係
る

主

な
事

項
は

1)
総
合
的

、
統
一
的
な

法
制
度
お

よ
び
行

政
組
織
の

あ
り
方
の

検
討
お
よ

び
2)
国
際

合
意
を
遵

守
す
る
国
の

責
任
と
具

体
的
ス

ケ
ジ
ュ
ー

ル
の
明
確

化
な
ど
で

あ
り
ま
す

 (
星
川
他

, 2
00

9b
)。

言
い
換
え
る
と
、
こ
れ
ら
の
国
会
附
帯
決
議
＜
に
対

す
る

政
府

の
対

応
方

針
お

よ
び

そ
れ

に
基

づ
く
具

体
的

な
取

組
課

題
を

コ
メ

ン
ト

公

募
対
象
文
書
に
明
記
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
＞
。

 
こ
の
件
に
関
連
す
る

SA
IC

M
関
係
省
庁
連
絡
会
議
の
姿
勢
に
対
す
る
懸
念
は
、
「
日

本
が
立
憲
民
主
政
の
法
治
国
家
で
あ
る
」
こ
と
を
ど
の
よ
う
に
認
識
し
て
い
る
か
と
い

う
疑
問
で
す
。
コ
メ
ン
ト
公
募
対
象
文
書
の

20
頁
下
３
行
目
に
「
・
・
・
ま
た
、
関

係
府
省
の
連
携
・
協
力
と
情
報
共
有
を
一
層
強
化
・
推
進
し
、
包
括
的
な
化

学
物
質
対

策
の
確
立
と
推
進
を
図
る
こ
と
で
、
国
民
の
安
全
を
確
保
し
、
国
民
が
安
心
し
て
生
活

で
き
る
社
会
の
実
現
を
目
指
す
。
」
と
い
う
記
述
が
あ
り
ま
す
。
こ
れ
に
対
す
る

意
見

提
出
者
の
考
え
方
は
、
意
見

15
.で

述
べ
た
よ
う
に
、「

化
学
物

質
の

リ
ス

ク
管
理
の
よ

う
に

、
国

民
の
安

全
を
確

保
し

国
民
が

安
心

し
て
生

活
で
き

る
社
会

の
実
現

を
目
指
す
た

        （
理
由
）

  
化
学
物
質
の

審
査
及
び
製
造
等
の
規
制
に

関
す
る
法
律
（
以
下
「
化
審
法
」
と
い
う
。
）

の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯

決
議
に
関
し
て

、
御
指
摘
の
国
の
責
任
と
具

体
的
な
作
業
ス

ケ
ジ
ュ
ー
ル
に
つ
い
て
は
、

第
３
章
２
．（

１
）
２
１
ペ
ー
ジ
第
３
段
落
に

２
０
２
０
年
ま

で
に
優
先
評
課
化
学
物
質
を

特
定
す
る
た
め

の
リ
ス
ク
評
価
を
行
い
、
著

し
い
リ
ス
ク
が

あ
る
と
判
明
し
た
物
質
に
つ

い
て
は
、
必
要

な
規
制
措
置
を
講
じ
る
と
記

載
し
て
い
ま
す
。

  
 ま
た
、
化
学

物
質
に
関
す
る
総
合
的
、
統

一
的
な
法
制
度

等
の
あ
り
方
の
検
討
に
つ
い

て
は
、
関
係
省

庁
が
連
携
を
図
り
な
が
ら
化

学
物
質
関
係
法

令
を
着
実
に
施
行
す
る
と
と

も
に
、
更
に
ど

の
よ
う
な
課
題
が
あ
る
の
か

諸
外
国
の
動
向

を
踏
ま
え
つ
つ
、
様
々
な
関

係
者
と
議
論
を

行
っ
て
い
く
こ
と
が
重
要
と

考
え
て
い
ま
す
。

 

(無
回
答

) 

(無
視

) 

(無
視

) 

（星川欣孝　別紙11）



め
の

社
会

シ
ス
テ

ム
お
よ

び
そ

の
運
用

体
制

は
、
法

律
で
明

確
に
規

定
す
る

の
が
鉄
則
」

で
あ

り
、

ま
し
て

や
化
学

物
質

の
よ
う

に
、

活
発
に

国
際
交

易
さ
れ

る
物
品

に
係
る
安
全

管
理

制
度

は
諸
外

国
に
対

し
て

非
関
税

障
壁

に
な
ら

な
い
よ

う
配
慮

し
、
国

際
的
に
整
合

し
た

法
律

制
度

を
整

備
し

て
透

明
性

を
確

保
す

る
必

要
が
あ

り
ま

す
 (

O
EC

D
, 1

97
4)
。

加
え

て
、
そ
の

よ
う

な
SA

IC
M

関
係
省
庁
連
絡
会
議
の
姿
勢
は
、

O
E

C
D

の
基
本
的

立
場
に
反
す
る
だ
け
で
な
く
、
日
本
の
行
政
指
導
に
対
す
る
世
界
の
批
判
に
応
え
た
過

去
の
是
正
措
置
に
も
反
し
て
い
ま
す
。

 
4 

SA
IC

M
関
係
省
庁
連

絡
会
議
や
「
化
学
物
質

と
環

境
に

関
す

る
政

策
対
話
」
な
ど
に
お
け

る
情

報
共

有
の

重
要

性
に
つ
い
て

 

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画
を
策
定
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
目
指
す
べ
き
化
学

物
質
管
理

制
度
に
関
し
て
関
係
者
間
で
認
識
を
共
有
す
る
こ
と
が
重
要
で
す
。
し
か
し
コ
メ
ン
ト

公
募
対
象
文
書
の
本
文
に
は
、
策
定
の
過
程
で
ど
の
よ
う
な
方
法
で
ど
の
程
度
の
認
識

共
有
化
が
行
わ
れ
た
か
は
明
確
に
は
記
述
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
。
日
本
を
取
り
巻
く
＜
各

国
の
化
学
物
質
管
理
制
度
の
現
況
＞
が
ど
の
よ
う
に
な
っ
て
い
る
か
、
＜

SA
IC

M
に

関
す
る
国
際
機
関
の
活
動
＞
は
ど
の
よ
う
な
方
向
を
指
向
し
て
い
る
か
、
＜
そ
れ
ら
に

対
し

て
日

本
は

ど
の

よ
う

に
行

動
す

る
べ

き
か
に

つ
い

て
様

々
な

関
係

者
が

参
集

し

て
意
見
交
換
を
行
い
、
そ
れ
に
よ
っ
て
関
係
者
間
に
対
策
の
検
討
に
必
要
な
共
通
認
識

を
形
成
し
、
そ
の
う
え
で
実
施
計
画
案
に
組
入
れ
る
べ
き
取
組
課
題
と
そ
れ
ら
の
優
先

順
位
を
確
定
す
る
と
い
う
手
続
き
が

SA
IC

M
に
沿
っ
た

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画
の

策
定
に
不
可
欠
で
す
＞
。

 
意
見

15
.の

観
点
か
ら
目
指
す
べ
き
化
学
物
質
管
理
制
度
の
候
補
を
考
え
れ
ば
、
そ
の

第
一

は
社

会
で

取
り

扱
わ

れ
る

化
学

物
質

の
リ
ス

ク
を

包
括

的
か

つ
体

系
的

に
管

理

す
る
化
学
物
質
総
合
管
理
で
す
。
そ
の
概
念
お
よ
び
関
連
実
務
は
、
日
本
も
加
盟
し
て

い
る
経
済
協
力
開
発
機
構

 (
O

E
C

D
) 
が

19
70

年
代
か
ら
主
に
化
学
品
貿
易
の
非
関

税
障
壁
を
未
然
防
止
す
る
視
点
か
ら
制
度
・
仕
組
み
の
国
際
調
和
の
必
要
性
を
重
視
し

て
取
り
組
ん
で
き
て
、
19

92
年
の
国
連
環
境
開
発
会
議

 (
U

N
C

E
D

) 
に
お
け
る
人
類

の
行

動
計

画
で

あ
る

ア
ジ

ェ
ン

ダ
21

の
第

19
章

に
結

実
し

ま
し

た
 (
星

川
他

, 
20

07
a)
。
そ
れ
に
該
当
す
る
最
も
典
型
的
な
法
制
は
、

20
07

年
6
月
に
施
行
さ
れ
た

欧
州
連
合

 (
E

U
) 
の

RE
A

C
H

 (化
学
物
質
の
登
録
、
評
価
、
認
可
、
制
限

) 
規
則
で

あ
り
、

RE
A

CH
規
則
の
前
文
に
は

W
SS

D
20

20
年
目
標
の
達
成
お
よ
び

SA
IC

M
の
遂
行
に
寄
与
す
る
よ
う

RE
A

C
H

規
則
を
構
成
し
た
こ
と
が
明
記
さ
れ
て
い
ま
す

 
(星

川
他

, 2
01

2)
。

 

原
案
の
と
お
り
と
し
ま
す
。

 
（
理
由
）

  
本
計
画
案
に

つ
い
て
は
、
広
く
国
民
の
皆

様
か

ら
の

御
意

見
を

募
集

す
る

と
と

も
に

、

「
化
学
物
質
と

環
境
に
関
す
る
政
策
対
話
」

に
お
け
る
様
々

な
主
体
に
よ
る
意
見
交
換
を

踏
ま
え
て
作
成
し
て
い
ま
す
。

 
ま
た
、
化
学

物
質
に
関
す
る
総
合
的
、
統

一
的
な
法
制
度

等
の
あ
り
方
の
検
討
に
つ
い

て
は
、
関
係
省

庁
が
連
携
を
図
り
な
が
ら
化

学
物
質
関
係
法

令
を
着
実
に
施
行
す
る
と
と

も
に
、
更
に
ど

の
よ
う
な
課
題
が
あ
る
の
か

諸
外
国
の
動
向

を
踏
ま
え
つ
つ
、
様
々
な
関

係
者
と
議
論
を

行
っ
て
い
く
こ
と
が
重
要
と

考
え
て
い
ま
す
。

 
 な
お
、
第
１

回
「
化
学
物
質
と
環
境
に
関

す
る
政
策
対
話

」
の
議
事
録
に
つ
き
ま
し
て

は
、
環
境
省
ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
開
し
て
い

ま
す
。

 
ま
た
、
Ｓ
Ａ

Ｉ
Ｃ
Ｍ
関
係
省
庁
連
絡
会
議

に
つ
き
ま
し
て

は
、
資
料
及
び
議
事
要
旨
に

つ
い
て
は
会
合

後
に
原
則
公
表
と
し
て
い
る

(無
視

) 

(無
回
答

) 

(無
視

) 

（星川欣孝　別紙12）



コ
メ
ン
ト
公
募
対
象
文
書
の
本
文
に
は
、
目
指
す
べ
き
化
学
物
質
管
理
制
度
に
つ
い
て

の
記
述
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
最
近
増
田
優
氏
が
、
国
際
的
な
潮
流
で
あ
る
化
学
物
質
総

合
管

理
法

制
に

係
る

国
際

的
な

活
動

の
経

緯
や
分

散
的

に
乱

立
す

る
日

本
の

規
制

法

群
に
対
す
る
化
学
物
質
総
合
管

理
法
制
の
優
位
性
に
関
し
て
、
「
点
の
規
制
か
ら
面
の

管
理
へ
」
と
題
す
る
意
見
を
化
学
生
物
総
合
管
理
学
会
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
の
「
論
議
の
輪
」

欄
に

投
稿

し
、

意
見

交
換

を
呼

び
か

け
て

い
ま

す
 

(増
田

, 
20

12
; 

ht
tp

://
w

w
w.

cb
im

s.
ne

t/r
on

gi
no

w
a.

ht
m

l)。
増
田
氏
の
意
見
か
ら
国
際
的
な
動
向

お
よ

び
日

本
の

実
態

と
の

乖
離

を
簡

潔
に

論
じ
た

部
分

を
示

す
と

以
下

の
と

お
り

で

す
。

 
 「

国
際
社
会
は
過
去

40
年
間
、
経
済
協
力
開
発
機
構
（

O
EC

D
）
や
世
界
保
健

機
関
（

W
H

O
）
、
国
際
労
働
機
関
（

IL
O
）
、
国
連
環
境
計
画
（

U
N

E
P）

と
い

っ
た
国
連
の
専
門
機
関
な
ど
で
論
議
を
重
ね
つ
つ
多
く
の
事
項
に
合
意
を
形
成

し
て
き
た
。
そ
し
て

19
92

年
の
国
連
環
境
開
発
会
議
（

U
N

C
ED

）
に
お
い
て
、

労
働
安
全
衛
生
、
消
費
者
製
品
安
全
、
環
境
保
全
、
火
災
爆
発
防
止
な
ど
と
い

っ
た
分
野
毎
の
違
い
や

IL
O
、

W
H

O
、

U
N

EP
、

O
E

CD
な
ど
と
い
っ
た
組

織
毎
の
差
異
を
乗
り
越
え
て
そ
れ
ら
の
活
動
を
糾
合
し
、
包
括
的
な
化
学
物
質

の
総
合
管
理
に
関
す
る
行
動
計
画
と
し
て
ア
ジ
ェ
ン
ダ

21
第

19
章

に
合
意
し

た
。
そ
の
後

20
02

年
の
持
続
可
能
な
発
展
に
関
す
る
世
界
首
脳
会
議
（

W
SS

D
）

で
こ
の
計
画
を
強
化
し
加
速
化
す
る
こ
と
に
合
意
し
、
そ
れ
を
受
け
て

20
06

年
に
具
体
的
な
行
動
計
画
で
あ
る
国
際
化
学
物
質
管
理
戦
略
行
動
計
画

（
SA

IC
M
）
を
策
定
し
、
今
日
そ
の
実
現
に
向
け
て
活
動
を
展
開
し
て
い
る
。

 
こ

う
し

た
論

議
の

過
程
の

中
で

国
際

社
会

は
、
政

府
が

特
定

の
化

学
物
質

を
指

定
し
て

一
律

に
規

制
す
る

と
い

う
考

え
方

を
止
揚

し
、

化
学

物
質

を
取
り

扱
う

者
が
そ

れ
ぞ

れ
の

実
態
を

踏
ま

え
て

適
切

に
管
理

す
る

と
い

う
考

え
方
へ

と
大

き
く
方

向
転

換
し

た
。
政

府
に

よ
る

規
制

は
限
ら

れ
た

数
少

な
い

点
、
即

ち
指

定
化
学

物
質

や
特

定
化
学

物
質

と
い

っ
た

規
制
対

象
化

学
物

質
に

し
か
そ

の
作

用
が
及

ば
ず

、
い

わ
ゆ
る

隙
間

問
題

の
発

生
は
避

け
難

い
。

そ
の

反
省
の

も
と

に
、
万

を
超

え
る

化
学
物

質
が

津
々

浦
々

で
千
差

万
別

な
目

的
の

た
め
に

多
様

な
形
で

多
彩

な
当

事
者
に

よ
っ

て
取

り
扱

わ
れ
て

い
る

と
い

う
現

実
の
社

会
の

と
こ
ろ
で
す
。

 
 

(無
視

) 

（星川欣孝　別紙13）



実
態
を

厳
然

た
る

事
実
と

し
て

受
け

止
め

た
上
で

、
取

り
こ

ぼ
し

が
起
き

な
い

よ
う
に

面
と

し
て

捉
え
て

全
て

の
化

学
物

質
を
管

理
し

て
い

く
道

を
選
ん

だ
。

そ
し
て
、
評
価
管
理
手
法
や
情
報
共
有
公
開
制
度
な
ど
を
整
え
る
こ
と

に
よ
り
、

個
々
の

当
事

者
の

管
理
能

力
を

高
め

、
ひ

い
て
は

社
会

全
体

の
管

理
能
力

を
高

め
る
道

を
歩

み
出

し
た
。

そ
れ

と
同

時
に

、
労
働

安
全

衛
生

、
消

費
者
製

品
安

全
、
環

境
保

全
、

火
災
爆

発
防

止
と

い
っ

た
分
野

を
個

々
別

々
に

扱
っ
て

き
た

歴
史
を

改
め

、
こ

れ
ら
の

分
野

を
包

括
的

に
捉
え

一
元

的
に

管
理

し
て
い

く
化

学
物
質

の
総

合
管

理
の
考

え
方

を
確

立
し

た
。
労

働
安

全
衛

生
、

消
費
者

製
品

安
全
、

環
境

保
全

、
火
災

爆
発

防
止

と
い

っ
た
分

野
毎

に
面

を
分

割
す
る

こ
と

は
、
隙

間
を

も
た

ら
し
か

ね
な

い
。

全
体

を
一
つ

の
面

で
覆

っ
て

統
一
的

に
管

理
す
る

総
合

管
理

に
よ
り

、
新

た
な

隙
間

問
題
を

未
然

に
回

避
す

る
道
に

踏
み

出
し
た

。
」

 
 増
田
氏
の
意
見
は
一
つ
の
見
方
に
す
ぎ
ま
せ
ん
が
、
コ
メ
ン
ト
公
募
対
象
文
書
の
作
成

に
携

わ
っ

て
き

た
人

々
に

は
増

田
氏

の
意

見
に
同

意
し

な
い

人
が

多
い

の
で

は
な

い

か
と
推
測
し
ま
す
。
し
か
し
、

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画
の
策
定
に
関
与
し
て
い
る
そ

の
よ
う
な
行
政
府
の
担
当
官
、
産
業
界

、
学
界
、
民
間
団
体

、
そ
の
他
の
関
係
者
に
欠

落
し
て
い
る
の
は
、
日
本
を
取
り
巻
く
各
国
の
化
学
物
質
管
理
制
度
の
現
況
が
ど
の
よ

う
に
な
っ
て
い
る
か
、

SA
IC

M
に
関
す
る
国
際
機
関
の
活
動
は
ど
の
よ
う
な
方
向
を

指
向
し
て
い
る
か
、
そ
れ
ら
に
対
し
て
日
本
は
ど
の
よ
う
に
行
動
す
る
べ
き
か
に
つ
い

て
十
分
な
意
見
交
換
を
行
い
、
そ
れ
に
よ
っ
て
関
係
者
間
に
必
要
な
共
通
認
識
を
形
成

す
る
手
続
き
の
重
要
性
に
対
す
る
認
識
で
す
。
そ
の
よ
う
な
認
識
の
欠
落
を
裏
付
け
る

一
つ

の
証
拠
は
、

SA
IC

M
関
係
省
庁
連
絡

会
議
を

国
民
に
非
公
開

と
し
、
「
化
学
物

質
と
環
境
に
関
す
る
政
策
対
話
」
の
第
１
回
会
合
の
議
事
録
を
コ
メ
ン
ト
公
募
の
時
点

で
公
開
し
て
い
な
い
こ
と
で
す
。
こ
れ
ら
の
非
公
開
に
つ
い
て
は
い
ず
れ
も
正
当
な
理

由
は
見
当
た
ら
ず
、
＜
コ
メ
ン
ト
公
募
対
象
文
書
に
＜
こ
れ
ら
に
関
す
る
記
述
を
加
え

て
パ
ブ
リ
ッ
ク
・
コ
メ
ン
ト
の
手
続
き
を
や
り
直
す
必
要
が
あ
り
ま
す
＞
。

 
仮
に
、
「
コ
メ
ン
ト
公
募
対
象
文
書
は
国
内
外
に
公
開
で
き
る
内
容
の
国
内
実
施

計
画

で
は
な
い
」
と
い
う
前
述
の
指
摘
に
留
意
し
て
コ
メ
ン
ト
公
募
対
象
文
書
を
抜
本
的
に

見
直
す
場
合
に
は
、
＜
国
際
的
な
状
況
に
関
し
て
関
係
者
間
の
共
通
認
識
を
形
成
す
る

(無
回
答

) 

(無
視

) 

（星川欣孝　別紙14）



討
論
の
場
を
設
置
し
て
臨
む
こ
と
お
よ
び
国
民
の
立
場
で
公
正
な
パ
ブ
リ
ッ
ク
・
コ
メ

ン
ト

に
な

り
う

る
新

た
な

コ
メ

ン
ト

公
募

対
象
文

書
を

作
成

す
る

こ
と

を
要

請
し

ま

す
＞
。

 
6 

３
頁
上
８

行
目

～
：「

こ

れ
を
受

け
、

我
が

国
で

は
平
成

18
年

に
策

定

し
た
第

三
次

環
境

基
本

計
画

に
お

い
て

SA
IC

M
に

沿
っ

て
国

際
的
な

観
点

に
立

っ
た

化
学
物

質
管

理
を

位
置

付
け
る

と
と

も
に

、
政

府
内
に

関
係

省
庁

連
絡

会
議
を

設
置

し
、

円
滑

な
連
絡

調
整

を
図

り
つ

つ
、
関

係
法

令
の

改
正

等
を
通

じ
た

化
学

物
質

管
理
施

策
を

推
進

す
る

と
と
も

に
、

そ
の

考
え

方
の
普

及
に

努
め

て
き

た
・
・
・

」
 

1)
 「

SA
IC

M
に
沿

っ
て

国
際
的

な
観

点
に
立
っ

た
化

学
物
質

管
理

に
取

り
組
む
こ

と
」
の
必
要

性
は

、
日
本
に
と
っ
て
と
り
わ
け
重
要
で
す
。
し
か
し

、
そ
の
よ
う
な
＜

化
学
物
質
管
理
に
関
わ
る
＞
国
際
協
調
的
な
＜
取
組
み
＞
に
お
い
て
も
、
ま
た
＜
国
内

＞
的

に
み

て
も

化
学

物
質

＜
の

主
た

る
分

野
は
労

働
安

全
衛

生
や

消
費

者
安

全
で

あ

り
、
そ
し
て
国
際
的
に
は
火
災
爆
発
防
止
で
あ
っ
て
＞
環
境
保
全
の
分
野
で
は
あ
り
ま

せ
ん
。
し
か
る
に
、
化
学
物
質
管
理
が
僅
か
な
比
重
で
し
か
な
い
＜
環
境
基
本
計
画
の

分
野
だ
け
に
限
定
し
て
閣
議
決
定
し
た
政
府
の
判
断
は
、

SA
IC

M
の
理
念
や
そ
れ
に

関
連
す
る
国
際
協
調
活
動
が
目
指
し
て
い
る
方
向
性
に
基
本
的
に
反
し
て
い
ま
す
＞
。

言
い
換
え
る
と
、
＜
今
回
策
定
す
る
べ
き

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画
は
、
環
境
保
全
に

係
る
環
境
基
本
計
画
だ
け
で
な
く
＞
、
労
働
安
全
衛
生
に
係
る
労
働
災
害
防
止
計
画
、

製
品

安
全

に
係

る
消

費
者

基
本

計
画

と
い

っ
た
既

存
の

行
動

計
画

に
お

け
る

化
学

物

質
管
理
に
係
る
取
組
み
だ
け
で
な
く
、
そ
の
よ
う
な
行
動
計
画
に
含
ま
れ
な
い
＜
そ
の

他
の

分
野

に
お

け
る

化
学

物
質

管
理

に
係

る
取
組

み
を

も
包

括
し

て
新

た
な

国
内

実

施
計
画
と
位
置
づ
け
て
策
定
す
べ
き
も
の
で
す
＞
。

 
2)

 ＜
「
・
・

SA
IC

M
に

沿
っ
て

国
際

的
な

観
点
に

立
っ
た

化
学

物
質

管
理

を
位
置
付
け

る
と

と
も

に
、
」

と
い

う
左

記
の

記
述

は
意

味
不
明

で
す

。「
SA

IC
M

に
沿

っ
て
国
際
的

な
観

点
に

立
っ
た

化
学
物

質
管

理
」
と

は
具

体
的
に

は
何
の

こ
と
で

す
か
、

そ
れ
を
ど
の

よ
う

に
ど

こ
に

位
置

付
け

た
の

か
を

明
確

に
記

述
す

る
必
要

が
あ

り
ま

す
＞

。
 

3)
 ＜

「
円

滑
な
連

絡
調

整
を

図
り

つ
つ

、・
・
そ
の

考
え
方

の
普

及
に

努
め

て
き
た
・
・
」

と
あ

り
ま

す
が

、
化

学
物

質
審

査
規

制
法

と
化

学
物

質
(排

出
把

握
)管

理
促

進
法
の
改
正

に
関

し
て

SA
IC

M
関

係
省

庁
連

絡
会

議
で

は
SA

IC
M

を
受
け

て
ど

の
よ

う
な
新
た
な

方
向

性
を

立
て
て

調
整
の

議
論

を
行
っ

た
か

を
具
体

的
に
国

民
に
伝

え
、
そ

れ
に
基
づ
く

記
述

を
加

え
る

必
要

が
あ

り
ま

す
＞

。
 

原
案
の
と
お
り
と
し
ま
す
。

 
（
理
由
）

  
平
成
１
８
年

に
閣
議
決
定
さ
れ
た
第
三
次

環
境

基
本

計
画

第
二

部
第

１
章

第
５

節
３

（
４
）
に
お
い
て
「
Ｓ
Ａ
Ｉ
Ｃ
Ｍ
に
沿
っ
て
、

国
際
的
な
観
点

に
立
っ
た
化
学
物
質
管
理
に

取
り
組
み
ま
す

」
と
記
載
し
て
い
ま
す
。
ま

た
、
平
成
２
２

年
に
第
三
次
環
境
基
本
計
画

の
進
捗
状
況
の

第
４
回
点
検
結
果
と
し
て
中

央
環
境
審
議
会

か
ら
閣
議
報
告
さ
れ
た
「
第

三
次
環
境
基
本

計
画
の
進
捗
状
況
・
今
後
の

政
策
に
向
け
た

提
言
に
つ
い
て
」
に
お
い
て

は
、
Ｓ
Ａ
Ｉ
Ｃ

Ｍ
に
沿
っ
た
化
学
物
質
管
理

の
取
組
と
し
て

、
化
学
物
質
審
査
規
制
法
及

び
特
定
化
学
物

質
の
環
境
へ
の
排
出
量
の
把

握
等
及
び
管
理

の
改
善
の
促
進
に
関
す
る
法

律
（
以
下
「
化
管
法
」
と
い
う
。
）
の
見
直
し

を
検
討
し
、
必

要
な
措
置
を
示
す
べ
き
と
さ

れ
て
い
ま
す
。
詳
細
に
つ
い
て
は
、「

第
三
次

環
境
基
本
計
画

の
進
捗
状
況
・
今
後
の
政
策

に
向
け
た
提
言

に
つ
い
て
」
を
御
参
照
く
だ

さ
い
。
見
直
し

に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
中

央
環
境
審
議
会

で
検
討
さ
れ
て
お
り
、
本
計

画
第
２
章
に
お

い
て
、
そ
の
概
要
を
記
載
し

て
い
ま
す
。

 
 ま
た
、
化
学

物
質
に
関
す
る
総
合
的
、
統

(無
視

) 

(無
回
答

) 

(無
回
答

) 

（星川欣孝　別紙15）



一
的
な
法
制
度

等
の
あ
り
方
の
検
討
に
つ
い

て
は
、
関
係
省

庁
が
連
携
を
図
り
な
が
ら
化

学
物
質
関
係
法

令
を
着
実
に
施
行
す
る
と
と

も
に
、
更
に
ど

の
よ
う
な
課
題
が
あ
る
の
か

諸
外
国
の
動
向

を
踏
ま
え
つ
つ
、
様
々
な
関

係
者
と
議
論
を

行
っ
て
い
く
こ
と
が
重
要
と

考
え
て
い
ま
す
。

 
7 

３
頁
上

12
行

目
～

：

「
・
・
市

民
、
労

働
者

、

事
業
者

、
行

政
、

学
識

経
験
者

等
の

様
々

な
主

体
が
参

加
す

る
意

見
交

換
等
の

場
で

あ
る

「
化

学
物
質

と
環

境
に

関
す

る
政
策

対
話

」
の

議
論

を
経
て
、」

 

1)
 ＜

「
化

学
物
質
と
環
境
に
関
す
る
政
策
対
話
」
が

3
月

27
日

に
開

催
さ

れ
た
こ
と
は

伝
え

ら
れ

ま
し
た

。
し

か
し

そ
の

場
に

お
い

て
、

SA
IC

M
国

内
実

施
計

画
の
策
定
に
関

し
て

ど
の

よ
う
な

議
論
が

行
わ

れ
た
か

の
情

報
が
公

表
さ
れ

て
い
ま

せ
ん
。

そ
れ
を
具
体

的
に

国
民

に
伝

え
、

そ
れ

に
基

づ
く

記
述

を
加

え
る

必
要
が

あ
り

ま
す

＞
。

 
2)
＜

 こ
の

会
合

に
お

け
る

厚
生

労
働

省
の

２
件

の
パ

ワ
ー
ポ

イ
ン

ト
資

料
に
は

SA
IC

M
の

言
葉
が

あ
り

ま
せ

ん
。

こ
れ

ら
の

資
料

に
つ

い
て

SA
IC

M
国

内
実
施
計
画

と
の

関
連

で
ど

の
よ

う
な
議

論
が
行

わ
れ

た
か
を

国
民

に
具
体

的
に
伝

え
、
そ

れ
に
基

づ
く
記
述
を

加
え

る
必

要
が

あ
り

ま
す

＞
。

 
3)

 ＜
４
頁

下
14

行
目

～
、

同
頁

下
４

行
目

、
同
頁

下
１
行

目
お

よ
び

５
頁

下
３
行
目
の

該
当

す
る

記
述

も
上

記
の

修
文

に
合

わ
せ

て
修

正
す

る
必
要

が
あ

り
ま

す
＞

。
 

原
案
の
と
お
り
と
し
ま
す
。

 
（
理
由
）

  
本

国
内
実

施
計
画

（
案

）
は
、
「

化
学
物

質

と
環
境
に
関
す
る
政
策
対
話
」
に
お

け
る

議
論

の
内
容
を
踏
ま
え
て
作
成
し
た
も
の
で
す
。

 
ま

た
、
本
年

３
月

に
行

わ
れ

た
第

１
回
「

化

学
物
質
と
環
境
に
関
す
る
政
策
対
話
」
の

御
指

摘
の

資
料

に
つ

い
て

は
、
化
学

物
質

対
策

の
現

状
と

課
題

に
つ

い
て

関
係

省
の

メ
ン

バ
ー

か

ら
現

時
点

で
の

取
組

状
況

と
課

題
に

つ
い

て

説
明
す
る
た
め
に
作
成
さ
れ
た
も
の
で
す
。
こ

れ
も

踏
ま

え
、
そ

の
後

の
議

事
で
、
Ｓ
Ａ

Ｉ
Ｃ

Ｍ
国

内
実

施
計

画
の

構
成

案
や

盛
り

込
む

べ

き
事
項
に
つ
い
て
意
見
交
換
が
あ
り
ま
し
た
。

 
な

お
、
「

化
学

物
質
と

環
境

に
関

す
る
政

策

対
話
」
に
つ

き
ま

し
て

は
、
会
議
、
資
料

、
議

事
録

又
は

議
事

要
旨

を
原

則
公

開
と

し
て

お

り
、
こ
れ

ま
で

の
議

論
の

内
容

に
つ

き
ま

し
て

は
、
環
境

省
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
で

公
開

し
て

い
ま

す
。

 
8 

３
頁
上

19
行

目
～

：

「
本

国
内

実
施

計
画

は
、
環

境
分

野
に

つ
い

1)
 ＜

「
SA

IC
M

に
沿
っ
て
」

SA
IC

M
国

内
実
施

計
画
を

策
定

す
る

場
合

、
最
も
肝
心

な
こ

と
は

SA
IC

M
の

基
本
文

書
で

あ
る

O
PS

第
22

項
の

規
定

に
準

拠
す

る
こ
と
で
す

＞
。

言
い

換
え
る

と
、

SA
IC

M
国

内
実

施
計

画
は

「
法

令
、

ナ
シ

ョ
ナ

ル
・

プ
ロ
フ
ァ

原
案
の
と
お
り
と
し
ま
す
。

 
（
理
由
）

  
包

括
的

方
針

戦
略

第
２

２
パ

ラ
グ

ラ
フ

に

(議
事

録
は

パ
ブ

コ
メ

公
募

時
点

で
未

公
開

) 

(無
視

) 

(無
回
答

) 

（星川欣孝　別紙16）



て
は
・

・
・

、
ま

た
そ

れ
以
外

の
化

学
物

質
管

理
に
関

わ
る

分
野

、
例

え
ば
、

労
働

安
全

衛
生

等
の

分
野

に
つ

い
て

は
、
そ

れ
ぞ

れ
の

政
策

で
実
施

さ
れ

て
い

る
具

体
的
な

施
策

や
今

後
の

方
向
性

を
踏

ま
え

作
成

し
た
も

の
で

あ
り

、
い

わ
ば
包

括
的

な
化

学
物

質
管
理

に
か

か
る

今
後

の
実
施

計
画

と
位

置
づ

け
ら

れ
る

も
の

で
あ

る
。」

 

イ
ル

、
行

動
計
画

、
関
係

者
の

イ
ニ
シ

ア
テ

ィ
ブ
お

よ
び
ギ

ャ
ッ
プ

な
ど
の

既
存
の
要
件

な
ら

び
に

優
先
順

位
、
必

要
性

お
よ
び

状
況

を
適
宜

考
慮
し

、
関
連

す
る
関

係
者
が
参
加

し
て

策
定

す
る
」
（
私
訳
）
必
要
が
あ
り
ま
す
。

 
2)

 ＜
し

か
る
に

、
「
労

働
安

全
衛

生
等

の
分
野

に
つ

い
て

は
、

そ
れ
ぞ

れ
の

政
策
で
実
施

さ
れ

て
い

る
具

体
的

な
施

策
や

今
後

の
方

向
性

を
踏

ま
え
作

成
し

た
も

の
・
・
、」

と
い
う

策
定

方
法

は
、
上

記
の

O
PS

第
22

項
の
規
定
を
全
く
無
視
す
る
も
の
で
す
。
そ
の

論
拠

を
コ

メ
ン

ト
公

募
対

象
文

書
に

加
え

る
必

要
が

あ
り

ま
す
＞

。
 

3)
 ＜

SA
IC

M
に
沿
っ
た

SA
IC

M
国

内
実

施
計
画

は
、
本

来
、

環
境

以
外

の
全
て
の
分

野
も

含
め

て
O

PS
第

22
項
の
規
定
に
則
し
て
包
括
的
に
検
討
し
、
そ
の
結
果

に
基

づ
い

て
包

括
的

な
実
施

計
画
と

し
て

新
た
に

策
定

す
る
必

要
が
あ

り
ま
す

。
そ
う
い
う

手
続
き

や
内

容
の

な
い
コ

メ
ン
ト

公
募

対
象
文

書
の

よ
う
な

実
施
計

画
は
「

包
括
的

な
化
学
物
質

管
理

に
係

る
今

後
の

実
施

計
画

」
の

名
に

値
す

る
も

の
で
な

く
、

不
適

格
で

す
＞
。

 

お
い

て
は
、「

Ｓ
Ａ

Ｉ
Ｃ

Ｍ
国

内
実

施
計

画
は
、

関
連

し
た

関
係

者
の

参
加

に
よ

り
、
適
切

な
場

合
に

は
、
既
存

の
法

令
、
ナ
シ

ョ
ナ

ル
・
プ
ロ

フ
ァ
イ
ル
、
行
動

計
画
、
関
係

者
の

イ
ニ

シ
ア

テ
ィ

ブ
と

格
差
、
優
先

順
位
、
必
要

性
と

状
況

を
考

慮
し

策
定

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
」

と
さ

れ
て
い
ま
す
。

 
 本

国
内

実
施

計
画

の
対

象
範

囲
に

つ
い

て

は
、
Ｓ
Ａ

Ｉ
Ｃ

Ｍ
の

対
象

範
囲

と
同

様
の

範
囲

を
扱
う
こ
と
と
し
て
お
り
、
様
々
な
関
係
者
が

参
加
す
る
意
見
交
換
等
の
場
で
あ
る
「
化

学
物

質
と
環
境
に
関
す
る
政
策
対
話
」
に

お
け

る
議

論
の
結
果
を
反
映
し
た
も
の
で
す
。

 

9 
４

頁
上

４
行

目
～

：

「
SA

IC
M

の
採

択
を

受
け
て
、

平
成

18
年

４
月

に
・

・
「

SA
IC

M
に
沿
っ

て
、

国
際

的
な

観
点
に

立
っ

た
化

学
物

質
管
理

に
取

り
組

む
べ

き
こ
と

」
と

す
る

と
と

も
に
、

同
月

に
、

内
閣

府
、・

・
お

よ
び

環
境

省

か
ら
構

成
さ

れ
る

関
係

省
庁
連

絡
会

議
を

設
置

し
、

SA
IC

M
に

沿
っ

た
国
の

化
学

物
質

管
理

施
策
の

推
進

に
際

し
、

1)
 ＜

SA
IC

M
に

沿
っ

た
国

の
化

学
物

質
管

理
施

策
の

推
進

の
た

め
に

設
置

さ
れ

た

SA
IC

M
関

係
省

庁
連

絡
会

議
が

国
民

に
非

公
開
で

あ
る
こ

と
は

、
SA

IC
M

の
理
念

に
反

す
る

不
適

切
な
措

置
で
す

。
行

政
関
係

者
は

認
識
を

抜
本
的

に
改
め

る
必
要

が
あ
り
ま
す

＞
。

 
2)

 ＜
SA

IC
M

国
内

実
施

計
画
の

策
定

に
関
与
し

て
い

る
行
政

府
の

担
当

官
、
産
業

界
、
学
界

、
民
間
団
体
、
そ
の
他
の
関
係
者
に
欠
落
し
て
い
る
の
は
、
日
本
を
取
り
巻

く
各
国
の
化
学
物
質
管
理
制
度
の
現
況
が
ど
の
よ
う
に
な
っ
て
い
る
か
、

SA
IC

M
に

関
す
る
国
際
機
関
の
活
動
は
ど
の
よ
う
な
方
向
を
指
向
し
て
い
る
か
、
そ
れ
ら
に
対
し

て
日
本
は
ど
の
よ
う
に
行
動
す
る
べ
き
か
に
つ
い
て
十
分
な
意
見
交
換
を
行
い
、
そ
れ

に
よ

っ
て

関
係

者
間

に
対

策
の

検
討

に
必

要
な
共

通
認

識
を

形
成

す
る

手
続

き
の

重

要
性
に
対
す
る
認
識
で
す
。
そ
の
よ
う
な
認
識
の
欠
落
を
裏
付
け
る
一
つ
の
証
拠
は
、

SA
IC

M
関
係

省
庁
連
絡
会

議
を
国
民
に
非

公
開
と

し
、
「
化
学
物
質
と

環
境
に
関
す

る
政
策
対
話

」
の
議
事
録
を
コ
メ
ン
ト
公
募
時
点
で
公
開
し
て
い
な
い
こ
と
で
す
。
こ

れ
ら
の
非
公
開
に
つ
い
て
は
い
ず
れ
も
正
当
な
理
由
は
見
当
た
ら
ず
、
コ
メ
ン
ト
公
募

対
象
文
書
に
こ
れ
ら
に
関
す
る
記
述
を
加
え
て
パ
ブ
リ
ッ
ク
・
コ
メ
ン
ト
手
続
き
を
設

原
案
の
と
お
り
と
し
ま
す
。

 
（
理
由
）

  
第
１
回
「
化
学

物
質

と
環

境
に

関
す

る
政

策
対

話
」
の
議
事
録
に

つ
き

ま
し

て
は
、
環
境

省
ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
開
し
て
い
ま
す
。

 
ま
た
、
Ｓ

Ａ
Ｉ

Ｃ
Ｍ

関
係

省
庁

連
絡

会
議

に

つ
き
ま
し
て
は
、
資
料
及
び
議
事
要
旨
に
つ
い

て
は

会
合

後
に

原
則

公
表

と
し

て
い

る
と

こ

ろ
で
す
。

 

(無
回
答

) 

(無
回
答

) 

（星川欣孝　別紙17）



関
係
省

庁
間

の
連

絡
調

整
の
円

滑
化

を
図

っ
て

い
る
。
」

 

定
し
直
す
必
要
が
あ
り
ま
す
＞
。

 

10
 

４
頁
上

10
行

目
～

：

「
SA

IC
M

に
沿

っ
た

我
が
国

の
こ

れ
ま

で
の

主
な

取
組

み
と

し
て

は
、
化

学
物

質
の

審
査

及
び
製

造
等

の
規

制
に

関
す
る

法
律

・
・

の
見

直
し
（
平
成

23
年

度

全
面
施

行
）

等
を

行
っ

た
。」

 

1)
 ＜

化
学
物

質
審

査
規

制
法

お
よ

び
化

学
物

質
(排

出
把
握

)管
理
促
進
法
の
改

正
は

、
実

質
的

に
は
「

SA
IC

M
に

沿
っ

た
取

組
み

」
に

該
当
す

る
も
の

で
は

あ
り

ま
せ

ん
。

W
SS

D
の

20
20

年
目

標
の
達

成
と

い
う

看
板

を
形

式
的
に

掲
げ
て

い
ま

す
が

、
そ

れ
ら
の
見
直

し
の

視
点
と

SA
IC

M
の

O
PS

や
G

PA
と

の
関
連

性
を
具

体
的

に
検

討
し

た
形
跡
は
あ

り
ま

せ
ん

。
少
な

く
と
も

、
そ

れ
ら
の

見
直

し
が
現

行
法
の

定
期
的

な
見
直

し
の
一
環
と

し
て

行
わ

れ
た

こ
と

を
明

記
し

て
お

く
必

要
が

あ
り

ま
す
＞

。
 

2)
 ＜

12
頁
上

18
行

目
の

化
学

物
質

審
査

規
制

法
お

よ
び
化

学
物

質
(排

出
把

握
)管

理
促

進
法

の
改

正
に
関

す
る

「
SA

IC
M

に
沿

っ
た

我
が

国
の

こ
れ

ま
で

の
取

組
み

」
に
つ
い

て
も

、
同

様
に

そ
の

名
に

値
し

な
い

の
で

、
修

正
す

る
必
要

が
あ

り
ま

す
＞

。
 

3)
 ＜

本
文

書
に
お
い
て
「

SA
IC

M
に

沿
っ

た
我
が

国
の
こ

れ
ま

で
の

取
組

み
」
は
き
わ

め
て

重
要

で
あ
り

ま
す
。

化
学

物
質
審

査
規

制
法
と

化
学
物

質
排
出

把
握
管
理
促
進
法
の

改
正

以
外

の
そ
の

よ
う
な

取
組

み
を
「

・
・

等
」
で

一
括
し

て
処
理

す
る
の
は
不
適
切
で

す
。
SA

IC
M

国
内

実
施

計
画

を
策

定
す

る
前

に
行
っ

て
い
た

と
判

断
さ

れ
る

SA
IC

M
に

沿
っ

た
取

組
み

は
全

て
個

別
に

明
示

す
る

必
要

が
あ

り
ま
す

＞
。

 

原
案
の
と
お
り
と
し
ま
す
。

 
（
理
由
）

  
平

成
２

２
年

に
第

三
次

環
境

基
本

計
画

の

進
捗

状
況

の
第

４
回

点
検

結
果

と
し

て
中

央

環
境

審
議

会
か

ら
閣

議
報

告
さ

れ
た
「
第

三
次

環
境
基
本
計
画
の
進
捗
状
況
・
今
後
の
政
策
に

向
け
た
提
言
に
つ
い
て
」
に
お
い

て
は
、
Ｓ
Ａ

Ｉ
Ｃ

Ｍ
に

沿
っ

た
化

学
物

質
管

理
の

取
組

と

し
て
、
化
審
法
及
び
化
管
法
の
見
直
し
を
検
討

し
、
必
要

な
措

置
を

示
す

べ
き

と
さ

れ
て

い
ま

す
。

 
そ

の
他

の
Ｓ

Ａ
Ｉ

Ｃ
Ｍ

に
沿

っ
た

化
学

物

質
管
理
の
取
組
と
し
て
は
、
ア
ジ
ア
太
平
洋
地

域
に

お
け

る
Ｓ

Ａ
Ｉ

Ｃ
Ｍ

実
施

に
つ

い
て

主

導
的

な
役

割
の

実
践
、
Ｊ

-Ｃ
Ｈ

Ｅ
Ｃ

Ｋ
の

拡
充

等
、
子
ど

も
の

健
康

と
環

境
に

関
す

る
全

国
調

査
（
エ
コ
チ
ル
調
査
）
が
示
さ
れ
て
お
り
、
こ

れ
ら
の
取
組
に
つ
い
て
は
、
本
計
画
の
第
２
章

に
記
載
し
て
い
ま
す
。

 
11

 
４
頁
下

11
行

目
～

：

「
SA

IC
M

国
内

実
施

計
画

の
策

定
は

、

SA
IC

M
に

沿
っ

た
化

学
物
質

管
理

施
策

に
係

る
関
係

省
庁

の
連

携
に

資
す
る

と
と

も
に

、
我

が
国
の

取
組

状
況

を
国

1)
 ＜

SA
IC

M
国

内
実

施
計

画
策

定
の

第
一

の
意
義

が
「
関

係
省

庁
の

連
携

に
資
す
る
こ

と
」

に
あ

る
と

い
う

SA
IC

M
関

係
省

庁
連

絡
会

議
の

認
識

は
、

O
PS

が
規

定
す

る

SA
IC

M
の

必
要

性
や

目
的
を

全
く

無
視

す
る

も
の

で
す

。
＜

政
府

部
内

で
連

携
し
て
仕

事
を

す
る

の
は
当
た
り
前
の
こ
と
で
、
そ
の
上
で

SA
IC

M
の
命
題
に
対
し
て

国
と

し
て

何
を

実
現

す
る

か
が

応
え

る
べ

き
事

項
で

あ
り

、
任

務
で
す

＞
。

 
2)

 ＜
「

SA
IC

M
に

沿
っ
た

」
国
内

実
施

計
画

策
定

の
目
的

は
、

O
PS

に
規
定
さ
れ
る
①

リ
ス

ク
削

減
、
②

知
識
・

情
報

、
③
統

治
、

④
管
理

能
力
強

化
お
よ

び
⑤
不

法
な
国
際
交

易
の

視
点

か
ら
体

系
的
か

つ
包

括
的
に

現
状

分
析
を

行
い
、

改
善
す

べ
き
課

題
を
包
括
的

本
国

内
実

施
計

画
の

目
的

に
つ

い
て

は
第

１
章
１
．
に
示
し
て
い
ま
す
が
、
御
指
摘
を
踏

ま
え
、
よ
り

明
確

に
す

る
観

点
か

ら
、
第

１
章

１
．
４
ペ

ー
ジ

第
５

段
落

に
以

下
の

と
お

り
追

記
し
ま
す
。

 
 

「
（
略

）
Ｓ
Ａ

Ｉ
Ｃ

Ｍ
関

係
省

庁
連

絡
会

議
は
、

Ｗ
Ｓ

Ｓ
Ｄ

２
０

２
０

年
目

標
の

達
成

に
向

け

(無
回
答

) 

(安
衛

法
、

毒
劇

法
、

そ
の

他
に

も
あ

る
は

ず
) 

(無
回

答

 

（星川欣孝　別紙18）



内
外

の
関

係
者

に
示

し
、
関

係
者

の
取

組
み

を
確
実

に
実

施
す

る
上

で
有
益

で
あ

る
と

の
認

識
の
下
、」

 

に
実

行
し

て
社

会
の

管
理

能
力

を
強

化
し

全
体

と
し

て
W

SS
D

20
20

年
目

標
の
達
成
に

寄
与

す
る

こ
と

で
す

＞
。

 
3)

 ＜
そ

れ
ゆ
え

、
「
関

係
省

庁
の

連
携

に
資
す

る
」

こ
と

を
第

一
義
と

す
る

よ
う
な
目
的

を
取

り
違

え
た

SA
IC

M
国

内
実

施
計

画
を

「
国
内

外
の
関

係
者

に
示

す
こ

と
」
は
、
日

本
の

関
係

者
の
無

理
解
さ

・
不

誠
実
さ

を
内

外
に
自

ら
露
呈

す
る
愚

か
な
行

為
で
あ
り
、

国
際

的
に

失
笑
を

買
う
も

の
で

す
。
そ

れ
ゆ

え
、
策

定
手
続

き
の
構

築
か
ら

根
本

的
に
改

め
て

仕
切

り
直

す
必

要
が

あ
り

ま
す

＞
。

 

た
我

が
国

の
今

後
の

戦
略

を
示

す
Ｓ

Ａ
Ｉ

Ｃ

Ｍ
国

内
実

施
計

画
の

策
定

作
業

を
進

め
、

今

般
、

本
国

内
実

施
計

画
を

取
り

ま
と

め
た
。
」
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４
頁

下
５

行
目

～
：

「
SA

IC
M

関
係

省
庁

連
絡
会

議
は

、
包

括
的

方
針
戦
略

の
第

22
パ

ラ
グ

ラ
フ

を
踏

ま
え

、

（
1）

関
係

者
の

参
加

を

確
保

す
る

と
と

も
に

、

（
2）

国
内

に
お

け
る

既

存
の
関

連
計

画
に

つ
い

て
考
慮

す
る

こ
と

と
し

た
。」

 

1)
 ＜

「
SA

IC
M

関
係

省
庁

連
絡

会
議

は
、・

・
・
関

連
計
画

に
つ

い
て

考
慮

す
る
こ
と
に

し
た
。
」
と

い
う
行
政
の
一
方
的
な
判
断
は
、
そ
の
適
切
性
や
妥
当
性
を
裏
付
け
る

論
拠

を

国
民

に
伝

え
、

そ
れ

に
基

づ
く

記
述

を
加

え
る

必
要

が
あ
り

ま
す

＞
。

 
2)

 ＜
O

PS
第

22
項

の
規

定
は

「
法

令
、

ナ
シ

ョ
ナ

ル
・
プ

ロ
フ

ァ
イ

ル
、

行
動
計
画
、

関
係

者
の

イ
ニ

シ
ア

テ
ィ

ブ
お

よ
び

ギ
ャ

ッ
プ

な
ど

の
既

存
の

要
件

な
ら

び
に

優
先

順

位
、
必
要

性
お

よ
び

状
況

を
適

宜
考

慮
す

る
 (
私
訳

)」
と

な
っ

て
い

ま
す

。
そ
の

中
か

ら

既
存

の
「

行
動
計

画
」
だ

け
を

取
り
上

げ
る

こ
と
に

関
し
＞

、
と
り

わ
け
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・

プ
ロ

フ
ァ

イ
ル
な

ど
他
の

事
項

を
取
り

上
げ

な
い
論

拠
を
国

民
に
伝

え
、
＜
そ
れ

に
基
づ

く
記

述
を

加
え

る
必

要
が

あ
り

ま
す

＞
。

 

原
案
の
と
お
り
と
し
ま
す
。

 
（
理
由
）

  
包

括
的

方
針

戦
略

第
２

２
パ

ラ
グ

ラ
フ

で

は
「
Ｓ

Ａ
Ｉ

Ｃ
Ｍ

国
内

実
施

計
画

は
、
関

連
し

た
関

係
者

の
参

加
に

よ
り

、
適

切
な

場
合

に

は
、
（

中
略

）
必

要
性
と

状
況

を
考

慮
し

策
定

す
る

こ
と

が
で

き
る
。
」
と
さ

れ
て

い
る

た
め
、

関
係

者
の

参
加

を
確

保
す

る
と

と
も

に
、
必
要

性
を

考
慮

し
、
国
内

に
お

け
る

既
存

の
関

連
計

画
に
つ
い
て
考
慮
す
る
こ
と
し
ま
し
た
。

 
な

お
、
本
国

内
実

施
計

画
は
、
我
が

国
の

既

存
の
法
令
、
化
学
物
質
の
管
理
に
係
る
ナ

シ
ョ

ナ
ル
・
プ
ロ

フ
ァ

イ
ル

等
を

踏
ま

え
つ

つ
、
作

成
し
て
い
ま
す
。
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５
頁
下
１

行
目

～
：「

第

四
次
環

境
基

本
計

画
で

は
扱
わ

れ
て

い
な

い
範

囲
 (
例

：
労

働
安

全
衛

生
、
家

庭
用

品
の

安
全

対
策
、

シ
ッ

ク
ハ

ウ
ス

 
(室

内
空

気
汚

染
) 
対

策
) 
に
つ

い
て

は
、」

 

1)
 ＜

SA
IC

M
国

内
実

施
計

画
に

お
い

て
は

第
四
次

環
境
基

本
計

画
で

は
扱

わ
れ
て
い
な

い
範

囲
」

を
一
部

の
例
示

だ
け

に
留
め

る
記

述
は
不

適
切
で

す
。
＜

農
薬
の

場
合
を
含
め

て
、

全
て

の
該
当

す
る
分

野
・

取
組
み

を
明

記
し
、

そ
れ
ら

の
費
用

対
効
果

を
考
慮
し
て

優
先

順
位

を
検

討
す

る
必

要
が

あ
り

ま
す

＞
。

 

原
案
の
と
お
り
と
し
ま
す
。

 
（
理
由
）

  
本
計
画
案
の
対
象
範
囲
に
つ
い
て
は
、
Ｓ
Ａ

Ｉ
Ｃ

Ｍ
の

対
象

範
囲

と
同

様
の

範
囲

を
扱

う

こ
と

と
し

て
お

り
、
様
々

な
関

係
者

が
参

加
す

る
意
見
交
換
等
の
場
で
あ
る
「
化
学

物
質

と
環

境
に
関
す
る
政
策
対
話
」
に
お

け
る

議
論

の
結

果
を
反
映
し
た
も
の
で
す
。
具
体
的
な
分
野
・

取
組

に
つ

い
て

は
、
第
３

章
を

御
参

照
く

だ
さ

(無
回
答

) 

(無
回
答

) 

(日
本

の
ナ

シ
ョ

ナ
ル

・
プ

ロ
フ

ァ
イ

ル
は

未
完

成
の

不
適
格

文
書

) 

(無
回
答

) 

（星川欣孝　別紙19）



い
。
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８
頁
上
４

行
目
：「

詳
細

は
付

属
資

料
３

を
参

照
」
に
つ

い
て

 

1)
＜

 3
0

頁
の

付
属

資
料

３
の

頭
書
き

に
は

「
化
学

物
質
の

管
理
に

係
る

ナ
シ
ョ
ナ
ル
・

プ
ロ

フ
ァ

イ
ル
（

平
成

15
年

10
月

）
を
元

に
作
成

」
と

あ
り

ま
す

。
そ

し
て

コ
メ
ン
ト

公
募

対
象

文
書
の
参
考
資
料
に
よ
る
と
、
こ
の

ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
は

SA
IC

M
基

本
文
書
の

G
PA

が
最
初

に
規

定
す

る
、

国
内
実

施
計
画

に
記

載
す

べ
き

課
題
を
設
定

す
る

た
め

の
ナ

シ
ョ

ナ
ル

・
プ

ロ
フ

ァ
イ

ル
で

あ
る

こ
と
に

な
っ

て
い

ま
す

＞
。

 
2)

 ＜
し
か

し
＞

こ
れ

に
関

し
て

2
つ

の
誤
り

が
あ
り

ま
す
。

一
つ

は
＜

平
成

15
年
に
公

表
さ

れ
た

ナ
シ
ョ

ナ
ル
・

プ
ロ

フ
ァ
イ

ル
は

「
ギ
ャ

ッ
プ
を

特
定
し

、
実
施

課
題
に
優
先

順
位

付
け

を
す
る

た
め
の

化
学

物
質
管

理
の

現
状
分

析
を
全

く
行
っ

て
い
な

い
」
た
め
、

G
PA

が
規

定
す
る

ナ
シ

ョ
ナ

ル
・
プ
ロ

フ
ァ

イ
ル
に

相
当
す

る
も

の
で

は
あ

り
ま
せ
ん
＞

 
(星

川
他

, 2
00

5a
, 2

00
5b

, 2
00

6a
)。

 
3)

 ＜
二

つ
目
＞

の
誤

り
＜

は
、「

法
令

、
ナ
シ

ョ
ナ

ル
・

プ
ロ

フ
ァ
イ

ル
、

行
動
計
画
、

関
係

者
の

イ
ニ

シ
ア

テ
ィ

ブ
お

よ
び

ギ
ャ

ッ
プ

な
ど

の
既

存
の

要
件

な
ら

び
に

優
先

順

位
、
必

要
性

お
よ

び
状

況
を

適
宜

考
慮

す
る

」
と

い
う

O
PS

第
22

項
の

規
定
に
対
し
て
、

平
成

15
年

の
ナ

シ
ョ

ナ
ル

・
プ

ロ
フ

ァ
イ

ル
に
言

及
し
な

い
で

既
存

の
「

行
動
計
画
」

だ
け

を
考

慮
し
て
行
う
実
施
計
画
の
策
定
は
、
上
記

1)
の

記
述
に

照
ら

し
て

妥
当
性
に
欠

け
る

こ
と

に
な

り
ま

す
＞

。
 

4)
 ＜

SA
IC

M
関

係
省
庁

連
絡

会
議

が
実

質
的

に
「

SA
IC

M
に

沿
っ
た

」
化

学
物
質
管

理
施

策
の

推
進
を

目
指
す

の
で

あ
れ
ば

、
関

係
者
が

実
質
的

に
参
画

す
る
仕

組
み
の
下
で

「
SA

IC
M

に
沿

っ
た

」
ナ
シ

ョ
ナ

ル
・

プ
ロ

フ
ァ

イ
ル

を
策

定
し

、
そ

れ
に
基
づ
い
て

国
内

実
施

計
画
を

策
定
す

る
こ

と
が
必

須
条

件
で
す

。
こ
の

観
点
か

ら
も
コ

メ
ン
ト
公
募

対
象

文
書

の
文

案
を

全
面

的
に

書
き

直
す

必
要

が
あ

り
ま
す

＞
。

 

付
属

資
料

は
意

見
募

集
の

対
象

で
は

あ
り

ま

せ
ん

が
、
今
後

の
施

策
の

検
討

の
参

考
と

さ
せ

て
い
た
だ
き
ま
す
。
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12
頁
上

14
行

目
～

：

「
化
学

物
質

を
幅

広
く

取
り
扱

う
主

な
法

律
と

し
て
、

我
が

国
で

は
①

化
学
物

質
審

査
規

制
法

お
よ
び

②
化

学
物

質
排

出
把
握

管
理

促
進

法
が

制
定

さ
れ

て
お

1)
 ＜

「
化

学
物
質
の
包
括
的
な
管
理

」
と

は
、

５
頁

下
１
行

目
の

「
SA

IC
M

の
対
象
範

囲
の

う
ち

第
四
次

環
境
基

本
計

画
で
は

扱
わ

れ
て
い

な
い
範

囲
」
を

も
含
め
た
範
囲
を
管

理
の

対
象

と
す
る

の
が
国

際
的

な
慣
例

で
あ

り
ま
す

。
＜
し

た
が
っ

て
一
般
環
境
経
由
の

影
響

だ
け

を
対
象
と
す
る
法
律
や

PR
TR

制
度
な
ど

特
定
の

制
度

だ
け

を
対

象
と
す
る
法

律
を

「
包

括
的
な

管
理
」

の
法

律
に
分

類
す

る
の
は

基
本
的

に
誤
り

で
す
。

該
当
す
る
記

述
は

適
正

に
修

文
す

る
必

要
が

あ
り

ま
す

＞
。

 
2)

 ＜
し

か
し
＞

＜
こ

れ
ら

の
法

律
の

運
用

に
お

い
て

、
法

律
に

規
定

が
な

い
に

も
拘
ら

ず
、

現
に

「
化
学

物
質
の

包
括

的
な
管

理
」

を
行
っ

て
い
る

と
い
う

こ
と
で

あ
れ
ば
、
そ

原
案
の
と
お
り
と
し
ま
す
。

 
（
理
由
）

  
御

指
摘
の

第
２

章
２
．
に
お

い
て

は
、
化

学

物
質

審
査

規
制

法
及

び
化

学
物

質
排

出
把

握

管
理
促
進
法
は
、
化
学
物
質
を
幅
広
く
取
り
扱

う
主
な
法
律
と
し
て
記
載
し
て
い
ま
す
。

 
  

(無
回
答

) 

(無
回
答

) 

(無
回
答

) 

(基
本
的
に
認
識
の
誤
り

) 

（星川欣孝　別紙20）



り
、・

・
・
化

学
物
質

の

包
括
的

な
管

理
を

進
め

て
い
る
。」

 

の
運

用
を

改
め

る
必

要
が
あ
り
ま
す

＞
。

 
3)

 ＜
22

頁
下

15
行

目
の
「
・
・
か

ら
導

入
さ

れ
た

包
括
的

な
化

学
物

質
管

理
制
度
・
・
」

の
記

述
に

つ
い

て
も

同
様

に
修

文
す

る
必

要
が

あ
り

ま
す
＞

。
 

ま
た
、
１
４
ペ
ー
ジ
に
記
載
し
て
い
る
と
お

り
、
化

学
物

質
審

査
規

制
法
、
化
学

物
質

排
出

把
握

管
理

促
進

法
に

限
ら

ず
、
自
主

的
取

組
手

法
、
情
報

的
手

法
、
規
制

的
手

法
等

、
様

々
な

対
策

手
法

を
組

み
合

わ
せ

た
包

括
的

な
ア

プ

ロ
ー

チ
に

よ
り

リ
ス

ク
管

理
に

取
り

組
む

必

要
が
あ
る
と
考
え
て
お
り
、
本
計
画
で
は
Ｓ
Ａ

Ｉ
Ｃ

Ｍ
の

対
象

範
囲

に
つ

い
て

主
な

取
組

を

記
載
し
て
い
ま
す
。

 
な
お
、
平
成
２
１
年
に
は
化
学
物
質
審
査
規

制
法
を
改
正
し
、
包
括
的
な
化
学
物
質
管
理
制

度
の
構
築
を
目
指
し
、
既
存
化
学
物
質
を
含
め

た
全

て
の

一
般

用
途
（

工
業

用
途
）
の
化

学
物

質
を
届
出
の
対
象
と
し
て
い
ま
す
。

 
22

 
12

頁
の
第

2
章
第

2
項
：
化

学
物

質
の

管
理

に
係
る

取
組

状
況

と
課

題
を
（

1）
リ
ス

ク
の

評

価
、
（

2）
リ

ス
ク

の
管

理
、
（

3）
安

全
・

安
心

の
一
層

の
確

保
お

よ
び

（
4）

国
際

的
な

課
題

へ

の
対
応

の
観

点
か

ら
記

述
す
る
こ

と
に

つ
い

て
 

1)
 ＜

「
SA

IC
M

に
沿
っ
た
」
国
内
実
施
計
画
の
目
的
は
＞
、
意
見

7.
で

指
摘
し
た
よ
う

に
、
＜

O
PS

に
規
定

さ
れ

る
①

リ
ス

ク
削

減
、
②
知

識
・
情

報
、
③

統
治

、
④
管
理
能
力

強
化

お
よ

び
⑤
不

法
な
国

際
交

易
の
視

点
か

ら
体
系

的
に
現

状
分
析

を
行
い

、
現
行
の
制

度
・

仕
組

み
や
取

組
み
に

認
め

ら
れ
る

ギ
ャ

ッ
プ
、

重
複
、

非
効
率

を
改
善

す
る
課
題
を

包
括

的
に

優
先
順

位
付
け

し
、

そ
れ
を

計
画

的
に
実

行
し
て

社
会
の

管
理
能

力
を
強
化
し

て
W

SS
D

20
20

年
目

標
の

全
体

的
な

達
成

に
寄
与

す
る
こ

と
で

す
＞

。
政

府
だ
け
の
取

組
み

を
部

分
的
に

取
り
上

げ
て

作
成
す

る
程

度
の
計

画
で
は

あ
り
ま

せ
ん
。

＜
国
を
構
成

す
る

全
て

の
セ

ク
タ

ー
の

取
組

み
を

体
系

的
に

整
理

し
て

記
述

す
る

必
要

が
あ

り
ま

す

＞
。

 
2)

 こ
の
こ

と
は

＜
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
に
お
い
て
も
同
様
で
あ
り
、
こ
の

点
か

ら
も

平
成

15
年

の
ナ

シ
ョ

ナ
ル

・
プ

ロ
フ

ァ
イ
ル

が
そ
の

名
に

値
し

な
い

＞
も
の
で
あ

る
こ

と
は

明
白

で
あ

り
ま

す
。

 
3)

 そ
れ
に

対
し
て
、

＜
SA

IC
M

関
係

省
庁

連
絡
会

議
が
設

定
し

た
左

記
の

観
点
の
現
状

分
析

で
は
、

O
PS

が
指

向
す

る
社

会
の

化
学

物
質
管

理
能
力

の
向

上
を

目
指

す
現
状
分
析

は
実

施
で

き
ま

せ
ん

。
O

PS
の

視
点

を
用

い
ず

、
左

記
の
よ

う
な

観
点

が
社

会
の
管
理
能

力
強

化
の

た
め
に

適
切
で

あ
る

と
考
え

る
論

拠
＞
を

国
民
に

知
ら
せ

、
そ
れ

に
基
づ
く
記

原
案
の
と
お
り
と
し
ま
す
。

 
（
理
由
）

  
本
計
画
の
う
ち
環
境
分
野
に
係
る
記
述
は
、

平
成

２
４

年
に

閣
議

決
定

さ
れ

た
第

四
次

環

境
基
本
計
画
を

踏
ま

え
つ

つ
、
具
体

的
な

施
策

を
盛
り
込
ん
で
い
ま
す
。

 
こ
の
た
め
、
第
２
章
２

.は
、
第
四
次
環
境

基

本
計
画
の

重
点

分
野

の
一

つ
で

あ
る
「
包

括
的

な
化

学
物

質
対

策
の

確
立

と
推

進
の

た
め

の

取
組
」
の
構
成
を
参
考
に
記
述
し
て
い
ま
す
。

 

(基
本

的
に

認
識

の
誤

り
) 

(無
回
答

) 

(無
視

) 

（星川欣孝　別紙21）



述
＜

を
加

え
る
必
要
が
あ
り
ま
す
＞

。
 

23
 

12
頁
下

14
行

目
～

：

「
ま
た
、

平
成

24
年

に
は
「

化
学

品
の

分
類

お
よ
び

表
示

に
関

す
る

世
界

調
和

シ
ス

テ
ム

 
(G

H
S)
」

の
導

入
を

目

的
と
し

て
安

全
デ

ー
タ

シ
ー

ト
 (

SD
S)

 制
度

を
改
正
し

た
。」

 

1)
 S

D
S

制
度

は
最

近
の

改
正

で
部

分
的

に
適

正
化

さ
れ

ま
し

た
。

し
か

し
＜

政
府

の

G
H

S
へ

の
対

応
は

＞
こ
れ
ま
で
限
定
的
で
、
＜

不
十

分
な
も

の
で

す
＞
。
例
え

ば
、
①
＜

SD
S
制

度
が
労

働
安

全
衛

生
法

、
化

学
物

質
(排

出
把

握
)管

理
促

進
法

お
よ

び
毒
物
劇
物

取
締

法
に

分
散
し

て
い
る

こ
と

＞
を
一
本
化
せ
ず
、

②
＜
各

種
規
制

法
に
お

け
る
危
険
有

害
物

質
の

指
定
基
準
を

G
H

S
に
整
合
さ
せ
る
こ
と

＞
も
せ
ず
、
し
か
も
③
国
際

協
調

活

動
で

策
定

さ
れ

た
G

H
S
文

書
に

明
示

さ
れ

る
＜

G
H

S
実

施
の
期

待
効

果
を

考
慮
し
て
い

な
い

た
め

、
事

業
者

、
消

費
者

等
の

当
事

者
に

不
利

な
状
況

を
招

い
て

い
ま

す
＞
。

 
2)

 ＜
そ

れ
ゆ
え

、
SD

S
制

度
が

３
つ

の
法

律
に
分

散
す

る
非
効

率
の

解
消

や
各
種
規
制

法
の

危
険

有
害

物
指

定
基

準
の

G
H

S
へ
の
整
合
化
は
、

SA
IC

M
国

内
実
施

計
画
の
中
核

的
な

実
施

課
題

に
位

置
付

け
て

取
り

組
む

必
要

が
あ

り
ま
す

＞
 (
星
川
他

, 2
00

6b
)。

 

危
険
有
害
性
情
報
の
伝
達
に
つ
い
て
は
、
本

計
画

第
３

章
２
．
（

４
）

に
お

い
て

「
有

害
性

情
報

の
表

示
等

消
費

者
へ

の
情

報
提

供
を

含

め
、
サ
プ

ラ
イ

チ
ェ

ー
ン

に
お

け
る

化
学

物
質

含
有

情
報

の
伝

達
の

た
め

の
枠

組
み

の
整

備

や
中

小
企

業
へ

の
支

援
等

に
取

り
組

む
」
こ
と

と
し
て
お
り
、
ま
た
、
御
意
見
を
踏
ま
え
、
第

３
章

２
．
（

４
）

２
６
ペ

ー
ジ

第
２

段
落

に
以

下
の
下
線
部
を
追
記
す
る
こ
と
と
し
、
今
後
取

組
を
進
め
て
い
き
ま

す
。

 
 

「
サ

プ
ラ

イ
チ

ェ
ー

ン
に

お
け

る
労

働
者

保

護
、
消

費
者

保
護
、
環
境

保
全

の
観

点
を

含
め

た
統
一
的
な
危
険
有
害
性
情
報
の
伝
達
・
提
供

等
の

進
め

方
に

つ
い

て
、
サ
プ

ラ
イ

チ
ェ

ー
ン

の
グ

ロ
ー

バ
ル

化
や

化
学

物
質

の
危

険
有

害

性
情

報
の

促
進

等
に

関
す

る
国

際
動

向
へ

の

対
応
を
考
慮
し
つ
つ
、
検
討
す
る
」

 
24

 
13

頁
上

１
行

目
～

：

「
新
た

に
製

造
・

輸
入

さ
れ

る
一

般
用

途
 (
工

業
用

) 
の

化
学

物
質

に

つ
い
て

は
、

化
学

物
質

審
査

規
制

法
に

基
づ

き
、
事

業
者

に
よ

る
届

出
を
国

が
事

前
に

審
査

し
、
必

要
に

応
じ

て
規

制
措

置
を

講
じ

て
い

る
。・

・
・

」
 

1)
 ＜

日
本

で
は
新
規
化
学
物
質
お
よ
び
既
存
化
学
物
質
に
つ
い
て
、
類
似

し
た

届
出
・
評

価
制

度
が

労
働
安

全
衛
生

法
に

基
づ
い

て
別

個
に
行

わ
れ
て

い
る
実

態
を
記

述
し
て
お
く

必
要

が
あ

り
ま

す
＞

。
 

2)
 ＜

一
方

、
消
費
者
安
全
の
分
野
、
火
災
爆
発
防
止
の
分
野
に
つ
い
て
は
、
事
前

審
査

制

度
な

ど
の

必
要

性
に

つ
い

て
記

述
し

て
お

く
必

要
が

あ
り
ま

す
＞

。
 

3)
 そ

し
て

、
＜

意
見

13
.の

SD
S
制
度
も
含
め
て
、
重
複
す
る
類
似
制
度
を
統

合
し

て
整

理
し

、
抜

け
た
分

野
を
埋

め
て

、
よ
り

効
率

的
な
ハ

ザ
ー
ド

評
価
、

曝
露
評

価
、
リ
ス
ク

評
価

を
一

元
的
に

行
い
う

る
包

括
的
か

つ
効

率
的
な

制
度
・

仕
組
み

に
改
め

る
必
要
が
あ

り
ま

す
。

＜
そ
の
よ
う
な
改
善
課
題
を

SA
IC

M
国

内
実
施

計
画

の
中

核
に

位
置
付
け
て

実
施

計
画

案
を

作
り

直
す

必
要

が
あ

り
ま

す
＞

。
 

既
存

化
学

物
質

に
関

す
る

労
働

安
全

衛
生

法
の

リ
ス

ク
評

価
に

つ
い

て
は

、
第

３
章

２
．

（
１
）
１
３
ペ
ー
ジ
第
３
段
落
に
記
載
し
て
い

ま
す
。
新
規
化
学
物
質
の
状
況
に
つ
い
て
は
、

以
下
の
下
線
部
を
追
記
し
ま
す
。

 
 「

職
場

に
お

け
る

労
働

者
の

安
全

と
健

康
の

確
保
の
観
点
か
ら
は
、
労
働
安
全
衛
生
法
に
よ

り
、
新

規
化

学
物

質
に

つ
い

て
は

製
造
・
輸
入

事
業

者
に

対
し

て
有

害
性

の
調

査
及

び
調

査

結
果
の
届
出
を
義
務
付
け
、
国
は
調
査
結
果
に

(無
回
答

) 

(無
回
答

) 

（星川欣孝　別紙22）



つ
い
て
学
識
経
験
者
か
ら
意
見
を
聴
取
し
、
必

要
に

応
じ

労
働

者
の

健
康

障
害

防
止

措
置

に

つ
い
て
指
導
を
行
っ
て
い
る
。
ま
た
、
既
存
化

学
物
質
に
つ
い
て
は
、
労
働
安

全
衛

生
法

に
基

づ
く

事
業

者
か

ら
の

有
害

物
ば

く
露

作
業

報

告
（
以
下
略
）」

 
ま

た
、

化
学

物
質

審
査

規
制

法
に

つ
い

て

は
、

第
２

章
２
．
（

１
）

１
３

ペ
ー

ジ
第

１
段

落
に

記
載

し
て

い
ま

す
。
火
災

爆
発

防
止

の
分

野
に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
消
防
法
に
お
い
て
、

危
険

物
（
火

災
危

険
性

を
有

す
る

物
質
）
を
貯

蔵
し
、
又
は
取
り
扱
う
場
合
の
事
前
許
可
又
は

承
認

に
つ

い
て

規
定

さ
れ

て
い

る
と

こ
ろ

で

す
。
消
費

者
安

全
の

分
野

に
お

け
る

事
前

審
査

制
度

な
ど

の
必

要
性

に
つ

い
て

の
御

意
見

の

趣
旨

は
、
今
後

の
施

策
の

参
考

と
さ

せ
て

い
た

だ
き
ま
す
。

 
化
学
物
質
に
関
す
る
総
合
的
、
統
一
的
な
法

制
度
等
の
あ
り
方
の
検
討
に
つ

い
て

は
、
関
係

省
庁

が
連

携
を

図
り

な
が

ら
化

学
物

質
関

係

法
令
を
着
実
に
施
行
す
る
と
と
も
に
、
更
に
ど

の
よ

う
な

課
題

が
あ

る
の

か
諸

外
国

の
動

向

を
踏
ま
え
つ
つ
、
様
々
な
関
係
者
と
議
論
を
行

っ
て
い
く
こ
と
が
重
要
と
考
え
て
い
ま
す
。

 
回 答 案 に 未 収

20
頁

下
７

行
目

～
：

「
・

・
SA

IC
M

を
踏

ま
え

つ
つ

、

W
SS

D
20

20
年

目
標

の
達

成
に

向
け

て
、・
・
・
と
の

SA
IC

M

1)
 日

本
は

法
治
国
家
で
す
。
化
学
物
質
の
リ
ス
ク
管
理
の
よ
う
に
、
国
民
の
安

全
を

確
保

し
国

民
が

安
心
し

て
生
活

で
き

る
社
会

の
実

現
を
目

指
す
た

め
の
社

会
シ
ス

テ
ム
お
よ
び

そ
の

運
用

体
制
は

、
法
律

で
明

確
に
規

定
す

る
の
が

鉄
則
で

す
。
こ

の
鉄
則

を
無
視
す
る

こ
と

は
容

認
さ

れ
ま

せ
ん

。
 

2)
 ま

し
て

や
、
化

学
物

質
の

よ
う

に
活

発
に

国
際
取

引
さ
れ

る
物

品
に

係
る

安
全
管
理
制

度
は

、
諸

外
国
に

対
し
て

非
関

税
障
壁

に
な

ら
な
い

よ
う
配

慮
し
て

国
際
的

に
整
合
し
た

 
(意

見
全
体
の
無
視

) 

（星川欣孝　別紙23）



載
 

の
考

え
方

を
踏

ま

え
、・

・
。
そ

の
際

に
は

、

様
々
な

対
策

手
法

を
組

み
合

わ
せ

る
と

と
も

に
、
ま

た
、

関
係

府
省

の
連
携

・
協

力
と

情
報

共
有
を

一
層

強
化

・
推

進
し
、

包
括

的
な

化
学

物
質
対

策
の

確
立

と
推

進
を
図

る
こ

と
で

、
国

民
の
安

全
を

確
保

し
、

国
民
が

安
心

し
て

生
活

で
き
る

社
会

の
実

現
を

目
指
す
。」

 

法
律

制
度

を
整
備

す
る
必

要
が

あ
り
ま

す
。

こ
れ
は

産
業
界

の
国
際

競
争
力

を
維
持
ず
る

た
め

に
も

必
要

で
す

。
 

3)
 ま

た
国

内
的

に
は

、
社
会

の
各

当
事

者
の

役
割
と

責
務
を

明
確

に
し

て
情

報
共
有
を
一

層
強

化
・

推
進
し

、
包
括

的
か

つ
実
効

的
な

化
学
物

質
対
策

の
確
立

と
推
進

を
実
現
す
る

た
め

に
は

、
そ
れ

を
具
体

化
す

る
適
切

な
管

理
法
制

を
定
め

、
そ
の

法
制
の

中
で
関
係
省

庁
の

役
割

と
責

務
の

あ
り

方
を

具
体

的
に

規
定

す
る

必
要
が

あ
り

ま
す

。
 

4)
 一

方
、
現
行
の
縦
割
り
規
制
法
の
下
に
あ
る
関
係
省
庁
職
員
の
本
務
は
、
所

管
す

る
規

制
法

の
観

点
か
ら

判
断
す

る
こ

と
に
限

ら
れ

ま
す
。

従
っ
て

通
常
の

判
断
に

よ
れ
ば
、
所

管
す

る
法

律
に
基

づ
か
な

い
包

括
的
な

管
理

制
度
の

下
で
日

常
的
で

な
い
包

括
的
な
観
点

か
ら

の
判

断
を

適
正

に
行

い
う

る
こ

と
は

あ
り

得
ま

せ
ん
。

 
5)

 そ
れ

ゆ
え
、

21
頁

か
ら

記
述

す
る

政
府

が
取
り

組
む
事

項
と
し

て
、
こ

の
よ
う
な
包

括
的

な
化

学
物

質
管

理
を

実
現

し
う

る
法

律
を

創
設

す
る
こ

と
を

SA
IC

M
国

内
実

施
計

画
の

第
一

に
掲

げ
る

必
要

が
あ

り
ま

す
。
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目的を違えた
日本のSAICM実施計画

‐国際社会の失笑が懸念される内容を検証する‐

星川欣孝、増田優
お茶の水女子大学 ライフワールド・ウオッチセンター

化学生物総合管理学会

第９回学術総会

2012年9月26日

目 次

１．SAICM国内実施計画(案)に対する意見の総括
２．国際合意に則したSAICMの誠実な履行
３．世界と日本のナショナル・プロファイルの策定状況
４．SAICM世界行動計画 (GPA) の管理能力強化に係る

主な課題
５．国会附帯決議への迅速かつ誠実な対応
６．SAICM国内実施計画(案)の検証の総括
７．不適切な公募意見（パブリック・コメント）への対応

添付資料：
[別紙] 提出意見に対して提示された回答 (案) に対する再反論
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１．SAICM国内実施計画 (案) に対する意見の総括

環境省が7月17日にパブリック・コメント手続きに付した
SAICM関係省庁連絡会議が作成したSAICM国内実施計画
(案) は、国連研修調査研究所 (UNITAR; United Nations 
Institute for Training and Research) などが提示している
ガイドラインや書式などを基準に検証すると、日本政府が
2003年10月に国際機関に提出したナショナル・プロファイ
ルが100点満点で10点程度しか得られないのと同様に、60
点の合格点に遠く及ばない行動計画と言わざるを得ない。

このような文書を国際機関に提出して国内外に公開する
ことは、関係者の無知と無理解そして不誠実さを自ら露呈
する愚かな行為であり、国際的に失笑を買いかねないもの
である。

それゆえ、策定手続きの構築から根本的に改めて仕切り
直す必要がある。

公開されたSAICM国内実施計画 (案) の構成

第１章 はじめに
１．国内実施計画策定までの経緯 ２．計画策定の手続き
３．本国内実施計画の対象について ４．本国内実施計画の構成について

第２章 我が国の状況
１．化学物質管理のための法令、法規制以外の仕組み等
2．化学物質の管理に係る取組状況と課題

（1）リスクの評価 （2）リスクの管理
（3）安全・安心の一層の確保
（4）国際的な課題への対応

第３章 具体的な施策の展開－国内実施計画の戦略
1．基本的な考え方 （1）目標 （2）主体間の連携
２．具体的な取組事項

（1）科学的なリスク評価の推進
（2）ライフサイクル全体のリスクの推進
（3）未解明の問題への対応
（4）安全・安心の一層の増進
（5）国際協力・国際協調の推進
（6）今後検討すべき課題

第４章 国内実施計画の実施状況の点検と改定

＊制度・仕組みの見直
しや整理・統合に係る
取組みが全くない。

＊行政府として当然行うべ
き通常事務に過ぎない。
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２．国際合意に則したSAICMの誠実な履行
(1)UNITAR/IOMC手引きに基づくSAICM実施計画策定

・実施の標準的プロセス

連 携 の 仕 組 み の 確
立 と組 織 的 考 察

・連 携 お よび協 力 の 強 化

・関 係 者 の 実 効 的 な参 加

・政 策 決 定 者 の 関 心 と支 援 の 確 保

基 盤 と能 力 の 査 定
・ナ シ ョナ ル ・プロファイル の 策 定 ／ 更 新

・優 先 課 題 の 設 定 と連 携

S A IC M 実 施 計 画 の

策 定

・行 動 計 画 の 策 定

・パ ー トナ ーシップの 調 整

・ハ イレ ベル の 承 認 や 公 約 の 取 得

・行 動 計 画 の 公 表

S A IC M 実 施 計 画 の

実 施
・意 識 高 揚 とコミュニケーシ ョン

・人 材 ・資 金 の 動 員

・監 視 と評 価

策

定

実
施

出典：UNITAR/IOMC, Guidance for Developing SAICM 
Implementation Plans. 2009 edit.

(2)「ナショナル・プロファイル」とは何か？

1．化学物質管理体制と管理能力の強化のために必要と

される国際合意文書

2．化学物質管理の現状分析と課題抽出の手法

・社会的制度・枠組みの包括的な解析

・関係省庁の協調による戦略的取組み

3．改善行動計画の策定のための手段

参考資料：
1) UNITAR/IOMC, Preparing a National Profile to Assess the National Infra-

structure for Management of Chemicals  Guidance Document. 1996
2) UNITAR/IOMC, Developing a Capacity Assessment for the Sound Manage-

ment SAICM Implementation  Guidance Document.  April 2007 edit.
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３．世界と日本のナショナル・プロファイルの策定状況

出典：UNITAR Website: http://www2.unitar.org/cwm/nphomepage/np3.aspx

日本のナショナルプロファイルは未完成で極めて不適格な文書

ナショナルプロファイルにおける現状分析と

課題抽出の主な対象

1．化学物質の製造、輸入、輸出及び使用に係る優先的懸念事項
2．法律的および規制的基盤の分析結果
3．進行中の政府プログラムおよび省庁間協力の分析結果
4．産業、利害関係団体及び研究機関が行う化学物質管理及びリ

スク削減活動の分析結果
5．化学物質情報管理基盤の分析結果
6．技術的基盤の分析結果
7．国際的政策イニシアティブ及び技術支援プログラムの実行の

分析結果
8．労働者及び市民の認識／理解力の分析結果
９．利用できる人的及び財政的資源の分析結果
10．ナショナルプロファイルの主要知見を実行するために推奨さ

れるフォローアップ行動

出典：UNITAR/IOMC手引書 (1996) より
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各国のナショナル・プロファイル策定の状況
国 名 公開年 アジェンダ21や

SAICMへの対応
備 考

カナダ 1995.11 〇 ＊1
ドイツ 2000年 〇 ＊1
スウェーデン 2000.04 〇 ＊1
スイス 2000.01 〇 ＊1
アメリカ 1997.01 〇 ＊1
オーストラリア 1998.12 〇 ＊1
中国 1999.12 〇 ドイツが支援

インド ― 作成中 カナダとCIDAが支援

インドネシア 1997.04 〇 オーストラリアとECが支援

日本 2004.02 内容的に極め
て特異

提出を先送りしてきた上に、一部省庁に係
る現状の記述のみで、ナショナル・プロ
ファイルの要件を全く満たしていない。

韓国 1998.04 〇

マレーシア ― 作成中

パキスタン 2000.11 〇 オランダが支援

タイ 1998年 〇 オランダが支援

ヴェトナム 1997.05 〇 オーストラリアが支援

政府が2003年10月に作成したナショナル・
プロファイルの不完全さ

現状分析の項目 現状の記述 分析

行政 民間

1) 化学物質の製造、輸出入及び使用等 統計データ － ×

2) 国の法律的及び規制的基盤 27法一覧 － ×

3) 実施中の政府プログラム及び省庁間協力 連絡会議 － ×

4) 産業、利害関係団体、研究機関が行う化学物質

管理及びリスク削減活動

下部機構 業界団体
等

×

5) 国の化学物質情報管理基盤 一部 － ×

6) 技術的基盤 研究所 － ×

7) 国際的政策イニシアティブと技術支援プログラム 国際会議 － ×

8) 労働者及び国民の認識向上及び教育プログラム 一部 － ×

9) 人材及び財政的資源 一部 － ×

10) ナショナル・プロファイルのフォローアップ体制 × － ×

評点 －15点＞ －25点＞ －50点＞
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４．SAICM世界行動計画 (GPA) の管理能力強化
に係る主な課題

区分 課 題

管理能力
の評価

1．(207.) 化学物質適正管理のナショナル・プロファイル及び実
施行動計画を策定

165．ナショナル・プロファイル及び優先行動計画の策定のため関
係省庁と利害関係者の参画の仕組みを構築

管理能力
の強化

211．化学物質管理の仕組み（ナショナル・プロファイル、国内実
施計画、緊急時対応計画）を作成するプログラムを助成

225．関係省庁の化学物質適正管理の能力を統合
224．国レベルの調整を改善しセクターにわたる政策を統合・強化
166．化学物質適正管理のための統合国家プログラムを設置
193．遵守、説明責任、効果的執行及びモニタリングの慣行を助成
197．法的組織的枠組みの強化活動を助成するため管理能力の強化

戦略を採用
198．化学物質安全規範の調和を助成
223．化学物質管理の規制的及び自主的アプローチに必要な能力へ

の対処

SAICM世界行動計画 (GPA) の管理能力強化
に係る主な課題（つづき）

区分 課 題

産業界の
参画と責任
の促進

98．産業界に科学に基づく新規知識の創出を奨励
189．自主的イニシアティブの活用を奨励（レスポンシブル・

ケア、FAO実施コード）
190．全製品の安全な生産及び使用に関する企業の社会的責任を

助成
191．製品サプライ・チェインにわたる化学物質管理の革新及び

継続的改善を助成

分類表示
の世界調
和システム
の実施

22．世界調和システム（GHS）実施の使用者、労働者、供給者及
び政府の役割を確立

168．法規のレビューとGHS要件への適合
99．ハザード情報に関する情報管理システムを確立
107．GHSを考慮した安全データシート交付手続きを確立
108．危険有害物含有の成形品と製品に消費者、作業場及び処理

場向け情報を添付
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５．国会附帯決議への迅速かつ誠実な対応

化審法に限定されない「化学物質総合管理の強化に係る課題」が圧倒的に多い！

視点 両議院附帯決議の該当項目

化学物
質総合
管理
(12項)

衆：前文 (化学物質の安全性の確立)、１項 (国際合意の確実な履行)、
５項 (GHSに基づく表示等)、７項 (人材の育成・研究機関の充実等)、
９項 (総合的、統一的な法制度等の検討) ・・ 5項目

参：１項 (国際合意の確実な遵守)、３項 (GHSに基づく表示等)、
７項 (人材の育成・研究機関の充実等)、８項 (総合的、統一的な法制
度等の検討)、10項 (動物代替試験法の開発等)、11項 (曝露モニタリ
ングの実施等)、12項 (総合的、統一的な法制度及び行政組織のあり方
等の早期検討) ・・ 7項目

共通
(6項)

衆：２項 (スクリーニング評価の重点等)、３項 (リスク評価への主体者参
加等)、４項 (事業者の負担軽減等) ・・ 3項目

参：２項 (事業者の負担軽減等)、５項 (リスク評価への主体者参加等)、
９項 (化審法の管理のあり方の見直し等) ・・ 3項目

化審法
(4項)

衆：６項 (エッセンシャルユースの運用等)、８項(懸念化学物質の厳格管理
等) ・・ 2項目

参：４項 (懸念化学物質の厳格管理等)、６項(エッセンシャルユースの運用
等) ・・ 2項目

附帯決議への当面の対応の重点

Ⅰ 特に注目すべき附帯決議
１．総合的、統一的な法制度及び行政組織のあり方の検討
２．国際合意を遵守する国の責任と具体的スケジュールの明確化
３．省庁の連携・協力と情報共有の強化
４．評価の審査などに多様な主体を参加させる等の体制の整備
５．化学物質管理を担える人材の育成及び研究機関の充実ならびに大学・

大学院における専門家育成と学校教育の教育内容の見直し

Ⅱ 当面の対応の重点

国権の最高機関である国会が化審法改正案の採択に当たって決議した上記の
附帯決議を遂行するため、かつ、長年の国際公約の履行の観点から化学物質管
理の適正化を実現するため、 現行のSAICM関係省庁連絡会議方式に変えて、
政府が一体となってSAICMの国際合意に取り組み、化学物質総合管理を実現す

る体制を早急に整備し、附帯決議に掲げられた観点を考慮し、以下の課題を遂行
すること。
（1）化学物質管理の現状分析を行い、日本の化学物質管理政策を確立する。
（2）ナショナル・プロファイルと改善行動計画をSAICM世界行動計画に則して

策定し実行する。
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「総合的、統一的な法制度および行政組織のあり方
の検討」に係る両議院の附帯決議

衆議院
9項

化学物質の適正な利用及び化学物質によるリスクの低減に関する長期
的、計画的な施策を推進するに当たっては、関係省庁間の連携を図り
つつ、事業者の負担の軽減及び消費者の化学物質に関する理解の促
進に資するよう、化学物質に関する総合的、統一的な法制度等のあり
方について検討を行うこと。

参議院
8項

化学物質管理が多くの法律に基づきなされている仕組みが、国民の目
から分かりにくいとの指摘を踏まえ、化学物質に関する総合的・統一的
な法制度の在り方について検討を行うこと。

参議院
12項

化学物質によるリスクの低減・削減に関する施策を長期的、総合的、計
画的に推進するため、基本理念を定め関係者の責務及び役割を明らか
にするとともに、施策の基本事項を定めるなど、化学物質に関する総合
的、統一的な法制度及び行政組織の在り方等について検討を早急に進
めること。

OECDが確立し加盟国に勧告した化学物質
総合管理の最も重要な要素

1. 化学物質および化学製品の輸入、生産および販売の統計データを整備する。

2. 化学物質の上市前に、人および環境に対するハザードを包括的に評価する。

3. 化学物質管理には複数の省庁が関係している。そのため、新たな評価手続き
等を設定する際には、関係省庁間の調整を図り、統合的アプローチを採用する。

4. 化学物質リスク評価の合理的な実施手続きとして、最初にスクリーニング評価
(労働者、消費者、一般市民、環境生物) を行い、詳細評価の対象となる物質を
選別する段階的取り組みを採用する。

5．化学物質の人及び環境に及ぼす影響をスクリーニング評価する最小データ
セットを確立する。

OECDは当初、新規化学物質に適用するMPD (上市前最小データセット)を確立し、
後にそれを高生産量 (HPV) 既存化学物質に適用するSIDS (スクリーニング情報デー
タセット) に発展させた。

6. 化学物質の人および環境に対する潜在的影響の判定に必要となるデータの創
出と評価の責務は、産業の管理責任の一部とする。

7. 各国が保有する評価データおよび審査結果の受容性を高め、国家間の相互受
け入れを可能とする。
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６．SAICM国内実施計画（案）の検証の総括

（１） SAICM国内実施計画策定の目的のはき違い

（2）恣意的な方針変更と不作為

（3）ナショナル・プロファイルの重要性に対する無理解

（4）策定過程での関係者間の認識共有化の欠如

（5）日本の化学物質管理に係る緊急課題への認識不足

（6）法律制度の必要性に対する認識の軽薄さ

（１） SAICM国内実施計画策定の目的のはき違い

＊以下に指摘するSAICM国内実施計画 (案) の問題点は、意見公募手続きに基づ
いて提出した意見書に基づいている。

SAICM国内実施計画の策定で最も重要なことは、SAICM国内実施計画を
何のために策定するかというSAICM国内実施計画策定の目的である。
これに関してSAICM基本文書の世界行動計画 (OPS) は、

1) ５つの視点、つまり、①リスク削減、②知識・情報、③統治、④管理能力
強化および⑤不法な国際交易の視点から、

2) 化学物質管理の制度・仕組みや取組みに認められる隙間、重複、非効
率などを体系的かつ費用対効果的に優れた方策で改善することを第一
の目的にしている。

ところが、SAICM国内実施計画 (案) はその策定について、
「SAICMに沿った化学物質管理施策に係る関係省庁の連携に資する
とともに、我が国の取組状況を国内外の関係者に示し、関係者の取組み
を確実に実施する上で有益である」と述べ、

SAICM基本文書が規定する策定の目的をはき換えている。
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（2）恣意的な方針変更と不作為

国民に非公開のSAICM関係省庁連絡会議は、2006年4月の第１回会合に
おいて、

「SAICM国内実施計画の各論として、世界行動計画に掲げられた273の
行動項目のうち、我が国として取り上げるべき項目を選定するとともに、
項目の再整理を行い、具体的な取組の概要を取りまとめる。」

と規定していた。

ところが、SAICM国内実施計画 (案) の第３章第２項では、関係省庁その他

が現に取り組んでいる関係のありそうな取組みを独特の観点で整理している
だけで、GPAの273項目のうち、とりわけ重要な、社会の管理能力を強化する

ために日本として取り組むべき課題を選定して再整理を行い、具体的な取組
みの概要を取りまとめる作業を全く行っていない。

言い換えると、SAICM関係省庁連絡会議は６年前に国民に表明した、
SAICM基本文書に則して国内実施計画を策定する方針を一方的に破棄した。
そして国際合意に基づかず、日本のSAICM国内実施計画の名にも値しない
文書を策定した。

（3）ナショナル・プロファイルの重要性に対する無理解

SAICM国内実施計画の策定で最も重要な最初の作業は、国内実施計画で

取り上げるべき改善課題を設定し、それらの優先順位付けを行うナショナル・
プロファイルの策定である。

ところがSAICM国内実施計画 (案) では、日本のナショナル・プロファイルに

関する記述は、付属資料３の頭書のみで、本文にはナショナル・プロファイル
の策定に関する記述がない。それゆえ意見公募の対象にしていない。

付属資料３の頭書きに注記される「化学物質管理に関するナショナル・プロ
ファイル」という政府文書は、2003年10月にIFCS各省庁連絡会議が国民に

非公開で策定し、パブリック・コメントの手続きを経ずに国際機関に提出した暫
定的な文書にすぎない。しかもその内容は、UNITARの手引きを参考にして策

定したと明記しながら、手引きが規定する策定の手続きを踏んでおらず、化学
物質管理の現状に関する記述は部分的で、しかも現状の分析や改善課題の
設定という肝心な作業を全く行っていない極めて不完全かつ不誠実な文書で
ある。
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（4）策定過程での関係者間の認識共有化の欠如

SAICM国内実施計画を策定するに当たっては、目指すべき化学物質管理
制度に関して関係者間で認識を共有することが重要である。

ところがSAICM国内実施計画 (案) には、この点に留意した記述がない。

しかし、様々な関係者が参集して、
①日本を取り巻く各国の化学物質管理制度の現況がどのようになっている
か、

②SAICMに関する国際機関の活動はどのような方向を指向しているか、
③それらに対して日本はどのように行動するべきか、

について活発に意見交換を行い、それによって関係者間に対策の検討に必
要な共通認識を形成し、そのうえで実施計画 (案) に組入れるべき取組課題
とそれらの優先順位を確定するという手続きが、SAICMに沿ったSAICM国
内実施計画の策定に不可欠であった。

（5）日本の化学物質管理に係る緊急課題への認識不足

化学物質管理の日本の実態は、法制面でみても、労働安全衛生や消費者安
全といった管理の実態面でみても、欧米先進国に限らず、アジア諸国にも立遅
れて国民が不利な状況に立ち至っている。例えば、

①化学品の輸出入業務における現行の省庁縦割り規制法に基づく不適切
かつ不合理な扱い、

②化学物質届出情報の相互受入れ制度を活用できない不利な現況、
③家庭用殺虫剤に係る法律の不備によるリスク管理や競争上の不条理、
④諸外国では法律に基づき管理される個別製品に係る問題の顕在化、

などの事例が問題提起されている。

これらのことが明らかにするのは、世界の潮流である化学物質総合管理を無
視して、旧来の縦割り規制法に固執するあまり袋小路に入り込んでしまった日
本の現状である。

そしてこのような無残な実状を改善する方策は、国際協調を重視して化学物
質のリスク評価やリスク管理を包括的に扱う化学物質総合管理法制を早急に
整備するとともに、それを一元的に執行する中核的な行政機関と評価機関を設
置すること以外にないことも益々明白になった。

(参照) 春季討論集会参加者有志．アジア諸国に立遅れる日本に必要な化学物質
総合管理法制の整備(緊急提言) , 2012.6
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（6）法律制度の必要性に対する認識の軽薄さ

SAICM国内実施計画 (案) に以下の記述がある。しかしこの認識は、法治国
家の基本を蔑にしている。

「・・WSSD2020年目標の達成に向けて、・・国民の健康や環境を守るという

視点に立って、・・製造・使用から廃棄に至る化学物質のライフサイクル全体を
通じたリスクの低減を図る。その際には、・・関係府省の連携・協力と情報共有を
一層強化・推進し、包括的な化学物質対策の確立と推進を図ることで、国民の
安全を確保し、国民が安心して生活できる社会の実現を目指す。」

とりわけ、化学物質のリスク管理のように、国民の安全を確保し国民が安心し
て生活できる社会の実現を目指すための社会システムおよびその運用体制は、
法律で明確に規定するのが鉄則である。日本が法治国家であることを忘れては
ならない。

この鉄則を無視することは基本的な誤りである。

ましてや、化学物質のように活発に国際取引される物品に係る安全管理制
度は、諸外国に対して非関税障壁にならないよう配慮して国際的に整合した法
律制度を整備する必要がある。これは産業界の国際競争力を維持するためにも
必要である。

法律制度の必要性に対する認識の軽薄さ（つづき）

また国内的には、社会の各当事者の役割と責務を明確にして情報共有を
一層強化・推進し、包括的かつ実効的な化学物質対策の確立と推進を実現
するためには、それを具体化する適切な管理法制を定め、その法制の中で
関係省庁の役割と責務のあり方を具体的に規定する必要がある。

一方、現行の縦割り規制法の下にある関係省庁職員の本務は、所管する
規制法の観点から判断することに限られている。

従って通常の判断によれば、所管する法律に基づかない包括的な管理制
度の下で日常的でない包括的な観点からの判断を適正に行いうることはあ
り得ない。

それゆえ、 SAICM国内実施計画に基づいて政府が取り組む事項として、
2009年5月に化学物質審査規制法の改正に当たって国会が政府に対して

附帯決議として提示した「総合的、統一的な法制度および行政組織のあり方
の検討や国際合意を遵守する国の責任と具体的スケジュールの明確化」を
第一に掲げる必要がある。
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７．不適切な応募意見（パブリック・コメント）への対応

（１）提出意見の回答書 (案) への収載・回答の状況

（２）対応の総括
第一に、提出した意見が回答書 (案) へ収載されない「無視」の部分が約60％

で、収載はされても「無回答」の部分が約25％で、それに、回答されても見当違
いの回答が付された部分の約9％を加えると、実に提出意見の94％が不当に
処理されている。

このことは、行政手続法が定める「行政運営における公正の確保と透明性の
向上」という意見公募 (パブリック・コメント) 手続きの目的を蔑にする行為であり、
作為的な行政の誹りを免れることはできない。
意見提出者にとってとりわけ重要な意見 (No.2, 3, 4および全体無視の１件) 

に関して「無視」の行数が圧倒的に多い回答書 (案) をそのまま「化学物質と環

境に関する政策対話」に提示したことは、「提出された意見を十分に考慮すべ
き」という行政手続法第42条の規定に悖る処置である。

状況 「無視」 ｢無回答」 見当違い回答 その他回答

割合(%) 59.8 25.3 8.8 3.7

（参照）添付資料：提出意見に対して提示された回答 (案) に対する再反論

不適切な応募意見（パブリック・コメント）への対応(つづき)
第二に、提出意見に対する回答の内容をみると、回答はなされていてもそ

の約６割が見当違いの内容である。意見公募者が「原案のとおりとします」
と判定する場合の理由を回答書に記載しているが、そのすべてにおいて充
分な理由付けになっていないのみならず、誠意ある回答とは全く言い難い。

そして第三は、その他の４割の回答の内容についても、そのうち適切と判
断しうる回答 (案) は意見No.24の１件のみであった。

ただしそれさえも、その内容は労働安全衛生法の新規化学物質審査制や
消防法の事前許可制の記載漏れの修正と消費者安全分野における事前審
査制度の必要性の指摘に対する留意の表明に過ぎず、不充分な回答内容
と言わざるを得ない。
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無
視
の
１
件

) 
に

関
し
て
「
無
視
」
の
行
数
が
圧
倒
的
に
多
い
回
答

 (
案

) 
を

そ
の
ま
ま
「
化
学
物
質
と
環
境
に
関
す
る

政
策
対
話
」
に
提
示
し
た
こ
と
は
、「

提
出
さ
れ
た
意
見
を
十
分
に
考
慮
す
べ
き
」
と
い
う
行
政
手
続
法
第

42
条
の
規
定

に
も
悖
る
処
置
で
あ
る
。

 
第
二
に
、
提
出
意
見
に
対
す
る
回
答
の
内
容
を
み
る
と
、
回
答
は
な
さ
れ
て
い
て
も
そ
の
約
６
割
が

見
当
違
い
の
内
容
で
あ
る
。
意
見
公
募
者
が
「
原
案
の
と
お

り
と
し
ま
す
」
と
判
定
す
る
場
合
の
理
由
付
け
と
し
て
回
答
を
記
載
し
て
い
る
が
、
次
項
に
述
べ
る
と
お
り
、
そ
の
す
べ
て
に
お
い
て
、
充
分
な
理
由
付
け
と
は
な

っ
て
い
な
い
の
み
な
ら
ず
、
誠
意
あ
る
回
答
と
は
言
い
難
い
。

 
 
そ
し
て
第
三
は
、
そ
の
他
の
４
割
の
回
答
の
内
容
に
つ
い
て
も
、
そ
の
う
ち
適
切
と
判
断
し
う
る
回
答

 (
案

) 
は
意
見

N
o.

24
の
１
件
の
み
で
あ
っ
た
。
た
だ
し

そ
れ
さ
え
も
、
そ
の
内
容
は
、
労
働
安
全
衛
生
法
の
新
規
化
学
物
質
審
査
制
や
消
防
法
の
事
前
許
可
制
の
記
載
漏
れ
の
修
正
と
消
費
者
安
全
分
野
に
お
け
る
事
前
審

査
制
度
の
必
要
性
の
指
摘
に
対
す
る
留
意
の
表
明
に
過
ぎ
ず
、
不
充
分
な
回
答
内
容
と
言
わ
ざ
る
を
得
な
い
。

 
 ２

．
見
当
違
い

の
理
由
付

け
の
実
態

 
 
「
原
案
の
と
お
り
と
し
ま
す
」
と
判
定
さ
れ
る
場
合
の
理
由
付
け
は
、
下
表
に
列
記
す
る
７
つ
の
事

項
に
関
す
る
文
章
を
単
に
繰
り
返
し
記
述
す
る
だ
け
で
、
し

か
も
、
そ
れ
ら
の
事
項
は
意
見
提
出
者
が
提
出
意
見
に
お
い
て
予
め
そ
の
不
当
性
、
認
識
の
誤
り
や
不
足
を
指
摘
し

た
範

囲
内

の
こ

と
に

過
ぎ

な
い

。
す

な
わ

ち
、

実
質
的
に
何
ら
回
答
に
な
っ
て
い
な
い
。

 
 
添
付
：

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画

 (
案

) 
に
対
す
る
意
見
公
募
提
出
意
見
と
提
示
さ
れ
た
回
答

 (
案

) 
 

（星川欣孝　別紙1）



表
 

７
つ
の
回

答
事
項
と

そ
れ
に
関

す
る
再
反

論
 

N
o.

 
７

つ
の
回

答
事

項
 

再
反
論

 
1 

「
本

計
画

の
策

定
手

続
き

に
つ

い
て

は
、

包
括

的
方

針
戦

略
 

(O
PS

) 
第

22
パ

ラ
グ
ラ

フ
に

お
い
て
、
「

SA
IC

M
国

内
実

施
計

画
は

、
関

連
し

た
関

係
者

の
参

加
に

よ
り

、
適

切
な

場

合
に

は
、

既
存

の
法

令
、

ナ
シ

ョ
ナ

ル
・

プ
ロ

フ
ァ

イ
ル

、

行
動

計
画

、
関

係
者

の
イ

ニ
シ

ア
テ

ィ
ブ

と
格

差
、

優
先

順

位
、

必
要

性
と

状
況

を
考

慮
し

策
定

す
る

こ
と

が
で

き
る
。」

と
さ

れ
て

い
る
。
」

 
(回

答
案
意

見
N

o.
2,

 8
, 1

2)
 

1)
 
「

SA
IC

M
に

沿
っ
て

」
SA

IC
M

国
内
実

施
計
画

を
策
定

す
る

場
合

に
最

も
肝

心
な

こ
と
が

SA
IC

M
の

３
つ
の
基

本
文

書
、
な
か
で
も

O
PS

第
22

項
へ

の
準

拠
で

あ
る

こ
と

は
指

摘
す

る
ま

で
も

な
い

こ
と

(回
答
案
意
見

N
o.

8)
。

 
2)

 
そ

し
て
そ
の

O
PS

は
、

SA
IC

M
国

内
実

施
計
画
を
策
定

す
る

目
的

に
つ

い
て

、
５

つ
の

視

点
、
つ
ま
り
、
①
リ
ス
ク
削
減
、
②
知

識
・
情
報
、
③
統

治
、
④
管
理

能
力

強
化

お
よ

び
⑤
不

法
な

国
際

交
易

の
視

点
か

ら
各

国
の
化
学

物
質

管
理

の
制
度
・
仕
組

み
や

取
組

み
に

認
め

ら
れ

る
ギ

ャ
ッ

プ
、
重

複
、
非
効

率
な
ど
を
体
系
的
か
つ
費
用
対
効
果
的
に
優
れ
た
方
策
で
改
善
す

る
こ

と
を

第
一

の
目

的
に

し
て
い
る

 (
回

答
案

意
見

N
o.

2)
。

 
3)

 
と

こ
ろ
が

SA
IC

M
関
係
省
庁
連

絡
会

議
は

、
SA

IC
M

が
目
指
す
上
記

の
第

一
の

目
的

に
見

向
き

も
せ

ず
、

関
係
省
庁
の
連

携
に

資
す

る
文

書
と

し
て

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画

 (
案

) 
を

作
成

す
る

と
い
う
重

大
な

過
ち

に
陥
っ
て

い
る

 (
回
答
案
意
見

N
o.

11
)。

 
2 

「
平

成
18

年
に

閣
議

決
定

さ
れ

た
第

三
次

環
境

基
本

計
画

第
二

部
第

１
章

第
５

節
３
（
４

）
に
お
い
て
「

SA
IC

M
に

沿

っ
て

、
国

際
的

な
観

点
に

立
っ

た
化

学
物

質
管

理
に

取
り

組

み
ま

す
」

と
記

載
し

て
い

る
。」

 
「

本
計
画

の
位

置
付

け
に

つ
い

て
は

、
平

成
24

年
4
月
に
閣

議
決

定
さ

れ
た

第
四

次
環

境
基

本
計

画
に

お
い

て
、

関
係

府

省
が

連
携

し
、

国
民

、
事

業
者

、
学

識
経

験
者

等
の

様
々

な

主
体

の
意

見
を

反
映

し
つ

つ
国

内
実

施
計

画
を

策
定

す
る

と

し
て

い
る
。
」

 
(回

答
案
意

見
N

o.
2,

 6
, 2

2)
 

1)
 
化

学
物
質

管
理

の
主

た
る

分
野
は
、
火

災
爆

発
防
止

を
含
め

て
、
労
働

安
全

衛
生

や
消

費
者

安

全
で

あ
り

、
環

境
保

全
の

分
野
で
は
な
い

 (
回
答
案
意
見

N
o.

6)
。

 
2)

 
し
か
る
に
、
化
学
物
質
管
理
が
僅

か
な

比
重

で
し
か

な
い
環
境
基
本
計
画
の
分
野
だ
け
に
限
定

し
て

閣
議

決
定

し
た

政
府

の
判
断
は
、

SA
IC

M
の
理
念
や
そ
れ
に
関
連
す
る
国
際
協
調
活
動

が
目

指
す

方
向

性
に

基
本

的
に
反
し
て
い
る

 (
回
答

案
意
見

N
o.

6)
。

 
3)

 
今

回
の

SA
IC

M
国
内
実
施
計

画
は

、
環

境
保

全
に

係
る
環

境
基

本
計

画
だ

け
で

な
く
、
労
働

安
全

衛
生

に
係

る
労

働
災

害
防
止
計
画
、
製
品
安
全
に
係
る
消
費
者
基
本
計
画
と
い
っ
た
既
存

の
行

動
計

画
に

お
け

る
化

学
物
質
管
理
に
係
る
取
組
み
、
さ
ら

に
は

そ
の

よ
う

な
行

動
計

画
に

含
ま

れ
な

い
そ

の
他

の
分

野
に

お
け
る

化
学
物

質
管

理
に

係
る

取
組

み
を
も

包
括
す

る
新

た

な
国

内
実

施
計

画
と

位
置

づ
け

て
策
定
す
る
べ
き
で
あ
る

 (
回
答

案
意
見

N
o.

6)
。

 
3 

「
本

計
画

の
策

定
に

当
た

っ
て

は
、

市
民

、
労

働
者

、
事

業

者
、

行
政

、
学

識
経

験
者

等
の

様
々

な
主

体
が

参
加

す
る

意

見
交

換
等

の
場

で
あ

る
「

化
学

物
質

と
環

境
に

関
す

る
政

策

対
話

」
の

議
論

を
経

て
策

定
す

る
こ
と
と
し
て
い
る
。」

 
(回

答
案
意

見
N

o.
2,

 4
, 7

, 8
, 1

4)
 

1)
 

20
12

年
3
月

に
設

置
さ

れ
た
「
化
学
物
質
と
環
境
に
関
す
る
政
策
対
話
」
の
設
置
要
綱
に
は
、

こ
の

会
議

体
を

「
・
・
様
々
な

主
体

に
よ

り
化

学
物

質
と
環

境
に

関
し

て
意

見
交

換
を

行
い
、

合
意

形
成

を
目

指
す

場
と

し
て
設
置
す
る
」
と
あ
る

が
、
審
議
会
の
よ
う
に
法
的
な
位
置
付
け

が
明

示
さ

れ
る

こ
と

も
な

く
、
「

化
学

物
質
管

理
の

全
般

に
係
る

SA
IC

M
国

内
実

施
計

画
 

(案
) 
を

そ
の
会
議
体
の
議
論
を
経

て
策

定
す
る
」
と
い
う
規
定
も

見
当

た
ら

な
い
。
そ
の

よ
う

（星川欣孝　別紙2）



な
権

限
の

根
拠
が
曖
昧
な

会
議

体
が
、
環
境

問
題
だ
け
で
な
く
、
化
学

物
質

管
理

の
全

般
に
係

る
SA

IC
M

国
内

実
施

計
画

 (
案

) 
の
策
定

に
関
与

す
る
合

法
性

や
妥

当
性

に
大

き
な

疑
問

が

あ
る

。
 

2)
 
会
合
の
議
題
は
「
政
策
対
話
」
が

決
定

す
る

と
あ
る

が
、
文
書

の
作

成
な

ど
会

合
の

準
備
・
運

営
を

事
務

局
の

環
境

省
環

境
安
全
課
が
全
面
的
に
担
っ
て
お
り
、
そ
の
よ

う
な

行
政

丸
抱

え
の

組
織

体
が

国
民
の
立
場
で
国
民

の
た

め
の

論
議

を
行

い
う
る

か
は
、
行
政

府
が

恣
意

的
に

選
任

し
た

委
員

の
下

で
は

極
め
て
疑

問
で

あ
る

 (
回

答
案
意
見

N
o.

2)
。

 
4 

「
化

学
物

質
に

関
す

る
総

合
的

、
統

一
的

な
法

制
度

等
の

あ

り
方

の
検

討
に

つ
い

て
は

、
関

係
省

庁
が

連
携

を
図

り
な

が

ら
化

学
物

質
関

係
法

令
を

着
実

に
施

行
す

る
と

と
も

に
、

更

に
ど

の
よ

う
な

課
題

が
あ

る
の

か
諸

外
国

の
動

向
を

踏
ま

え

つ
つ

、
様

々
な

関
係

者
と

議
論

を
行

っ
て

い
く

こ
と

が
重

要

と
考

え
て

い
る
。
」

 
(回

答
案
意

見
N

o.
3,

 4
, 6

, 2
4)

 

1)
 

SA
IC

M
関

係
省
庁

連
絡

会
議
が
日
本
の

SA
IC

M
国
内
実
施

計
画

の
案

を
検

討
す

る
際

に
忘

れ
て

な
ら

な
い

政
府

の
重

要
な

課
題
と
し
て
、

20
09

年
5
月
に
国
会
が
化
審
法
の
改
正
に
当

た
っ

て
附

帯
決

議
と

し
て

提
示
し
た
総
合
的
な
管
理
に
係
る
事
項
が
あ

る
。
そ
れ
へ
の
対
応
を

SA
IC

M
国

内
実

施
計

画
 (
案

) 
の
優
先
的
な
取
組
課
題
と
し
て
記
載
す
る
必
要
が
あ
る

 (
回

答
案

意
見

N
o.

3)
。

 
2)

 
国

会
が
政

府
に

対
し

て
提

示
し
た
総
合
的
な
管
理
に
係
る
主
な
事
項
は

1)
総

合
的
、
統
一

的
な

法
制

度
お

よ
び

行
政

組
織

の
あ
り
方
の

検
討
お
よ
び

2)
国

際
合
意
を
遵
守
す
る
国
の
責
任
と

具
体

的
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
の

明
確
化
な
ど
で
あ
る
が
、
既
に
３
年
以
上
が
経
過
し
た
に
も
拘

わ
ら

ず
、

未
だ
に
具

体
的

な
検

討
に
着
手
し
て
い
な
い
の
は
怠
慢
の
誹
り
を
免
れ
な
い
。

 
3)

 
SA

IC
M

国
内
実

施
計

画
 (
案

) 
に
は
こ
の
件
に
関
連
し
て
「
・
・
ま
た
、
関
係
府

省
の

連
携

・

協
力
と
情
報
共
有
を
一
層
強
化
・
推
進

し
、
包
括
的

な
化
学

物
質

対
策

の
確

立
と

推
進

を
図

る

こ
と

で
、

国
民

の
安

全
を

確
保
し
、
国
民
が
安
心
し
て
生
活
で
き
る
社
会
の
実
現
を
目
指
す
」

と
い

う
記

述
が

あ
る

。
し

か
し

そ
れ
を

裏
付
け

る
透

明
性

が
確

保
さ

れ
た
実

体
的
な

仕
組

み

は
、
未
だ
に
構
築
さ
れ
て
い
な

い
。

 
4)

 
し

か
し
、
化
学
物
質
の
リ
ス
ク
管

理
の

よ
う

に
国
民
の
安
全
を
確
保
し
国
民
が
安
心
し
て
生
活

で
き

る
社

会
の

実
現

を
目

指
す
た
め
の
社

会
シ

ス
テ

ム
お
よ

び
そ

の
運

用
体

制
は
、
法
律

で
明

確
に

規
定

す
る

の
が

鉄
則

で
あ

り
、
ま

し
て

や
化
学

物
質
管
理
の

よ
う

に
、
活
発

に
国

際
交

易

さ
れ

る
物

品
に

係
る

安
全

管
理

制
度
は

諸
外
国

に
対

し
て

非
関

税
障

壁
に
な

ら
な
い

よ
う

配

慮
し
、
国
際
的
に
整
合
し
た
法
律

制
度

を
整

備
し
て

透
明
性

を
確

保
す

る
必

要
が

あ
る

 (
回
答

案
意

見
N

o.
3
お

よ
び

回
答

案
に
未
収
載
の
提
出
意
見

N
o.

15
)。

 
5 

「
化

学
物

質
審

査
規

制
法

及
び

化
学

物
質

排
出

把
握

管
理

促
1)

 
「

化
学
物

質
の

包
括

的
な

管
理
」
と
い
う
用
語
は
、

SA
IC

M
の
対
象
範
囲
の
う
ち
第
四
次
環

（星川欣孝　別紙3）



進
法

は
、

化
学

物
質

を
幅

広
く

取
り

扱
う

主
な

法
律

と
し

て

記
載

し
て

い
る
。
」

 
「

平
成

２
１

年
に

は
化

学
物

質
審

査
規

制
法

を
改

正
し

、
包

括
的

な
化

学
物

質
管

理
制

度
の

構
築

を
目

指
し

、
既

存
化

学

物
質

を
含

め
た

全
て

の
一

般
用

途
（

工
業

用
途

）
の

化
学

物

質
を

届
出

の
対

象
と

し
て

い
る
。
」

 
(回

答
案
意

見
N

o.
21

) 

境
基

本
計

画
で
は
扱
わ
れ
て
い

な
い

労
働

安
全

衛
生

、
消

費
者

安
全

、
火
災
爆
発
防
止
な

ど
の

範
囲

を
も

含
め

て
管

理
の

対
象

と
す
る
法
制
を
意
味
す
る
の
が
国
際
的
な
慣
例
で
あ
る
。
そ
の

例
は

欧
州

連
合

の
RE

AC
H

規
則
や
米
国
の

TS
CA

な
ど
に
み
る
こ
と
が
で
き
る
。

 
2)

 
し

た
が

っ
て

一
般

環
境

経
由

の
影
響

だ
け
を
対

象
と
す

る
化
学
物

質
審
査
規

制
法
や

PR
TR

な
ど

特
定
の
制
度

を
対

象
と
す
る
化
学
物
質

(排
出
把
握

)管
理
促
進
法
が
、
幅
広
い
化
学
物
質

を
対

象
に

す
る

こ
と

を
理

由
に

包
括
的

な
法
規

に
分

類
し

う
る

と
い

う
見
方

は
基
本

的
に

誤

り
で
あ
る

 (
回
答
案
意
見

N
o.

21
)。

 
3)

 
そ

れ
ゆ
え

、
20

09
年

に
化

学
物
質
審
査
規
制
法
を
包
括
的
な
法
規
に
抜
本
改
正
す
る
こ
と
な

く
、
部

分
修

正
し
て
既
存
化
学
物

質
の

届
出

制
を
導

入
し
た

こ
と
が
包
括
的
な
化
学
物
質
管
理

制
度

の
構

築
を

目
指

し
た

も
の

と
い
う
説
明
も
基
本
的
に
誤
り
で
あ
る

。
 

4)
 
な
お
、
既
存
化
学
物
質
の
届
出
制

の
導

入
に

つ
い
て

は
、
O

EC
D
加
盟
国
で

あ
る

日
本
は

19
87

年
の

既
存

化
学

物
質

の
体

系
的
調
査
（
＊
初
期
リ
ス
ク
評
価
と
リ
ス
ク
管
理
）
に
関
す
る
理
事

会
決

定
に

呼
応

し
て

そ
の

時
点
で
実
施
す
べ
き
で
あ
っ
た
事
柄
を
、
怠
慢
に
も

20
年
以
上
も

遅
れ

て
実

施
に

移
す

た
め

に
行

っ
た
ご
く
限
定
的
な
処
置
に
過
ぎ
な
い
。

 
6 

「
「
化

学
物

質
と

環
境

に
関

す
る

政
策
対
話

」
に
つ

い
て
は
、

会
議

、
資

料
、

議
事

録
又

は
議

事
要

旨
を

原
則

公
開

と
し

て

お
り

、
こ

れ
ま

で
の

議
論

の
内

容
に

つ
い

て
は

、
環

境
省

ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
で

公
開

し
て

い
る
。
」

 
(回

答
案
意

見
N

o.
4,

 7
, 9

) 

1)
 

3
月

27
日
に
開
催
さ
れ
た

「
化

学
物

質
と

環
境
に

関
す
る

政
策

対
話

」
第
１
回
会
合
の
資
料

は
、
コ

メ
ン

ト
公

募
に

応
ず

る
た
め
に
環
境
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
検
索
し
た
が
、
議
事

録
は
そ

の
時

点
で

は
掲

載
さ

れ
て

い
な
か
っ
た
。

 
2)

 
公

募
開

始
時

点
に

お
け

る
こ

の
会

議
体

の
情
報

公
開

の
不

足
は

他
の

意
見
提

出
者
も

指
摘

し

て
い

る
 (
回
答
案
意
見

N
o.

13
)。

 
3)

 
さ

ら
に
、

6
月

13
日

開
催

の
「
化
学
物
質
と
環
境
に
関
す
る
政
策
対
話
」
準
備
会
に
つ
い
て

は
、
こ
の

会
議

体
が

ど
ん

な
位
置
付
け
の
も
の
か
不

明
で
あ

り
、
か
つ
、
議
事

録
も

未
だ

に
公

開
さ

れ
て

い
な

い
。

 
7 

「
ナ

シ
ョ

ナ
ル

・
プ

ロ
フ

ァ
イ

ル
と

「
化

学
物

質
と

環
境

に

関
す

る
政

策
対

話
」

に
つ

い
て

は
、

今
回

の
意

見
募

集
の

対

象
と

な
る

も
の

で
は

な
い
。
」

 
「
付

属
資

料
は

意
見

募
集

の
対

象
で

は
な

い
」

 
(回

答
案
意

見
N

o.
2,

 1
6)

 

4)
 
と

り
わ

け
ナ
シ

ョ
ナ

ル
・

プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
は
、

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画

 (
案

) 
を
策
定
す
る

前
提

で
あ

り
、
両
者

は
密

接
不
可
分
の
関

係
に

あ
る

。
そ
の

こ
と

を
踏

ま
え

れ
ば

、
ナ
シ

ョ
ナ

ル
・

プ
ロ

フ
ァ

イ
ル

を
論

議
の

対
象
外
と
す
る
こ
と
自
体
が
誤
り
で
あ
る
。

 
5)

 
む

し
ろ
逆

に
、
ナ

シ
ョ

ナ
ル
・
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
の
問
題
点
を
パ
ブ
コ
メ
公
募
対
象
文
書
に
明
示

的
に

記
述
し
て
意
見
募
集
の
対

象
に

す
る
こ
と

が
必
要
で
あ
る

 (
回
答

案
意
見

N
o.

2)
。

 
 

（星川欣孝　別紙4）



（
添
付
）
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 2
01

2
年

8
月

10
日
応
募

 
9
月

8
日
回
答
案
追
記

 

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画

 (
案

) 
に
対
す
る
意
見
公
募
提
出
意
見
と
提
示
さ
れ
た
回
答

 (
案

)の
比
較

 
 

 
星
川
欣
孝

 
8
月

10
日
に
提
出
し
た
意
見
に
対
し
て

提
示
さ
れ
た
回
答

 (
案

) 
の
記
述
状
況
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。
提
出
意
見
の
そ
れ
ぞ
れ
の
色
分
け
は
回
答

 (
案

) 
へ

の
収
載
と
回
答
の
有
無
の
状
況
を
表
し
て
お
り
、
①
赤
字
部
分
は
回
答

 (
案

) 
へ
の
収
載
そ
の
も
の
が
な
く
提
出
し
た
意
見
が
「
無
視
」
さ
れ
た
部
分
、
②
＜
紫
色

部
分
＞
は
回
答

 (
案

) 
に
収
載
さ
れ
て
は
い
る
も
の
の
、
そ
れ
に
対
す
る
回
答
が
記
述
さ
れ
て
い
な
い
「
無
回
答
」
の
部
分
、
そ
し
て
＜
黒
字
部
分
＞
は
回
答

 (
案

) 
に
収
載
さ
れ
、
何
ら
か
の
回
答
が
な
さ
れ
た
部
分
を
示
し
て
い
る
。

 
そ
れ
ぞ
れ
の
提
出
意
見
の
全
体
に
占
め
る
割
合
は
、
回
答

 (
案

) 
に
収
載
さ
れ
な
か
っ
た
「
無
視
」
が
約

60
％

、
収
載
は
さ
れ
て
も
「
無
回
答
」
が
約

25
％
で
、

そ
れ
だ
け
で

85
％
に
も
達
す
る
。
さ
ら
に
、
そ
れ
に
回
答
が
記
述
さ
れ
て
い
る
黒
字
部
分
の
う
ち
回
答
が
見
当
違
い
の

9％
を
加
え
る
と
、
約

94
％
も
の
提
出
意

見
が
不
適
切
か
つ
不
誠
実
に
処
理
さ
れ
た
こ
と
を
裏
付
け
て
い
る
。

 
な
お
、
意
見

N
o.
は
環
境
省
の
回
答

 (
案

) 
に
お
け
る
番
号
を
記
入
し
て
い
る
。

 
 N

o 
該
当
箇
所

 
提
出
意
見

 
回
答

 (
案

) 
2 

全
体
お
よ
び

SA
IC

M
国

内
実

施
計

画
、

SA
IC

M
関
係
省
庁
連

絡
会

議
、
「

化
学

物
質

と
環

境
に

関
す

る
政

策
対
話
」
に
つ
い
て

 

1)
 ＜

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画

 (
案

) (
以

下
、
コ
メ
ン
ト
公
募
対
象
文
書
と
い
う

) 
は

策
定
の
手
続
き
に
関
し
て
も
、
実
施
計
画
と
し
て
の
内
容
に
関
し
て
も
、
さ
ら
に
は
文

書
策
定
の
目
的
に
関
し
て
も
、

SA
IC

M
と
い
う
国
際
協
調
活
動
の
た
め
の
日
本
の
実

施
計
画
に
値
し
な
い
文
書
で
す
＞
。
こ
の
よ
う
な
文
書
を
国
際
機
関
に
提
出
し
て
国
内

外
に
公
開
す
る
こ
と
は
、
関
係
者
の
無
理
解
さ
・
不
誠
実
さ
を
自
ら
露
呈
す
る
愚
か
な

行
為
で
あ
り
、
国
際
的
に
失
笑
を
買
う
も
の
で
す
。
そ
れ
ゆ
え

、
＜
策
定
手
続
き
の
構

築
か
ら
根
本
的
に
改
め
て
や
り
直
す
必
要
が
あ
り
ま
す
＞
。

 
2)

 S
A

IC
M

に
沿
っ
た

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画
で
取
り
上
げ
る
べ
き
化
学
物
質
管
理

制
度
に
係
る
改
善
課
題
は
、
SA

IC
M

を
構
成
す
る
３
つ
の
基
本
文
書

 (
ド
バ
イ
宣
言
、

総
合

戦
略

 (
O

PS
; 

O
ve

ra
rc

hi
ng

 P
ol

ic
y 

St
ra

te
gy

) 
お

よ
び

世
界

行
動

計
画

 
(G

PA
; G

lo
ba

l P
la

n 
of

 A
ct

io
n)

) 
を

参
考
に
設
定
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
言
い
換

え
る
と
、
そ

れ
ら
の
基
本
文
書
は
日
本
政
府
も
合
意
し
た
国
際
協
調
活
動
の
た
め
の
各

国
共
有
文
書

で
あ
り
、
日
本
の

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画
の
内
容
も
そ
れ
ら
の
文
書
な

ら
び

に
U

N
IT

A
R

が
化

学
物

質
適

正
管

理
国

際
組

織
間

計
画

 (
IO

M
C

; 

原
案
の
と
お
り
と
し
ま
す
。

 
（
理
由
）

  
本
計
画
の
策

定
手
続
き
に
つ
い
て
は
、
包

括
的
方
針
戦
略

第
２
２
パ
ラ
グ
ラ
フ
に
お
い

て
、「

Ｓ
Ａ
Ｉ
Ｃ
Ｍ
国
内
実
施
計
画
は
、
関
連

し
た
関
係
者
の

参
加
に
よ
り
、
適
切
な
場
合

に
は
、
既
存
の

法
令
、
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
プ
ロ

フ
ァ
イ
ル
、
行

動
計
画
、
関
係
者
の
イ
ニ
シ

ア
テ
ィ
ブ
と
格

差
、
優
先
順
位
、
必
要
性
と

状
況
を
考
慮
し
策
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
」

と
さ
れ
て
い
ま
す
。

 
こ
の
た
め
、

本
計
画
の
策
定
に
当
た
っ
て

は
、
市
民
、
労

働
者
、
事
業
者
、
行
政
、
学

識
経
験
者
等
の

様
々
な
主
体
が
参
加
す
る
意

(無
視

) 

（星川欣孝　別紙5）



In
te

r-
O

rg
an

is
at

io
n 

Pr
og

ra
m

m
e 

fo
r 

th
e 

So
un

d 
M

an
ag

em
en

t 
of

 
C

he
m

ic
al

s)
 と

連
携

し
て

策
定

し
た

各
種

の
手

引
き

に
留

意
し

全
て

の
関

係
者

を

交
え
て
検
討
し
設
定
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
そ
の
よ
う
な

SA
IC

M
に
沿
っ
た
立
場

で
SA

IC
M

国
内
実
施
計
画
を
策
定
す
る
場
合
に
最
も
重
要
な
こ
と
は
、

SA
IC

M
国

内
実

施
計
画
を
何

の
た
め
に
策
定

す
る
か
と
い
う

SA
IC

M
国
内
実

施
計

画
策
定
の

目
的
で
す
。
こ
れ
に
関
し
て

SA
IC

M
基
本
文
書
の

O
PS

は
、
５
つ
の
視
点
、
つ
ま

り
、
①
リ
ス
ク
削
減
、
②
知
識
・
情
報
、
③
統
治
、
④
管
理
能
力
強
化
お
よ
び
⑤
不
法

な
国
際
交
易
の
視
点
か
ら
化
学
物
質
管
理
の
制
度
・
仕
組
み
や
取
組
み
に
認
め
ら
れ
る

ギ
ャ
ッ
プ
、
重
複
、
非
効
率
な
ど
を
体
系
的
か
つ
費
用
対
効
果
的
に
優
れ
た
方
策
で
改

善
す
る
こ
と
を
第
一
の
目
的
に
し
て
い
ま
す

 (
U

N
IT

A
R

, 1
99

6,
 2

00
7)
。

 
と
こ
ろ
が
、
＜
コ
メ
ン
ト
公
募
対
象
文
書
の
第
２
章
第
２
項
で
は
、

O
PS

の
５
つ
の

視
点
と
異
な
る
＞
、

(1
)リ

ス
ク
の
評
価
、

(2
)リ

ス
ク
の
管
理
、

(3
)安

全
・
安
心
の
一

層
の

確
保

お
よ

び
(4

)国
際

的
な
課

題
へ

の
対

応
と

い
う
独

特
な

観
点

を
用

い
て

記
述

し
て
い
ま
す

。
そ
し
て
＜
結
果
的
に
は

、
第
３
章
第
２
項
の
よ
う
に
、
環
境
保
全
と
い

う
一

つ
の

分
野

で
用

い
た

観
点

を
他

の
分

野
の
様

々
な

取
組

み
に

適
用

し
て

そ
れ

ら

を
単
に
分
類

し
た
だ
け
に
留
ま
り
＞
、

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画
の
目
的
で
あ
る
化
学

物
質
管
理
に
係
る
様
々
な
分
野
の
制
度
・
仕
組
み
や
取
組
み
を
体
系
的
か
つ
包
括
的
に

見
直

し
て

社
会

の
管

理
能

力
の

強
化

に
資

す
る
実

施
計

画
を

新
た

に
構

築
す

る
こ

と

に
な
っ
て
い
ま
せ
ん
。
言
い
換
え
る
と

、
コ
メ
ン
ト
公
募
対
象
文
書
は
、
化
学
物
質
管

理
に
係
る
現
行
の
制
度
・
仕
組
み
や
取
組
み
に
認
め
ら
れ
る
ギ
ャ
ッ
プ
、
重
複

、
非
効

率
な

ど
の
改
善
に

体
系
的
に
取
り

組
む
と
い
う
国
際

協
調
活
動
に

叶
う

SA
IC

M
国

内
実
施
計
画
と
は
全
く
異
な
る
も
の
に
変
質
し
て
い
ま
す
。

 
3)

 日
本
の

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画
は

、
SA

IC
M

関
係
省
庁
連
絡
会
議
が
策
定
す
る

こ
と
で
取
り
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
し
か
し
こ
れ
に
関
し
て
い
く
つ
か
の
疑
念
が
あ
り

ま
す
。
①
ま
ず
最
大
の
疑
念
は
、
こ
の
関
係
省
庁
連
絡
会
議
は
関
係
省
庁
の
申
合
せ
で

設
置
さ
れ
た
だ
け
で
、
国
際
合
意
を
実
行
す
る
た
め
の
行
政
組
織
と
し
て
閣
議
を
経
て

設
置

さ
れ

た
も

の
で

は
あ

り
ま

せ
ん

。
そ

し
て
そ

の
よ

う
な

関
係

省
庁

連
絡

会
議

が

20
06

年
4
月
の
第
１
回
会
合
に
お
い
て
国
内
実
施
計
画
を
策
定
す
る
方
針
を
決
議
し

ま
し
た
。
し
か
し

、
そ
の
よ
う
な
手
続
き
で
設
置
さ
れ
た
、
い
わ
ば
任
意
の
行
政
組
織

が
策
定
す
る

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画
は
、
ど
ん
な
手
続
き
を
経
て
日
本
の
公
式
な
実

見
交
換
等
の
場

で
あ
る
「
化
学
物
質
と
環
境

に
関
す
る
政
策

対
話
」
の
議
論
を
経
て
策
定

す
る
こ
と
と
し

、
ま
た
、
国
内
に
お
け
る
関

連
計

画
と

し
て

、
第

四
次

環
境

基
本

計
画

、

「
残
留
性
有
機

汚
染
物
質
に
関
す
る
ス
ト
ッ

ク
ホ
ル
ム
条
約

に
基
づ
く
国
内
実
施
計
画
」

及
び
「
我
が
国

に
お
け
る
事
業
活
動
に
伴
い

排
出
さ
れ
る
ダ

イ
オ
キ
シ
ン
類
の
量
を
削
減

す
る
た
め
の
計
画
」
を
考
慮
し
て
い
ま
す
。

 
ま
た
、
本
計
画
の
位
置
付
け
に
つ
い
て
は
、

平
成
２
４
年
４

月
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
第
四

次
環
境
基
本
計

画
に
お
い
て
、
関
係
府
省
が

連
携
し
、
国
民

、
事
業
者
、
学
識
経
験
者
等

の
様
々
な
主
体

の
意
見
を
反
映
し
つ
つ
国
内

実
施
計
画
を
策

定
す
る
と
し
て
お
り
、
こ
の

旨
本
計
画
に
も
明
記
し
て
い
ま
す
。

 
 さ
ら
に
、
Ｓ

Ａ
Ｉ
Ｃ
Ｍ
国
内
実
施
計
画
の

内
容
に
つ
い
て

は
、
Ｓ
Ａ
Ｉ
Ｃ
Ｍ
の
趣
旨
を

踏
ま
え
、
各
国

が
判
断
す
る
も
の
と
考
え
ま

す
。
こ
の
た
め

、
本
計
画
の
内
容
に
つ
い
て

は
、
我
が
国
の

化
学
物
質
対
策
の
状
況
を
反

映
し
た
も
の
と

し
、
Ｓ
Ａ
Ｉ
Ｃ
Ｍ
の
世
界
行

動
計
画
の
項
目

の
う
ち
我
が
国
に
と
っ
て
重

要
と
考
え
ら
れ

る
項
目
に
つ
い
て
絞
り
込
み

を
行
い
、
絞
り

込
ま
れ
た
項
目
を
大
括
り
化

し
て
今
後
の
取

組
を
記
載
し
て
い
ま
す
。
世

界
行
動
計
画
に

対
応
す
る
我
が
国
の
取
組
状

況
に
つ
い
て
は

、
整
理
を
行
い
、
意
見
募
集

の
際
に
参
考
資

料
と
し
て
お
示
し
し
て
い
ま

(無
視

) 

（星川欣孝　別紙6）



施
計
画
に
認
定
さ
れ
る
の
か
は
明
ら
か
に
し
て
い
ま
せ
ん
。
コ
メ
ン
ト
公
募
対
象
文
書

の
第

４
章

に
は

関
係

省
庁

連
絡

会
議

が
実

施
状
況

に
つ

い
て

点
検

し
結

果
を

公
表

す

る
こ
と
は
記
述
し
て
い
ま
す
。
し
か
し
そ
れ
以
上
に
重
要
な
こ
と
は
、
＜

SA
IC

M
国

内
実

施
計

画
の

国
の

政
策

と
し

て
の

位
置

付
け
に

つ
い

て
＞

明
確

に
記

述
す

る
こ

と

で
す
。
そ
れ
に
対
す
る
記
述
が
コ
メ
ン
ト
公
募
対
象
文
書
の
本
文
に
な
い
た
め
、
例
え

ば
、
そ
の
よ
う
な
国
内
実
施
計
画
は
政
策
評
価
法
の
事
前
評
価
の
対
象
に
な
り
う
る
国

の
計
画
で
あ
る
の
か
ど
う
か
を
検
証
す
る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん

 (
星
川
他

, 2
00

8b
)。

＜
こ
の
点
に
関
す
る
記
述
を
本
文
に
加
え
る
必
要
が
あ
り
ま
す
＞
。
②
も
う
一
つ
の
大

き
な

疑
念

は
、

＜
SA

IC
M

関
係

省
庁

連
絡

会
議

が
第

１
回

会
合

で
採

択
し

た

SA
IC

M
国

内
実

施
計

画
の

策
定

方
針

と
コ

メ
ン

ト
公

募
対

象
文

書
の

第
３

章
第

２

項
に
記
載
さ
れ
る
「
具
体
的
な
取
組
事
項

」
の
齟
齬
で
す
＞
。
す
な
わ
ち

、
第
１
回
会

合
に
お
い
て
採
択
さ
れ
た

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画
は
、
そ
の
各
論
を
「
世
界
行
動
計

画
に
掲
げ
ら
れ
た

27
3
の
行
動
項
目
の
う
ち
、
我
が
国
と
し
て
取
り
上
げ

る
べ
き
項

目
を
選
定
す
る
と
と
も
に
項
目
の
再
整
理
を
行
い
、
具
体
的
な
取
組
の
概
要

を
取
り
ま

と
め
る
。
」
と
規
定
し
ま
し
た
。
と
こ
ろ
が
コ
メ
ン
ト
公
募
対
象
文
書
の
第

３
章

第
２

項
は
、
関
係
省
庁
そ
の
他
が
現
に
取
り
組
ん
で
い
る
関
係
の
あ
り
そ
う
な
取

組
み
を
独

特
の
観
点
で
整
理
し
て
い
る
だ
け
で
、

G
PA

の
27

3
項
目
の
う
ち
、
社
会
の
管
理
能

力
を

強
化

す
る

た
め

に
日

本
と

し
て

取
り

組
む
べ

き
課

題
を

選
定

し
て

再
整

理
を

行

い
、
具
体
的
な
取
組
み
の
概
要
を
取
り
ま
と
め
る
作
業
を
全
く
行
っ
て
い
ま
せ
ん
。
言

い
換

え
る

と
、

SA
IC

M
関

係
省

庁
連

絡
会

議
は

６
年

前
に

国
民

に
表

明
し

た
、

SA
IC

M
の

基
本

文
書

に
則

し
た

国
内

実
施

計
画

を
策

定
す

る
方

針
を

一
方

的
に

破

棄
し
、
国
際
合
意
に
基
づ
か
ず
、
日
本
の

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画
の
名
に
も
値
し
な

い
文
書
を
目
指
し
て
い
ま
す
。
こ
の
点
に
つ
い
て
も
コ
メ
ン
ト
公
募
対
象
文
書
の
本
文

に
記
述
が
あ
り
ま
せ
ん
。
そ
れ
ゆ
え
上
記
と
同
様
に
、
＜
本
文
に
記
述
を
加
え

、
改
め

て
パ
ブ
リ
ッ
ク
・
コ
メ
ン
ト
手
続
き
の
対
象
に
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
＞
。

 
4)

 「
SA

IC
M

に
沿

っ
て

国
際
的

な
観

点
に
立
っ

た
化

学
物
質

管
理

に
取

り
組
む
」

た
め
の

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画
の
策
定
は
、

SA
IC

M
に
沿
っ
た
手
続
き
を
踏
ん
だ

ロ
ー
ド
マ
ッ

プ
を
作
成
し
て
取
り
組
む
必
要
が
あ
り
ま
す
。
そ
の
際
に
各
国
政
府
が
参

考
に

す
べ

き
手

引
書

は
国

連
研

修
調

査
研

究
所

 (
U

N
IT

A
R

; 
U

ni
te

d 
N

at
io

ns
 

In
st

itu
te

 
fo

r 
Tr

ai
ni

ng
 

an
d 

Re
se

ar
ch

) 
が

数
多

く
策

定
し

て
い

ま
す

 

す
。

 
                              

(無
視

) 

(無
回
答

) 

(無
視

) 

（星川欣孝　別紙7）



(U
N

IT
A

R
, 1

99
6,

 2
00

7)
。
そ
れ
ら
に
よ
る
と
、

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画

の
策
定
で

最
も
重
要
な
最
初
の
作
業
は
、
国
内
実
施
計
画
で
取
り
上
げ
る
改
善
課
題

を
設
定
し
、

そ
れ
ら
の
優
先
順
位
付
け
を
行
う
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
を
策
定
す

る
こ
と
で

す
。
し
か
し

＜
今
回
の
コ
メ
ン
ト
公
募
対
象
文
書
で
は
日
本
の
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
プ
ロ
フ

ァ
イ
ル

に
関

す
る
記

述
は

付
属

資
料

３
の
頭

書
き

 (
30

頁
上
２

行
目

) 
の

み
で
＞
、

本
文
に
は
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
の
策
定
に
関
す
る
記
述
が
あ
り
ま
せ
ん
。
＜

コ
メ
ン
ト
公
募
対
象
文
書
に
日
本
の
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
に
関
す
る
記
述
を

加
え
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
な
お

、
付
属
資
料
３
の
頭
書
き
に
注
記
さ
れ
る
「
化
学
物

質
管
理
に
関
す
る
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
」
と
い
う
政
府
文
書

 (
IF

C
S
各
省

庁
連
絡
会
議

, 2
00

3)
 は

＞
、
20

03
年
に

IF
C

S
各
省
庁
連
絡
会
議
が
国
民
に
非
公
開

で
策
定
し
、
パ
ブ
リ
ッ
ク
・
コ
メ
ン
ト
の
手
続
き
を
経
ず
に
国
際
機
関
に
提
出
し
た
暫

定
的
な
文
書
に
す
ぎ
ず
、
し
か
も
そ
の
内
容
は
＜

U
N

IT
A

R
の
手
引
き
を
参
考
に
し

て
策
定
し
た
と
明
記
し
な
が
ら
、
手
引
き
が
規
定
す
る
策
定
の
手
続
き
を
踏
ん
で
お
ら

ず
＞
、
化
学
物
質
管
理
の
現
状
に
関
す
る
記
述
は
部
分
的
で
、
し
か
も
現
状
の
分
析
や

改
善

課
題

の
設

定
と

い
う

肝
心

な
作

業
を

全
く
行

っ
て

い
な

い
極

め
て

＜
不

完
全

＞

か
つ
不
誠
実
な
も
の
で
し
た

 (
星
川
他

, 2
00

5a
, 2

00
5b

, 2
00

6a
)。

＜
し
た
が
っ
て

＞
今
回
、

SA
IC

M
関
係
省
庁
連
絡
会
議
が
＜
国
内
実
施
計
画
の
策
定
に
当
た
っ
て
＞

最
初
に
行
う
べ
き
作
業
は
、

20
03

年
10

月
に
国
際
機
関
に
提
出
し
た
未
完
成
の
＜

ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
に
つ
い
て
化
学
物
質
管
理
に
係
る
現
状
記
述
の
欠
落
部

分
を
補
充
し
、
そ
れ
ら
に
基
づ
き
現
状
の
分
析
や
改
善
課
題
の
設
定
と
い
う
＞
国
内
実

施
計
画
の
策
定
に
必
須
な
＜
作
業
を
行
っ
て
＞
日
本
の
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル

を
完
結
す
る
こ
と
で
す
。
こ
の
点
に
関
し
て

SA
IC

M
関
係
省
庁
連
絡
会
議
の
認

識
・

判
断
は
根
本
的
に
誤
っ
て
い
ま
す
。

 
5)

 ＜
コ
メ

ン
ト
公
募

対
象
文
書
の

た
め
に
最

近
設
置

さ
れ
た
「

化
学
物
質

と
環
境
に

関
す
る
政
策
対
話
」
＞
の
趣
旨

、
構
成
メ
ン
バ
ー
、
事
務
局
な
ど
に
も
中
立
性
や
公
平

性
の
観
点
か
ら
い
く
つ
か
の
疑
念
が
あ
り
ま
す
。
こ
の
組
織
体
は
、
市
民
、
労
働
者
、

事
業
者
、
行

政
、
学
識
経
験
者
等
の
様
々
な
主
体
が
参
加
す
る
意
見
交
換
等
の
場
と
し

て
設
置
さ
れ
ま
し
た
が
、
そ
の

設
置
要
綱
に
は
、「

・
・
化
学
物
質
に
関
す
る
国

民
の

安
全
・
安
心
の
確
保
に
向
け
た

政
策
提
言
を
目
指
す
。
」
と
あ
り
ま
す
。
し
か
し
、
①

関
係
行
政
以
外
の
構
成
メ
ン
バ
ー
は
公
募
に
よ
っ
て
選
任
さ
れ
た
人
々
で
な
く
、
化
学

 
ナ
シ
ョ
ナ
ル

・
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
と
「
化
学

物
質
と
環
境
に

関
す
る
政
策
対
話
」
に
つ
い

て
は
、
今
回
の

意
見
募
集
の
対
象
と
な
る
も

の
で
は
あ
り
ま

せ
ん
が
、
意
見
と
し
て
承
り

ま
す
。

 
                 
な
お
、「

化
学
物
質
と
環
境
に
関
す
る
政
策

対
話
」
に
つ
い

て
は
、
そ
の
趣
旨
を
踏
ま
え

て
環
境
省
と
し
て
市
民
、
労
働
者
、
事
業
者
、

行
政
、
学
識
経

験
者
等
の
様
々
な
主
体
か
ら

適
切

な
人

選
を

行
っ

た
と

考
え

て
お

り
ま

す
。

 

(無
回
答

) 

(無
視

) 

(無
視

) 

（星川欣孝　別紙8）



物
質

の
適

正
管

理
に

つ
い

て
ど

の
よ

う
な

理
念
や

主
張

を
持

っ
て

い
る

の
か

明
ら

か

に
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
。
そ
の
た
め
「
主
体
」
と
い
う
に
値
す
る
人
物
で
あ
る
の
か
、
国

民
の

立
場

か
ら

議
論

を
行

い
う

る
の

か
を

判
断
し

う
る

情
報

を
国

民
に

知
ら

せ
る

必

要
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
②
関
係
省
庁
の
課
長
ク
ラ
ス
を
メ
ン
バ
ー
に
加
え
て
政
策
提
言

を
目
指
す
と
あ
り
ま
す
が
、
誰
の
立
場
で
誰
の
た
め
の
提
言
を
目
指
し
て
い
る
の
か
を

明
ら
か
に
し
て
い
ま
せ
ん
。
③
そ
し
て
会
合
の
議
題
は
「
政
策
対
話

」
が
決
定
す
る
こ

と
に
な
っ
て
い
ま
す
が
、
文
書
の
作
成
な
ど
会
合
の
準
備
は
事
務
局
の
環
境
省
環
境
安

全
課
が
担
っ
て
お
り
、
し
か
も
環
境
省
は
政
策
形
成
事
業
と
し
て
予
算
措
置
ま
で
講
じ

て
い
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
行
政
丸
抱
え
の
組
織
体
が
国
民
の
立
場
で
国
民
の
た
め
の
政

策
提
言
を
行
い
う
る
か
は
、
こ
れ
ま
で
の
法
律
に
基
づ
く
審
議
会
等
の
事
例
を
み
る
限

り
極
め
て
疑
問
で
あ
り
ま
す

 (
星
川
他

, 2
00

8a
)。

＜
少
な
く
と
も
、
構
成
メ
ン
バ
ー

の
人

選
、

事
務

局
の

独
立

性
を

含
め

て
中

立
性
や

公
平

性
を

担
保

し
う

る
方

策
を

講

じ
、

SA
IC

M
の
基
本
文
書
に
規
定
さ
れ
る
よ
う
な
国
民
と
の
対
話
の
場
を
再
構
築
す

る
必
要
が
あ
り
ま
す
＞
。

 
3 

日
本
の

SA
IC

M
国
内

実
施

計
画

に
お

け
る

中
核

的
な

取
組

課
題

に
つ
い
て

 

＜
SA

IC
M

に
沿
っ
て
日
本
の

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画
を
策
定
す
る
場
合

に
最
も
重

要
な
こ
と
は
、
化
学
物
質
管
理
に
係
る
現
行
の
制
度
・
仕
組
み
や
取
組
み
に

認
め
ら
れ

る
ギ
ャ
ッ
プ
、
重
複
、
非
効
率
な
ど
を
抜
本
的
に
解
消
す
る
費
用
対
効
果
の

優
れ
た
方

策
を
取
組
課
題
の
中
核
に
位
置
付
け
る
こ
と
で
す
＞
。
コ
メ
ン
ト
公
募
対
象

文
書
の
本

文
に
は
こ
の
よ
う
な
観
点
か
ら
の
記
述
は
あ
り
ま
せ
ん
。
し
か
し
化
学
物
質

管
理
の
日

本
の
実
態
は
、
法
制
面
で
み
て
も
労
働
安
全
衛
生
や
消
費
者
安
全
と
い
っ
た

管
理
の
実

態
面
で
み
て
も
、
欧
米
先
進
国
に
限
ら
ず
、
ア
ジ
ア
諸
国
に
も
立
遅
れ
て
国

民
が
不
利

な
状
況
に
立
ち
至
っ
て
い

ま
す
。
そ
れ
ゆ
え
例
え
ば
、

SA
IC

M
基
本
文
書
の

O
PS

第
22

項
の
視
点
か
ら
新
た
な
行
動
計
画
の
取
組
課
題
を
列
挙
す
れ
ば
、
数
多
く
の
課

題
が
見
出
さ
れ
る
に
違
い
あ
り
ま
せ
ん

 (
星
川
他

, 2
00

5a
)。

そ
の
よ
う
な
取
組
課
題

の
一
つ
の
候
補
は
、
化
学
生
物
総
合
管
理
学
会
の
春
季
討
論
集
会
参
加
者
有
志
が
同
学

会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
「
論
議
の
輪

」
欄
に
投
稿
し
意
見
交
換
を
呼
び
か
け
て
い
る
「
ア

ジ
ア
諸
国
に
立
遅
れ
る
日
本
に
必
要
な
化
学
物
質
総
合
管
理
法
制
の
整
備
」
と
題
す
る

緊
急

提
言

で
す

 
(
春

季
討

論
集

会
参

加
者

有
志

, 
20

12
; 

ht
tp

://
w

w
w.

cb
im

s.
ne

t/r
on

gi
no

w
a.

ht
m

l)。
 

こ
の
緊
急
提
言
は
、
日
本
の
立
遅
れ
た
状
況
を
抜
本
的
に
改
善
す
る
最
善
の
方
策
は
化

原
案
の
と
お
り
と
し
ま
す
。

 
               

(無
回
答

) 

(無
視

) 

（星川欣孝　別紙9）



学
物
質
総
合
管
理
法
制
を
整
備
す
る
こ
と
で
あ
る
と
い
う
共
通
認
識
に
基
づ
い
て
「
化

学
物
質
の
総
合
管
理
に
関
す
る
法
律
」
の
要
綱
案
を
具
体
的
に
提
示
し
て

い
ま
す
。
春

季
討
論
集
会
参
加
者
有
志
の
緊
急
提
言
の
趣
旨
は
以
下
の
と
お
り
で
す
が
、
そ
の
要
綱

案
の
重
点
は
、
乱
立
す
る
現
行
の
規
制
法
群
の
下
で
分
散
し
て
い
る
行
政
府
の
化
学
物

質
管
理
に
関
す
る
制
度
・
仕
組
み
や
取
組
み
を
整
理
・
統
合
す
る
こ
と
に
よ
る
費
用
対

効
果
の
優
れ
た
包
括
的
な
化
学
物
質
総
合
管
理
法
制
を
実
現
す
る
こ
と
で
す
。
＜
そ
の

よ
う
な
法
律
お
よ
び
そ
れ
を
運
用
す
る
行
政
体
制
の
整
備
こ
そ
、

W
SS

D
20

20
年
目

標
の

実
現

に
不

可
欠

な
日

本
の

化
学

物
質

管
理
の

基
本

的
社

会
シ

ス
テ

ム
で

あ
り

ま

す
＞
。

 
 

「
・
・

・
こ

の
よ

う
な

国
際
的

な
競

争
力

や
市
民

の
健

康
に

悪
影

響
を

及
ぼ
し

か
ね
な

い
窮
状
を
打
開
す
る
た
め
、
化
学
生
物
総
合
管
理
学
会
で
は

20
12

年
3

月
7
日
に
開
催
し
た
春
季
討
論
集
会
に
お
い
て
、

1)
化
学
物
質
管
理

の
法
体
系

と
国
際
競
争
力
お
よ
び

2)
化
学
品
法
規
制
と
情
報
の
あ
り
方
に
係
る

問
題
点
と

解
決
策

に
つ

い
て

討
論

を
行
っ

た
。

そ
の

中
で
、

例
え

ば
、

①
化

学
品

の
輸
出

入
業
務

に
お

け
る

現
行

の
省
庁

縦
割

り
規

制
法
に

基
づ

く
不

適
切

か
つ

不
合
理

な
扱
い

、
②

化
学

物
質

届
出
情

報
の

相
互

受
入
れ

制
度

を
活

用
で

き
な

い
事
業

者
の
不

利
な

現
況

、
③

家
庭
用

殺
虫

剤
に

係
る
法

律
の

不
備

に
よ

る
リ

ス
ク
管

理
お
よ

び
競

争
上

の
不

条
理
、

さ
ら

に
は

④
諸
外

国
で

は
法

律
に

基
づ

き
管
理

さ
れ
て

い
る

個
別

製
品

に
係
る

問
題

の
顕

在
化
な

ど
の

事
例

が
問

題
提

起
さ
れ

た
。

 
こ

れ
ら

が
明

ら
か

に
す

る
こ
と

は
、

世
界

の
潮
流

で
あ

る
化

学
物

質
総

合
管
理

を
無
視

し
て

旧
来

の
縦

割
り
規

制
法

に
固

執
す
る

あ
ま

り
袋

小
路

に
入

り
込
ん

で
し
ま

っ
た

日
本

の
現

状
で
あ

る
。

そ
し

て
こ
の

よ
う

な
無

残
な

実
状

を
改
善

す
る
方

策
は

、
国

際
協

調
を
重

視
し

て
化

学
物
質

の
リ

ス
ク

評
価

や
リ

ス
ク
管

理
を

包
括

的
に

扱
う

化
学

物
質

総
合

管
理

法
制

を
早

急
に

整
備

す
る

と
と

も

に
、
そ

れ
を

一
元

的
に

執
行
す

る
中

核
的

な
行
政

機
関

と
評

価
機

関
を

設
置
す

る
こ
と
以
外
に
は
な
い
こ
と
も
明
白
に
な
っ
た
。

 
最

近
、

厚
生

労
働

省
、

経
済
産

業
省

お
よ

び
環
境

省
は

「
今

後
の

化
学

物
質
管

理
政
策

に
関

す
る

合
同

検
討
会

」
を

設
置

し
、
労

働
者

保
護

、
消

費
者

保
護
、

                               

(無
回
答

) 

(無
視

) 

（星川欣孝　別紙10）



環
境
保

護
の

総
合

的
な

視
点
に

立
っ

て
体

系
的
に

危
険

有
害

性
情

報
の

収
集
・

評
価
等

を
進

め
る

方
策

に
つ
い

て
論

議
に

着
手
し

た
。

こ
の

よ
う

な
合

同
検
討

会
の
設
置
は
歓
迎
さ
れ
る
も
の
の
、

SA
IC

M
に
基
づ
く
国
際
協
調
活

動
の
進
展

に
鑑
み

れ
ば

事
は

急
を

要
す
る

。
そ

れ
ゆ

え
、
３

省
が

検
討

会
を

設
置

し
た
こ

と
を
契

機
に

論
議

の
活

性
化
に

資
す

る
た

め
、
春

季
討

論
集

会
の

意
見

交
換
を

踏
ま

え
て

化
学

物
質

総
合

管
理

法
の

法
律

要
綱

 (
試

案
) 
を

策
定

し
化

学
生

物

総
合
管

理
学

会
ホ

ー
ム

ペ
ー
ジ

の
「

論
議

の
輪
」

欄
に

投
稿

し
て

公
表

す
る
こ

と
と
し

た
。
」

 
 な
お
、

SA
IC

M
関
係
省
庁
連
絡
会
議
が

SA
IC

M
に
沿
っ
た
日
本
の

SA
IC

M
実
施

計
画
の
案
を
検
討
す
る
際
に
忘
れ
て
な
ら
な
い
政
府
の
重
要
な
課
題
と
し
て
、
＜
国
会

が
化

学
物

質
審

査
規

制
法

の
改

正
に

当
た

っ
て
附

帯
決

議
と

し
て

提
示

し
た

総
合

的

な
管
理
に
係
る
事
項
＞
へ
の
対
応
が
あ
り
ま
す
。

SA
IC

M
関
係
省
庁
連
絡
会
議
の
立

場
か
ら
み
れ
ば
、
附
帯
決
議
の
中
に
は
同
連
絡
会
議
が
主
体
的
に
対
応
す
べ
き
決
議
事

項
が
あ
る
に
も
関
わ
ら
ず

 (
星
川
他

, 2
00

9a
, 2

00
9b

)、
そ
れ
に
関
す
る
記
述
が
コ
メ

ン
ト
公
募
対
象
文
書
の
本
文
に
あ
り
ま
せ
ん
。
国
会
が
化
学
物
質
審
査
規
制
法
の
改
正

に
当

た
っ

て
政

府
に

対
し

て
附

帯
決

議
と

し
て
提

示
し

た
総

合
的

な
管

理
に

係
る

主

な
事

項
は

1)
総
合
的

、
統
一
的
な

法
制
度
お

よ
び
行

政
組
織
の

あ
り
方
の

検
討
お
よ

び
2)
国
際

合
意
を
遵

守
す
る
国
の

責
任
と
具

体
的
ス

ケ
ジ
ュ
ー

ル
の
明
確

化
な
ど
で

あ
り
ま
す

 (
星
川
他

, 2
00

9b
)。

言
い
換
え
る
と
、
こ
れ
ら
の
国
会
附
帯
決
議
＜
に
対

す
る

政
府

の
対

応
方

針
お

よ
び

そ
れ

に
基

づ
く
具

体
的

な
取

組
課

題
を

コ
メ

ン
ト

公

募
対
象
文
書
に
明
記
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
＞
。

 
こ
の
件
に
関
連
す
る

SA
IC

M
関
係
省
庁
連
絡
会
議
の
姿
勢
に
対
す
る
懸
念
は
、
「
日

本
が
立
憲
民
主
政
の
法
治
国
家
で
あ
る
」
こ
と
を
ど
の
よ
う
に
認
識
し
て
い
る
か
と
い

う
疑
問
で
す
。
コ
メ
ン
ト
公
募
対
象
文
書
の

20
頁
下
３
行
目
に
「
・
・
・
ま
た
、
関

係
府
省
の
連
携
・
協
力
と
情
報
共
有
を
一
層
強
化
・
推
進
し
、
包
括
的
な
化

学
物
質
対

策
の
確
立
と
推
進
を
図
る
こ
と
で
、
国
民
の
安
全
を
確
保
し
、
国
民
が
安
心
し
て
生
活

で
き
る
社
会
の
実
現
を
目
指
す
。
」
と
い
う
記
述
が
あ
り
ま
す
。
こ
れ
に
対
す
る

意
見

提
出
者
の
考
え
方
は
、
意
見

15
.で

述
べ
た
よ
う
に
、「

化
学
物

質
の

リ
ス

ク
管
理
の
よ

う
に

、
国

民
の
安

全
を
確

保
し

国
民
が

安
心

し
て
生

活
で
き

る
社
会

の
実
現

を
目
指
す
た

        （
理
由
）

  
化
学
物
質
の

審
査
及
び
製
造
等
の
規
制
に

関
す
る
法
律
（
以
下
「
化
審
法
」
と
い
う
。
）

の
一
部
を
改
正

す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯

決
議
に
関
し
て

、
御
指
摘
の
国
の
責
任
と
具

体
的
な
作
業
ス

ケ
ジ
ュ
ー
ル
に
つ
い
て
は
、

第
３
章
２
．（

１
）
２
１
ペ
ー
ジ
第
３
段
落
に

２
０
２
０
年
ま

で
に
優
先
評
課
化
学
物
質
を

特
定
す
る
た
め

の
リ
ス
ク
評
価
を
行
い
、
著

し
い
リ
ス
ク
が

あ
る
と
判
明
し
た
物
質
に
つ

い
て
は
、
必
要

な
規
制
措
置
を
講
じ
る
と
記

載
し
て
い
ま
す
。

  
 ま
た
、
化
学

物
質
に
関
す
る
総
合
的
、
統

一
的
な
法
制
度

等
の
あ
り
方
の
検
討
に
つ
い

て
は
、
関
係
省

庁
が
連
携
を
図
り
な
が
ら
化

学
物
質
関
係
法

令
を
着
実
に
施
行
す
る
と
と

も
に
、
更
に
ど

の
よ
う
な
課
題
が
あ
る
の
か

諸
外
国
の
動
向

を
踏
ま
え
つ
つ
、
様
々
な
関

係
者
と
議
論
を

行
っ
て
い
く
こ
と
が
重
要
と

考
え
て
い
ま
す
。

 

(無
回
答

) 

(無
視

) 

(無
視

) 

（星川欣孝　別紙11）



め
の

社
会

シ
ス
テ

ム
お
よ

び
そ

の
運
用

体
制

は
、
法

律
で
明

確
に
規

定
す
る

の
が
鉄
則
」

で
あ

り
、

ま
し
て

や
化
学

物
質

の
よ
う

に
、

活
発
に

国
際
交

易
さ
れ

る
物
品

に
係
る
安
全

管
理

制
度

は
諸
外

国
に
対

し
て

非
関
税

障
壁

に
な
ら

な
い
よ

う
配
慮

し
、
国

際
的
に
整
合

し
た

法
律

制
度

を
整

備
し

て
透

明
性

を
確

保
す

る
必

要
が
あ

り
ま

す
 (

O
EC

D
, 1

97
4)
。

加
え

て
、
そ
の

よ
う

な
SA

IC
M

関
係
省
庁
連
絡
会
議
の
姿
勢
は
、

O
E

C
D

の
基
本
的

立
場
に
反
す
る
だ
け
で
な
く
、
日
本
の
行
政
指
導
に
対
す
る
世
界
の
批
判
に
応
え
た
過

去
の
是
正
措
置
に
も
反
し
て
い
ま
す
。

 
4 

SA
IC

M
関
係
省
庁
連

絡
会
議
や
「
化
学
物
質

と
環

境
に

関
す

る
政

策
対
話
」
な
ど
に
お
け

る
情

報
共

有
の

重
要

性
に
つ
い
て

 

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画
を
策
定
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
目
指
す
べ
き
化
学

物
質
管
理

制
度
に
関
し
て
関
係
者
間
で
認
識
を
共
有
す
る
こ
と
が
重
要
で
す
。
し
か
し
コ
メ
ン
ト

公
募
対
象
文
書
の
本
文
に
は
、
策
定
の
過
程
で
ど
の
よ
う
な
方
法
で
ど
の
程
度
の
認
識

共
有
化
が
行
わ
れ
た
か
は
明
確
に
は
記
述
さ
れ
て
い
ま
せ
ん
。
日
本
を
取
り
巻
く
＜
各

国
の
化
学
物
質
管
理
制
度
の
現
況
＞
が
ど
の
よ
う
に
な
っ
て
い
る
か
、
＜

SA
IC

M
に

関
す
る
国
際
機
関
の
活
動
＞
は
ど
の
よ
う
な
方
向
を
指
向
し
て
い
る
か
、
＜
そ
れ
ら
に

対
し

て
日

本
は

ど
の

よ
う

に
行

動
す

る
べ

き
か
に

つ
い

て
様

々
な

関
係

者
が

参
集

し

て
意
見
交
換
を
行
い
、
そ
れ
に
よ
っ
て
関
係
者
間
に
対
策
の
検
討
に
必
要
な
共
通
認
識

を
形
成
し
、
そ
の
う
え
で
実
施
計
画
案
に
組
入
れ
る
べ
き
取
組
課
題
と
そ
れ
ら
の
優
先

順
位
を
確
定
す
る
と
い
う
手
続
き
が

SA
IC

M
に
沿
っ
た

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画
の

策
定
に
不
可
欠
で
す
＞
。

 
意
見

15
.の

観
点
か
ら
目
指
す
べ
き
化
学
物
質
管
理
制
度
の
候
補
を
考
え
れ
ば
、
そ
の

第
一

は
社

会
で

取
り

扱
わ

れ
る

化
学

物
質

の
リ
ス

ク
を

包
括

的
か

つ
体

系
的

に
管

理

す
る
化
学
物
質
総
合
管
理
で
す
。
そ
の
概
念
お
よ
び
関
連
実
務
は
、
日
本
も
加
盟
し
て

い
る
経
済
協
力
開
発
機
構

 (
O

E
C

D
) 
が

19
70

年
代
か
ら
主
に
化
学
品
貿
易
の
非
関

税
障
壁
を
未
然
防
止
す
る
視
点
か
ら
制
度
・
仕
組
み
の
国
際
調
和
の
必
要
性
を
重
視
し

て
取
り
組
ん
で
き
て
、
19

92
年
の
国
連
環
境
開
発
会
議

 (
U

N
C

E
D

) 
に
お
け
る
人
類

の
行

動
計

画
で

あ
る

ア
ジ

ェ
ン

ダ
21

の
第

19
章

に
結

実
し

ま
し

た
 (
星

川
他

, 
20

07
a)
。
そ
れ
に
該
当
す
る
最
も
典
型
的
な
法
制
は
、

20
07

年
6
月
に
施
行
さ
れ
た

欧
州
連
合

 (
E

U
) 
の

RE
A

C
H

 (化
学
物
質
の
登
録
、
評
価
、
認
可
、
制
限

) 
規
則
で

あ
り
、

RE
A

CH
規
則
の
前
文
に
は

W
SS

D
20

20
年
目
標
の
達
成
お
よ
び

SA
IC

M
の
遂
行
に
寄
与
す
る
よ
う

RE
A

C
H

規
則
を
構
成
し
た
こ
と
が
明
記
さ
れ
て
い
ま
す

 
(星

川
他

, 2
01

2)
。

 

原
案
の
と
お
り
と
し
ま
す
。

 
（
理
由
）

  
本
計
画
案
に

つ
い
て
は
、
広
く
国
民
の
皆

様
か

ら
の

御
意

見
を

募
集

す
る

と
と

も
に

、

「
化
学
物
質
と

環
境
に
関
す
る
政
策
対
話
」

に
お
け
る
様
々

な
主
体
に
よ
る
意
見
交
換
を

踏
ま
え
て
作
成
し
て
い
ま
す
。

 
ま
た
、
化
学

物
質
に
関
す
る
総
合
的
、
統

一
的
な
法
制
度

等
の
あ
り
方
の
検
討
に
つ
い

て
は
、
関
係
省

庁
が
連
携
を
図
り
な
が
ら
化

学
物
質
関
係
法

令
を
着
実
に
施
行
す
る
と
と

も
に
、
更
に
ど

の
よ
う
な
課
題
が
あ
る
の
か

諸
外
国
の
動
向

を
踏
ま
え
つ
つ
、
様
々
な
関

係
者
と
議
論
を

行
っ
て
い
く
こ
と
が
重
要
と

考
え
て
い
ま
す
。

 
 な
お
、
第
１

回
「
化
学
物
質
と
環
境
に
関

す
る
政
策
対
話

」
の
議
事
録
に
つ
き
ま
し
て

は
、
環
境
省
ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
開
し
て
い

ま
す
。

 
ま
た
、
Ｓ
Ａ

Ｉ
Ｃ
Ｍ
関
係
省
庁
連
絡
会
議

に
つ
き
ま
し
て

は
、
資
料
及
び
議
事
要
旨
に

つ
い
て
は
会
合

後
に
原
則
公
表
と
し
て
い
る

(無
視

) 

(無
回
答

) 

(無
視

) 

（星川欣孝　別紙12）



コ
メ
ン
ト
公
募
対
象
文
書
の
本
文
に
は
、
目
指
す
べ
き
化
学
物
質
管
理
制
度
に
つ
い
て

の
記
述
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
最
近
増
田
優
氏
が
、
国
際
的
な
潮
流
で
あ
る
化
学
物
質
総

合
管

理
法

制
に

係
る

国
際

的
な

活
動

の
経

緯
や
分

散
的

に
乱

立
す

る
日

本
の

規
制

法

群
に
対
す
る
化
学
物
質
総
合
管

理
法
制
の
優
位
性
に
関
し
て
、
「
点
の
規
制
か
ら
面
の

管
理
へ
」
と
題
す
る
意
見
を
化
学
生
物
総
合
管
理
学
会
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
の
「
論
議
の
輪
」

欄
に

投
稿

し
、

意
見

交
換

を
呼

び
か

け
て

い
ま

す
 

(増
田

, 
20

12
; 

ht
tp

://
w

w
w.

cb
im

s.
ne

t/r
on

gi
no

w
a.

ht
m

l)。
増
田
氏
の
意
見
か
ら
国
際
的
な
動
向

お
よ

び
日

本
の

実
態

と
の

乖
離

を
簡

潔
に

論
じ
た

部
分

を
示

す
と

以
下

の
と

お
り

で

す
。

 
 「

国
際
社
会
は
過
去

40
年
間
、
経
済
協
力
開
発
機
構
（

O
EC

D
）
や
世
界
保
健

機
関
（

W
H

O
）
、
国
際
労
働
機
関
（

IL
O
）
、
国
連
環
境
計
画
（

U
N

E
P）

と
い

っ
た
国
連
の
専
門
機
関
な
ど
で
論
議
を
重
ね
つ
つ
多
く
の
事
項
に
合
意
を
形
成

し
て
き
た
。
そ
し
て

19
92

年
の
国
連
環
境
開
発
会
議
（

U
N

C
ED

）
に
お
い
て
、

労
働
安
全
衛
生
、
消
費
者
製
品
安
全
、
環
境
保
全
、
火
災
爆
発
防
止
な
ど
と
い

っ
た
分
野
毎
の
違
い
や

IL
O
、

W
H

O
、

U
N

EP
、

O
E

CD
な
ど
と
い
っ
た
組

織
毎
の
差
異
を
乗
り
越
え
て
そ
れ
ら
の
活
動
を
糾
合
し
、
包
括
的
な
化
学
物
質

の
総
合
管
理
に
関
す
る
行
動
計
画
と
し
て
ア
ジ
ェ
ン
ダ

21
第

19
章

に
合
意
し

た
。
そ
の
後

20
02

年
の
持
続
可
能
な
発
展
に
関
す
る
世
界
首
脳
会
議
（

W
SS

D
）

で
こ
の
計
画
を
強
化
し
加
速
化
す
る
こ
と
に
合
意
し
、
そ
れ
を
受
け
て

20
06

年
に
具
体
的
な
行
動
計
画
で
あ
る
国
際
化
学
物
質
管
理
戦
略
行
動
計
画

（
SA

IC
M
）
を
策
定
し
、
今
日
そ
の
実
現
に
向
け
て
活
動
を
展
開
し
て
い
る
。

 
こ

う
し

た
論

議
の

過
程
の

中
で

国
際

社
会

は
、
政

府
が

特
定

の
化

学
物
質

を
指

定
し
て

一
律

に
規

制
す
る

と
い

う
考

え
方

を
止
揚

し
、

化
学

物
質

を
取
り

扱
う

者
が
そ

れ
ぞ

れ
の

実
態
を

踏
ま

え
て

適
切

に
管
理

す
る

と
い

う
考

え
方
へ

と
大

き
く
方

向
転

換
し

た
。
政

府
に

よ
る

規
制

は
限
ら

れ
た

数
少

な
い

点
、
即

ち
指

定
化
学

物
質

や
特

定
化
学

物
質

と
い

っ
た

規
制
対

象
化

学
物

質
に

し
か
そ

の
作

用
が
及

ば
ず

、
い

わ
ゆ
る

隙
間

問
題

の
発

生
は
避

け
難

い
。

そ
の

反
省
の

も
と

に
、
万

を
超

え
る

化
学
物

質
が

津
々

浦
々

で
千
差

万
別

な
目

的
の

た
め
に

多
様

な
形
で

多
彩

な
当

事
者
に

よ
っ

て
取

り
扱

わ
れ
て

い
る

と
い

う
現

実
の
社

会
の

と
こ
ろ
で
す
。

 
 

(無
視

) 

（星川欣孝　別紙13）



実
態
を

厳
然

た
る

事
実
と

し
て

受
け

止
め

た
上
で

、
取

り
こ

ぼ
し

が
起
き

な
い

よ
う
に

面
と

し
て

捉
え
て

全
て

の
化

学
物

質
を
管

理
し

て
い

く
道

を
選
ん

だ
。

そ
し
て
、
評
価
管
理
手
法
や
情
報
共
有
公
開
制
度
な
ど
を
整
え
る
こ
と

に
よ
り
、

個
々
の

当
事

者
の

管
理
能

力
を

高
め

、
ひ

い
て
は

社
会

全
体

の
管

理
能
力

を
高

め
る
道

を
歩

み
出

し
た
。

そ
れ

と
同

時
に

、
労
働

安
全

衛
生

、
消

費
者
製

品
安

全
、
環

境
保

全
、

火
災
爆

発
防

止
と

い
っ

た
分
野

を
個

々
別

々
に

扱
っ
て

き
た

歴
史
を

改
め

、
こ

れ
ら
の

分
野

を
包

括
的

に
捉
え

一
元

的
に

管
理

し
て
い

く
化

学
物
質

の
総

合
管

理
の
考

え
方

を
確

立
し

た
。
労

働
安

全
衛

生
、

消
費
者

製
品

安
全
、

環
境

保
全

、
火
災

爆
発

防
止

と
い

っ
た
分

野
毎

に
面

を
分

割
す
る

こ
と

は
、
隙

間
を

も
た

ら
し
か

ね
な

い
。

全
体

を
一
つ

の
面

で
覆

っ
て

統
一
的

に
管

理
す
る

総
合

管
理

に
よ
り

、
新

た
な

隙
間

問
題
を

未
然

に
回

避
す

る
道
に

踏
み

出
し
た

。
」

 
 増
田
氏
の
意
見
は
一
つ
の
見
方
に
す
ぎ
ま
せ
ん
が
、
コ
メ
ン
ト
公
募
対
象
文
書
の
作
成

に
携

わ
っ

て
き

た
人

々
に

は
増

田
氏

の
意

見
に
同

意
し

な
い

人
が

多
い

の
で

は
な

い

か
と
推
測
し
ま
す
。
し
か
し
、

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画
の
策
定
に
関
与
し
て
い
る
そ

の
よ
う
な
行
政
府
の
担
当
官
、
産
業
界

、
学
界
、
民
間
団
体

、
そ
の
他
の
関
係
者
に
欠

落
し
て
い
る
の
は
、
日
本
を
取
り
巻
く
各
国
の
化
学
物
質
管
理
制
度
の
現
況
が
ど
の
よ

う
に
な
っ
て
い
る
か
、

SA
IC

M
に
関
す
る
国
際
機
関
の
活
動
は
ど
の
よ
う
な
方
向
を

指
向
し
て
い
る
か
、
そ
れ
ら
に
対
し
て
日
本
は
ど
の
よ
う
に
行
動
す
る
べ
き
か
に
つ
い

て
十
分
な
意
見
交
換
を
行
い
、
そ
れ
に
よ
っ
て
関
係
者
間
に
必
要
な
共
通
認
識
を
形
成

す
る
手
続
き
の
重
要
性
に
対
す
る
認
識
で
す
。
そ
の
よ
う
な
認
識
の
欠
落
を
裏
付
け
る

一
つ

の
証
拠
は
、

SA
IC

M
関
係
省
庁
連
絡

会
議
を

国
民
に
非
公
開

と
し
、
「
化
学
物

質
と
環
境
に
関
す
る
政
策
対
話
」
の
第
１
回
会
合
の
議
事
録
を
コ
メ
ン
ト
公
募
の
時
点

で
公
開
し
て
い
な
い
こ
と
で
す
。
こ
れ
ら
の
非
公
開
に
つ
い
て
は
い
ず
れ
も
正
当
な
理

由
は
見
当
た
ら
ず
、
＜
コ
メ
ン
ト
公
募
対
象
文
書
に
＜
こ
れ
ら
に
関
す
る
記
述
を
加
え

て
パ
ブ
リ
ッ
ク
・
コ
メ
ン
ト
の
手
続
き
を
や
り
直
す
必
要
が
あ
り
ま
す
＞
。

 
仮
に
、
「
コ
メ
ン
ト
公
募
対
象
文
書
は
国
内
外
に
公
開
で
き
る
内
容
の
国
内
実
施

計
画

で
は
な
い
」
と
い
う
前
述
の
指
摘
に
留
意
し
て
コ
メ
ン
ト
公
募
対
象
文
書
を
抜
本
的
に

見
直
す
場
合
に
は
、
＜
国
際
的
な
状
況
に
関
し
て
関
係
者
間
の
共
通
認
識
を
形
成
す
る

(無
回
答

) 

(無
視

) 

（星川欣孝　別紙14）



討
論
の
場
を
設
置
し
て
臨
む
こ
と
お
よ
び
国
民
の
立
場
で
公
正
な
パ
ブ
リ
ッ
ク
・
コ
メ

ン
ト

に
な

り
う

る
新

た
な

コ
メ

ン
ト

公
募

対
象
文

書
を

作
成

す
る

こ
と

を
要

請
し

ま

す
＞
。

 
6 

３
頁
上
８

行
目

～
：「

こ

れ
を
受

け
、

我
が

国
で

は
平
成

18
年

に
策

定

し
た
第

三
次

環
境

基
本

計
画

に
お

い
て

SA
IC

M
に

沿
っ

て
国

際
的
な

観
点

に
立

っ
た

化
学
物

質
管

理
を

位
置

付
け
る

と
と

も
に

、
政

府
内
に

関
係

省
庁

連
絡

会
議
を

設
置

し
、

円
滑

な
連
絡

調
整

を
図

り
つ

つ
、
関

係
法

令
の

改
正

等
を
通

じ
た

化
学

物
質

管
理
施

策
を

推
進

す
る

と
と
も

に
、

そ
の

考
え

方
の
普

及
に

努
め

て
き

た
・
・
・

」
 

1)
 「

SA
IC

M
に
沿

っ
て

国
際
的

な
観

点
に
立
っ

た
化

学
物
質

管
理

に
取

り
組
む
こ

と
」
の
必
要

性
は

、
日
本
に
と
っ
て
と
り
わ
け
重
要
で
す
。
し
か
し

、
そ
の
よ
う
な
＜

化
学
物
質
管
理
に
関
わ
る
＞
国
際
協
調
的
な
＜
取
組
み
＞
に
お
い
て
も
、
ま
た
＜
国
内

＞
的

に
み

て
も

化
学

物
質

＜
の

主
た

る
分

野
は
労

働
安

全
衛

生
や

消
費

者
安

全
で

あ

り
、
そ
し
て
国
際
的
に
は
火
災
爆
発
防
止
で
あ
っ
て
＞
環
境
保
全
の
分
野
で
は
あ
り
ま

せ
ん
。
し
か
る
に
、
化
学
物
質
管
理
が
僅
か
な
比
重
で
し
か
な
い
＜
環
境
基
本
計
画
の

分
野
だ
け
に
限
定
し
て
閣
議
決
定
し
た
政
府
の
判
断
は
、

SA
IC

M
の
理
念
や
そ
れ
に

関
連
す
る
国
際
協
調
活
動
が
目
指
し
て
い
る
方
向
性
に
基
本
的
に
反
し
て
い
ま
す
＞
。

言
い
換
え
る
と
、
＜
今
回
策
定
す
る
べ
き

SA
IC

M
国
内
実
施
計
画
は
、
環
境
保
全
に

係
る
環
境
基
本
計
画
だ
け
で
な
く
＞
、
労
働
安
全
衛
生
に
係
る
労
働
災
害
防
止
計
画
、

製
品

安
全

に
係

る
消

費
者

基
本

計
画

と
い

っ
た
既

存
の

行
動

計
画

に
お

け
る

化
学

物

質
管
理
に
係
る
取
組
み
だ
け
で
な
く
、
そ
の
よ
う
な
行
動
計
画
に
含
ま
れ
な
い
＜
そ
の

他
の

分
野

に
お

け
る

化
学

物
質

管
理

に
係

る
取
組

み
を

も
包

括
し

て
新

た
な

国
内

実

施
計
画
と
位
置
づ
け
て
策
定
す
べ
き
も
の
で
す
＞
。

 
2)

 ＜
「
・
・

SA
IC

M
に

沿
っ
て

国
際

的
な

観
点
に

立
っ
た

化
学

物
質

管
理

を
位
置
付
け

る
と

と
も

に
、
」

と
い

う
左

記
の

記
述

は
意

味
不
明

で
す

。「
SA

IC
M

に
沿

っ
て
国
際
的

な
観

点
に

立
っ
た

化
学
物

質
管

理
」
と

は
具

体
的
に

は
何
の

こ
と
で

す
か
、

そ
れ
を
ど
の

よ
う

に
ど

こ
に

位
置

付
け

た
の

か
を

明
確

に
記

述
す

る
必
要

が
あ

り
ま

す
＞

。
 

3)
 ＜

「
円

滑
な
連

絡
調

整
を

図
り

つ
つ

、・
・
そ
の

考
え
方

の
普

及
に

努
め

て
き
た
・
・
」

と
あ

り
ま

す
が

、
化

学
物

質
審

査
規

制
法

と
化

学
物

質
(排

出
把

握
)管

理
促

進
法
の
改
正

に
関

し
て

SA
IC

M
関

係
省

庁
連

絡
会

議
で

は
SA

IC
M

を
受
け

て
ど

の
よ

う
な
新
た
な

方
向

性
を

立
て
て

調
整
の

議
論

を
行
っ

た
か

を
具
体

的
に
国

民
に
伝

え
、
そ

れ
に
基
づ
く

記
述

を
加

え
る

必
要

が
あ

り
ま

す
＞

。
 

原
案
の
と
お
り
と
し
ま
す
。

 
（
理
由
）

  
平
成
１
８
年

に
閣
議
決
定
さ
れ
た
第
三
次

環
境

基
本

計
画

第
二

部
第

１
章

第
５

節
３

（
４
）
に
お
い
て
「
Ｓ
Ａ
Ｉ
Ｃ
Ｍ
に
沿
っ
て
、

国
際
的
な
観
点

に
立
っ
た
化
学
物
質
管
理
に

取
り
組
み
ま
す

」
と
記
載
し
て
い
ま
す
。
ま

た
、
平
成
２
２

年
に
第
三
次
環
境
基
本
計
画

の
進
捗
状
況
の

第
４
回
点
検
結
果
と
し
て
中

央
環
境
審
議
会

か
ら
閣
議
報
告
さ
れ
た
「
第

三
次
環
境
基
本

計
画
の
進
捗
状
況
・
今
後
の

政
策
に
向
け
た

提
言
に
つ
い
て
」
に
お
い
て

は
、
Ｓ
Ａ
Ｉ
Ｃ

Ｍ
に
沿
っ
た
化
学
物
質
管
理

の
取
組
と
し
て

、
化
学
物
質
審
査
規
制
法
及

び
特
定
化
学
物

質
の
環
境
へ
の
排
出
量
の
把

握
等
及
び
管
理

の
改
善
の
促
進
に
関
す
る
法

律
（
以
下
「
化
管
法
」
と
い
う
。
）
の
見
直
し

を
検
討
し
、
必

要
な
措
置
を
示
す
べ
き
と
さ

れ
て
い
ま
す
。
詳
細
に
つ
い
て
は
、「

第
三
次

環
境
基
本
計
画

の
進
捗
状
況
・
今
後
の
政
策

に
向
け
た
提
言

に
つ
い
て
」
を
御
参
照
く
だ

さ
い
。
見
直
し

に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
中

央
環
境
審
議
会

で
検
討
さ
れ
て
お
り
、
本
計

画
第
２
章
に
お

い
て
、
そ
の
概
要
を
記
載
し

て
い
ま
す
。

 
 ま
た
、
化
学

物
質
に
関
す
る
総
合
的
、
統

(無
視

) 

(無
回
答

) 

(無
回
答

) 

（星川欣孝　別紙15）



一
的
な
法
制
度

等
の
あ
り
方
の
検
討
に
つ
い

て
は
、
関
係
省

庁
が
連
携
を
図
り
な
が
ら
化

学
物
質
関
係
法

令
を
着
実
に
施
行
す
る
と
と

も
に
、
更
に
ど

の
よ
う
な
課
題
が
あ
る
の
か

諸
外
国
の
動
向

を
踏
ま
え
つ
つ
、
様
々
な
関

係
者
と
議
論
を

行
っ
て
い
く
こ
と
が
重
要
と

考
え
て
い
ま
す
。

 
7 

３
頁
上

12
行

目
～

：

「
・
・
市

民
、
労

働
者

、

事
業
者

、
行

政
、

学
識

経
験
者

等
の

様
々

な
主

体
が
参

加
す

る
意

見
交

換
等
の

場
で

あ
る

「
化

学
物
質

と
環

境
に

関
す

る
政
策

対
話

」
の

議
論

を
経
て
、」

 

1)
 ＜

「
化

学
物
質
と
環
境
に
関
す
る
政
策
対
話
」
が

3
月

27
日

に
開

催
さ

れ
た
こ
と
は

伝
え

ら
れ

ま
し
た

。
し

か
し

そ
の

場
に

お
い

て
、

SA
IC

M
国

内
実

施
計

画
の
策
定
に
関

し
て

ど
の

よ
う
な

議
論
が

行
わ

れ
た
か

の
情

報
が
公

表
さ
れ

て
い
ま

せ
ん
。

そ
れ
を
具
体

的
に

国
民

に
伝

え
、

そ
れ

に
基

づ
く

記
述

を
加

え
る

必
要
が

あ
り

ま
す

＞
。

 
2)
＜

 こ
の

会
合

に
お

け
る

厚
生

労
働

省
の

２
件

の
パ

ワ
ー
ポ

イ
ン

ト
資

料
に
は

SA
IC

M
の

言
葉
が

あ
り

ま
せ

ん
。

こ
れ

ら
の

資
料

に
つ

い
て

SA
IC

M
国

内
実
施
計
画

と
の

関
連

で
ど

の
よ

う
な
議

論
が
行

わ
れ

た
か
を

国
民

に
具
体

的
に
伝

え
、
そ

れ
に
基

づ
く
記
述
を

加
え

る
必

要
が

あ
り

ま
す

＞
。

 
3)

 ＜
４
頁

下
14

行
目

～
、

同
頁

下
４

行
目

、
同
頁

下
１
行

目
お

よ
び

５
頁

下
３
行
目
の

該
当

す
る

記
述

も
上

記
の

修
文

に
合

わ
せ

て
修

正
す

る
必
要

が
あ

り
ま

す
＞

。
 

原
案
の
と
お
り
と
し
ま
す
。

 
（
理
由
）

  
本

国
内
実

施
計
画

（
案

）
は
、
「

化
学
物

質

と
環
境
に
関
す
る
政
策
対
話
」
に
お

け
る

議
論

の
内
容
を
踏
ま
え
て
作
成
し
た
も
の
で
す
。

 
ま

た
、
本
年

３
月

に
行

わ
れ

た
第

１
回
「

化

学
物
質
と
環
境
に
関
す
る
政
策
対
話
」
の

御
指

摘
の

資
料

に
つ

い
て

は
、
化
学

物
質

対
策

の
現

状
と

課
題

に
つ

い
て

関
係

省
の

メ
ン

バ
ー

か

ら
現

時
点

で
の

取
組

状
況

と
課

題
に

つ
い

て

説
明
す
る
た
め
に
作
成
さ
れ
た
も
の
で
す
。
こ

れ
も

踏
ま

え
、
そ

の
後

の
議

事
で
、
Ｓ
Ａ

Ｉ
Ｃ

Ｍ
国

内
実

施
計

画
の

構
成

案
や

盛
り

込
む

べ

き
事
項
に
つ
い
て
意
見
交
換
が
あ
り
ま
し
た
。

 
な

お
、
「

化
学

物
質
と

環
境

に
関

す
る
政

策

対
話
」
に
つ

き
ま

し
て

は
、
会
議
、
資
料

、
議

事
録

又
は

議
事

要
旨

を
原

則
公

開
と

し
て

お

り
、
こ
れ

ま
で

の
議

論
の

内
容

に
つ

き
ま

し
て

は
、
環
境

省
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
で

公
開

し
て

い
ま

す
。

 
8 

３
頁
上

19
行

目
～

：

「
本

国
内

実
施

計
画

は
、
環

境
分

野
に

つ
い

1)
 ＜

「
SA

IC
M

に
沿
っ
て
」

SA
IC

M
国

内
実
施

計
画
を

策
定

す
る

場
合

、
最
も
肝
心

な
こ

と
は

SA
IC

M
の

基
本
文

書
で

あ
る

O
PS

第
22

項
の

規
定

に
準

拠
す

る
こ
と
で
す

＞
。

言
い

換
え
る

と
、

SA
IC

M
国

内
実

施
計

画
は

「
法

令
、

ナ
シ

ョ
ナ

ル
・

プ
ロ
フ
ァ

原
案
の
と
お
り
と
し
ま
す
。

 
（
理
由
）

  
包

括
的

方
針

戦
略

第
２

２
パ

ラ
グ

ラ
フ

に

(議
事

録
は

パ
ブ

コ
メ

公
募

時
点

で
未

公
開

) 

(無
視

) 

(無
回
答

) 

（星川欣孝　別紙16）



て
は
・

・
・

、
ま

た
そ

れ
以
外

の
化

学
物

質
管

理
に
関

わ
る

分
野

、
例

え
ば
、

労
働

安
全

衛
生

等
の

分
野

に
つ

い
て

は
、
そ

れ
ぞ

れ
の

政
策

で
実
施

さ
れ

て
い

る
具

体
的
な

施
策

や
今

後
の

方
向
性

を
踏

ま
え

作
成

し
た
も

の
で

あ
り

、
い

わ
ば
包

括
的

な
化

学
物

質
管
理

に
か

か
る

今
後

の
実
施

計
画

と
位

置
づ

け
ら

れ
る

も
の

で
あ

る
。」

 

イ
ル

、
行

動
計
画

、
関
係

者
の

イ
ニ
シ

ア
テ

ィ
ブ
お

よ
び
ギ

ャ
ッ
プ

な
ど
の

既
存
の
要
件

な
ら

び
に

優
先
順

位
、
必

要
性

お
よ
び

状
況

を
適
宜

考
慮
し

、
関
連

す
る
関

係
者
が
参
加

し
て

策
定

す
る
」
（
私
訳
）
必
要
が
あ
り
ま
す
。

 
2)

 ＜
し

か
る
に

、
「
労

働
安

全
衛

生
等

の
分
野

に
つ

い
て

は
、

そ
れ
ぞ

れ
の

政
策
で
実
施

さ
れ

て
い

る
具

体
的

な
施

策
や

今
後

の
方

向
性

を
踏

ま
え
作

成
し

た
も

の
・
・
、」

と
い
う

策
定

方
法

は
、
上

記
の

O
PS

第
22

項
の
規
定
を
全
く
無
視
す
る
も
の
で
す
。
そ
の

論
拠

を
コ

メ
ン

ト
公

募
対

象
文

書
に

加
え

る
必

要
が

あ
り

ま
す
＞

。
 

3)
 ＜

SA
IC

M
に
沿
っ
た

SA
IC

M
国

内
実

施
計
画

は
、
本

来
、

環
境

以
外

の
全
て
の
分

野
も

含
め

て
O

PS
第

22
項
の
規
定
に
則
し
て
包
括
的
に
検
討
し
、
そ
の
結
果

に
基

づ
い

て
包

括
的

な
実
施

計
画
と

し
て

新
た
に

策
定

す
る
必

要
が
あ

り
ま
す

。
そ
う
い
う

手
続
き

や
内

容
の

な
い
コ

メ
ン
ト

公
募

対
象
文

書
の

よ
う
な

実
施
計

画
は
「

包
括
的

な
化
学
物
質

管
理

に
係

る
今

後
の

実
施

計
画

」
の

名
に

値
す

る
も

の
で
な

く
、

不
適

格
で

す
＞
。

 

お
い

て
は
、「

Ｓ
Ａ

Ｉ
Ｃ

Ｍ
国

内
実

施
計

画
は
、

関
連

し
た

関
係

者
の

参
加

に
よ

り
、
適
切

な
場

合
に

は
、
既
存

の
法

令
、
ナ
シ

ョ
ナ

ル
・
プ
ロ

フ
ァ
イ
ル
、
行
動

計
画
、
関
係

者
の

イ
ニ

シ
ア

テ
ィ

ブ
と

格
差
、
優
先

順
位
、
必
要

性
と

状
況

を
考

慮
し

策
定

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
」

と
さ

れ
て
い
ま
す
。

 
 本

国
内

実
施

計
画

の
対

象
範

囲
に

つ
い

て

は
、
Ｓ
Ａ

Ｉ
Ｃ

Ｍ
の

対
象

範
囲

と
同

様
の

範
囲

を
扱
う
こ
と
と
し
て
お
り
、
様
々
な
関
係
者
が

参
加
す
る
意
見
交
換
等
の
場
で
あ
る
「
化

学
物

質
と
環
境
に
関
す
る
政
策
対
話
」
に

お
け

る
議

論
の
結
果
を
反
映
し
た
も
の
で
す
。

 

9 
４

頁
上

４
行

目
～

：

「
SA

IC
M

の
採

択
を

受
け
て
、

平
成

18
年

４
月

に
・

・
「

SA
IC

M
に
沿
っ

て
、

国
際

的
な

観
点
に

立
っ

た
化

学
物

質
管
理

に
取

り
組

む
べ

き
こ
と

」
と

す
る

と
と

も
に
、

同
月

に
、

内
閣

府
、・

・
お

よ
び

環
境

省

か
ら
構

成
さ

れ
る

関
係

省
庁
連

絡
会

議
を

設
置

し
、

SA
IC

M
に

沿
っ

た
国
の

化
学

物
質

管
理

施
策
の

推
進

に
際

し
、

1)
 ＜

SA
IC

M
に

沿
っ

た
国

の
化

学
物

質
管

理
施

策
の

推
進

の
た

め
に

設
置

さ
れ

た

SA
IC

M
関

係
省

庁
連

絡
会

議
が

国
民

に
非

公
開
で

あ
る
こ

と
は

、
SA

IC
M

の
理
念

に
反

す
る

不
適

切
な
措

置
で
す

。
行

政
関
係

者
は

認
識
を

抜
本
的

に
改
め

る
必
要

が
あ
り
ま
す

＞
。

 
2)

 ＜
SA

IC
M

国
内

実
施

計
画
の

策
定

に
関
与
し

て
い

る
行
政

府
の

担
当

官
、
産
業

界
、
学
界

、
民
間
団
体
、
そ
の
他
の
関
係
者
に
欠
落
し
て
い
る
の
は
、
日
本
を
取
り
巻

く
各
国
の
化
学
物
質
管
理
制
度
の
現
況
が
ど
の
よ
う
に
な
っ
て
い
る
か
、

SA
IC

M
に

関
す
る
国
際
機
関
の
活
動
は
ど
の
よ
う
な
方
向
を
指
向
し
て
い
る
か
、
そ
れ
ら
に
対
し

て
日
本
は
ど
の
よ
う
に
行
動
す
る
べ
き
か
に
つ
い
て
十
分
な
意
見
交
換
を
行
い
、
そ
れ

に
よ

っ
て

関
係

者
間

に
対

策
の

検
討

に
必

要
な
共

通
認

識
を

形
成

す
る

手
続

き
の

重

要
性
に
対
す
る
認
識
で
す
。
そ
の
よ
う
な
認
識
の
欠
落
を
裏
付
け
る
一
つ
の
証
拠
は
、

SA
IC

M
関
係

省
庁
連
絡
会

議
を
国
民
に
非

公
開
と

し
、
「
化
学
物
質
と

環
境
に
関
す

る
政
策
対
話

」
の
議
事
録
を
コ
メ
ン
ト
公
募
時
点
で
公
開
し
て
い
な
い
こ
と
で
す
。
こ

れ
ら
の
非
公
開
に
つ
い
て
は
い
ず
れ
も
正
当
な
理
由
は
見
当
た
ら
ず
、
コ
メ
ン
ト
公
募

対
象
文
書
に
こ
れ
ら
に
関
す
る
記
述
を
加
え
て
パ
ブ
リ
ッ
ク
・
コ
メ
ン
ト
手
続
き
を
設

原
案
の
と
お
り
と
し
ま
す
。

 
（
理
由
）

  
第
１
回
「
化
学

物
質

と
環

境
に

関
す

る
政

策
対

話
」
の
議
事
録
に

つ
き

ま
し

て
は
、
環
境

省
ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
開
し
て
い
ま
す
。

 
ま
た
、
Ｓ

Ａ
Ｉ

Ｃ
Ｍ

関
係

省
庁

連
絡

会
議

に

つ
き
ま
し
て
は
、
資
料
及
び
議
事
要
旨
に
つ
い

て
は

会
合

後
に

原
則

公
表

と
し

て
い

る
と

こ

ろ
で
す
。

 

(無
回
答

) 

(無
回
答

) 

（星川欣孝　別紙17）



関
係
省

庁
間

の
連

絡
調

整
の
円

滑
化

を
図

っ
て

い
る
。
」

 

定
し
直
す
必
要
が
あ
り
ま
す
＞
。

 

10
 

４
頁
上

10
行

目
～

：

「
SA

IC
M

に
沿

っ
た

我
が
国

の
こ

れ
ま

で
の

主
な

取
組

み
と

し
て

は
、
化

学
物

質
の

審
査

及
び
製

造
等

の
規

制
に

関
す
る

法
律

・
・

の
見

直
し
（
平
成

23
年

度

全
面
施

行
）

等
を

行
っ

た
。」

 

1)
 ＜

化
学
物

質
審

査
規

制
法

お
よ

び
化

学
物

質
(排

出
把
握

)管
理
促
進
法
の
改

正
は

、
実

質
的

に
は
「

SA
IC

M
に

沿
っ

た
取

組
み

」
に

該
当
す

る
も
の

で
は

あ
り

ま
せ

ん
。

W
SS

D
の

20
20

年
目

標
の
達

成
と

い
う

看
板

を
形

式
的
に

掲
げ
て

い
ま

す
が

、
そ

れ
ら
の
見
直

し
の

視
点
と

SA
IC

M
の

O
PS

や
G

PA
と

の
関
連

性
を
具

体
的

に
検

討
し

た
形
跡
は
あ

り
ま

せ
ん

。
少
な

く
と
も

、
そ

れ
ら
の

見
直

し
が
現

行
法
の

定
期
的

な
見
直

し
の
一
環
と

し
て

行
わ

れ
た

こ
と

を
明

記
し

て
お

く
必

要
が

あ
り

ま
す
＞

。
 

2)
 ＜

12
頁
上

18
行

目
の

化
学

物
質

審
査

規
制

法
お

よ
び
化

学
物

質
(排

出
把

握
)管

理
促

進
法

の
改

正
に
関

す
る

「
SA

IC
M

に
沿

っ
た

我
が

国
の

こ
れ

ま
で

の
取

組
み

」
に
つ
い

て
も

、
同

様
に

そ
の

名
に

値
し

な
い

の
で

、
修

正
す

る
必
要

が
あ

り
ま

す
＞

。
 

3)
 ＜

本
文

書
に
お
い
て
「

SA
IC

M
に

沿
っ

た
我
が

国
の
こ

れ
ま

で
の

取
組

み
」
は
き
わ

め
て

重
要

で
あ
り

ま
す
。

化
学

物
質
審

査
規

制
法
と

化
学
物

質
排
出

把
握
管
理
促
進
法
の

改
正

以
外

の
そ
の

よ
う
な

取
組

み
を
「

・
・

等
」
で

一
括
し

て
処
理

す
る
の
は
不
適
切
で

す
。
SA

IC
M

国
内

実
施

計
画

を
策

定
す

る
前

に
行
っ

て
い
た

と
判

断
さ

れ
る

SA
IC

M
に

沿
っ

た
取

組
み

は
全

て
個

別
に

明
示

す
る

必
要

が
あ

り
ま
す

＞
。

 

原
案
の
と
お
り
と
し
ま
す
。

 
（
理
由
）

  
平

成
２

２
年

に
第

三
次

環
境

基
本

計
画

の

進
捗

状
況

の
第

４
回

点
検

結
果

と
し

て
中

央

環
境

審
議

会
か

ら
閣

議
報

告
さ

れ
た
「
第

三
次

環
境
基
本
計
画
の
進
捗
状
況
・
今
後
の
政
策
に

向
け
た
提
言
に
つ
い
て
」
に
お
い

て
は
、
Ｓ
Ａ

Ｉ
Ｃ

Ｍ
に

沿
っ

た
化

学
物

質
管

理
の

取
組

と

し
て
、
化
審
法
及
び
化
管
法
の
見
直
し
を
検
討

し
、
必
要

な
措

置
を

示
す

べ
き

と
さ

れ
て

い
ま

す
。

 
そ

の
他

の
Ｓ

Ａ
Ｉ

Ｃ
Ｍ

に
沿

っ
た

化
学

物

質
管
理
の
取
組
と
し
て
は
、
ア
ジ
ア
太
平
洋
地

域
に

お
け

る
Ｓ

Ａ
Ｉ

Ｃ
Ｍ

実
施

に
つ

い
て

主

導
的

な
役

割
の

実
践
、
Ｊ

-Ｃ
Ｈ

Ｅ
Ｃ

Ｋ
の

拡
充

等
、
子
ど

も
の

健
康

と
環

境
に

関
す

る
全

国
調

査
（
エ
コ
チ
ル
調
査
）
が
示
さ
れ
て
お
り
、
こ

れ
ら
の
取
組
に
つ
い
て
は
、
本
計
画
の
第
２
章

に
記
載
し
て
い
ま
す
。
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４
頁
下

11
行

目
～

：

「
SA

IC
M

国
内

実
施

計
画

の
策

定
は

、

SA
IC

M
に

沿
っ

た
化

学
物
質

管
理

施
策

に
係

る
関
係

省
庁

の
連

携
に

資
す
る

と
と

も
に

、
我

が
国
の

取
組

状
況

を
国

1)
 ＜

SA
IC

M
国

内
実

施
計

画
策

定
の

第
一

の
意
義

が
「
関

係
省

庁
の

連
携

に
資
す
る
こ

と
」

に
あ

る
と

い
う

SA
IC

M
関

係
省

庁
連

絡
会

議
の

認
識

は
、

O
PS

が
規

定
す

る

SA
IC

M
の

必
要

性
や

目
的
を

全
く

無
視

す
る

も
の

で
す

。
＜

政
府

部
内

で
連

携
し
て
仕

事
を

す
る

の
は
当
た
り
前
の
こ
と
で
、
そ
の
上
で

SA
IC

M
の
命
題
に
対
し
て

国
と

し
て

何
を

実
現

す
る

か
が

応
え

る
べ

き
事

項
で

あ
り

、
任

務
で
す

＞
。

 
2)

 ＜
「

SA
IC

M
に

沿
っ
た

」
国
内

実
施

計
画

策
定

の
目
的

は
、

O
PS

に
規
定
さ
れ
る
①

リ
ス

ク
削

減
、
②

知
識
・

情
報

、
③
統

治
、

④
管
理

能
力
強

化
お
よ

び
⑤
不

法
な
国
際
交

易
の

視
点

か
ら
体

系
的
か

つ
包

括
的
に

現
状

分
析
を

行
い
、

改
善
す

べ
き
課

題
を
包
括
的

本
国

内
実

施
計

画
の

目
的

に
つ

い
て

は
第

１
章
１
．
に
示
し
て
い
ま
す
が
、
御
指
摘
を
踏

ま
え
、
よ
り

明
確

に
す

る
観

点
か

ら
、
第

１
章

１
．
４
ペ

ー
ジ

第
５

段
落

に
以

下
の

と
お

り
追

記
し
ま
す
。

 
 

「
（
略

）
Ｓ
Ａ

Ｉ
Ｃ

Ｍ
関

係
省

庁
連

絡
会

議
は
、

Ｗ
Ｓ

Ｓ
Ｄ

２
０

２
０

年
目

標
の

達
成

に
向

け

(無
回
答

) 

(安
衛

法
、

毒
劇

法
、

そ
の

他
に

も
あ

る
は

ず
) 

(無
回

答

 

（星川欣孝　別紙18）



内
外

の
関

係
者

に
示

し
、
関

係
者

の
取

組
み

を
確
実

に
実

施
す

る
上

で
有
益

で
あ

る
と

の
認

識
の
下
、」

 

に
実

行
し

て
社

会
の

管
理

能
力

を
強

化
し

全
体

と
し

て
W

SS
D

20
20

年
目

標
の
達
成
に

寄
与

す
る

こ
と

で
す

＞
。

 
3)

 ＜
そ

れ
ゆ
え

、
「
関

係
省

庁
の

連
携

に
資
す

る
」

こ
と

を
第

一
義
と

す
る

よ
う
な
目
的

を
取

り
違

え
た

SA
IC

M
国

内
実

施
計

画
を

「
国
内

外
の
関

係
者

に
示

す
こ

と
」
は
、
日

本
の

関
係

者
の
無

理
解
さ

・
不

誠
実
さ

を
内

外
に
自

ら
露
呈

す
る
愚

か
な
行

為
で
あ
り
、

国
際

的
に

失
笑
を

買
う
も

の
で

す
。
そ

れ
ゆ

え
、
策

定
手
続

き
の
構

築
か
ら

根
本

的
に
改

め
て

仕
切

り
直

す
必

要
が

あ
り

ま
す

＞
。

 

た
我

が
国

の
今

後
の

戦
略

を
示

す
Ｓ

Ａ
Ｉ

Ｃ

Ｍ
国

内
実

施
計

画
の

策
定

作
業

を
進

め
、

今

般
、

本
国

内
実

施
計

画
を

取
り

ま
と

め
た
。
」
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４
頁

下
５

行
目

～
：

「
SA

IC
M

関
係

省
庁

連
絡
会

議
は

、
包

括
的

方
針
戦
略

の
第

22
パ

ラ
グ

ラ
フ

を
踏

ま
え

、

（
1）

関
係

者
の

参
加

を

確
保

す
る

と
と

も
に

、

（
2）

国
内

に
お

け
る

既

存
の
関

連
計

画
に

つ
い

て
考
慮

す
る

こ
と

と
し

た
。」

 

1)
 ＜

「
SA

IC
M

関
係

省
庁

連
絡

会
議

は
、・

・
・
関

連
計
画

に
つ

い
て

考
慮

す
る
こ
と
に

し
た
。
」
と

い
う
行
政
の
一
方
的
な
判
断
は
、
そ
の
適
切
性
や
妥
当
性
を
裏
付
け
る

論
拠

を

国
民

に
伝

え
、

そ
れ

に
基

づ
く

記
述

を
加

え
る

必
要

が
あ
り

ま
す

＞
。

 
2)

 ＜
O

PS
第

22
項

の
規

定
は

「
法

令
、

ナ
シ

ョ
ナ

ル
・
プ

ロ
フ

ァ
イ

ル
、

行
動
計
画
、

関
係

者
の

イ
ニ

シ
ア

テ
ィ

ブ
お

よ
び

ギ
ャ

ッ
プ

な
ど

の
既

存
の

要
件

な
ら

び
に

優
先

順

位
、
必
要

性
お

よ
び

状
況

を
適

宜
考

慮
す

る
 (
私
訳

)」
と

な
っ

て
い

ま
す

。
そ
の

中
か

ら

既
存

の
「

行
動
計

画
」
だ

け
を

取
り
上

げ
る

こ
と
に

関
し
＞

、
と
り

わ
け
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・

プ
ロ

フ
ァ

イ
ル
な

ど
他
の

事
項

を
取
り

上
げ

な
い
論

拠
を
国

民
に
伝

え
、
＜
そ
れ

に
基
づ

く
記

述
を

加
え

る
必

要
が

あ
り

ま
す

＞
。

 

原
案
の
と
お
り
と
し
ま
す
。

 
（
理
由
）

  
包

括
的

方
針

戦
略

第
２

２
パ

ラ
グ

ラ
フ

で

は
「
Ｓ

Ａ
Ｉ

Ｃ
Ｍ

国
内

実
施

計
画

は
、
関

連
し

た
関

係
者

の
参

加
に

よ
り

、
適

切
な

場
合

に

は
、
（

中
略

）
必

要
性
と

状
況

を
考

慮
し

策
定

す
る

こ
と

が
で

き
る
。
」
と
さ

れ
て

い
る

た
め
、

関
係

者
の

参
加

を
確

保
す

る
と

と
も

に
、
必
要

性
を

考
慮

し
、
国
内

に
お

け
る

既
存

の
関

連
計

画
に
つ
い
て
考
慮
す
る
こ
と
し
ま
し
た
。

 
な

お
、
本
国

内
実

施
計

画
は
、
我
が

国
の

既

存
の
法
令
、
化
学
物
質
の
管
理
に
係
る
ナ

シ
ョ

ナ
ル
・
プ
ロ

フ
ァ

イ
ル

等
を

踏
ま

え
つ

つ
、
作

成
し
て
い
ま
す
。
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５
頁
下
１

行
目

～
：「

第

四
次
環

境
基

本
計

画
で

は
扱
わ

れ
て

い
な

い
範

囲
 (
例

：
労

働
安

全
衛

生
、
家

庭
用

品
の

安
全

対
策
、

シ
ッ

ク
ハ

ウ
ス

 
(室

内
空

気
汚

染
) 
対

策
) 
に
つ

い
て

は
、」

 

1)
 ＜

SA
IC

M
国

内
実

施
計

画
に

お
い

て
は

第
四
次

環
境
基

本
計

画
で

は
扱

わ
れ
て
い
な

い
範

囲
」

を
一
部

の
例
示

だ
け

に
留
め

る
記

述
は
不

適
切
で

す
。
＜

農
薬
の

場
合
を
含
め

て
、

全
て

の
該
当

す
る
分

野
・

取
組
み

を
明

記
し
、

そ
れ
ら

の
費
用

対
効
果

を
考
慮
し
て

優
先

順
位

を
検

討
す

る
必

要
が

あ
り

ま
す

＞
。

 

原
案
の
と
お
り
と
し
ま
す
。

 
（
理
由
）

  
本
計
画
案
の
対
象
範
囲
に
つ
い
て
は
、
Ｓ
Ａ

Ｉ
Ｃ

Ｍ
の

対
象

範
囲

と
同

様
の

範
囲

を
扱

う

こ
と

と
し

て
お

り
、
様
々

な
関

係
者

が
参

加
す

る
意
見
交
換
等
の
場
で
あ
る
「
化
学

物
質

と
環

境
に
関
す
る
政
策
対
話
」
に
お

け
る

議
論

の
結

果
を
反
映
し
た
も
の
で
す
。
具
体
的
な
分
野
・

取
組

に
つ

い
て

は
、
第
３

章
を

御
参

照
く

だ
さ

(無
回
答

) 

(無
回
答

) 

(日
本

の
ナ

シ
ョ

ナ
ル

・
プ

ロ
フ

ァ
イ

ル
は

未
完

成
の

不
適
格

文
書

) 

(無
回
答

) 

（星川欣孝　別紙19）



い
。
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８
頁
上
４

行
目
：「

詳
細

は
付

属
資

料
３

を
参

照
」
に
つ

い
て

 

1)
＜

 3
0

頁
の

付
属

資
料

３
の

頭
書
き

に
は

「
化
学

物
質
の

管
理
に

係
る

ナ
シ
ョ
ナ
ル
・

プ
ロ

フ
ァ

イ
ル
（

平
成

15
年

10
月

）
を
元

に
作
成

」
と

あ
り

ま
す

。
そ

し
て

コ
メ
ン
ト

公
募

対
象

文
書
の
参
考
資
料
に
よ
る
と
、
こ
の

ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
は

SA
IC

M
基

本
文
書
の

G
PA

が
最
初

に
規

定
す

る
、

国
内
実

施
計
画

に
記

載
す

べ
き

課
題
を
設
定

す
る

た
め

の
ナ

シ
ョ

ナ
ル

・
プ

ロ
フ

ァ
イ

ル
で

あ
る

こ
と
に

な
っ

て
い

ま
す

＞
。

 
2)

 ＜
し
か

し
＞

こ
れ

に
関

し
て

2
つ

の
誤
り

が
あ
り

ま
す
。

一
つ

は
＜

平
成

15
年
に
公

表
さ

れ
た

ナ
シ
ョ

ナ
ル
・

プ
ロ

フ
ァ
イ

ル
は

「
ギ
ャ

ッ
プ
を

特
定
し

、
実
施

課
題
に
優
先

順
位

付
け

を
す
る

た
め
の

化
学

物
質
管

理
の

現
状
分

析
を
全

く
行
っ

て
い
な

い
」
た
め
、

G
PA

が
規

定
す
る

ナ
シ

ョ
ナ

ル
・
プ
ロ

フ
ァ

イ
ル
に

相
当
す

る
も

の
で

は
あ

り
ま
せ
ん
＞

 
(星

川
他

, 2
00

5a
, 2

00
5b

, 2
00

6a
)。

 
3)

 ＜
二

つ
目
＞

の
誤

り
＜

は
、「

法
令

、
ナ
シ

ョ
ナ

ル
・

プ
ロ

フ
ァ
イ

ル
、

行
動
計
画
、

関
係

者
の

イ
ニ

シ
ア

テ
ィ

ブ
お

よ
び

ギ
ャ

ッ
プ

な
ど

の
既

存
の

要
件

な
ら

び
に

優
先

順

位
、
必

要
性

お
よ

び
状

況
を

適
宜

考
慮

す
る

」
と

い
う

O
PS

第
22

項
の

規
定
に
対
し
て
、

平
成

15
年

の
ナ

シ
ョ

ナ
ル

・
プ

ロ
フ

ァ
イ

ル
に
言

及
し
な

い
で

既
存

の
「

行
動
計
画
」

だ
け

を
考

慮
し
て
行
う
実
施
計
画
の
策
定
は
、
上
記

1)
の

記
述
に

照
ら

し
て

妥
当
性
に
欠

け
る

こ
と

に
な

り
ま

す
＞

。
 

4)
 ＜

SA
IC

M
関

係
省
庁

連
絡

会
議

が
実

質
的

に
「

SA
IC

M
に

沿
っ
た

」
化

学
物
質
管

理
施

策
の

推
進
を

目
指
す

の
で

あ
れ
ば

、
関

係
者
が

実
質
的

に
参
画

す
る
仕

組
み
の
下
で

「
SA

IC
M

に
沿

っ
た

」
ナ
シ

ョ
ナ

ル
・

プ
ロ

フ
ァ

イ
ル

を
策

定
し

、
そ

れ
に
基
づ
い
て

国
内

実
施

計
画
を

策
定
す

る
こ

と
が
必

須
条

件
で
す

。
こ
の

観
点
か

ら
も
コ

メ
ン
ト
公
募

対
象

文
書

の
文

案
を

全
面

的
に

書
き

直
す

必
要

が
あ

り
ま
す

＞
。

 

付
属

資
料

は
意

見
募

集
の

対
象

で
は

あ
り

ま

せ
ん

が
、
今
後

の
施

策
の

検
討

の
参

考
と

さ
せ

て
い
た
だ
き
ま
す
。

 

21
 

12
頁
上

14
行

目
～

：

「
化
学

物
質

を
幅

広
く

取
り
扱

う
主

な
法

律
と

し
て
、

我
が

国
で

は
①

化
学
物

質
審

査
規

制
法

お
よ
び

②
化

学
物

質
排

出
把
握

管
理

促
進

法
が

制
定

さ
れ

て
お

1)
 ＜

「
化

学
物
質
の
包
括
的
な
管
理

」
と

は
、

５
頁

下
１
行

目
の

「
SA

IC
M

の
対
象
範

囲
の

う
ち

第
四
次

環
境
基

本
計

画
で
は

扱
わ

れ
て
い

な
い
範

囲
」
を

も
含
め
た
範
囲
を
管

理
の

対
象

と
す
る

の
が
国

際
的

な
慣
例

で
あ

り
ま
す

。
＜
し

た
が
っ

て
一
般
環
境
経
由
の

影
響

だ
け

を
対
象
と
す
る
法
律
や

PR
TR

制
度
な
ど

特
定
の

制
度

だ
け

を
対

象
と
す
る
法

律
を

「
包

括
的
な

管
理
」

の
法

律
に
分

類
す

る
の
は

基
本
的

に
誤
り

で
す
。

該
当
す
る
記

述
は

適
正

に
修

文
す

る
必

要
が

あ
り

ま
す

＞
。

 
2)

 ＜
し

か
し
＞

＜
こ

れ
ら

の
法

律
の

運
用

に
お

い
て

、
法

律
に

規
定

が
な

い
に

も
拘
ら

ず
、

現
に

「
化
学

物
質
の

包
括

的
な
管

理
」

を
行
っ

て
い
る

と
い
う

こ
と
で

あ
れ
ば
、
そ

原
案
の
と
お
り
と
し
ま
す
。

 
（
理
由
）

  
御

指
摘
の

第
２

章
２
．
に
お

い
て

は
、
化

学

物
質

審
査

規
制

法
及

び
化

学
物

質
排

出
把

握

管
理
促
進
法
は
、
化
学
物
質
を
幅
広
く
取
り
扱

う
主
な
法
律
と
し
て
記
載
し
て
い
ま
す
。

 
  

(無
回
答

) 

(無
回
答

) 

(無
回
答

) 

(基
本
的
に
認
識
の
誤
り

) 

（星川欣孝　別紙20）



り
、・

・
・
化

学
物
質

の

包
括
的

な
管

理
を

進
め

て
い
る
。」

 

の
運

用
を

改
め

る
必

要
が
あ
り
ま
す

＞
。

 
3)

 ＜
22

頁
下

15
行

目
の
「
・
・
か

ら
導

入
さ

れ
た

包
括
的

な
化

学
物

質
管

理
制
度
・
・
」

の
記

述
に

つ
い

て
も

同
様

に
修

文
す

る
必

要
が

あ
り

ま
す
＞

。
 

ま
た
、
１
４
ペ
ー
ジ
に
記
載
し
て
い
る
と
お

り
、
化

学
物

質
審

査
規

制
法
、
化
学

物
質

排
出

把
握

管
理

促
進

法
に

限
ら

ず
、
自
主

的
取

組
手

法
、
情
報

的
手

法
、
規
制

的
手

法
等

、
様

々
な

対
策

手
法

を
組

み
合

わ
せ

た
包

括
的

な
ア

プ

ロ
ー

チ
に

よ
り

リ
ス

ク
管

理
に

取
り

組
む

必

要
が
あ
る
と
考
え
て
お
り
、
本
計
画
で
は
Ｓ
Ａ

Ｉ
Ｃ

Ｍ
の

対
象

範
囲

に
つ

い
て

主
な

取
組

を

記
載
し
て
い
ま
す
。

 
な
お
、
平
成
２
１
年
に
は
化
学
物
質
審
査
規

制
法
を
改
正
し
、
包
括
的
な
化
学
物
質
管
理
制

度
の
構
築
を
目
指
し
、
既
存
化
学
物
質
を
含
め

た
全

て
の

一
般

用
途
（

工
業

用
途
）
の
化

学
物

質
を
届
出
の
対
象
と
し
て
い
ま
す
。
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12

頁
の
第

2
章
第

2
項
：
化

学
物

質
の

管
理

に
係
る

取
組

状
況

と
課

題
を
（

1）
リ
ス

ク
の

評

価
、
（

2）
リ

ス
ク

の
管

理
、
（

3）
安

全
・

安
心

の
一
層

の
確

保
お

よ
び

（
4）

国
際

的
な

課
題

へ

の
対
応

の
観

点
か

ら
記

述
す
る
こ

と
に

つ
い

て
 

1)
 ＜

「
SA

IC
M

に
沿
っ
た
」
国
内
実
施
計
画
の
目
的
は
＞
、
意
見

7.
で

指
摘
し
た
よ
う

に
、
＜

O
PS

に
規
定

さ
れ

る
①

リ
ス

ク
削

減
、
②
知

識
・
情

報
、
③

統
治

、
④
管
理
能
力

強
化

お
よ

び
⑤
不

法
な
国

際
交

易
の
視

点
か

ら
体
系

的
に
現

状
分
析

を
行
い

、
現
行
の
制

度
・

仕
組

み
や
取

組
み
に

認
め

ら
れ
る

ギ
ャ

ッ
プ
、

重
複
、

非
効
率

を
改
善

す
る
課
題
を

包
括

的
に

優
先
順

位
付
け

し
、

そ
れ
を

計
画

的
に
実

行
し
て

社
会
の

管
理
能

力
を
強
化
し

て
W

SS
D

20
20

年
目

標
の

全
体

的
な

達
成

に
寄
与

す
る
こ

と
で

す
＞

。
政

府
だ
け
の
取

組
み

を
部

分
的
に

取
り
上

げ
て

作
成
す

る
程

度
の
計

画
で
は

あ
り
ま

せ
ん
。

＜
国
を
構
成

す
る

全
て

の
セ

ク
タ

ー
の

取
組

み
を

体
系

的
に

整
理

し
て

記
述

す
る

必
要

が
あ

り
ま

す

＞
。

 
2)

 こ
の
こ

と
は

＜
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・
プ
ロ
フ
ァ
イ
ル
に
お
い
て
も
同
様
で
あ
り
、
こ
の

点
か

ら
も

平
成

15
年

の
ナ

シ
ョ

ナ
ル

・
プ

ロ
フ

ァ
イ
ル

が
そ
の

名
に

値
し

な
い

＞
も
の
で
あ

る
こ

と
は

明
白

で
あ

り
ま

す
。

 
3)

 そ
れ
に

対
し
て
、

＜
SA

IC
M

関
係

省
庁

連
絡
会

議
が
設

定
し

た
左

記
の

観
点
の
現
状

分
析

で
は
、

O
PS

が
指

向
す

る
社

会
の

化
学

物
質
管

理
能
力

の
向

上
を

目
指

す
現
状
分
析

は
実

施
で

き
ま

せ
ん

。
O

PS
の

視
点

を
用

い
ず

、
左

記
の
よ

う
な

観
点

が
社

会
の
管
理
能

力
強

化
の

た
め
に

適
切
で

あ
る

と
考
え

る
論

拠
＞
を

国
民
に

知
ら
せ

、
そ
れ

に
基
づ
く
記

原
案
の
と
お
り
と
し
ま
す
。

 
（
理
由
）

  
本
計
画
の
う
ち
環
境
分
野
に
係
る
記
述
は
、

平
成

２
４

年
に

閣
議

決
定

さ
れ

た
第

四
次

環

境
基
本
計
画
を

踏
ま

え
つ

つ
、
具
体

的
な

施
策

を
盛
り
込
ん
で
い
ま
す
。

 
こ
の
た
め
、
第
２
章
２

.は
、
第
四
次
環
境

基

本
計
画
の

重
点

分
野

の
一

つ
で

あ
る
「
包

括
的

な
化

学
物

質
対

策
の

確
立

と
推

進
の

た
め

の

取
組
」
の
構
成
を
参
考
に
記
述
し
て
い
ま
す
。

 

(基
本

的
に

認
識

の
誤

り
) 

(無
回
答

) 

(無
視

) 

（星川欣孝　別紙21）



述
＜

を
加

え
る
必
要
が
あ
り
ま
す
＞

。
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12
頁
下

14
行

目
～

：

「
ま
た
、

平
成

24
年

に
は
「

化
学

品
の

分
類

お
よ
び

表
示

に
関

す
る

世
界

調
和

シ
ス

テ
ム

 
(G

H
S)
」

の
導

入
を

目

的
と
し

て
安

全
デ

ー
タ

シ
ー

ト
 (

SD
S)

 制
度

を
改
正
し

た
。」

 

1)
 S

D
S

制
度

は
最

近
の

改
正

で
部

分
的

に
適

正
化

さ
れ

ま
し

た
。

し
か

し
＜

政
府

の

G
H

S
へ

の
対

応
は

＞
こ
れ
ま
で
限
定
的
で
、
＜

不
十

分
な
も

の
で

す
＞
。
例
え

ば
、
①
＜

SD
S
制

度
が
労

働
安

全
衛

生
法

、
化

学
物

質
(排

出
把

握
)管

理
促

進
法

お
よ

び
毒
物
劇
物

取
締

法
に

分
散
し

て
い
る

こ
と

＞
を
一
本
化
せ
ず
、

②
＜
各

種
規
制

法
に
お

け
る
危
険
有

害
物

質
の

指
定
基
準
を

G
H

S
に
整
合
さ
せ
る
こ
と

＞
も
せ
ず
、
し
か
も
③
国
際

協
調

活

動
で

策
定

さ
れ

た
G

H
S
文

書
に

明
示

さ
れ

る
＜

G
H

S
実

施
の
期

待
効

果
を

考
慮
し
て
い

な
い

た
め

、
事

業
者

、
消

費
者

等
の

当
事

者
に

不
利

な
状
況

を
招

い
て

い
ま

す
＞
。

 
2)

 ＜
そ

れ
ゆ
え

、
SD

S
制

度
が

３
つ

の
法

律
に
分

散
す

る
非
効

率
の

解
消

や
各
種
規
制

法
の

危
険

有
害

物
指

定
基

準
の

G
H

S
へ
の
整
合
化
は
、

SA
IC

M
国

内
実
施

計
画
の
中
核

的
な

実
施

課
題

に
位

置
付

け
て

取
り

組
む

必
要

が
あ

り
ま
す

＞
 (
星
川
他

, 2
00

6b
)。

 

危
険
有
害
性
情
報
の
伝
達
に
つ
い
て
は
、
本

計
画

第
３

章
２
．
（

４
）

に
お

い
て

「
有

害
性

情
報

の
表

示
等

消
費

者
へ

の
情

報
提

供
を

含

め
、
サ
プ

ラ
イ

チ
ェ

ー
ン

に
お

け
る

化
学

物
質

含
有

情
報

の
伝

達
の

た
め

の
枠

組
み

の
整

備

や
中

小
企

業
へ

の
支

援
等

に
取

り
組

む
」
こ
と

と
し
て
お
り
、
ま
た
、
御
意
見
を
踏
ま
え
、
第

３
章

２
．
（

４
）

２
６
ペ

ー
ジ

第
２

段
落

に
以

下
の
下
線
部
を
追
記
す
る
こ
と
と
し
、
今
後
取

組
を
進
め
て
い
き
ま

す
。

 
 

「
サ

プ
ラ

イ
チ

ェ
ー

ン
に

お
け

る
労

働
者

保

護
、
消

費
者

保
護
、
環
境

保
全

の
観

点
を

含
め

た
統
一
的
な
危
険
有
害
性
情
報
の
伝
達
・
提
供

等
の

進
め

方
に

つ
い

て
、
サ
プ

ラ
イ

チ
ェ

ー
ン

の
グ

ロ
ー

バ
ル

化
や

化
学

物
質

の
危

険
有

害

性
情

報
の

促
進

等
に

関
す

る
国

際
動

向
へ

の

対
応
を
考
慮
し
つ
つ
、
検
討
す
る
」
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13

頁
上

１
行

目
～

：

「
新
た

に
製

造
・

輸
入

さ
れ

る
一

般
用

途
 (
工

業
用

) 
の

化
学

物
質

に

つ
い
て

は
、

化
学

物
質

審
査

規
制

法
に

基
づ

き
、
事

業
者

に
よ

る
届

出
を
国

が
事

前
に

審
査

し
、
必

要
に

応
じ

て
規

制
措

置
を

講
じ

て
い

る
。・

・
・

」
 

1)
 ＜

日
本

で
は
新
規
化
学
物
質
お
よ
び
既
存
化
学
物
質
に
つ
い
て
、
類
似

し
た

届
出
・
評

価
制

度
が

労
働
安

全
衛
生

法
に

基
づ
い

て
別

個
に
行

わ
れ
て

い
る
実

態
を
記

述
し
て
お
く

必
要

が
あ

り
ま

す
＞

。
 

2)
 ＜

一
方

、
消
費
者
安
全
の
分
野
、
火
災
爆
発
防
止
の
分
野
に
つ
い
て
は
、
事
前

審
査

制

度
な

ど
の

必
要

性
に

つ
い

て
記

述
し

て
お

く
必

要
が

あ
り
ま

す
＞

。
 

3)
 そ

し
て

、
＜

意
見

13
.の

SD
S
制
度
も
含
め
て
、
重
複
す
る
類
似
制
度
を
統

合
し

て
整

理
し

、
抜

け
た
分

野
を
埋

め
て

、
よ
り

効
率

的
な
ハ

ザ
ー
ド

評
価
、

曝
露
評

価
、
リ
ス
ク

評
価

を
一

元
的
に

行
い
う

る
包

括
的
か

つ
効

率
的
な

制
度
・

仕
組
み

に
改
め

る
必
要
が
あ

り
ま

す
。

＜
そ
の
よ
う
な
改
善
課
題
を

SA
IC

M
国

内
実
施

計
画

の
中

核
に

位
置
付
け
て

実
施

計
画

案
を

作
り

直
す

必
要

が
あ

り
ま

す
＞

。
 

既
存

化
学

物
質

に
関

す
る

労
働

安
全

衛
生

法
の

リ
ス

ク
評

価
に

つ
い

て
は

、
第

３
章

２
．

（
１
）
１
３
ペ
ー
ジ
第
３
段
落
に
記
載
し
て
い

ま
す
。
新
規
化
学
物
質
の
状
況
に
つ
い
て
は
、

以
下
の
下
線
部
を
追
記
し
ま
す
。

 
 「

職
場

に
お

け
る

労
働

者
の

安
全

と
健

康
の

確
保
の
観
点
か
ら
は
、
労
働
安
全
衛
生
法
に
よ

り
、
新

規
化

学
物

質
に

つ
い

て
は

製
造
・
輸
入

事
業

者
に

対
し

て
有

害
性

の
調

査
及

び
調

査

結
果
の
届
出
を
義
務
付
け
、
国
は
調
査
結
果
に

(無
回
答

) 

(無
回
答

) 

（星川欣孝　別紙22）



つ
い
て
学
識
経
験
者
か
ら
意
見
を
聴
取
し
、
必

要
に

応
じ

労
働

者
の

健
康

障
害

防
止

措
置

に

つ
い
て
指
導
を
行
っ
て
い
る
。
ま
た
、
既
存
化

学
物
質
に
つ
い
て
は
、
労
働
安

全
衛

生
法

に
基

づ
く

事
業

者
か

ら
の

有
害

物
ば

く
露

作
業

報

告
（
以
下
略
）」

 
ま

た
、

化
学

物
質

審
査

規
制

法
に

つ
い

て

は
、

第
２

章
２
．
（

１
）

１
３

ペ
ー

ジ
第

１
段

落
に

記
載

し
て

い
ま

す
。
火
災

爆
発

防
止

の
分

野
に
つ
い
て
は
、
例
え
ば
消
防
法
に
お
い
て
、

危
険

物
（
火

災
危

険
性

を
有

す
る

物
質
）
を
貯

蔵
し
、
又
は
取
り
扱
う
場
合
の
事
前
許
可
又
は

承
認

に
つ

い
て

規
定

さ
れ

て
い

る
と

こ
ろ

で

す
。
消
費

者
安

全
の

分
野

に
お

け
る

事
前

審
査

制
度

な
ど

の
必

要
性

に
つ

い
て

の
御

意
見

の

趣
旨

は
、
今
後

の
施

策
の

参
考

と
さ

せ
て

い
た

だ
き
ま
す
。

 
化
学
物
質
に
関
す
る
総
合
的
、
統
一
的
な
法

制
度
等
の
あ
り
方
の
検
討
に
つ

い
て

は
、
関
係

省
庁

が
連

携
を

図
り

な
が

ら
化

学
物

質
関

係

法
令
を
着
実
に
施
行
す
る
と
と
も
に
、
更
に
ど

の
よ

う
な

課
題

が
あ

る
の

か
諸

外
国

の
動

向

を
踏
ま
え
つ
つ
、
様
々
な
関
係
者
と
議
論
を
行

っ
て
い
く
こ
と
が
重
要
と
考
え
て
い
ま
す
。

 
回 答 案 に 未 収

20
頁

下
７

行
目

～
：

「
・

・
SA

IC
M

を
踏

ま
え

つ
つ

、

W
SS

D
20

20
年

目
標

の
達

成
に

向
け

て
、・
・
・
と
の

SA
IC

M
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。
化
学
物
質
の
リ
ス
ク
管
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う
に
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国
民
の
安

全
を

確
保

し
国
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が

安
心
し
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で
き

る
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の
実
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目
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の
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会
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テ
ム
お
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そ
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。
こ
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し
た
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見
全
体
の
無
視

) 
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載
 

の
考

え
方

を
踏

ま

え
、・

・
。
そ

の
際

に
は

、

様
々
な

対
策

手
法
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組
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合
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府
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括
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化
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質
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の
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立
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進
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で

、
国
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確
保

し
、

国
民
が
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心

し
て

生
活

で
き
る

社
会

の
実

現
を

目
指
す
。」

 

法
律

制
度

を
整
備

す
る
必

要
が

あ
り
ま
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。

こ
れ
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産
業
界

の
国
際

競
争
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る

た
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に
も

必
要
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す

。
 

3)
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と
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務
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つ
実
効

的
な

化
学
物

質
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従
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判
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ば
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す

る
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か
な

い
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括
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な
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と
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ま

せ
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。
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21
頁
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て
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こ
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よ
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な
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括
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な
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学
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質
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理
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を
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設
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と
を

SA
IC

M
国

内
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施
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画
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第
一

に
掲

げ
る

必
要

が
あ

り
ま

す
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（結城命夫 1） 

化学物質総合管理に関する企業活動の評価 

－2011年度評価結果の概要－ 
 

結城命夫○、増田優 

お茶の水女子大学ライフワールド・ウオッチセンター 

１．はじめに 

企業における化学物質総合管理の自主的な活動を促進することを目指して、企業活動の評

価を 2003 年度以降毎年実施している。独自に開発した評価指標に基づき企業の活動につ

いてアンケート調査を行って得たデータを解析評価する。評価指標は総合的に評価するた

めに 96 項目から成っている。その基本的枠組みを評価体系として図 1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価軸、評価要素および図１に重ね書きしてある管理の視点の３つから構成しており、

これを基本的な枠組みとしている。 

評価軸としては、Science軸(科学的基盤の軸)、Capacity軸(人材・組織の能力の軸)、

Performance軸(活動の実績および取引関係者との連携や社会との係りに関する軸)の３つ

を設定している。 

評価要素としては、化学物質総合管理の基本となるハザード評価(H)、曝露評価(E)、リ

スク評価(R)、リスク管理(RM)の４つの側面を設定している。 

管理の視点としては、化学物質の影響を受ける作業者、消費者、市民、環境の4つの対

象を設定している。 

１項目あたり5点満点で評価し96項目で480点が満点となる。満点(480点)を100に換算

して指数化し、これを総合到達度とする。総合到達度以外に、評価軸(Science, Capacity, 

Performance)別、評価要素(H, E, R, RM)別、管理の視点別の到達度なども算出可能で

ある。 

この評価体系は企業のみならず政府・政府機関や大学・教育機関、試験・評価機関など

他のセクターに対しても部分的な調整によって共通に活用できる。 

図１ 化学物質総合管理の活動評価のための評価指標の評価体系 

　　評 価 軸
　 (評価の視点)

ハザード評価
(H)

曝露評価
(E)

リスク評価
(R)

リスク管理
(RM)

科学的な知見･情報の量

科学的な知見･情報の質

方法論

人材

組織

活動実施状況

関係者への配慮

社会への配慮

予算と人員

国際性

社会貢献

管理の効果

Science軸

Capacity軸

Performance軸

評 価 要 素



（結城命夫 2） 

２．2011年度の調査結果と総合到達度の概要 

 東証一部上場企業を中心に403社に調査票を送り、2010年度よりも5社増えて110社か

ら回答を得た。2011年度の企業調査の結果の概要を図２に示す。この図には比較のために

2007年度に実施した政府・政府機関及び大学の調査の結果を併記してある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 業種分野別の回答企業数 

回答企業110社を８業種分野に分類して解析した。業種分野別に見ると、化学系と電機

系で68社(全体の62%)を占めている。機械・金属製品系まで含めると全体の75%になる。商

業、運輸・情報・金融系といった業種分野からの回答もあり、化学物質総合管理はあらゆ

る分野の課題であることを示している。 

 

(2) 総合到達度の分布状況 

全110社の総合到達度平均は57.9であり、2010年度とほぼ同じ水準であった。総合到達

度の分布状況は業種分野によって異なるのみならず、それ以上に同一業種分野内でも分

散して幅広く広がっている。これは同一業種分野の中でも各企業の化学物質総合管理に対

する活動には大きな開きがあることを示唆している。 

 

(3) 業種分野別平均 

業種分野別に見ると化学系41社の総合到達度平均は64で最も高いが、機械･金属製品系、

電機系と比較して圧倒的に高いと言うほどの差異はない。輸出産業を中心に全業種分野に

おいて化学物質総合管理が重要な課題として対応が行われていることを反映している。業

種分野別の年度別変化は項目5で述べる。 

 

図２ 回答 110 社の総合到達度分布  

注：右端の２つの欄は、2007 年度に実施した大学及び政府・政府機関の調査結果を示す
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（結城命夫 3） 

３．総合到達度の層別分布 

総合到達度を10ごとに区分した分布を図3に

示す。平均は57.9であるが、最多群は50台(50～

59)である。40台(40～49)、50台(50～59)、60台

(60～69)を合わせると約65%を占める。総合到達

度が90以上の企業は4社で全体の4%に限られ、総

合到達度80以上でも12社で全体の11%である。 

 

 

 

４．項目別到達度の概要 

（１）項目別到達度の全体平均 

全110社の項目別到達度の平均を図４に示す。

これまで通り、P軸(パフォーマンス軸)が低い傾

向にある。そのなかでも、曝露評価とリスク評

価のパフォーマンスが特に低い。曝露評価では

科学的基盤(サイエンス軸)も低い。つまり曝露

に関して科学的な実態の把握が不十分で情報の

集積も進んでないことを示唆している。 

 

 

（２）業種間比較 

回答数が多い化学系、電機系、機械･金属

製品系について項目別到達度を図５に示す。 

化学系はハザード評価に関しては他業種

分野より顕著に到達度が高いことは従来通

りである。更に差は大きくはないがパフォ

ーマンス面で他の業種分野より向上傾向が

みられる。これは活動の実績および取引関

係者との連携や社会との係りの面でも化学

系の取り組みが進んでいるためと思われる。 
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図３ 総合到達度の層別分布 

図５ 業種間の項目別比較例 

図４ 全110社の項目別到達度 

総合到達度の層別分布

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

一桁 10台 20台 30台 40台 50台 60台 70台 80台 90台

総合到達度区分

比
率

（
％

）

区分別構成比率

累積

総合到達度平均

•化学系 64(n=41)

•機械・金属製品系 59(n=14)

•電機系 58(n=27)

S : Science軸
C : Capacity軸

P : Performance軸

H : Haｚard（ハザード評価）

E : Exposure（曝露評価）

R : Risk（リスク評価）

RM : Risk Management
（リスク管理）

S : Science軸
C : Capacity軸

P : Performance軸

S : Science軸
C : Capacity軸

P : Performance軸

H : Haｚard（ハザード評価）

E : Exposure（曝露評価）

R : Risk（リスク評価）

RM : Risk Management
（リスク管理）

H : Haｚard（ハザード評価）

E : Exposure（曝露評価）

R : Risk（リスク評価）

RM : Risk Management
（リスク管理）

0 

20 

40 

60 

80 

H-S

E-S

R-S

RM-S

H-C

E-C

R-C

RM-C

H-P

E-P

R-P

RM-P

化学系平均 電機系平均 機械・金属製品系平均



（結城命夫 4） 

0

10

20

30

40

50

60

70

2007年 2008年 2009年 2010年 2011年

総
合
到
達
度

全体の総合到達度

化学系

電機・電子系

機械・金属製品系

エネルギー、鉄非鉄

商業

建築・その他製品

食品

運輸･情報・金融系

５．業種分野ごとの年度別変化 

 総合到達度の年度別変化を図６に示す。過去５年間の総合到達度の動向を全業種分野で

みると、全体的に向上の傾向はみられるが、前半の向上傾向に比べて、後半は向上の幅が

少なくなっている。業種分野別にみると５年間の動向は次の４つのパターンに類別できる。 

①一貫して向上し続けている業種分野    ――――――― 化学系、エネルギー･鉄非鉄 

                                運輸・情報・金融系 

②当初２～３年間は向上したがその後は横ばいまたは若干下降している業種分野 

―― 機械・金属製品系、商業 

③５年間横ばいまたはむしろ下降気味の傾向の業種分野  ―― 電機系、建設・その他製品、 

④年度により変動が大きくまだ評価が定まらない業種分野 ―― 食品 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．個別企業の解析事例 

 2011年度の総合到達度が上位10社について過去5年間の調査結果と各社ホームページか

ら読みとれる化学物質の管理に関する取り組み状況を概観して表１にまとめた。このうち

7社の企業については直接面談して活動状況のヒアリングも行った。上位10社は化学系6

社、電機系2社、機械・金属製品系2社の企業で占められている。したがって比較のため、

他の業種分野（エネルギー・鉄非鉄、商業、建設・その他製品、食品、運輸・情報・金融

系）については各業種分野で1位の企業について併せて表1に示し概観する。 

 各業種分野の1位企業の項目別到達度の状況を図７に示す。総合到達度の低い業種分野にお

いては項目別の到達度に歪みが見られる。 

 

 

 

 

図６ 総合到達度の年度別変化（業種分野別）
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 表１ 業種分野別の個別企業解析事例 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2007 2008 2009 2010 2011

1 Ａ
化学系

1位
92 95 ― 96 95 (95)  

安定的に総合到達度が90以上であり、化学系企業のみならず全業種分野
で最高水準にある。社内に充実したリスク評価体制を構築し、自己決定、自
己責任の原則に基づいたレシポンシブルケア活動を重視している。

2 Ｂ
化学系

２位
95 96 96 85 94 (93)  

この調査を開始した2004年以降連続して回答するなど取り組みは積極的で
ある。総合的リスク管理の枠組みを設定することにより、企画開発から製
造、販売にいたる取り組みを進めている。

3 Ｃ
電機系

1位
89 92 91 91 91 (91)  

電機系分野の中では継続して最高水準で総合到達度も平均90以上ある。
エコポジティブ戦略という構想の中で環境経営が企業成長の糧になる時代
であるとの理念のもと有害化学物質対策にも取り組んでいる。

4 Ｄ
機械・

金属製品系
1位

80 79 85 85 91 (84)  
機械系業種分野で最高水準であり、経年変化でみると向上傾向が顕著で
ある。ＲＥＡＣＨを順守する宣言を公表し、重点課題の中でも有害物質の削
減は企業価値の向上に有益であるとの認識を示している。

5 Ｅ
電機系

２位
89 90 ― 86 86 (88)  

2011年度のみならず5年間の平均で見ても全業種分野の中で高水準にあ
る。化学物質使用量も2007年比4.5分の1に減少するとともに、化学物質の
事前評価制度も完備している。

6 Ｆ
化学系

３位
72 74 78 81 85 (78)  

上位企業の中では最も上昇幅が大きいが出発点が70点台であるため5年
間の平均は80点台に達していない。サプライチェーンを通じたリスクベース
での化学品管理や製品のリスク管理情報の公開などに重点を置いている。

7 Ｇ
化学系

４位
89 87 80 80 83 (84)  

主として人体に直接触れる商品を製造、販売している企業として、厳しく自
己評価することを方針に掲げている。ハザードに関する科学的基盤の整備
が進んでいる。

7 Ｈ
化学系

５位
89 ― ― ― 83 (86)  

4年振りの回答となっているが、前回を下回る総合到達度である。CSRの取
り組みとして生産活動における環境への貢献として化学物質管理システム
の改善を課題に掲げている。

9 Ｉ
化学系

６位
79 ― 82 83 83 (82)  

総合到達度は年々徐々に向上している。独自に構築した化学物質情報総
合管理システムを活用している。REACHのみならず中国の新規化学物質管
理弁法の改正、台湾労工安全衛生法の改正について積極的に情報を収集
している。

10 Ｊ
機械・

金属製品系
２位

76 82 83 83 83 (81)  
この調査に継続的に参加して次第に厳格に自己評価している姿が読みとれ
る。約3000種類の化学物質を対象に独自に管理ランク(禁止物質、削減物
質、制限物質)を定めて適切な管理を進めている。

23 Ｍ
エネルギー・

鉄非鉄
１位

70 74 71 71 71 (71)  
この業種分野内では5年間とも首位を占めており、この業種分野の2位企業
とは総合到達度で10以上の差がある。

32 Ｎ
商業
１位

70 68 ― 66 66 (68)  
2011年度は総合商社、小売業からの回答がなく、専門商社からのみの回
答である。1位企業については項目別にはリスク管理に関する科学的基盤
や人材・組織の強化をしている。

42 Ｏ
建設・

その他製品
１位

67 64 ― 63 63 (64)  
2007年当初の評価からみると徐々に低下傾向がみられる。特に、同一業種
内では曝露評価や管理組織の充実に力点を置いている。

40 Ｐ
食品
１位

― ― 54 60 64 (59)  
この企業については総合到達度が毎年上昇しているが、この業種分野は総
合到達度が年度ごとに振れ大きい業種分野である。

54 Ｑ
運輸・情報・

金融系
１位

35 36 35 35 57 (40)  
この業種分野においては、最高水準の企業であるが全体の総合到達度平
均を下回っている。

化学系、電機系、機械・金属製品系の以外の業種分野での１位企業の状況

概要
各年度の総合到達度 (5年間

平均)
業種分野別

の順位
順位 企業
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７．今後の課題 

 欧州における化学物質の登録・評価・認可および制限に関する規則（REACH規則)の施行

にみられるような海外における化学物質総合管理に係る法律制度の充実に呼応して日本

国内の化学物質総合管理能力の強化の動きが産業界にも広がっている。しかし、企業ごと

のばらつきは大きく、過去5年間の傾向をみるとREACHへの対応が急かされた当初に能力強

化の動きが強まったが、その後この歩みは鈍化してきている。 

欧米諸国のみならず台湾、韓国、中国など海外の各国においては、化学物質総合管理は

国際競争力にも大きく影響する事項であり、かつ付加価値にもつながる経営戦略上の重要

な事項として位置づけされている。こうして化学物質総合管理が管理の領域から経営の領

域へと意味合いを拡大させていく中で、各企業の更なる化学物質総合管理能力の水準の向

上が望まれる。また、各企業が経営戦略の一環として化学物質総合管理に取り組みやすい

環境を整備しつつ国際競争力上の障害を除去するため、政府による法律体系の抜本的な再

編成が望まれる。あわせて政府・政府機関の化学物質総合管理能力の向上も喫緊の課題で

ある。 

 

図７ 各業種分野 1位企業の項目別到達度 

　化学系１位企業 　電機系１位企業
　機械・金属製品系
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１．化学物質の総合管理に関する法律案要綱(試案)
の構成

第１章 総則
第２章 管理の標準的手順
第３章 基本的管理制度
第４章 執行体制の整備
第５章 雑則
第６章 関連法規の一部整理・統合

＊この要綱 (試案) は、次の報文で提示した化学物質総合管理法の骨子案を基に
作成している。
星川欣孝、増田優、化学物質総合管理による能力強化策に関する研究(その6)‐
化学物質総合管理法の骨子案と今後の課題‐化学生物総合管理, 3(2):117-
144, 2007.12

２．第１章総則に規定する事項の概要(1部）
（１）「目的」の規定

この法律は、社会経済活動及び市民生活で使用される化学物質（以下、
取扱化学物質という。）の製造・使用の過程における人及び環境に与えう
る影響を効率的かつ包括的に適正管理するため、現行関連法規に分散する
化学物質規制を改善するとともに、国際的慣行に整合する総合的な管理制
度を新たに設けることにより、社会のリスク管理能力の向上と透明性の改
善、さらには国際競争力の維持・向上と雇用の確保に資することを目的と
する。
なお、国際的慣行に整合する新たな総合的管理制度の基本は、化学物質の

特性である人及び環境に対する危険有害性（以下、ハザードという。）を
包括的に評価して分類し、その結果に人及び環境の化学物質への曝露の程
度を加味して実際の影響の可能性（以下、リスクという。）を包括的に初
期評価し、そしてその結果に基づきリスクを適正に管理する方策を講ずる
管理の標準的手順並びに国際的に整合する基本的な管理制度を整備してこ
れを一元的かつ体系的に運用することである。
また、社会のリスク管理能力の向上および透明性の改善には取扱化学物質

の管理の実態を関係者全体で共有する必要がある。そのため、一元的かつ
体系的に運用される基本的管理制度の情報を統一的に共有公開する情報管
理基盤を整備する。
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（２）「適用範囲」の規定

この法律は、国内で製造 (輸入を含む。)・流通・消費そ
して廃棄されるすべての化学物質を対象とする。また、
それら化学物質を含有する製品もこの法律の対象とし、
これらを総称して、以下、化学物質等という。

ただし、医薬品、食品添加物、農薬などハザード及び
リスクの評価が他の法令の規定に基づき厳しく行われる
場合には、その行われている範囲においてそれをもって
代えることができる。したがってこれに該当する化学物
質であっても、他の法令の規定により評価されない人又
は環境に対するハザード及びリスクはこの法律の対象に
加える。

この規定の意義は、縦割り規制法間
の隙間問題の発生の未然防止

３．法体系の全体的見直しに係る国際合意

１． OECD (経済協力開発機構 )理事会決議：

＊化学物質の環境影響の評価に関する勧告[C(74)215] (1974.11)

＊化学物質の人・環境影響を予測する手続及び要件の指針に関する勧告
[C(77)97] (1977.7) 

２． ILO (国際労働機関 )条約：

＊化学物質使用の安全に関する条約 [C170] および勧告 [R172] (1993.11)

３．国連環境開発会議 (UNCED) (1992.6)：
＊アジェンダ21第19章プログラム領域E：国全体の管理能力の強化

４．持続可能な発展に関する世界首脳会議 (WSSD) (2002.9)：
＊ヨハネスブルグ実施計画第23項

５．国際化学物質管理会議 (ICCM) (2006.2)：
＊国際化学物質管理戦略的取組み (SAICM)

３回のボタンの
掛け違い
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1970年代のOECD理事会決議に規定された

化学物質総合管理の主な要件
1) 化学物質および化学製品について輸入、生産および販売の統計データを

整備する。
2) 化学物質の上市前に、人および環境に対するハザードを包括的に評価する。
3) 化学物質管理には複数の省庁が関係している。そのため、新たな評価手続

き等を設定する際には、関係省庁間の調整を図り、統合的アプローチを採
用する。

4) 化学物質リスク評価の合理的な実施手続きとして、最初にスクリーニング評
価 (労働者、消費者、一般市民、環境生物) を行い、詳細評価の対象となる
物質を選別する段階的取組みを採用する。

5) 化学物質の人および環境に対する潜在的影響の判定に必要なデータの創
出と評価の責務は、産業の管理責任の一部とする。

6) 各国が保有する評価データおよび審査結果の受容性を高め、国家間の相
互受入れを可能とする。

＊ これらの要件は、OECDが１９７０年代に採択した「化学物質の潜在的環境影響
の評価に関する勧告 [C(74)215] (1974.11)」および「化学物質の人および環境への
影響を予測する手続きと要件の指針に関する勧告 [C(77)97] (1977.7)」の２つの理
事会決議で示された。

WSSD実施計画第23項「2020年目標」への
適切な対応

政府は、2009年5月の化審法改正時にその必要性の論拠として
WSSD (持続可能な発展世界首脳会議) 実施計画第23項の2020
年目標の達成に言及した。

それならば、その国際合意はその10年前に開催されたUNCED 
(国連環境間発会議, 1992年6月) で合意された人類の行動計画で
あるアジェンダ21第19章に基づく化学物質総合管理に係る国際協
調活動の著しい進展によって可能になったことおよび2006年2月の
ICCM (国際化学物質管理会議) で合意されたSAICM (国際化学物
質管理の戦略的取組み) の国際合意に則した実施と密接に関連す
る一連の国際合意であるとの認識に立って対応する必要がある。

このことはWSSD実施計画第23項の全文をみれば明らかである
が、政府は化審法改正で第23項のほんの一部を恣意的に引用した
にすぎない。
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４．化審法改正の国会附帯決議（2009年5月）

化審法に限定されない「化学物質総合管理の強化に係る課題」が極めて多い

視点 両議院附帯決議の該当項目

化学物
質総合
管理
(12項)

衆：前文 (化学物質の安全性の確立)、１項 (国際合意の確実な履行)、
５項 (GHSに基づく表示等)、７項 (人材の育成・研究機関の充実等)、
９項 (総合的、統一的な法制度等の検討) ・・ 5項目

参：１項 (国際合意の確実な遵守)、３項 (GHSに基づく表示等)、
７項 (人材の育成・研究機関の充実等)、８項 (総合的、統一的な法制
度等の検討)、10項 (動物代替試験法の開発等)、11項 (曝露モニタリ
ングの実施等)、12項 (総合的、統一的な法制度及び行政組織のあり方
等の早期検討) ・・ 7項目

共通
(6項)

衆：２項 (スクリーニング評価の重点等)、３項 (リスク評価への主体者参
加等)、４項 (事業者の負担軽減等) ・・ 3項目

参：２項 (事業者の負担軽減等)、５項 (リスク評価への主体者参加等)、
９項 (化審法の管理のあり方の見直し等) ・・ 3項目

化審法
(4項)

衆：６項 (エッセンシャルユースの運用等)、８項(懸念化学物質の厳格管理
等) ・・ 2項目

参：４項 (懸念化学物質の厳格管理等)、６項(エッセンシャルユースの運用
等) ・・ 2項目

総合的、統一的な法制度等に関する両議院の附帯決議

衆議院9
項

化学物質の適正な利用および化学物質によるリスクの低減に関する
長期的、計画的な施策を推進するに当たっては、関係省庁間の連携
を図りつつ、事業者の負担の軽減および消費者の化学物質に関す
る理解の促進に資するよう、化学物質に関する総合的、統一的な法
制度等のあり方について検討を行う。

参議院8
項

化学物質管理が多くの法律に基づきなされている仕組みが、国民の
目から分かりにくいとの指摘を踏まえ、化学物質に関する総合的・統
一的な法制度の在り方について検討を行うこと。

参議院
12項

化学物質によるリスクの低減・削減に関する施策を長期的、総合的、
計画的に推進するため、基本理念を定め関係者の責務及び役割を
明らかにするとともに、施策の基本事項を定めるなど化学物質に関
する総合的、統一的な法制度及び行政組織の在り方等について検
討を早急に進める。

＊国会の附帯決議から３年半近く経っても、政府はこの決議事項に対応する具体的
動きを見せていない。むしろ、9月に発表したSAICM国内実施計画には、国会の附帯
決議に反して法制度のあり方を検討することの必要性を認めない記述がある。
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両議院附帯決議に関連して実現が特に望まれる要件

１．総合的、統一的な法制度および行政組織のあり方の検討
① 関係省庁間の連携を図ること
② 事業者の負担の軽減に資すること
③ 消費者の化学物質に関する理解の促進に資すること
④ 化学物質管理が多くの法律に基づき行われている仕組みを国民の目

から分かりやすく改善すること
⑤ 基本理念を定めること
⑥ 関係者の責務および役割を明らかにすること
⑦ 施策の基本事項を定めること
⑧ 政府の施策全体に予防的取組方法を採用するため統一的なガイドラインを
策定すること

２．省庁の連携・協力と情報共有の強化
1) 化学物質に関する総合的、統一的な法制度等のあり方について検討すること
2) 2020年までに達成するという国際合意を遵守するためにサプライチェインの

川上のみならず、流通、使用、処分、廃棄等を含めたライフサイクル全体に
及ぶ適正な管理が必要であること

3) 国民全体の理解を得て化学物質のリスク評価を確実に進め、管理について
万全を期すこと

５．社会の管理能力強化に求められる必須要件

1．化学物質総合管理の概念に基づく現行法律体系の抜本的変革
国内で取り扱われる化学物質（天然物、自家消費を含む）を包括的に管理する新
たな行政事務を起こし、現在省庁に分散する諸関係事務を統合・整理する。

2．複数の法律に分散した基本的管理制度の統合と機能向上
ハザードの評価・分類や包括的な初期リスク評価、安全データシートの作成・交
付など基本的管理制度を体系化して法定制度とし、化学物質総合管理に係る法律
を所管する行政機関が包括的に所掌する。

3．ハザード評価やリスク評価への適応力の強化
法律の執行を支援し、かつ、化学物質のハザードとリスクの評価および調査を中
核的に担う総合評価機関を創設して専門的な人材を糾合する。

4．社会の管理能力および制度運用の透明性の向上
化学物質を取り扱う当事者の責務を法律に規定し、化学物質に関する情報の共有
化を推進し、行政施策の策定や行政事務の実施過程への市民参加等の措置を講ず
る。

5．化学物質管理に係る行政施策と行政事務の省庁間協働の確保
化学物質管理に関係する全省庁の協議・調整の場を常設して協働を促進し、事務
局に化学物質総合管理に係る法律を所管する行政機関を当てる。
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化学物質総合管理の基本条件
‐｢総合管理原則」‐

1．実態に則した管理（リスク原則）
ハザードのみならず曝露も加味したリスクの評価を基礎とする管理

2．科学的方法論による評価と管理
科学的知見と論理的思考に依拠した評価と管理

3．国際調和の尊重
国際的に調和のとれた方法論や制度の尊重

4．当事者の主体的管理の重視
曝露の個別実態に則した自主管理の重視

5．情報の共有
リスクの評価や管理に必要なハザード情報や曝露情報の共有

6．知的基盤の整備
科学的知見の充実と集大成･体系化

7．人材の育成と教育の充実

化学物質総合管理法制のイメージ

「化学物質の総合管理に関する法律」

労働者安全衛生に関する法律体系

消費者製品に関する法律体系

危険物輸送に関する法律体系

環境保全に関する法律体系

保安防災に関する法律体系

（指針・基準の例）
優良試験所規範 (GLP) の適用に関する指針

化学物質の危険有害性の分類及び表示等に関する指針
化学物質の人及び環境曝露の初期リスク評価に関する指針
危険有害物の製造禁止等の判定基準

化学物質総合管理の基本体系及び「総合管理原則」を一元的
に執行する法律で、人および環境に対するハザードの包括的
評価並びに労働者、消費者、一般市民および環境生物の曝露
に関する初期リスク評価を行い、ハザードの分類と表示、SDS
交付等のコミュニケーション制度等を運用する。

(GHS)



（企画テーマ 星川欣孝 8） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「リスク原則」に基づく化学物質管理の統合

労働安全衛生

保安防災

輸送安全

製品安全

環境保全

資源リサイクル

（ハ
ザ
ー
ド
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
）

（ハ
ザ
ー
ド
分
類
・初
期
評
価
）

ハ
ザ
ー
ド
管
理

リ
ス
ク
管
理

（リ
ス
ク
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
）

（リ
ス
ク
評
価
）

（曝
露
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
）

（曝
露
評
価
）

曝
露
管
理

リスク管理の視点

６．化学物質規制法群の日本の現状

毒物及び劇物取締法(1950年12月制定)

消防法・危険物の規制に関する政令 (1959年9月制定)

高圧ガス保安法(旧高圧ガス取締法：1951年6月制定)

化学物質審査規制法(1973年10月制定)

化学物質（排出把握）管理促進法(1999年７月制定)

労働安全衛生法(1972年6月制定)

有害物質含有家庭用品規制法(1973年１0月制定)

有機溶剤中毒予防規則

特定化学物質障害予防規則
鉛中毒予防規則
四アルキル鉛予防規則
粉じん障害予防規則、その他

消費生活用製品安全法(1973年6月制定)

家庭用品品質表示法(1962年5月制定)

火薬類取締法(1950年5月制定)

危
険
有
害
物

消
費
者
安
全

大気汚染防止法（1968年3月制定）、悪臭防止法（1971年6月制
定）、オゾン層保護法（1988年5月制定）、水質汚濁防止法（1970
年12月制定）、ダイオキシン類対策特別措置法（1999年7月制
定）、土壌汚染対策法（2002年2月制定）、その他

環
境
保
全

新規化学物質審査

安全データシート交付

ハザード分類

製造・輸入

貯蔵

使用

回収・廃棄

優良試験所規範

輸
送
安
全

販売
化
学
物
質
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ

初期リスク評価

容器包装ラベル表示

輸送

爆発性の物、発火性の物、
引火性の物、その他政令
指定物

道路運送車両法、鉄道営業法、
船舶安全法・危険物船舶運送・貯蔵規則
（1957年8月制定）、
航空法施行規則（1962年7月制定）、
その他

海洋汚染及び海上災害防止法（1970年12月制定）

OECD

OECD
OECD

UN

UN

ILO,UN

(国際調和制度) (個別法の分立状態)
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現行法規における主な化学物質管理制度の分散状況

事項 該当する法規の例

危険有害物指定 火薬類取締法、高圧ガス保安法、消防法・危険物規制令、危
険物船舶運送規則

労働安全衛生法、毒物劇物取締法、家庭用品規制法

ハザード評価・分
類

化学物質審査規制法、労働安全衛生法、海洋汚染防止法

ラベル表示 高圧ガス保安法、消防法・危険物規制令、危険物船舶運送規
則、・・

毒物劇物取締法、労働安全衛生法、化学物質審査規制法

安全データシート 化学物質管理促進法、労働安全衛生法、毒物劇物取締法

新規化学物質審
査

化学物質審査規制法、労働安全衛生法

曝露評価 労働安全衛生法、化学物質審査規制法

初期リスク評価 法律関連も事業として一部実施（例、HPVチャレンジ計画）

７．第１章総則に規定する事項の概要（２部）
（３）「定義等」の規定

（１）「化学物質」とは、元素、同位体または化合物で構成され社会で取り扱われる
ものをいい、そのものが天然のものであるか人工のものであるかを問わず、ま
た、微小形態のものも含める。

（２）「ハザード評価」とは、取扱化学物質の人及び環境に対するハザードを国際的
に整合した判断規準に照らして包括的に評価することをいう。
なお、判断規準は経済協力開発機関が確立したスクリーニング情報データセッ
ト (SIDS)に従って別途定める。

（３）「ハザード分類」とは、取扱化学物質の人及び環境に対するハザードを国際的
に整合したハザード分類規準に照らして包括的に分類することをいう。
なお、分類規準は国連経済社会理事会が勧告した化学物質の分類及び表示
の世界調和体系 (GHS)に従って別途定める。

（４）「ハザード表示」とは、上記の包括的なハザード分類の結果に基づき国際的に
整合した表示規準に従ってラベルや標札を作成し、危険有害化学物質等の容
器・包装に表示することをいう。
なお、表示規準は前項のハザードの包括的な分類規準とともに、国連経済社会
理事会が勧告した化学物質の分類及び表示の世界調和体系 (GHS)に従って
別途定める。
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「定義等」の規定（つづき）

（５）「曝露評価」とは、国際的に整合した手順に従って化学物質等の製造・使用の
工程（消費を含む）から排出又は漏洩する化学物質の量を調べて、人（作業者、
消費者、一般市民）及び環境の曝露の程度を見積もることをいう。
なお、曝露評価の手順は経済協力開発機関が策定した排出シナリオ書に関す
る手引書等に従って別途定める。

（６）「初期リスク評価」とは、取扱化学物質の人及び環境に対するハザードを包括
的に評価した結果に当該化学物質の取扱いに伴う人及び環境の曝露を加味し
て、実際の影響の可能性を国際的に整合した判断規準に照らして包括的に初
期評価することをいう。
なお、判断規準は経済協力開発機関が確立したスクリーニング情報データセッ
ト (SIDS) 等に従って別途定める。

（７）「詳細調査」とは、（１）のハザード評価、（５）の曝露評価及び（６）の初期リスク
評価を行った結果、ハザードデータ、曝露データなどの不足その他の理由によ
り確定できなかったハザード、曝露及びリスクのうち、人又は環境への影響の懸
念を確定することが特に必要であると判断されるハザード、曝露及びリスクにつ
いて、収集すべきハザードデータ、曝露データその他を特定して行う追加の調
査をいう。

「定義等」の規定（つづき）

（８）「取扱化学物質」とは、国内の社会経済活動及び市民生活において現に使用
されている化学物質をいい、化学物質の特定は国際的な命名法 (IUPAC) によ
る名称とCAS番号を用いて行うことを原則とする。
なお、取扱化学物質の一覧表は、第三章に規定する管理の実態調査の初回調
査で把握される取扱化学物質を基礎として編纂し、それ以降に事業者が届け出
る次号の新規化学物質をその都度加えて更新し、５年ごとに実施する実態調査
により確認する。

（９）「新規化学物質」とは、前号に規定する取扱化学物質の一覧表に収載されて
いない化学物質であって、国内における取扱いが新たに予定される化学物質を
いう。

（10）「高懸念化学物質」とは、人及び環境に対するハザードが（３）項の分類規準
に照らして著しく強いか又は強いことが懸念される化学物質であって、当該化学
物質について初期リスク評価又は詳細評価を行った結果、国内におけるその取
扱いについて特定の制限等を設けることが必要であると判定される化学物質を
いう。
なお、高懸念化学物質に係る分類基準については、関連法規および国際的慣
例との整合性を考慮して別途定める。
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「定義等」の規定（つづき）

（８）「取扱化学物質」とは、国内の社会経済活動及び市民生活において現に使用さ
れている化学物質をいい、化学物質の特定は国際的な命名法 (IUPAC) による
名称とCAS番号を用いて行うことを原則とする。
なお、取扱化学物質の一覧表は、第三章に規定する管理の実態調査の初回調
査で把握される取扱化学物質を基礎として編纂し、それ以降に事業者が届け出
る次号の新規化学物質をその都度加えて更新し、５年ごとに実施する実態調査
により確認する。

（９）「新規化学物質」とは、前号に規定する取扱化学物質の一覧表に収載されてい
ない化学物質であって、国内における取扱いが新たに予定される化学物質をい
う。

（10）「高懸念化学物質」とは、人及び環境に対するハザードが（３）項の分類規準

に照らして著しく強いか又は強いことが懸念される化学物質であって、当該化学
物質について初期リスク評価又は詳細評価を行った結果、国内におけるその取
扱いについて特定の制限等を設けることが必要であると判定される化学物質を
いう。
なお、高懸念化学物質に係る分類基準については、関連法規および国際的慣
例との整合性を考慮して別途定める。

「定義等」の規定（つづき）

（11）「安全データシート (SDS)」とは、取扱化学物質及び特定の危険有害化学物
質を含有する製品について、その出所、人及び環境に対するハザードに関す
る情報、主な用途、その用途での曝露防止等の取扱注意、規制情報、処理処
分の推奨方法などを国際的な規準に整合した指針に従って記述した文書をいう。
なお、安全データシートの作成および交付の指針は、国連経済社会理事会が
勧告した化学物質の分類及び表示の世界調和体系 (GHS) 等に従って別途策
定する。

（12）「曝露シナリオ書 (ESD)」とは、化学物質等の製造・使用の工程について取扱
化学物質の排出・漏洩の状況を把握して人及び環境の曝露の程度を見積もっ
た際に、その見積もりの過程の詳細及び結果を国際的な規準に整合した手引
きに従って記述した文書をいう。
なお、曝露シナリオ書の作成手引きは、経済協力開発機構が策定した排出シナ
リオ書に関する手引書等に従って別途策定する。

（13）「初期リスク評価書」とは、取扱化学物質が人及び環境に与えうる影響につい
て包括的な初期リスク評価を行った際に、その評価の過程の詳細及び結果を
国際的な規準に整合した手引きに従って記述した文書をいう。
なお、初期リスク評価書の作成手引きは、経済協力開発機構が策定した高生
産量化学物質の点検マニュアル等に従って別途策定する。
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「定義等」の規定(つづき)
（14）この法律の規定に基づき化学物質総合管理に係る事務を包括的に執行す

る新たな行政機関を設置しその名称を「化学物質総合管理庁」とする。
（15）この法律の規定に基づく化学物質等に係る評価等の業務を包括的に担う

総合評価機関を設置しその名称を「化学物質総合評価機構」とする。

（４）社会各層の責務の規定

この法律の目的の一つは、国際的慣行に整合する新たな総合的管理制度を設
けて社会のリスク管理能力の向上と透明性の改善、さらには国際競争力の維持・
向上と雇用の確保を図ることである。そのため化学物質のリスク管理の当事者で
ある事業者、取扱作業者、消費者、一般市民および政府のそれぞれが担うべきリ
スク管理上の役割・責務を明示する必要がある。その規定の順序は、リスク管理を
実際に担う者の役割・責務を優先的に掲げ、政府の役割・責務はそれらを前提に
規定する。
（１）事業者は、取扱化学物質等のすべてについて主体的に人及び環境に対する

ハザードを包括的に評価して分類し、そして化学物質等の製造・使用の状況等
について人及び環境の曝露の程度を見積もって実際の影響のリスクを評価し、
さらにそれらの結果に基づき適切な製造条件、使用条件、流通条件などを決め
て事業活動を適正に管理するとともに、関係事業者及び消費者などに適切な情
報を提供する責務を有する。

事業者はまた、化学物質等を取り扱う作業者が組織のリスク管理計画の遂行
に効果的に参加するため、事業所で取り扱う化学物質及び曝露防止対策等に
関する情報を作業者に周知する責務を有する。

（２）化学物質等を取り扱う作業者は、取り扱うすべての化学物質等の人及び環境
に対するリスクを認識し、事業者と協働してリスク管理計画に則り作業を適切に
遂行する責務を有する。
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社会各層の責務の規定（つづき）
（３）化学物質を含有する消費者用製品を使用する者は、使用する製品の人及び

環境に対するリスクを認識し、事業者が提示する取扱注意書等に留意して適切
に使用する責務を有する。

（４）一般市民は、化学物質の人及び環境に対するリスクを認識し、政府及び事業
者その他が実施するリスク管理にかかわる活動に協働する責務を有する。

（５）政府は、当事者の主体的な自主管理を尊重しつつ、公正な政策に基づいて化
学物質等が人及び環境に与えうる影響のリスクを実効的かつ効率的に管理す
る責務を有する。

政府はまた、化学物質管理に係る国内外の動向を計画的かつ体系的に把握し
て公表しつつ、国内の管理の状況を改善するための方策を定期的に取りまとめ
て法律制度の見直しを含めた改善計画を立案しかつこれを実施する責務を有
する。
政府はまた、化学物質管理の科学的技術的基盤を充実しつつ、管理に必要な
専門的人材の育成と教養教育を強化する責務を有する。

政府はさらに、化学物質のリスク管理に複数の省庁が関わりを持つことに留意
して、関係省庁間の円滑な協議及び調整を確保し協働する責務を有し、その責
務の実施において化学物質総合管理庁および化学物質総合評価機構は中核
的な役割を果たす。

８．第２章「管理の標準的手段」の規定の概要

化学物質が人及び環境に与えうる影響を適切に管理する標準的な手順は、
リスク評価・管理の透明性の向上に資することを重視して以下の各項に従っ
て行うことを基本とする。なお、管理の標準的な手順については、国際的な
整合性に留意して指針または手引きを策定して公表する。

1) 製造から使用・廃棄に至る流通実態を包括的かつ計画的に把握する。
2) 人及び環境に対するハザードを包括的かつ一元的に評価して分類する。
3) 製造・使用の過程における化学物質の排出・漏洩の状況を把握して人
（作業者、消費者、一般市民）及び環境の曝露を包括的に評価する。

4) ハザードの包括的な評価結果と人と環境の包括的な曝露評価の結果を
用いて、人及び環境に与えうる影響のリスクを包括的に初期評価する。

5) ハザードの包括的な評価と分類の結果、人及び環境の曝露の包括的評価
の結果、並びに初期リスク評価の結果に基づいて、以下の措置を必要に
応じて講ずる。

イ）製造、流通、使用及び廃棄を適切に管理する措置を講ずる。
ロ）取扱いに関わりを持つ当事者間で管理に関する情報を共有しつつ、

協働するための措置を講ずる。
ハ）人又は環境に与えうる影響の懸念が著しく高い化学物質を特定し、

製造又は使用において条件を付したり適切な制限を加えたりする
措置を講ずる。
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９．第３章「基本的管理制度」の６つの制度

この法律の目的を達成するため、化学物質について以下
の六つの基本的管理制度を設ける。そしてこの法律を所掌
する化学物質総合管理庁（第４章１項参照）がそれらを包
括的かつ一元的に執行する。
なお、それぞれの管理制度については、それらを体系的
に施行しかつ透明性の向上に資するため、国際的な動向に
整合した準則及び実施計画を定め公表して運用する。

１．管理実態調査制度
２．取扱化学物質評価制度
３．新規化学物質等評価制度
４．高懸念化学物質確認制度
５．当事者間情報共有制度
６．公開データベース、年次報告書

化学物質総合管理法制における

管理の標準的手順と６つの基本管理制度

包括的ハザード評価・分類

包括的初期リスク評価

詳細調査

（ハザード、曝露、リスク）

リスク管理対策確定

1．管理実態調査制度

2．取扱化学物質評価

制度

3．新規化学物質等評価

制度

4．高懸念化学物質確認

制度

5．当事者間情報

共有制度

管理情報基盤整備

6．公開データベース

年次報告書

管理の標準的手順
（事業者・行政共通）

新法の中核的機能で、
評価機構の整備が必要他の関連法規
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化学物質総合管理の初期リスク評価に必要な項目
Ⅰ．物質情報
1．物質の識別情報（Chemical Identity）
－ＣＡＳ番号
－名称
－構造式
－評価される化学物質の組成

2．流通量（生産・輸入推定量）
3．使用類型（カテゴリー及び使用タイプ）
4．曝露発生源（作業者曝露、消費者曝露、

環境経由の間接曝露）

Ⅱ．物理化学的性状
1．融点
2．沸点
3．相対密度
4．蒸気圧
5．分配係数：ｎ－オクタノール／水
6．水溶解度
7．解離定数（解離物質の場合）
8．酸化還元電位

Ⅲ．環境中運命
1．光分解性
2．水中安定性（加水分解する官能基ないか、
加水分解されないと一般に認められる化学
物質群は定性的に記述）

3．媒体間の移動分配（分配経路を含み、実
験かQSARによるヘンリー定数、エアロゾ
ル化、揮発性、土壌吸着性）

4．好気性生分解性
Ⅳ．哺乳類毒性
1．急性毒性（人曝露状況で投与経路選定）
2．反復投与毒性（新規試験は人曝露状況
に最も関係する投与経路）

3．遺伝毒性（2種エンドポイント）
4．生殖発生毒性（受胎能と発生毒性を評価
できるデータ）

5．人の曝露経験（入手可能な場合）

Ⅴ．環境毒性
1．魚類急性毒性
2．ミジンコ急性毒性
3．藻類毒性

＊出典はOECDのSIDS ( Screening Information and Data Set) で、国際的に合意された
包括的な初期リスク評価のための情報データセット

改正化審法で扱えない項目

化学物質のハザード／曝露／リスク評価・管理の要素

＊改正化審法が対象とする要素はこの部分だけ

1) 物理化学的性状、環境中運命等の調査

2) ハザード分類（GHS基準に基づく全体的なハザード分類）

物理化学的危険性（16項目）、健康有害性（10項目）、環境有害性の包括的な分類

3) ハザード評価（量‐反応関係、管理指針値等の設定）

物理化学的
危険性

急性毒性 感作性 亜慢性／慢性毒性 生殖
毒性

発がん性 環境有
害性

4) 曝露評価（曝露形態別等の全体的な評価）

労働作業曝露 製品使用曝露 室内環境曝露 環境経由曝露 環境生物曝露

5) リスク評価（リスク領域別の全体的な評価及び管理方策の確定）

設備安全 物流安全 労働者安全 製品安全 消費者安全 環境安全(第二種特
定化学物質の指定)

6) リスク管理（対策の実施、点検、改善）

7) コミュニケーションの確実な実施

作業規程類 安全データ
シート

表示・ラベル 製品取扱
説明書

環境報告書、
CSRレポート等
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10.第４章「執行体制の整備」の概要

この法律の目的の一つは、多岐に分散して非効率な現行関連法規に基づ
く化学物質規制の効率性や整合性を抜本的に改善することである。そのた
めそれを実現する方策として、化学物質総合管理を担う中核的行政機関と
それに付随する化学物質総合評価機関を新設することとし、それらの機関
がこの法律に定める基本的管理制度を一元的に執行する。

１．一元的な所管行政機関の設置
（１）この法律に基づいて化学物質総合管理を包括的に所掌する行政機関を新たに

設置し、現在、省庁に分散している関連事務を整理して統合する。
（２）この行政機関の名称は「化学物質総合管理庁」とし、この法律の執行を一元

的に担う執行部門に加えて、化学物質総合管理にかかわる政策の企画立案及
び国内外の科学的技術的進展や政策的動向の調査を総括する企画調査部門を
設置する。

２．統一的な総合評価機関の設置
（１）この法律に基づき当事者が提出する技術資料の評価、人と環境に対するハ

ザードの評価と分類、人と環境の曝露の評価、人と環境への影響の初期リス
ク評価及びリスク管理の方策の確定などにかかわる業務、並びに取扱化学物
質にかかわる科学技術情報の管理を包括的に担当する総合評価機関を設置し、
現在、省庁及び独立行政法人などに分散している関連機能を整理して統合す
る。

（２）統一的な総合評価機関の名称は「化学物質総合評価機構」とする。

化学物質総合管理法制における
関係行政機関等の協働体制

一元的所管行政機関
（執行部門、企画調査部門）

（内閣府所属）

統一的総合評価機関
（評価部門、調査部門、教育部門）

[独立専門機関]

関係省庁等の

協働の場

関
係
省
庁

関
係
省
庁

関
係
省
庁

関
係
省
庁

・・・・

評
価
機
関

調
査
機
関

評
価
機
関

調
査
機
関

・・・・

（行政） （独立専門機関）
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11．第５章雑則に規定する事項の概要

この法律の実効性および運用の透明性を確保するため、雑則として以下の
事項を規定する。

（１）当事者の営業上の機密情報及び財産権の保護と補償

（２）社会の意見集約の場の設置

（３）専門人材育成と教養教育

（４）化学物質総合管理中期計画の策定及び年次報告書の公表

12．第６章「関連法規の一部整理・統合」の概要

この法律 (以下、新法という。) の制定に伴い現行関連法規の一部を整
理・統合するため以下の措置を講ずる。

１．関連法規における危険有害物のハザード分類規準の統一性確保
新法においては社会で取り扱われる全ての化学物質の人及び環境に

対する危険有害性 (ハザード) を国際的に整合したハザード分類規準
(GHS) に照らして包括的に分類する。化学物質のハザード分類が関連
法規の間で異なることは当事者間の相互認識および国際貿易上の支障
となりうるため、関連法規における規制対象物質の指定等は、物理的
ハザードの場合を含めて、新法におけるハザード分類結果に基づいて
行うよう変更することとし、原則として新法による制度に一元化す
る。

２．関連法規における安全データシート交付制度の新法への移管
現在、毒物劇物取締法、労働安全衛生法及び化学物質管理促進法に

分立しつつ重複している化学物質等に係る安全データシート (SDS) 交
付制度は、新法に規定される国際的に整合した交付制度と重複するた
め、いずれの制度も新法の制度に統合する。
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第６章「関連法規の一部整理・統合」の概要（つづき）

３．関連法規における危険有害物容器・包装のラベル表示規準の統一性
確保
現在関連法規に規定される危険有害物の容器・包装のラベル表示規準に関

しても、その書式等が関連法規の間で異なることは当事者間の相互認識およ
び国際貿易上の支障となりうるため、物理的ハザードの場合を含めて、新法
におけるハザード分類結果とラベル表示規準に基づいて行うよう変更するこ
ととし、原則として新法による制度に一元化する

４．関連法規における新規化学物質審査制度の新法への移管
現在、労働安全衛生法及び化学物質審査規制法に規定される新規化学物質

審査制度は、内容的に若干の差違はあるものの類似した制度であり、新法に
規定される包括的な新規化学物質等の評価制度と重複するため、両制度を新
法の制度に統合する。

５．毒物劇物取締法の新法への統合
毒物劇物取締法の役割は人に対する毒性が強い化学物質の取締りに限局さ

れている。それゆえ取扱化学物質の総合的なリスク評価・管理の効率性およ
び実効性の向上のため、毒物劇物取締法の役割を新法に規定される管理制度
に統合する。

＊一部のハザードに着目して取り締まる規制方式は、非効率で
隙間の発生が必然的であるため、すでに時代遅れである。

第６章「関連法規の一部整理・統合」の概要（つづき）

６．有害物質含有家庭用品規制法の新法への統合
有害物質含有家庭用品規制法の役割は人に対する毒性が強い化学物

質を含有する家庭用品の取締りに限局されている。それゆえ取扱化学
物質の総合的なリスク評価・管理の効率性および実効性の向上のため、
有害物質含有家庭用品規制法の役割を新法に規定される管理制度に統
合する。

７．化学物質審査規制法の抜本的変更
化学物質審査規制法の役割は人及び環境に及ぼす環境経由のリスク

に基づく特定化学物質の取締りに限局されている。しかし社会に流通
する化学物質の審査と規制を行う法という位置づけから新法の規定事
項と類似する部分が認められる。

そのため新法と化学物質審査規制法の類似性を解消するため、化学
物質審査規制法の事前審査に係る規定を新法に統合する等により、主
な規制内容を残留性有機汚染物質 (POPs) に係る国際条約に対応する
法律に変更する。
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13．化学物質総合管理法制への再編成のイメージ

火薬類取締法

毒物及び劇物取締法

高圧ガス保安法

消防法・危険物規制令

化学物質審査規制法

労働安全衛生法
有機溶剤中毒予防規則、
特定化学物質障害予防規則、他

家庭用品規制法

海洋汚染防止法

オゾン層保護法、大気汚染防止法、
水質汚濁防止法、悪臭防止法、他

危険物船舶運送・貯蔵規則、

航空法施行規則、他

化学物質管理促進法

一元的ハザード評価・
GHS分類

新規化学物質
既存化学物質

安全データシート交付

取扱実態把握

包括的初期リスク評価

ラベル表示

経産省製造産業局

厚労省医薬食品局

環境省総合環境政策局

厚労省労働基準局

総務省消防庁

国交省海事局 ･航空局

経産省資源エネルギー庁

化学物質総合管理法

高懸念化学物質
の生産使用確認

化学物質総合管理庁

（化学物質総合評価機関）

情
報
共
有
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

（産業技術総合研究所）

（国立医薬品食品衛生研究所）

（産業技術総合研究所）
（製品評価技術基盤）

（中央労働災害防止協会）

（国立環境研究所）

（産業技術総合研究所）

：機能・人材の糾合
：成果・制度の共有

（所管省庁・専門機関） （現行関連法規）

：法律・制度の統合

化学物質総合管理法制の体系

化
学
物
質
審
査
規
制
法

化
学
物
質
管
理
促
進
法

労
働
安
全
衛
生
法

消
防
法

高
圧
ガ
ス
保
安
法
・火
薬
類
取
締
法

輸
送
安
全
関
連
法
規

消
費
者
製
品
関
連
法
規

環
境
保
全
関
連
法
規

そ
の
他
関
連
法
規

一元的ハザード評価・分類

ハザード／曝露コミュニケーション

包括的初期リスク評価

追加の詳細調査

リスク管理対策確定

リスクコミュニケーション

関連法規の大幅
改正が必要

情報管理と情報公開

リスク管理対策実施

化学物質総合管理法
（化学物質総合管理庁の創設）

包括的曝露評価
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EUの化学物質関連法制の例示

（化学物質総合管理にかかわる法規）

危険物質の分類・包装・表示の法規統一化に関する指令67/548/EEC
危険調剤の分類・包装・表示の法規統一化に関する指令1999/45/EC
危険な物質と調剤の上市・使用制限の法規統一化に関する指令76/769/EEC
既存化学物質のリスク評価と管理に関する規則(EEC)793/93
届出新規化学物質の人及び環境へのリスク評価の原則に関する指令93/67/EEC
既存化学物質の人及び環境へのリスク評価の原則に関する規則(EC)1488/94
優良試験所規範 (GLP) の適用・検証の法規統一化に関する指令87/18/EEC
安全データシート (SDS) に関する指令91/155/EEC

労働者の安全衛生の改善促進対策の実施に関する指令89/391/EEC
労働者の化学物質リスクからの安全衛生保護に関する指令98/24/EC
労働者の発がん性物質・変異原性物質曝露リスクからの保護に関する指令
2004/37/EEC

消費者製品に関する指令2001/95/EC

危険貨物の道路輸送の法規統一化に関する指令94/55/EC
危険貨物の鉄道輸送の法規統一化に関する指令96/49/EC

総合汚染予防管理に関する指令96/61/EC
欧州汚染物質放出・移動登録の設立に関する規則 (EC) 166/2006
危険物質関連の重大事故危険性の管理に関する指令96/82/EC

米国の化学物質関連法制の例示

1970年労働安全衛生法 (Occupational Safety & Health Act, 1970.12)              

規準例：1910 Subpart H：危険物質

1910 Subpart M：圧縮ガス及び圧縮空気設備

1910 Subpart Z：有害物質 1910 1200：危険有害性周知規準

1972年消費者製品安全法 (Consumer Products Safety Act, 1972.10)
1960年連邦危険物質法 (Federal Hazardous Substances Act, 1960.7)

危険物規則 (Hazardous Materials Regulations, 1997.1)
連邦危険物輸送法 (Federal Hazardous Materials Transportation Law)

1976年有害物質規制法
(Toxic Substances Control Act, 1976.10)

1990年大気浄化法 (Clean Air Act) 1977年水系浄化法 (Clean Water Act)
1984年資源保護回復法 (Resource Conservation and Recovery Act)
1986年総合環境対処・補償・責任法 (Comprehensive Environmental Response, 
Compensation and Liability Act)

1986年緊急時対策・地域社会知る権利法 (Emergency Planning & Community 
Right-To-Know Act)
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当事者の円滑なリスク評価と管理を支える
化学物質総合管理法の要綱案

‐包括的管理法の制定とワンステップ行政サービス
の実現‐

星川欣孝、増田優
お茶の水女子大学 ライフワールド・ウオッチセンター

化学生物総合管理学会

第９回学術総会

2012年9月26日

目 次

１．化学物質の総合管理に関する法律案要綱(試案)の構成
２．第１章総則に規定する事項の概要（１部）
３．法体系の全体的見直しに係る国際合意
４．化審法改正の国会附帯決議
５．社会の管理能力強化に求められる必須要件
６．化学物質規制法群の日本の現状
７．第１章総則に規定する事項の概要（２部）
８．第２章「管理の標準的手段」の規定の概要
９．第３章「基本的管理制度」の６つの制度
10.第４章「執行体制の整備」の概要
11.第５章雑則に規定する事項の概要
12.第６章「関連法規の一部整理・統合」の概要
13.化学物質総合管理法制への再編成のイメージ

添付資料：春季討論集会参加者有志．アジア諸国に立遅れる日本に
必要な化学物質総合管理法制の整備(緊急提言) , 2012.6
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１．化学物質の総合管理に関する法律案要綱(試案)
の構成

第１章 総則
第２章 管理の標準的手順
第３章 基本的管理制度
第４章 執行体制の整備
第５章 雑則
第６章 関連法規の一部整理・統合

＊この要綱 (試案) は、次の報文で提示した化学物質総合管理法の骨子案を基に
作成している。
星川欣孝、増田優、化学物質総合管理による能力強化策に関する研究(その6)‐
化学物質総合管理法の骨子案と今後の課題‐化学生物総合管理, 3(2):117-
144, 2007.12

２．第１章総則に規定する事項の概要(1部）
（１）「目的」の規定

この法律は、社会経済活動及び市民生活で使用される化学物質（以下、
取扱化学物質という。）の製造・使用の過程における人及び環境に与えう
る影響を効率的かつ包括的に適正管理するため、現行関連法規に分散する
化学物質規制を改善するとともに、国際的慣行に整合する総合的な管理制
度を新たに設けることにより、社会のリスク管理能力の向上と透明性の改
善、さらには国際競争力の維持・向上と雇用の確保に資することを目的と
する。
なお、国際的慣行に整合する新たな総合的管理制度の基本は、化学物質の

特性である人及び環境に対する危険有害性（以下、ハザードという。）を
包括的に評価して分類し、その結果に人及び環境の化学物質への曝露の程
度を加味して実際の影響の可能性（以下、リスクという。）を包括的に初
期評価し、そしてその結果に基づきリスクを適正に管理する方策を講ずる
管理の標準的手順並びに国際的に整合する基本的な管理制度を整備してこ
れを一元的かつ体系的に運用することである。
また、社会のリスク管理能力の向上および透明性の改善には取扱化学物質

の管理の実態を関係者全体で共有する必要がある。そのため、一元的かつ
体系的に運用される基本的管理制度の情報を統一的に共有公開する情報管
理基盤を整備する。
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（２）「適用範囲」の規定

この法律は、国内で製造 (輸入を含む。)・流通・消費そ
して廃棄されるすべての化学物質を対象とする。また、
それら化学物質を含有する製品もこの法律の対象とし、
これらを総称して、以下、化学物質等という。

ただし、医薬品、食品添加物、農薬などハザード及び
リスクの評価が他の法令の規定に基づき厳しく行われる
場合には、その行われている範囲においてそれをもって
代えることができる。したがってこれに該当する化学物
質であっても、他の法令の規定により評価されない人又
は環境に対するハザード及びリスクはこの法律の対象に
加える。

この規定の意義は、縦割り規制法間
の隙間問題の発生の未然防止

３．法体系の全体的見直しに係る国際合意

１． OECD (経済協力開発機構 )理事会決議：

＊化学物質の環境影響の評価に関する勧告[C(74)215] (1974.11)

＊化学物質の人・環境影響を予測する手続及び要件の指針に関する勧告
[C(77)97] (1977.7) 

２． ILO (国際労働機関 )条約：

＊化学物質使用の安全に関する条約 [C170] および勧告 [R172] (1993.11)

３．国連環境開発会議 (UNCED) (1992.6)：
＊アジェンダ21第19章プログラム領域E：国全体の管理能力の強化

４．持続可能な発展に関する世界首脳会議 (WSSD) (2002.9)：
＊ヨハネスブルグ実施計画第23項

５．国際化学物質管理会議 (ICCM) (2006.2)：
＊国際化学物質管理戦略的取組み (SAICM)

３回のボタンの
掛け違い
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1970年代のOECD理事会決議に規定された

化学物質総合管理の主な要件
1) 化学物質および化学製品について輸入、生産および販売の統計データを

整備する。
2) 化学物質の上市前に、人および環境に対するハザードを包括的に評価する。
3) 化学物質管理には複数の省庁が関係している。そのため、新たな評価手続

き等を設定する際には、関係省庁間の調整を図り、統合的アプローチを採
用する。

4) 化学物質リスク評価の合理的な実施手続きとして、最初にスクリーニング評
価 (労働者、消費者、一般市民、環境生物) を行い、詳細評価の対象となる
物質を選別する段階的取組みを採用する。

5) 化学物質の人および環境に対する潜在的影響の判定に必要なデータの創
出と評価の責務は、産業の管理責任の一部とする。

6) 各国が保有する評価データおよび審査結果の受容性を高め、国家間の相
互受入れを可能とする。

＊ これらの要件は、OECDが１９７０年代に採択した「化学物質の潜在的環境影響
の評価に関する勧告 [C(74)215] (1974.11)」および「化学物質の人および環境への
影響を予測する手続きと要件の指針に関する勧告 [C(77)97] (1977.7)」の２つの理
事会決議で示された。

WSSD実施計画第23項「2020年目標」への
適切な対応

政府は、2009年5月の化審法改正時にその必要性の論拠として
WSSD (持続可能な発展世界首脳会議) 実施計画第23項の2020
年目標の達成に言及した。

それならば、その国際合意はその10年前に開催されたUNCED 
(国連環境間発会議, 1992年6月) で合意された人類の行動計画で
あるアジェンダ21第19章に基づく化学物質総合管理に係る国際協
調活動の著しい進展によって可能になったことおよび2006年2月の
ICCM (国際化学物質管理会議) で合意されたSAICM (国際化学物
質管理の戦略的取組み) の国際合意に則した実施と密接に関連す
る一連の国際合意であるとの認識に立って対応する必要がある。

このことはWSSD実施計画第23項の全文をみれば明らかである
が、政府は化審法改正で第23項のほんの一部を恣意的に引用した
にすぎない。
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４．化審法改正の国会附帯決議（2009年5月）

化審法に限定されない「化学物質総合管理の強化に係る課題」が極めて多い

視点 両議院附帯決議の該当項目

化学物
質総合
管理
(12項)

衆：前文 (化学物質の安全性の確立)、１項 (国際合意の確実な履行)、
５項 (GHSに基づく表示等)、７項 (人材の育成・研究機関の充実等)、
９項 (総合的、統一的な法制度等の検討) ・・ 5項目

参：１項 (国際合意の確実な遵守)、３項 (GHSに基づく表示等)、
７項 (人材の育成・研究機関の充実等)、８項 (総合的、統一的な法制
度等の検討)、10項 (動物代替試験法の開発等)、11項 (曝露モニタリ
ングの実施等)、12項 (総合的、統一的な法制度及び行政組織のあり方
等の早期検討) ・・ 7項目

共通
(6項)

衆：２項 (スクリーニング評価の重点等)、３項 (リスク評価への主体者参
加等)、４項 (事業者の負担軽減等) ・・ 3項目

参：２項 (事業者の負担軽減等)、５項 (リスク評価への主体者参加等)、
９項 (化審法の管理のあり方の見直し等) ・・ 3項目

化審法
(4項)

衆：６項 (エッセンシャルユースの運用等)、８項(懸念化学物質の厳格管理
等) ・・ 2項目

参：４項 (懸念化学物質の厳格管理等)、６項(エッセンシャルユースの運用
等) ・・ 2項目

総合的、統一的な法制度等に関する両議院の附帯決議

衆議院9
項

化学物質の適正な利用および化学物質によるリスクの低減に関する
長期的、計画的な施策を推進するに当たっては、関係省庁間の連携
を図りつつ、事業者の負担の軽減および消費者の化学物質に関す
る理解の促進に資するよう、化学物質に関する総合的、統一的な法
制度等のあり方について検討を行う。

参議院8
項

化学物質管理が多くの法律に基づきなされている仕組みが、国民の
目から分かりにくいとの指摘を踏まえ、化学物質に関する総合的・統
一的な法制度の在り方について検討を行うこと。

参議院
12項

化学物質によるリスクの低減・削減に関する施策を長期的、総合的、
計画的に推進するため、基本理念を定め関係者の責務及び役割を
明らかにするとともに、施策の基本事項を定めるなど化学物質に関
する総合的、統一的な法制度及び行政組織の在り方等について検
討を早急に進める。

＊国会の附帯決議から３年半近く経っても、政府はこの決議事項に対応する具体的
動きを見せていない。むしろ、9月に発表したSAICM国内実施計画には、国会の附帯
決議に反して法制度のあり方を検討することの必要性を認めない記述がある。
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両議院附帯決議に関連して実現が特に望まれる要件

１．総合的、統一的な法制度および行政組織のあり方の検討
① 関係省庁間の連携を図ること
② 事業者の負担の軽減に資すること
③ 消費者の化学物質に関する理解の促進に資すること
④ 化学物質管理が多くの法律に基づき行われている仕組みを国民の目

から分かりやすく改善すること
⑤ 基本理念を定めること
⑥ 関係者の責務および役割を明らかにすること
⑦ 施策の基本事項を定めること
⑧ 政府の施策全体に予防的取組方法を採用するため統一的なガイドラインを
策定すること

２．省庁の連携・協力と情報共有の強化
1) 化学物質に関する総合的、統一的な法制度等のあり方について検討すること
2) 2020年までに達成するという国際合意を遵守するためにサプライチェインの

川上のみならず、流通、使用、処分、廃棄等を含めたライフサイクル全体に
及ぶ適正な管理が必要であること

3) 国民全体の理解を得て化学物質のリスク評価を確実に進め、管理について
万全を期すこと

５．社会の管理能力強化に求められる必須要件

1．化学物質総合管理の概念に基づく現行法律体系の抜本的変革
国内で取り扱われる化学物質（天然物、自家消費を含む）を包括的に管理する新
たな行政事務を起こし、現在省庁に分散する諸関係事務を統合・整理する。

2．複数の法律に分散した基本的管理制度の統合と機能向上
ハザードの評価・分類や包括的な初期リスク評価、安全データシートの作成・交
付など基本的管理制度を体系化して法定制度とし、化学物質総合管理に係る法律
を所管する行政機関が包括的に所掌する。

3．ハザード評価やリスク評価への適応力の強化
法律の執行を支援し、かつ、化学物質のハザードとリスクの評価および調査を中
核的に担う総合評価機関を創設して専門的な人材を糾合する。

4．社会の管理能力および制度運用の透明性の向上
化学物質を取り扱う当事者の責務を法律に規定し、化学物質に関する情報の共有
化を推進し、行政施策の策定や行政事務の実施過程への市民参加等の措置を講ず
る。

5．化学物質管理に係る行政施策と行政事務の省庁間協働の確保
化学物質管理に関係する全省庁の協議・調整の場を常設して協働を促進し、事務
局に化学物質総合管理に係る法律を所管する行政機関を当てる。
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化学物質総合管理の基本条件
‐｢総合管理原則」‐

1．実態に則した管理（リスク原則）
ハザードのみならず曝露も加味したリスクの評価を基礎とする管理

2．科学的方法論による評価と管理
科学的知見と論理的思考に依拠した評価と管理

3．国際調和の尊重
国際的に調和のとれた方法論や制度の尊重

4．当事者の主体的管理の重視
曝露の個別実態に則した自主管理の重視

5．情報の共有
リスクの評価や管理に必要なハザード情報や曝露情報の共有

6．知的基盤の整備
科学的知見の充実と集大成･体系化

7．人材の育成と教育の充実

化学物質総合管理法制のイメージ

「化学物質の総合管理に関する法律」

労働者安全衛生に関する法律体系

消費者製品に関する法律体系

危険物輸送に関する法律体系

環境保全に関する法律体系

保安防災に関する法律体系

（指針・基準の例）
優良試験所規範 (GLP) の適用に関する指針

化学物質の危険有害性の分類及び表示等に関する指針
化学物質の人及び環境曝露の初期リスク評価に関する指針
危険有害物の製造禁止等の判定基準

化学物質総合管理の基本体系及び「総合管理原則」を一元的
に執行する法律で、人および環境に対するハザードの包括的
評価並びに労働者、消費者、一般市民および環境生物の曝露
に関する初期リスク評価を行い、ハザードの分類と表示、SDS
交付等のコミュニケーション制度等を運用する。

(GHS)
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「リスク原則」に基づく化学物質管理の統合

労働安全衛生

保安防災

輸送安全

製品安全

環境保全

資源リサイクル

（ハ
ザ
ー
ド
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
）

（ハ
ザ
ー
ド
分
類
・初
期
評
価
）

ハ
ザ
ー
ド
管
理

リ
ス
ク
管
理

（リ
ス
ク
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
）

（リ
ス
ク
評
価
）

（曝
露
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
）

（曝
露
評
価
）

曝
露
管
理

リスク管理の視点

６．化学物質規制法群の日本の現状

毒物及び劇物取締法(1950年12月制定)

消防法・危険物の規制に関する政令 (1959年9月制定)

高圧ガス保安法(旧高圧ガス取締法：1951年6月制定)

化学物質審査規制法(1973年10月制定)

化学物質（排出把握）管理促進法(1999年７月制定)

労働安全衛生法(1972年6月制定)

有害物質含有家庭用品規制法(1973年１0月制定)

有機溶剤中毒予防規則

特定化学物質障害予防規則
鉛中毒予防規則
四アルキル鉛予防規則
粉じん障害予防規則、その他

消費生活用製品安全法(1973年6月制定)

家庭用品品質表示法(1962年5月制定)

火薬類取締法(1950年5月制定)

危
険
有
害
物

消
費
者
安
全

大気汚染防止法（1968年3月制定）、悪臭防止法（1971年6月制
定）、オゾン層保護法（1988年5月制定）、水質汚濁防止法（1970
年12月制定）、ダイオキシン類対策特別措置法（1999年7月制
定）、土壌汚染対策法（2002年2月制定）、その他

環
境
保
全

新規化学物質審査

安全データシート交付

ハザード分類

製造・輸入

貯蔵

使用

回収・廃棄

優良試験所規範

輸
送
安
全

販売
化
学
物
質
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ

初期リスク評価

容器包装ラベル表示

輸送

爆発性の物、発火性の物、
引火性の物、その他政令
指定物

道路運送車両法、鉄道営業法、
船舶安全法・危険物船舶運送・貯蔵規則
（1957年8月制定）、
航空法施行規則（1962年7月制定）、
その他

海洋汚染及び海上災害防止法（1970年12月制定）

OECD

OECD
OECD

UN

UN

ILO,UN

(国際調和制度) (個別法の分立状態)
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現行法規における主な化学物質管理制度の分散状況

事項 該当する法規の例

危険有害物指定 火薬類取締法、高圧ガス保安法、消防法・危険物規制令、危
険物船舶運送規則

労働安全衛生法、毒物劇物取締法、家庭用品規制法

ハザード評価・分
類

化学物質審査規制法、労働安全衛生法、海洋汚染防止法

ラベル表示 高圧ガス保安法、消防法・危険物規制令、危険物船舶運送規
則、・・

毒物劇物取締法、労働安全衛生法、化学物質審査規制法

安全データシート 化学物質管理促進法、労働安全衛生法、毒物劇物取締法

新規化学物質審
査

化学物質審査規制法、労働安全衛生法

曝露評価 労働安全衛生法、化学物質審査規制法

初期リスク評価 法律関連も事業として一部実施（例、HPVチャレンジ計画）

７．第１章総則に規定する事項の概要（２部）
（３）「定義等」の規定

（１）「化学物質」とは、元素、同位体または化合物で構成され社会で取り扱われる
ものをいい、そのものが天然のものであるか人工のものであるかを問わず、ま
た、微小形態のものも含める。

（２）「ハザード評価」とは、取扱化学物質の人及び環境に対するハザードを国際的
に整合した判断規準に照らして包括的に評価することをいう。
なお、判断規準は経済協力開発機関が確立したスクリーニング情報データセッ
ト (SIDS)に従って別途定める。

（３）「ハザード分類」とは、取扱化学物質の人及び環境に対するハザードを国際的
に整合したハザード分類規準に照らして包括的に分類することをいう。
なお、分類規準は国連経済社会理事会が勧告した化学物質の分類及び表示
の世界調和体系 (GHS)に従って別途定める。

（４）「ハザード表示」とは、上記の包括的なハザード分類の結果に基づき国際的に
整合した表示規準に従ってラベルや標札を作成し、危険有害化学物質等の容
器・包装に表示することをいう。
なお、表示規準は前項のハザードの包括的な分類規準とともに、国連経済社会
理事会が勧告した化学物質の分類及び表示の世界調和体系 (GHS)に従って
別途定める。



（企画テーマ 星川欣孝 10） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「定義等」の規定（つづき）

（５）「曝露評価」とは、国際的に整合した手順に従って化学物質等の製造・使用の
工程（消費を含む）から排出又は漏洩する化学物質の量を調べて、人（作業者、
消費者、一般市民）及び環境の曝露の程度を見積もることをいう。
なお、曝露評価の手順は経済協力開発機関が策定した排出シナリオ書に関す
る手引書等に従って別途定める。

（６）「初期リスク評価」とは、取扱化学物質の人及び環境に対するハザードを包括
的に評価した結果に当該化学物質の取扱いに伴う人及び環境の曝露を加味し
て、実際の影響の可能性を国際的に整合した判断規準に照らして包括的に初
期評価することをいう。
なお、判断規準は経済協力開発機関が確立したスクリーニング情報データセッ
ト (SIDS) 等に従って別途定める。

（７）「詳細調査」とは、（１）のハザード評価、（５）の曝露評価及び（６）の初期リスク
評価を行った結果、ハザードデータ、曝露データなどの不足その他の理由によ
り確定できなかったハザード、曝露及びリスクのうち、人又は環境への影響の懸
念を確定することが特に必要であると判断されるハザード、曝露及びリスクにつ
いて、収集すべきハザードデータ、曝露データその他を特定して行う追加の調
査をいう。

「定義等」の規定（つづき）

（８）「取扱化学物質」とは、国内の社会経済活動及び市民生活において現に使用
されている化学物質をいい、化学物質の特定は国際的な命名法 (IUPAC) によ
る名称とCAS番号を用いて行うことを原則とする。
なお、取扱化学物質の一覧表は、第三章に規定する管理の実態調査の初回調
査で把握される取扱化学物質を基礎として編纂し、それ以降に事業者が届け出
る次号の新規化学物質をその都度加えて更新し、５年ごとに実施する実態調査
により確認する。

（９）「新規化学物質」とは、前号に規定する取扱化学物質の一覧表に収載されて
いない化学物質であって、国内における取扱いが新たに予定される化学物質を
いう。

（10）「高懸念化学物質」とは、人及び環境に対するハザードが（３）項の分類規準
に照らして著しく強いか又は強いことが懸念される化学物質であって、当該化学
物質について初期リスク評価又は詳細評価を行った結果、国内におけるその取
扱いについて特定の制限等を設けることが必要であると判定される化学物質を
いう。
なお、高懸念化学物質に係る分類基準については、関連法規および国際的慣
例との整合性を考慮して別途定める。
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「定義等」の規定（つづき）

（８）「取扱化学物質」とは、国内の社会経済活動及び市民生活において現に使用さ
れている化学物質をいい、化学物質の特定は国際的な命名法 (IUPAC) による
名称とCAS番号を用いて行うことを原則とする。
なお、取扱化学物質の一覧表は、第三章に規定する管理の実態調査の初回調
査で把握される取扱化学物質を基礎として編纂し、それ以降に事業者が届け出
る次号の新規化学物質をその都度加えて更新し、５年ごとに実施する実態調査
により確認する。

（９）「新規化学物質」とは、前号に規定する取扱化学物質の一覧表に収載されてい
ない化学物質であって、国内における取扱いが新たに予定される化学物質をい
う。

（10）「高懸念化学物質」とは、人及び環境に対するハザードが（３）項の分類規準

に照らして著しく強いか又は強いことが懸念される化学物質であって、当該化学
物質について初期リスク評価又は詳細評価を行った結果、国内におけるその取
扱いについて特定の制限等を設けることが必要であると判定される化学物質を
いう。
なお、高懸念化学物質に係る分類基準については、関連法規および国際的慣
例との整合性を考慮して別途定める。

「定義等」の規定（つづき）

（11）「安全データシート (SDS)」とは、取扱化学物質及び特定の危険有害化学物
質を含有する製品について、その出所、人及び環境に対するハザードに関す
る情報、主な用途、その用途での曝露防止等の取扱注意、規制情報、処理処
分の推奨方法などを国際的な規準に整合した指針に従って記述した文書をいう。
なお、安全データシートの作成および交付の指針は、国連経済社会理事会が
勧告した化学物質の分類及び表示の世界調和体系 (GHS) 等に従って別途策
定する。

（12）「曝露シナリオ書 (ESD)」とは、化学物質等の製造・使用の工程について取扱
化学物質の排出・漏洩の状況を把握して人及び環境の曝露の程度を見積もっ
た際に、その見積もりの過程の詳細及び結果を国際的な規準に整合した手引
きに従って記述した文書をいう。
なお、曝露シナリオ書の作成手引きは、経済協力開発機構が策定した排出シナ
リオ書に関する手引書等に従って別途策定する。

（13）「初期リスク評価書」とは、取扱化学物質が人及び環境に与えうる影響につい
て包括的な初期リスク評価を行った際に、その評価の過程の詳細及び結果を
国際的な規準に整合した手引きに従って記述した文書をいう。
なお、初期リスク評価書の作成手引きは、経済協力開発機構が策定した高生
産量化学物質の点検マニュアル等に従って別途策定する。
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「定義等」の規定(つづき)
（14）この法律の規定に基づき化学物質総合管理に係る事務を包括的に執行す

る新たな行政機関を設置しその名称を「化学物質総合管理庁」とする。
（15）この法律の規定に基づく化学物質等に係る評価等の業務を包括的に担う

総合評価機関を設置しその名称を「化学物質総合評価機構」とする。

（４）社会各層の責務の規定

この法律の目的の一つは、国際的慣行に整合する新たな総合的管理制度を設
けて社会のリスク管理能力の向上と透明性の改善、さらには国際競争力の維持・
向上と雇用の確保を図ることである。そのため化学物質のリスク管理の当事者で
ある事業者、取扱作業者、消費者、一般市民および政府のそれぞれが担うべきリ
スク管理上の役割・責務を明示する必要がある。その規定の順序は、リスク管理を
実際に担う者の役割・責務を優先的に掲げ、政府の役割・責務はそれらを前提に
規定する。
（１）事業者は、取扱化学物質等のすべてについて主体的に人及び環境に対する

ハザードを包括的に評価して分類し、そして化学物質等の製造・使用の状況等
について人及び環境の曝露の程度を見積もって実際の影響のリスクを評価し、
さらにそれらの結果に基づき適切な製造条件、使用条件、流通条件などを決め
て事業活動を適正に管理するとともに、関係事業者及び消費者などに適切な情
報を提供する責務を有する。

事業者はまた、化学物質等を取り扱う作業者が組織のリスク管理計画の遂行
に効果的に参加するため、事業所で取り扱う化学物質及び曝露防止対策等に
関する情報を作業者に周知する責務を有する。

（２）化学物質等を取り扱う作業者は、取り扱うすべての化学物質等の人及び環境
に対するリスクを認識し、事業者と協働してリスク管理計画に則り作業を適切に
遂行する責務を有する。
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社会各層の責務の規定（つづき）
（３）化学物質を含有する消費者用製品を使用する者は、使用する製品の人及び

環境に対するリスクを認識し、事業者が提示する取扱注意書等に留意して適切
に使用する責務を有する。

（４）一般市民は、化学物質の人及び環境に対するリスクを認識し、政府及び事業
者その他が実施するリスク管理にかかわる活動に協働する責務を有する。

（５）政府は、当事者の主体的な自主管理を尊重しつつ、公正な政策に基づいて化
学物質等が人及び環境に与えうる影響のリスクを実効的かつ効率的に管理す
る責務を有する。

政府はまた、化学物質管理に係る国内外の動向を計画的かつ体系的に把握し
て公表しつつ、国内の管理の状況を改善するための方策を定期的に取りまとめ
て法律制度の見直しを含めた改善計画を立案しかつこれを実施する責務を有
する。
政府はまた、化学物質管理の科学的技術的基盤を充実しつつ、管理に必要な
専門的人材の育成と教養教育を強化する責務を有する。

政府はさらに、化学物質のリスク管理に複数の省庁が関わりを持つことに留意
して、関係省庁間の円滑な協議及び調整を確保し協働する責務を有し、その責
務の実施において化学物質総合管理庁および化学物質総合評価機構は中核
的な役割を果たす。

８．第２章「管理の標準的手段」の規定の概要

化学物質が人及び環境に与えうる影響を適切に管理する標準的な手順は、
リスク評価・管理の透明性の向上に資することを重視して以下の各項に従っ
て行うことを基本とする。なお、管理の標準的な手順については、国際的な
整合性に留意して指針または手引きを策定して公表する。

1) 製造から使用・廃棄に至る流通実態を包括的かつ計画的に把握する。
2) 人及び環境に対するハザードを包括的かつ一元的に評価して分類する。
3) 製造・使用の過程における化学物質の排出・漏洩の状況を把握して人
（作業者、消費者、一般市民）及び環境の曝露を包括的に評価する。

4) ハザードの包括的な評価結果と人と環境の包括的な曝露評価の結果を
用いて、人及び環境に与えうる影響のリスクを包括的に初期評価する。

5) ハザードの包括的な評価と分類の結果、人及び環境の曝露の包括的評価
の結果、並びに初期リスク評価の結果に基づいて、以下の措置を必要に
応じて講ずる。

イ）製造、流通、使用及び廃棄を適切に管理する措置を講ずる。
ロ）取扱いに関わりを持つ当事者間で管理に関する情報を共有しつつ、

協働するための措置を講ずる。
ハ）人又は環境に与えうる影響の懸念が著しく高い化学物質を特定し、

製造又は使用において条件を付したり適切な制限を加えたりする
措置を講ずる。
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９．第３章「基本的管理制度」の６つの制度

この法律の目的を達成するため、化学物質について以下
の六つの基本的管理制度を設ける。そしてこの法律を所掌
する化学物質総合管理庁（第４章１項参照）がそれらを包
括的かつ一元的に執行する。
なお、それぞれの管理制度については、それらを体系的
に施行しかつ透明性の向上に資するため、国際的な動向に
整合した準則及び実施計画を定め公表して運用する。

１．管理実態調査制度
２．取扱化学物質評価制度
３．新規化学物質等評価制度
４．高懸念化学物質確認制度
５．当事者間情報共有制度
６．公開データベース、年次報告書

化学物質総合管理法制における

管理の標準的手順と６つの基本管理制度

包括的ハザード評価・分類

包括的初期リスク評価

詳細調査

（ハザード、曝露、リスク）

リスク管理対策確定

1．管理実態調査制度

2．取扱化学物質評価

制度

3．新規化学物質等評価

制度

4．高懸念化学物質確認

制度

5．当事者間情報

共有制度

管理情報基盤整備

6．公開データベース

年次報告書

管理の標準的手順
（事業者・行政共通）

新法の中核的機能で、
評価機構の整備が必要他の関連法規
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化学物質総合管理の初期リスク評価に必要な項目
Ⅰ．物質情報
1．物質の識別情報（Chemical Identity）
－ＣＡＳ番号
－名称
－構造式
－評価される化学物質の組成

2．流通量（生産・輸入推定量）
3．使用類型（カテゴリー及び使用タイプ）
4．曝露発生源（作業者曝露、消費者曝露、

環境経由の間接曝露）

Ⅱ．物理化学的性状
1．融点
2．沸点
3．相対密度
4．蒸気圧
5．分配係数：ｎ－オクタノール／水
6．水溶解度
7．解離定数（解離物質の場合）
8．酸化還元電位

Ⅲ．環境中運命
1．光分解性
2．水中安定性（加水分解する官能基ないか、
加水分解されないと一般に認められる化学
物質群は定性的に記述）

3．媒体間の移動分配（分配経路を含み、実
験かQSARによるヘンリー定数、エアロゾ
ル化、揮発性、土壌吸着性）

4．好気性生分解性
Ⅳ．哺乳類毒性
1．急性毒性（人曝露状況で投与経路選定）
2．反復投与毒性（新規試験は人曝露状況
に最も関係する投与経路）

3．遺伝毒性（2種エンドポイント）
4．生殖発生毒性（受胎能と発生毒性を評価
できるデータ）

5．人の曝露経験（入手可能な場合）

Ⅴ．環境毒性
1．魚類急性毒性
2．ミジンコ急性毒性
3．藻類毒性

＊出典はOECDのSIDS ( Screening Information and Data Set) で、国際的に合意された
包括的な初期リスク評価のための情報データセット

改正化審法で扱えない項目

化学物質のハザード／曝露／リスク評価・管理の要素

＊改正化審法が対象とする要素はこの部分だけ

1) 物理化学的性状、環境中運命等の調査

2) ハザード分類（GHS基準に基づく全体的なハザード分類）

物理化学的危険性（16項目）、健康有害性（10項目）、環境有害性の包括的な分類

3) ハザード評価（量‐反応関係、管理指針値等の設定）

物理化学的
危険性

急性毒性 感作性 亜慢性／慢性毒性 生殖
毒性

発がん性 環境有
害性

4) 曝露評価（曝露形態別等の全体的な評価）

労働作業曝露 製品使用曝露 室内環境曝露 環境経由曝露 環境生物曝露

5) リスク評価（リスク領域別の全体的な評価及び管理方策の確定）

設備安全 物流安全 労働者安全 製品安全 消費者安全 環境安全(第二種特
定化学物質の指定)

6) リスク管理（対策の実施、点検、改善）

7) コミュニケーションの確実な実施

作業規程類 安全データ
シート

表示・ラベル 製品取扱
説明書

環境報告書、
CSRレポート等
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10.第４章「執行体制の整備」の概要

この法律の目的の一つは、多岐に分散して非効率な現行関連法規に基づ
く化学物質規制の効率性や整合性を抜本的に改善することである。そのた
めそれを実現する方策として、化学物質総合管理を担う中核的行政機関と
それに付随する化学物質総合評価機関を新設することとし、それらの機関
がこの法律に定める基本的管理制度を一元的に執行する。

１．一元的な所管行政機関の設置
（１）この法律に基づいて化学物質総合管理を包括的に所掌する行政機関を新たに

設置し、現在、省庁に分散している関連事務を整理して統合する。
（２）この行政機関の名称は「化学物質総合管理庁」とし、この法律の執行を一元

的に担う執行部門に加えて、化学物質総合管理にかかわる政策の企画立案及
び国内外の科学的技術的進展や政策的動向の調査を総括する企画調査部門を
設置する。

２．統一的な総合評価機関の設置
（１）この法律に基づき当事者が提出する技術資料の評価、人と環境に対するハ

ザードの評価と分類、人と環境の曝露の評価、人と環境への影響の初期リス
ク評価及びリスク管理の方策の確定などにかかわる業務、並びに取扱化学物
質にかかわる科学技術情報の管理を包括的に担当する総合評価機関を設置し、
現在、省庁及び独立行政法人などに分散している関連機能を整理して統合す
る。

（２）統一的な総合評価機関の名称は「化学物質総合評価機構」とする。

化学物質総合管理法制における
関係行政機関等の協働体制

一元的所管行政機関
（執行部門、企画調査部門）

（内閣府所属）

統一的総合評価機関
（評価部門、調査部門、教育部門）

[独立専門機関]

関係省庁等の

協働の場

関
係
省
庁

関
係
省
庁

関
係
省
庁

関
係
省
庁

・・・・

評
価
機
関

調
査
機
関

評
価
機
関

調
査
機
関

・・・・

（行政） （独立専門機関）
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11．第５章雑則に規定する事項の概要

この法律の実効性および運用の透明性を確保するため、雑則として以下の
事項を規定する。

（１）当事者の営業上の機密情報及び財産権の保護と補償

（２）社会の意見集約の場の設置

（３）専門人材育成と教養教育

（４）化学物質総合管理中期計画の策定及び年次報告書の公表

12．第６章「関連法規の一部整理・統合」の概要

この法律 (以下、新法という。) の制定に伴い現行関連法規の一部を整
理・統合するため以下の措置を講ずる。

１．関連法規における危険有害物のハザード分類規準の統一性確保
新法においては社会で取り扱われる全ての化学物質の人及び環境に

対する危険有害性 (ハザード) を国際的に整合したハザード分類規準
(GHS) に照らして包括的に分類する。化学物質のハザード分類が関連
法規の間で異なることは当事者間の相互認識および国際貿易上の支障
となりうるため、関連法規における規制対象物質の指定等は、物理的
ハザードの場合を含めて、新法におけるハザード分類結果に基づいて
行うよう変更することとし、原則として新法による制度に一元化す
る。

２．関連法規における安全データシート交付制度の新法への移管
現在、毒物劇物取締法、労働安全衛生法及び化学物質管理促進法に

分立しつつ重複している化学物質等に係る安全データシート (SDS) 交
付制度は、新法に規定される国際的に整合した交付制度と重複するた
め、いずれの制度も新法の制度に統合する。
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第６章「関連法規の一部整理・統合」の概要（つづき）

３．関連法規における危険有害物容器・包装のラベル表示規準の統一性
確保
現在関連法規に規定される危険有害物の容器・包装のラベル表示規準に関

しても、その書式等が関連法規の間で異なることは当事者間の相互認識およ
び国際貿易上の支障となりうるため、物理的ハザードの場合を含めて、新法
におけるハザード分類結果とラベル表示規準に基づいて行うよう変更するこ
ととし、原則として新法による制度に一元化する

４．関連法規における新規化学物質審査制度の新法への移管
現在、労働安全衛生法及び化学物質審査規制法に規定される新規化学物質

審査制度は、内容的に若干の差違はあるものの類似した制度であり、新法に
規定される包括的な新規化学物質等の評価制度と重複するため、両制度を新
法の制度に統合する。

５．毒物劇物取締法の新法への統合
毒物劇物取締法の役割は人に対する毒性が強い化学物質の取締りに限局さ

れている。それゆえ取扱化学物質の総合的なリスク評価・管理の効率性およ
び実効性の向上のため、毒物劇物取締法の役割を新法に規定される管理制度
に統合する。

＊一部のハザードに着目して取り締まる規制方式は、非効率で
隙間の発生が必然的であるため、すでに時代遅れである。

第６章「関連法規の一部整理・統合」の概要（つづき）

６．有害物質含有家庭用品規制法の新法への統合
有害物質含有家庭用品規制法の役割は人に対する毒性が強い化学物

質を含有する家庭用品の取締りに限局されている。それゆえ取扱化学
物質の総合的なリスク評価・管理の効率性および実効性の向上のため、
有害物質含有家庭用品規制法の役割を新法に規定される管理制度に統
合する。

７．化学物質審査規制法の抜本的変更
化学物質審査規制法の役割は人及び環境に及ぼす環境経由のリスク

に基づく特定化学物質の取締りに限局されている。しかし社会に流通
する化学物質の審査と規制を行う法という位置づけから新法の規定事
項と類似する部分が認められる。

そのため新法と化学物質審査規制法の類似性を解消するため、化学
物質審査規制法の事前審査に係る規定を新法に統合する等により、主
な規制内容を残留性有機汚染物質 (POPs) に係る国際条約に対応する
法律に変更する。
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13．化学物質総合管理法制への再編成のイメージ

火薬類取締法

毒物及び劇物取締法

高圧ガス保安法

消防法・危険物規制令

化学物質審査規制法

労働安全衛生法
有機溶剤中毒予防規則、
特定化学物質障害予防規則、他

家庭用品規制法

海洋汚染防止法

オゾン層保護法、大気汚染防止法、
水質汚濁防止法、悪臭防止法、他

危険物船舶運送・貯蔵規則、

航空法施行規則、他

化学物質管理促進法

一元的ハザード評価・
GHS分類

新規化学物質
既存化学物質

安全データシート交付

取扱実態把握

包括的初期リスク評価

ラベル表示

経産省製造産業局

厚労省医薬食品局

環境省総合環境政策局

厚労省労働基準局

総務省消防庁

国交省海事局 ･航空局

経産省資源エネルギー庁

化学物質総合管理法

高懸念化学物質
の生産使用確認

化学物質総合管理庁

（化学物質総合評価機関）

情
報
共
有
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

（産業技術総合研究所）

（国立医薬品食品衛生研究所）

（産業技術総合研究所）
（製品評価技術基盤）

（中央労働災害防止協会）

（国立環境研究所）

（産業技術総合研究所）

：機能・人材の糾合
：成果・制度の共有

（所管省庁・専門機関） （現行関連法規）

：法律・制度の統合

化学物質総合管理法制の体系

化
学
物
質
審
査
規
制
法

化
学
物
質
管
理
促
進
法

労
働
安
全
衛
生
法

消
防
法

高
圧
ガ
ス
保
安
法
・火
薬
類
取
締
法

輸
送
安
全
関
連
法
規

消
費
者
製
品
関
連
法
規

環
境
保
全
関
連
法
規

そ
の
他
関
連
法
規

一元的ハザード評価・分類

ハザード／曝露コミュニケーション

包括的初期リスク評価

追加の詳細調査

リスク管理対策確定

リスクコミュニケーション

関連法規の大幅
改正が必要

情報管理と情報公開

リスク管理対策実施

化学物質総合管理法
（化学物質総合管理庁の創設）

包括的曝露評価



（企画テーマ 星川欣孝 20） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

EUの化学物質関連法制の例示

（化学物質総合管理にかかわる法規）

危険物質の分類・包装・表示の法規統一化に関する指令67/548/EEC
危険調剤の分類・包装・表示の法規統一化に関する指令1999/45/EC
危険な物質と調剤の上市・使用制限の法規統一化に関する指令76/769/EEC
既存化学物質のリスク評価と管理に関する規則(EEC)793/93
届出新規化学物質の人及び環境へのリスク評価の原則に関する指令93/67/EEC
既存化学物質の人及び環境へのリスク評価の原則に関する規則(EC)1488/94
優良試験所規範 (GLP) の適用・検証の法規統一化に関する指令87/18/EEC
安全データシート (SDS) に関する指令91/155/EEC

労働者の安全衛生の改善促進対策の実施に関する指令89/391/EEC
労働者の化学物質リスクからの安全衛生保護に関する指令98/24/EC
労働者の発がん性物質・変異原性物質曝露リスクからの保護に関する指令
2004/37/EEC

消費者製品に関する指令2001/95/EC

危険貨物の道路輸送の法規統一化に関する指令94/55/EC
危険貨物の鉄道輸送の法規統一化に関する指令96/49/EC

総合汚染予防管理に関する指令96/61/EC
欧州汚染物質放出・移動登録の設立に関する規則 (EC) 166/2006
危険物質関連の重大事故危険性の管理に関する指令96/82/EC

米国の化学物質関連法制の例示

1970年労働安全衛生法 (Occupational Safety & Health Act, 1970.12)              

規準例：1910 Subpart H：危険物質

1910 Subpart M：圧縮ガス及び圧縮空気設備

1910 Subpart Z：有害物質 1910 1200：危険有害性周知規準

1972年消費者製品安全法 (Consumer Products Safety Act, 1972.10)
1960年連邦危険物質法 (Federal Hazardous Substances Act, 1960.7)

危険物規則 (Hazardous Materials Regulations, 1997.1)
連邦危険物輸送法 (Federal Hazardous Materials Transportation Law)

1976年有害物質規制法
(Toxic Substances Control Act, 1976.10)

1990年大気浄化法 (Clean Air Act) 1977年水系浄化法 (Clean Water Act)
1984年資源保護回復法 (Resource Conservation and Recovery Act)
1986年総合環境対処・補償・責任法 (Comprehensive Environmental Response, 
Compensation and Liability Act)

1986年緊急時対策・地域社会知る権利法 (Emergency Planning & Community 
Right-To-Know Act)



 

アジア諸国に立遅れる日本に必要な化学物質総合管理法制の整備 
（緊急提言） 

2012 年 6 月 18 日     
化学生物総合管理学会  
春季討論集会参加者有志 

経済協力開発機構 (OECD) の加盟国に限らず、最近ではアジア諸国においても化学物

質総合管理の法整備が進展している。そのような国際環境の下、旧態依然とした縦割り規

制法の不適切かつ不合理な運用により日本の産業界や消費者が困難に直面する事例やリス

ク管理の隙間問題が露呈する事例が頻発している。 
このような国際的な競争力や市民の健康に悪影響を及ぼしかねない窮状を打開するため、

化学生物総合管理学会では 2012 年 3 月 7 日に開催した春季討論集会において、1)化学物

質管理の法体系と国際競争力および 2)化学品法規制と情報のあり方に係る問題点と解決策

について討論を行った (春季討論集会プログラム: http://www.cbims.net/meeting/)。 
その中で、例えば、①化学品の輸出入業務における現行の省庁縦割り規制法に基づく不

適切かつ不合理な扱い、②化学物質届出情報の相互受入れ制度を活用できない事業者の不

利な現況、③家庭用殺虫剤に係る法律の不備によるリスク管理および競争上の不条理、さ

らには④諸外国では法律に基づき管理されている個別製品に係る問題の顕在化などの事例

が問題提起された。 
これらが明らかにすることは、世界の潮流である化学物質総合管理を無視して旧来の縦

割り規制法に固執するあまり袋小路に入り込んでしまった日本の現状である。そしてこの

ような無残な実状を改善する方策は、国際協調を重視して化学物質のリスク評価やリスク

管理を包括的に扱う化学物質総合管理法制を早急に整備するとともに、それを一元的に執

行する中核的な行政機関と評価機関を設置すること以外にはないことも明白になった。 
 最近、厚生労働省、経済産業省および環境省は「今後の化学物質管理政策に関する合

同検討会」を設置し、労働者保護、消費者保護、環境保護の総合的な視点に立って体系的

に危険有害性情報の収集・評価等を進める方策について論議に着手した。このような合同

検討会の設置は歓迎されるものの、SAICM に基づく国際協調活動の進展に鑑みれば事は

急を要する。それゆえ、３省が検討会を設置したことを契機に論議の活性化に資するため、

春季討論集会の意見交換を踏まえて化学物質総合管理法の法律要綱 (試案) を策定し化学

生物総合管理学会ホームページの「論議の輪」欄に投稿して公表することとした (論議の

輪: http://www.cbims.net/ronginowa.html )。 
より良い法律案の策定に活かすために、論議の輪の場を活用して議論を深めていきたい。

社会の広幅な人々から多数のご意見が論議の輪に寄せられることを期待する。とりわけ、

合同検討会を主催する３省をはじめとする各省庁および合同検討会の構成委員の方々、さ

らには各省の化学物質のリスク評価や管理に係る審議会や委員会の委員や専門委員の皆様

の厳しい批判を心より歓迎する。 
 
 別紙：化学物質の総合管理に関する法律案要綱 (試案) 
 

（企画テーマ 星川欣孝　付属資料1）



【
別
紙
】 

化
学
物
質
の
総
合
管
理
に
関
す
る
法
律
案
要
綱
（
試
案
） 

第
一
章 
総
則 

一
．
目
的 

 

こ
の
法
律
は
、
社
会
経
済
活
動
及
び
市
民
生
活
で
使
用
さ
れ
る
化
学
物
質
（
以
下
、
取
扱
化
学
物
質
と
い
う
。
）
の
製
造
・
使
用
の
過
程
に
お
け
る
人
及
び
環
境

に
与
え
う
る
影
響
を
効
率
的
か
つ
包
括
的
に
適
正
管
理
す
る
た
め
、
現
行
関
連
法
規
に
分
散
す
る
化
学
物
質
規
制
を
改
善
す
る
と
と
も
に
、
国
際
的
慣
行
に
整
合

す
る
総
合
的
な
管
理
制
度
を
新
た
に
設
け
る
こ
と
に
よ
り
、
社
会
の
リ
ス
ク
管
理
能
力
の
向
上
と
透
明
性
の
改
善
、
さ
ら
に
は
国
際
競
争
力
の
維
持
・
向
上
と
雇

用
の
確
保
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。 

な
お
、
国
際
的
慣
行
に
整
合
す
る
新
た
な
総
合
的
管
理
制
度
の
基
本
は
、
化
学
物
質
の
特
性
で
あ
る
人
及
び
環
境
に
対
す
る
危
険
有
害
性
（
以
下
、
ハ
ザ
ー
ド

と
い
う
。
）
を
包
括
的
に
評
価
し
て
分
類
し
、
そ
の
結
果
に
人
及
び
環
境
の
化
学
物
質
へ
の
曝
露
の
程
度
を
加
味
し
て
実
際
の
影
響
の
可
能
性
（
以
下
、
リ
ス
ク
と

い
う
。
）
を
包
括
的
に
初
期
評
価
し
、
そ
し
て
そ
の
結
果
に
基
づ
き
リ
ス
ク
を
適
正
に
管
理
す
る
方
策
を
講
ず
る
管
理
の
標
準
的
手
順
並
び
に
国
際
的
に
整
合
す
る

基
本
的
な
管
理
制
度
を
整
備
し
て
こ
れ
を
一
元
的
か
つ
体
系
的
に
運
用
す
る
こ
と
で
あ
る
。 

ま
た
、
社
会
の
リ
ス
ク
管
理
能
力
の
向
上
お
よ
び
透
明
性
の
改
善
に
は
取
扱
化
学
物
質
の
管
理
の
実
態
を
関
係
者
全
体
で
共
有
す
る
必
要
が
あ
る
。
そ
の
た
め
、

一
元
的
か
つ
体
系
的
に
運
用
さ
れ
る
基
本
的
管
理
制
度
の
情
報
を
統
一
的
に
共
有
公
開
す
る
情
報
管
理
基
盤
を
整
備
す
る
。 

 

二
．
適
用
範
囲 

こ
の
法
律
は
、
国
内
で
製
造
（
輸
入
を
含
む
。
）
・
流
通
・
消
費
そ
し
て
廃
棄
さ
れ
る
す
べ
て
の
化
学
物
質
を
対
象
と
す
る
。
ま
た
、
そ
れ
ら
化
学
物
質
を
含
有

す
る
製
品
も
こ
の
法
律
の
対
象
と
し
、
こ
れ
ら
を
総
称
し
て
、
以
下
、
化
学
物
質
等
と
い
う
。 

 

た
だ
し
、
医
薬
品
、
食
品
添
加
物
、
農
薬
な
ど
ハ
ザ
ー
ド
及
び
リ
ス
ク
の
評
価
が
他
の
法
令
の
規
定
に
基
づ
き
厳
し
く
行
わ
れ
る
場
合
に
は
、
そ
の
行
わ
れ
て

い
る
範
囲
に
お
い
て
そ
れ
を
も
っ
て
代
え
る
こ
と
が
で
き
る
。
し
た
が
っ
て
こ
れ
に
該
当
す
る
化
学
物
質
で
あ
っ
て
も
、
他
の
法
令
の
規
定
に
よ
り
評
価
さ
れ
な

い
人
又
は
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
及
び
リ
ス
ク
は
こ
の
法
律
の
対
象
に
加
え
る
。 

 

三
．
定
義
等 

 

こ
の
法
律
に
お
け
る
用
語
に
つ
い
て
以
下
の
定
義
を
設
け
る
。 

 

（
１
）「
化
学
物
質
」
と
は
、
元
素
、
同
位
体
ま
た
は
化
合
物
で
構
成
さ
れ
社
会
で
取
り
扱
わ
れ
る
も
の
を
い
い
、
そ
の
も
の
が
天
然
の
も
の
で
あ
る
か
人
工
の
も

の
で
あ
る
か
を
問
わ
ず
、
ま
た
、
微
小
形
態
の
も
の
も
含
め
る
。 

（企画テーマ 星川欣孝　付属資料2）



（
２
）「
ハ
ザ
ー
ド
評
価
」
と
は
、
取
扱
化
学
物
質
の
人
及
び
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
を
国
際
的
に
整
合
し
た
判
断
規
準
に
照
ら
し
て
包
括
的
に
評
価
す
る
こ
と

を
い
う
。 

な
お
、
判
断
規
準
は
経
済
協
力
開
発
機
関
が
確
立
し
た
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
情
報
デ
ー
タ
セ
ッ
ト (SID

S)

に
従
っ
て
別
途
定
め
る
。 

（
３
）「
ハ
ザ
ー
ド
分
類
」
と
は
、
取
扱
化
学
物
質
の
人
及
び
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
を
国
際
的
に
整
合
し
た
ハ
ザ
ー
ド
分
類
規
準
に
照
ら
し
て
包
括
的
に
分
類

す
る
こ
と
を
い
う
。 

な
お
、
分
類
規
準
は
国
連
経
済
社
会
理
事
会
が
勧
告
し
た
化
学
物
質
の
分
類
及
び
表
示
の
世
界
調
和
体
系 (G

H
S)

に
従
っ
て
別
途
定
め
る
。 

（
４
）「
ハ
ザ
ー
ド
表
示
」
と
は
、
上
記
の
包
括
的
な
ハ
ザ
ー
ド
分
類
の
結
果
に
基
づ
き
国
際
的
に
整
合
し
た
表
示
規
準
に
従
っ
て
ラ
ベ
ル
や
標
札
を
作
成
し
、
危

険
有
害
化
学
物
質
等
の
容
器
・
包
装
に
表
示
す
る
こ
と
を
い
う
。 

な
お
、
表
示
規
準
は
前
項
の
ハ
ザ
ー
ド
の
包
括
的
な
分
類
規
準
と
と
も
に
、
国
連
経
済
社
会
理
事
会
が
勧
告
し
た
化
学
物
質
の
分
類
及
び
表
示
の
世
界
調
和

体
系 (G

H
S)

に
従
っ
て
別
途
定
め
る
。 

（
５
）「
曝
露
評
価
」
と
は
、
国
際
的
に
整
合
し
た
手
順
に
従
っ
て
化
学
物
質
等
の
製
造
・
使
用
の
工
程
（
消
費
を
含
む
）
か
ら
排
出
又
は
漏
洩
す
る
化
学
物
質
の

量
を
調
べ
て
、
人
（
作
業
者
、
消
費
者
、
一
般
市
民
）
及
び
環
境
の
曝
露
の
程
度
を
見
積
も
る
こ
と
を
い
う
。 

な
お
、
曝
露
評
価
の
手
順
は
経
済
協
力
開
発
機
関
が
策
定
し
た
排
出
シ
ナ
リ
オ
書
に
関
す
る
手
引
書
等
に
従
っ
て
別
途
定
め
る
。 

（
６
）「
初
期
リ
ス
ク
評
価
」
と
は
、
取
扱
化
学
物
質
の
人
及
び
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
を
包
括
的
に
評
価
し
た
結
果
に
当
該
化
学
物
質
の
取
扱
い
に
伴
う
人
及

び
環
境
の
曝
露
を
加
味
し
て
、
実
際
の
影
響
の
可
能
性
を
国
際
的
に
整
合
し
た
判
断
規
準
に
照
ら
し
て
包
括
的
に
初
期
評
価
す
る
こ
と
を
い
う
。 

な
お
、
判
断
規
準
は
経
済
協
力
開
発
機
関
が
確
立
し
た
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
情
報
デ
ー
タ
セ
ッ
ト (SID

S) 

等
に
従
っ
て
別
途
定
め
る
。 

（
７
）
「
詳
細
調
査
」
と
は
、
（
１
）
の
ハ
ザ
ー
ド
評
価
、
（
５
）
の
曝
露
評
価
及
び
（
６
）
の
初
期
リ
ス
ク
評
価
を
行
っ
た
結
果
、
ハ
ザ
ー
ド
デ
ー
タ
、
曝
露
デ
ー

タ
な
ど
の
不
足
そ
の
他
の
理
由
に
よ
り
確
定
で
き
な
か
っ
た
ハ
ザ
ー
ド
、
曝
露
及
び
リ
ス
ク
の
う
ち
、
人
又
は
環
境
へ
の
影
響
の
懸
念
を
確
定
す
る
こ
と
が

特
に
必
要
で
あ
る
と
判
断
さ
れ
る
ハ
ザ
ー
ド
、
曝
露
及
び
リ
ス
ク
に
つ
い
て
、
収
集
す
べ
き
ハ
ザ
ー
ド
デ
ー
タ
、
曝
露
デ
ー
タ
そ
の
他
を
特
定
し
て
行
う
追

加
の
調
査
を
い
う
。 

（
８
）「
取
扱
化
学
物
質
」
と
は
、
国
内
の
社
会
経
済
活
動
及
び
市
民
生
活
に
お
い
て
現
に
使
用
さ
れ
て
い
る
化
学
物
質
を
い
い
、
化
学
物
質
の
特
定
は
国
際
的
な

命
名
法 (IU

PA
C

) 

に
よ
る
名
称
とC

A
S

番
号
を
用
い
て
行
う
こ
と
を
原
則
と
す
る
。 

な
お
、
取
扱
化
学
物
質
の
一
覧
表
は
、
第
三
章
に
規
定
す
る
管
理
の
実
態
調
査
の
初
回
調
査
で
把
握
さ
れ
る
取
扱
化
学
物
質
を
基
礎
と
し
て
編
纂
し
、
そ
れ

以
降
に
事
業
者
が
届
け
出
る
次
号
の
新
規
化
学
物
質
を
そ
の
都
度
加
え
て
更
新
し
、
５
年
ご
と
に
実
施
す
る
実
態
調
査
に
よ
り
確
認
す
る
。 

（
９
）「
新
規
化
学
物
質
」
と
は
、
前
号
に
規
定
す
る
取
扱
化
学
物
質
の
一
覧
表
に
収
載
さ
れ
て
い
な
い
化
学
物
質
で
あ
っ
て
、
国
内
に
お
け
る
取
扱
い
が
新
た
に

予
定
さ
れ
る
化
学
物
質
を
い
う
。 

（10

）「
高
懸
念
化
学
物
質
」
と
は
、
人
及
び
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
が
（
３
）
項
の
分
類
規
準
に
照
ら
し
て
著
し
く
強
い
か
又
は
強
い
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
化

学
物
質
で
あ
っ
て
、
当
該
化
学
物
質
に
つ
い
て
初
期
リ
ス
ク
評
価
又
は
詳
細
評
価
を
行
っ
た
結
果
、
国
内
に
お
け
る
そ
の
取
扱
い
に
つ
い
て
特
定
の
制
限
等

（企画テーマ 星川欣孝　付属資料3）



を
設
け
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
判
定
さ
れ
る
化
学
物
質
を
い
う
。 

な
お
、
高
懸
念
化
学
物
質
に
係
る
分
類
基
準
に
つ
い
て
は
、
関
連
法
規
お
よ
び
国
際
的
慣
例
と
の
整
合
性
を
考
慮
し
て
別
途
定
め
る
。 

（11
）「
安
全
デ
ー
タ
シ
ー
ト (SD

S)

」
と
は
、
取
扱
化
学
物
質
及
び
特
定
の
危
険
有
害
化
学
物
質
を
含
有
す
る
製
品
に
つ
い
て
、
そ
の
出
所
、
人
及
び
環
境
に
対

す
る
ハ
ザ
ー
ド
に
関
す
る
情
報
、
主
な
用
途
、
そ
の
用
途
で
の
曝
露
防
止
等
の
取
扱
注
意
、
規
制
情
報
、
処
理
処
分
の
推
奨
方
法
な
ど
を
国
際
的
な
規
準
に

整
合
し
た
指
針
に
従
っ
て
記
述
し
た
文
書
を
い
う
。 

な
お
、
安
全
デ
ー
タ
シ
ー
ト
の
作
成
お
よ
び
交
付
の
指
針
は
、
国
連
経
済
社
会
理
事
会
が
勧
告
し
た
化
学
物
質
の
分
類
及
び
表
示
の
世
界
調
和
体
系 (G

H
S) 

等
に
従
っ
て
別
途
策
定
す
る
。 

（12

）「
曝
露
シ
ナ
リ
オ
書 (E

SD
)

」
と
は
、
化
学
物
質
等
の
製
造
・
使
用
の
工
程
に
つ
い
て
取
扱
化
学
物
質
の
排
出
・
漏
洩
の
状
況
を
把
握
し
て
人
及
び
環
境
の

曝
露
の
程
度
を
見
積
も
っ
た
際
に
、
そ
の
見
積
も
り
の
過
程
の
詳
細
及
び
結
果
を
国
際
的
な
規
準
に
整
合
し
た
手
引
き
に
従
っ
て
記
述
し
た
文
書
を
い
う
。 

な
お
、
曝
露
シ
ナ
リ
オ
書
の
作
成
手
引
き
は
、
経
済
協
力
開
発
機
構
が
策
定
し
た
排
出
シ
ナ
リ
オ
書
に
関
す
る
手
引
書
等
に
従
っ
て
別
途
策
定
す
る
。 

（13

）「
初
期
リ
ス
ク
評
価
書
」
と
は
、
取
扱
化
学
物
質
が
人
及
び
環
境
に
与
え
う
る
影
響
に
つ
い
て
包
括
的
な
初
期
リ
ス
ク
評
価
を
行
っ
た
際
に
、
そ
の
評
価
の

過
程
の
詳
細
及
び
結
果
を
国
際
的
な
規
準
に
整
合
し
た
手
引
き
に
従
っ
て
記
述
し
た
文
書
を
い
う
。 

な
お
、
初
期
リ
ス
ク
評
価
書
の
作
成
手
引
き
は
、
経
済
協
力
開
発
機
構
が
策
定
し
た
高
生
産
量
化
学
物
質
の
点
検
マ
ニ
ュ
ア
ル
等
に
従
っ
て
別
途
策
定
す
る
。 

（14

）
こ
の
法
律
の
規
定
に
基
づ
き
化
学
物
質
総
合
管
理
に
係
る
事
務
を
包
括
的
に
執
行
す
る
新
た
な
行
政
機
関
を
設
置
し
そ
の
名
称
を
「
化
学
物
質
総
合
管
理

庁
」
と
す
る
。 

 

（15

）
こ
の
法
律
の
規
定
に
基
づ
く
化
学
物
質
等
に
係
る
評
価
等
の
業
務
を
包
括
的
に
担
う
総
合
評
価
機
関
を
設
置
し
そ
の
名
称
を
「
化
学
物
質
総
合
評
価
機
構
」

と
す
る
。 

 

四
．
社
会
各
層
の
責
務 

 

こ
の
法
律
の
目
的
の
一
つ
は
、
国
際
的
慣
行
に
整
合
す
る
新
た
な
総
合
的
管
理
制
度
を
設
け
て
社
会
の
リ
ス
ク
管
理
能
力
の
向
上
と
透
明
性
の
改
善
、
さ
ら
に

は
国
際
競
争
力
の
維
持
・
向
上
と
雇
用
の
確
保
を
図
る
こ
と
で
あ
る
。
そ
の
た
め
化
学
物
質
の
リ
ス
ク
管
理
の
当
事
者
で
あ
る
事
業
者
、
取
扱
作
業
者
、
消
費
者
、

一
般
市
民
お
よ
び
政
府
の
そ
れ
ぞ
れ
が
担
う
べ
き
リ
ス
ク
管
理
上
の
役
割
・
責
務
を
明
示
す
る
必
要
が
あ
る
。
そ
の
規
定
の
順
序
は
、
リ
ス
ク
管
理
を
実
際
に
担

う
者
の
役
割
・
責
務
を
優
先
的
に
掲
げ
、
政
府
の
役
割
・
責
務
は
そ
れ
ら
を
前
提
に
規
定
す
る
。 

 

（
１
）
事
業
者
は
、
取
扱
化
学
物
質
等
の
す
べ
て
に
つ
い
て
主
体
的
に
人
及
び
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
を
包
括
的
に
評
価
し
て
分
類
し
、
そ
し
て
化
学
物
質
等

の
製
造
・
使
用
の
状
況
等
に
つ
い
て
人
及
び
環
境
の
曝
露
の
程
度
を
見
積
も
っ
て
実
際
の
影
響
の
リ
ス
ク
を
評
価
し
、
さ
ら
に
そ
れ
ら
の
結
果
に
基
づ
き
適

切
な
製
造
条
件
、
使
用
条
件
、
流
通
条
件
な
ど
を
決
め
て
事
業
活
動
を
適
正
に
管
理
す
る
と
と
も
に
、
関
係
事
業
者
及
び
消
費
者
な
ど
に
適
切
な
情
報
を
提

供
す
る
責
務
を
有
す
る
。 

（企画テーマ 星川欣孝　付属資料4）



事
業
者
は
ま
た
、
化
学
物
質
等
を
取
り
扱
う
作
業
者
が
組
織
の
リ
ス
ク
管
理
計
画
の
遂
行
に
効
果
的
に
参
加
す
る
た
め
、
事
業
所
で
取
り
扱
う
化
学
物
質
及

び
曝
露
防
止
対
策
等
に
関
す
る
情
報
を
作
業
者
に
周
知
す
る
責
務
を
有
す
る
。 

（
２
）
化
学
物
質
等
を
取
り
扱
う
作
業
者
は
、
取
り
扱
う
す
べ
て
の
化
学
物
質
等
の
人
及
び
環
境
に
対
す
る
リ
ス
ク
を
認
識
し
、
事
業
者
と
協
働
し
て
リ
ス
ク
管

理
計
画
に
則
り
作
業
を
適
切
に
遂
行
す
る
責
務
を
有
す
る
。 

（
３
）
化
学
物
質
を
含
有
す
る
消
費
者
用
製
品
を
使
用
す
る
者
は
、
使
用
す
る
製
品
の
人
及
び
環
境
に
対
す
る
リ
ス
ク
を
認
識
し
、
事
業
者
が
提
示
す
る
取
扱
注

意
書
等
に
留
意
し
て
適
切
に
使
用
す
る
責
務
を
有
す
る
。 

（
４
）
一
般
市
民
は
、
化
学
物
質
の
人
及
び
環
境
に
対
す
る
リ
ス
ク
を
認
識
し
、
政
府
及
び
事
業
者
そ
の
他
が
実
施
す
る
リ
ス
ク
管
理
に
か
か
わ
る
活
動
に
協
働

す
る
責
務
を
有
す
る
。 

（
５
）
政
府
は
、
当
事
者
の
主
体
的
な
自
主
管
理
を
尊
重
し
つ
つ
、
公
正
な
政
策
に
基
づ
い
て
化
学
物
質
等
が
人
及
び
環
境
に
与
え
う
る
影
響
の
リ
ス
ク
を
実
効

的
か
つ
効
率
的
に
管
理
す
る
責
務
を
有
す
る
。 

政
府
は
ま
た
、
化
学
物
質
管
理
に
係
る
国
内
外
の
動
向
を
計
画
的
か
つ
体
系
的
に
把
握
し
て
公
表
し
つ
つ
、
国
内
の
管
理
の
状
況
を
改
善
す
る
た
め
の
方
策

を
定
期
的
に
取
り
ま
と
め
て
法
律
制
度
の
見
直
し
を
含
め
た
改
善
計
画
を
立
案
し
か
つ
こ
れ
を
実
施
す
る
責
務
を
有
す
る
。 

政
府
は
ま
た
、
化
学
物
質
管
理
の
科
学
的
技
術
的
基
盤
を
充
実
し
つ
つ
、
管
理
に
必
要
な
専
門
的
人
材
の
育
成
と
教
養
教
育
を
強
化
す
る
責
務
を
有
す
る
。 

政
府
は
さ
ら
に
、
化
学
物
質
の
リ
ス
ク
管
理
に
複
数
の
省
庁
が
関
わ
り
を
持
つ
こ
と
に
留
意
し
て
、
関
係
省
庁
間
の
円
滑
な
協
議
及
び
調
整
を
確
保
し
協
働

す
る
責
務
を
有
し
、
そ
の
責
務
の
実
施
に
お
い
て
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
お
よ
び
化
学
物
質
総
合
評
価
機
構
は
中
核
的
な
役
割
を
果
た
す
。 

 

第
二
章 

管
理
の
標
準
的
手
順 

 

化
学
物
質
が
人
及
び
環
境
に
与
え
う
る
影
響
を
適
切
に
管
理
す
る
標
準
的
な
手
順
は
、
リ
ス
ク
評
価
・
管
理
の
透
明
性
の
向
上
に
資
す
る
こ
と
を
重
視
し
て
以

下
の
各
項
に
従
っ
て
行
う
こ
と
を
基
本
と
す
る
。
そ
れ
ゆ
え
事
業
者
が
取
扱
化
学
物
質
に
つ
い
て
主
体
的
に
リ
ス
ク
を
評
価
し
管
理
す
る
場
合
に
も
、
ま
た
政
府

が
事
業
者
の
リ
ス
ク
評
価
・
管
理
の
状
況
を
検
証
す
る
場
合
に
も
、
こ
の
手
順
に
則
っ
て
行
う
こ
と
を
原
則
と
す
る
。 

 

な
お
、
管
理
の
標
準
的
な
手
順
に
つ
い
て
は
、
国
際
的
な
整
合
性
に
留
意
し
て
指
針
ま
た
は
手
引
き
を
策
定
し
て
公
表
す
る
。 

 

① 

化
学
物
質
等
の
製
造
（
輸
入
を
含
む
）
か
ら
使
用
（
自
家
消
費
を
含
む
）
・
廃
棄
に
至
る
流
通
実
態
を
包
括
的
か
つ
計
画
的
に
把
握
す
る
。 

② 

化
学
物
質
の
人
及
び
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
を
包
括
的
か
つ
一
元
的
に
評
価
し
て
分
類
す
る
。 

③ 

化
学
物
質
の
製
造
・
使
用
の
過
程
に
お
け
る
化
学
物
質
の
排
出
・
漏
洩
の
状
況
を
把
握
し
て
人
（
作
業
者
、
消
費
者
、
一
般
市
民
）
及
び
環
境
の
曝
露
を
包

括
的
に
評
価
す
る
。 

④ 

ハ
ザ
ー
ド
の
包
括
的
な
評
価
の
結
果
及
び
人
と
環
境
の
包
括
的
な
曝
露
評
価
の
結
果
を
用
い
て
、
化
学
物
質
が
人
及
び
環
境
に
与
え
う
る
影
響
の
リ
ス
ク
を

包
括
的
に
初
期
評
価
す
る
。 

（企画テーマ 星川欣孝　付属資料5）



⑤ 

人
及
び
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
の
包
括
的
な
評
価
と
分
類
の
結
果
、
人
及
び
環
境
の
曝
露
の
包
括
的
評
価
の
結
果
、
並
び
に
初
期
リ
ス
ク
評
価
の
結
果
に

基
づ
い
て
、
必
要
な
場
合
に
は
追
加
の
調
査
を
行
い
、
以
下
の
措
置
を
必
要
に
応
じ
て
講
ず
る
。 

イ
）
化
学
物
質
の
製
造
、
流
通
、
使
用
及
び
廃
棄
を
適
切
に
管
理
す
る
措
置
を
講
ず
る
。 

ロ
）
化
学
物
質
の
取
扱
い
に
関
わ
り
を
持
つ
当
事
者
間
で
管
理
に
関
す
る
情
報
を
共
有
し
つ
つ
、
協
働
す
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
。 

ハ
）
人
又
は
環
境
に
与
え
う
る
影
響
の
懸
念
が
著
し
く
高
い
化
学
物
質
を
特
定
し
、
製
造
又
は
使
用
に
お
い
て
条
件
を
付
し
た
り
適
切
な
制
限
を
加
え
た
り
す

る
措
置
を
講
ず
る
。
ま
た
、
他
の
法
規
の
危
険
有
害
化
学
物
質
に
該
当
す
る
と
判
断
さ
れ
る
場
合
に
は
、
当
該
法
規
を
所
掌
す
る
省
庁
と
の
協
働
の
下
に
必

要
な
措
置
を
講
ず
る
。 

 

第
三
章 

基
本
的
管
理
制
度 

 

こ
の
法
律
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
、
化
学
物
質
に
つ
い
て
以
下
の
六
つ
の
基
本
的
管
理
制
度
を
設
け
る
。
そ
し
て
こ
の
法
律
を
所
掌
す
る
化
学
物
質
総
合
管

理
庁
（
第
四
章
一
項
参
照
）
が
そ
れ
ら
を
包
括
的
か
つ
一
元
的
に
執
行
す
る
。 

な
お
、
そ
れ
ぞ
れ
の
管
理
制
度
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ら
を
体
系
的
に
施
行
し
か
つ
透
明
性
の
向
上
に
資
す
る
た
め
、
国
際
的
な
動
向
に
整
合
し
た
準
則
及
び
実

施
計
画
を
定
め
公
表
し
て
運
用
す
る
。 

 

一
．
管
理
の
実
態
調
査 

（
１
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
が
実
施
す
る
化
学
物
質
等
の
管
理
の
実
態
調
査
は
、
国
内
に
お
け
る
化
学
物
質
等
の
管
理
の
実
態
を
正
確
に
把
握
し
て
必
要
な
基

礎
情
報
を
整
備
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
、
あ
ら
か
じ
め
国
際
的
な
動
向
に
整
合
し
た
準
則
及
び
実
施
計
画
を
策
定
し
て
実
施
す
る
。 

（
２
）
調
査
を
行
う
対
象
化
学
物
質
の
範
囲
は
、
事
業
者
が
自
家
消
費
す
る
も
の
を
含
め
、
医
薬
品
、
食
品
添
加
物
、
農
薬
な
ど
他
の
法
令
に
よ
り
一
部
の
側
面

の
管
理
が
行
わ
れ
て
い
る
化
学
物
質
を
含
め
て
、
す
べ
て
の
化
学
物
質
と
す
る
。 

（
３
）
実
態
調
査
の
調
査
項
目
は
、
曝
露
関
連
情
報
（
組
成
、
流
通
量
、
使
用
類
型
、
曝
露
発
生
源
な
ど
）
及
び
自
主
管
理
の
主
要
な
裏
付
資
料
で
あ
る
ハ
ザ
ー

ド
情
報
、
曝
露
シ
ナ
リ
オ
書
、
初
期
リ
ス
ク
評
価
書
、
ハ
ザ
ー
ド
分
類
・
表
示
及
び
安
全
デ
ー
タ
シ
ー
ト
な
ど
の
整
備
状
況
の
調
査
を
基
本
と
す
る
。 

（
４
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
事
業
所
管
省
な
ど
の
協
力
を
得
て
、
初
回
の
実
態
調
査
の
結
果
に
基
づ
き
国
内
に
お
け
る
取
扱
化
学
物
質
の
一
覧
表
を
編
纂

す
る
と
と
も
に
、
逐
次
改
訂
す
る
。 

（
５
）
実
態
調
査
は
、
製
造
事
業
者
、
輸
入
事
業
者
お
よ
び
使
用
事
業
者
に
つ
い
て
５
年
の
間
隔
で
行
い
、
そ
の
都
度
、
情
報
管
理
基
盤
を
更
新
し
、
情
報
提
出

者
の
営
業
上
の
機
密
情
報
を
保
護
す
る
措
置
を
講
じ
た
う
え
で
公
表
す
る
。 

 

二
．
取
扱
化
学
物
質
の
評
価 

（
１
）
事
業
者
が
取
り
扱
う
化
学
物
質
の
管
理
の
立
場
か
ら
一
項
に
基
づ
い
て
提
出
す
る
取
扱
化
学
物
質
（
自
家
消
費
す
る
も
の
を
含
む
）
の
管
理
の
実
態
に
関

（企画テーマ 星川欣孝　付属資料6）



す
る
情
報
を
点
検
・
評
価
す
る
と
と
も
に
、
人
及
び
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
の
評
価
と
分
類
を
確
定
し
、
人
及
び
環
境
に
与
え
う
る
影
響
の
初
期
リ
ス
ク

評
価
を
実
施
し
、
そ
し
て
、
追
加
の
調
査
の
必
要
性
や
リ
ス
ク
管
理
対
策
の
必
要
性
並
び
に
高
懸
念
化
学
物
質
や
他
の
法
規
の
危
険
有
害
物
質
へ
の
該
当
性

を
判
定
す
る
制
度
を
設
け
る
。 

（
２
）
こ
の
制
度
で
評
価
の
対
象
と
な
る
化
学
物
質
の
種
類
は
極
め
て
多
い
。
そ
の
た
め
、
取
扱
量
、
用
途
、
既
知
の
高
懸
念
化
学
物
質
や
そ
れ
ら
と
の
構
造
類

似
性
な
ど
に
基
づ
き
対
象
化
学
物
質
を
選
定
し
つ
つ
段
階
的
に
行
う
こ
と
と
し
、
あ
ら
か
じ
め
国
際
的
な
動
向
に
整
合
し
た
準
則
及
び
実
施
計
画
を
策
定
し

て
実
施
す
る
。 

（
３
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
こ
の
対
象
化
学
物
質
に
つ
い
て
事
業
者
が
提
出
す
る
ハ
ザ
ー
ド
情
報
や
ハ
ザ
ー
ド
の
評
価
と
分
類
の
結
果
に
自
ら
収
集
し
た

ハ
ザ
ー
ド
情
報
等
を
加
え
て
精
査
し
、
対
象
化
学
物
質
の
人
及
び
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
の
評
価
と
分
類
を
確
定
し
、
ハ
ザ
ー
ド
に
関
し
て
追
加
の
調
査

の
必
要
性
お
よ
び
高
懸
念
化
学
物
質
や
他
の
法
規
の
危
険
有
害
化
学
物
質
へ
の
該
当
性
を
判
定
す
る
。 

ま
た
、
こ
の
対
象
化
学
物
質
に
つ
い
て
事
業
者
が
提
出
す
る
取
扱
量
、
用
途
、
生
産
・
使
用
の
状
況
な
ど
の
曝
露
関
連
情
報
お
よ
び
リ
ス
ク
評
価
の
結
果
な

ど
に
自
ら
収
集
し
た
曝
露
関
連
情
報
及
び
リ
ス
ク
評
価
情
報
を
加
え
て
精
査
し
、
自
ら
も
人
及
び
環
境
に
与
え
う
る
影
響
の
初
期
リ
ス
ク
評
価
を
行
っ
て
曝
露

又
は
リ
ス
ク
に
関
す
る
追
加
の
調
査
の
必
要
性
お
よ
び
他
の
法
規
に
よ
る
リ
ス
ク
管
理
対
策
の
必
要
性
に
つ
い
て
判
定
す
る
。 

そ
し
て
、
他
の
法
規
に
よ
る
リ
ス
ク
管
理
対
策
が
必
要
で
あ
る
と
判
定
し
た
場
合
に
は
該
当
法
規
に
よ
る
規
制
の
必
要
性
に
つ
い
て
他
の
省
庁
と
協
議
す
る
。 

（
４
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
こ
れ
ら
の
評
価
の
結
果
を
情
報
管
理
基
盤
の
構
築
に
活
用
し
、
情
報
提
出
者
の
営
業
上
の
機
密
情
報
を
保
護
す
る
措
置
を
講

じ
つ
つ
公
表
す
る
。 

 

三
．
新
規
化
学
物
質
等
の
評
価 

（
１
）
一
項
に
述
べ
た
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
が
定
期
的
に
実
施
す
る
管
理
の
実
態
調
査
と
は
別
に
、
事
業
者
が
国
内
に
お
け
る
取
扱
い
を
新
た
に
予
定
す
る
化

学
物
質
（
新
規
化
学
物
質
）
及
び
取
扱
化
学
物
質
の
一
覧
表
に
既
に
収
載
さ
れ
て
い
る
化
学
物
質
の
場
合
で
あ
っ
て
も
、
人
又
は
環
境
に
対
す
る
強
い
ハ
ザ

ー
ド
が
新
た
に
見
出
さ
れ
た
り
、
取
扱
量
、
用
途
な
ど
が
変
化
し
た
り
し
て
ハ
ザ
ー
ド
評
価
、
曝
露
評
価
及
び
初
期
リ
ス
ク
評
価
を
改
め
て
行
う
必
要
が
あ

る
場
合
に
つ
い
て
、
取
扱
事
業
者
が
管
理
の
詳
細
な
ど
を
記
述
し
た
文
書
を
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
に
届
け
出
る
制
度
を
設
け
る
。 

（
２
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
届
出
を
受
理
し
た
と
き
は
、
届
出
資
料
に
基
づ
い
て
届
出
者
が
実
施
し
た
ハ
ザ
ー
ド
の
評
価
と
分
類
、
取
扱
実
態
に
則
し
た

リ
ス
ク
評
価
や
リ
ス
ク
管
理
対
策
な
ど
に
つ
い
て
確
認
し
、
二
項
の
取
扱
化
学
物
質
の
評
価
に
準
じ
た
評
価
を
行
い
、
そ
の
結
果
に
基
づ
き
必
要
な
措
置
を

講
ず
る
。 

 

四
．
高
懸
念
化
学
物
質
の
製
造
・
使
用
の
確
認 

（
１
）
高
懸
念
化
学
物
質
の
製
造
及
び
使
用
の
確
認
制
度
は
、
人
又
は
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
が
国
際
的
な
動
向
に
整
合
し
た
分
類
規
準
に
照
ら
し
て
著
し
く

強
い
か
又
は
強
い
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
化
学
物
質
の
製
造
及
び
使
用
に
つ
い
て
、
或
い
は
、
人
又
は
環
境
に
対
す
る
曝
露
が
国
際
的
な
動
向
に
整
合
し
た
規

（企画テーマ 星川欣孝　付属資料7）



準
に
照
ら
し
て
著
し
く
広
範
囲
に
及
ぶ
か
又
は
及
ぶ
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
化
学
物
質
の
製
造
及
び
使
用
に
つ
い
て
、
人
又
は
環
境
に
与
え
う
る
影
響
の
リ
ス

ク
を
未
然
に
防
止
す
る
処
置
と
し
て
、
事
業
者
及
び
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
が
実
施
す
る
初
期
リ
ス
ク
評
価
又
は
詳
細
評
価
の
結
果
に
基
づ
き
国
内
に
お
け

る
取
扱
い
に
対
し
て
一
律
の
条
件
又
は
制
限
を
国
際
的
な
動
向
に
整
合
し
た
準
則
に
よ
り
適
用
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。 

（
２
）
こ
の
制
度
に
お
け
る
高
懸
念
化
学
物
質
の
製
造
・
使
用
の
制
限
等
と
し
て
、
初
期
リ
ス
ク
評
価
や
詳
細
評
価
の
結
果
に
お
け
る
リ
ス
ク
の
懸
念
の
程
度
に

応
じ
て
、
製
造
・
使
用
の
禁
止
、
特
定
の
用
途
で
の
使
用
の
禁
止
、
標
準
的
な
使
用
条
件
の
設
定
な
ど
の
措
置
を
柔
軟
か
つ
弾
力
的
に
講
ず
る
。 

（
３
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
国
際
的
な
動
向
に
整
合
し
た
準
則
に
よ
り
高
懸
念
化
学
物
質
を
選
別
す
る
た
め
の
選
定
規
準
を
定
め
、
選
定
規
準
に
該
当
す

る
高
懸
念
化
学
物
質
を
特
定
し
、
そ
し
て
、
そ
の
製
造
又
は
使
用
に
つ
い
て
の
制
限
等
を
定
め
て
一
覧
表
を
編
纂
す
る
。 

（
４
）
事
業
者
は
、
高
懸
念
化
学
物
質
を
一
覧
表
に
記
載
さ
れ
る
制
限
等
の
下
で
新
た
に
製
造
又
は
使
用
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
製
造
又
は
使
用
の
工
程
及

び
実
際
の
取
扱
い
に
応
じ
た
リ
ス
ク
評
価
の
結
果
と
リ
ス
ク
管
理
対
策
の
計
画
を
届
け
出
て
確
認
を
受
け
る
。 

（
５
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
事
業
者
が
提
出
す
る
届
出
資
料
の
内
容
を
精
査
し
て
、
事
業
者
が
実
施
を
予
定
す
る
リ
ス
ク
管
理
対
策
に
不
備
を
認
め
た
場

合
に
は
、
理
由
を
付
し
て
そ
の
是
正
を
文
書
に
よ
り
三
十
日
以
内
に
勧
告
す
る
。 

 

五
．
当
事
者
間
の
情
報
共
有 

（
１
）
化
学
物
質
等
を
取
り
扱
う
当
事
者
間
の
情
報
共
有
制
度
と
し
て
、
化
学
物
質
及
び
特
定
の
危
険
有
害
化
学
物
質
を
含
有
す
る
製
品
の
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
イ
ン

に
沿
っ
た
移
動
に
際
し
て
、
荷
送
人
が
そ
れ
ら
化
学
物
質
等
の
出
所
、
人
及
び
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
に
関
す
る
情
報
、
主
な
用
途
、
そ
の
用
途
で
の
曝

露
防
止
対
策
等
の
取
扱
注
意
、
規
制
情
報
、
処
理
処
分
の
推
奨
方
法
な
ど
を
国
際
的
な
規
準
に
整
合
し
た
指
針
に
従
っ
て
記
述
し
た
安
全
デ
ー
タ
シ
ー
ト 

(SD
S) 

を
荷
受
人
に
交
付
す
る
制
度
を
設
け
る
。 

な
お
、
安
全
デ
ー
タ
シ
ー
ト
の
交
付
が
必
要
な
特
定
の
危
険
有
害
化
学
物
質
を
含
有
す
る
製
品
に
つ
い
て
は
国
際
的
な
規
準
に
整
合
し
た
指
針
に
お
い
て

必
要
な
規
定
を
設
け
る
。 

 

（
２
）
特
定
の
危
険
有
害
物
質
及
び
そ
れ
を
含
有
す
る
製
品
の
容
器
・
包
装
に
は
、
国
際
的
な
規
準
に
整
合
し
た
指
針
に
従
っ
て
一
律
の
ハ
ザ
ー
ド
表
示
（
ラ
ベ

ル
表
示
や
標
札
）
を
付
け
る
。 

（
３
）
化
学
物
質
等
を
取
り
扱
う
事
業
者
は
、
化
学
物
質
の
製
造
・
使
用
の
工
程
に
つ
い
て
人
及
び
環
境
の
曝
露
の
程
度
を
見
積
も
る
際
に
化
学
物
質
の
排
出
・

漏
洩
の
状
況
お
よ
び
見
積
も
り
結
果
等
を
記
述
し
た
曝
露
シ
ナ
リ
オ
書
を
国
際
的
な
規
準
に
整
合
し
た
手
引
き
に
従
っ
て
作
成
す
る
。
そ
し
て
、
他
の
者
が

そ
の
事
業
者
に
代
わ
っ
て
リ
ス
ク
評
価
を
行
う
際
に
は
、
リ
ス
ク
評
価
を
行
う
者
に
必
要
な
情
報
を
記
述
し
た
曝
露
シ
ナ
リ
オ
書
を
提
示
す
る
。 

（
４
）
化
学
物
質
等
を
使
用
す
る
事
業
者
は
、
そ
の
者
の
用
途
が
安
全
デ
ー
タ
シ
ー
ト
に
記
載
さ
れ
る
用
途
で
な
い
場
合
に
は
、
そ
の
用
途
の
実
態
に
応
じ
て
曝

露
評
価
及
び
リ
ス
ク
評
価
を
行
い
、
そ
の
結
果
に
基
づ
き
取
扱
条
件
を
決
め
て
適
切
に
管
理
す
る
。
そ
の
場
合
に
は
化
学
物
質
等
の
使
用
者
が
管
理
の
詳
細

を
記
述
し
た
文
書
を
作
成
し
て
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
に
届
け
出
る
。 
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六
．
情
報
管
理
及
び
情
報
公
開 

（
１
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
化
学
物
質
管
理
の
実
態
調
査
で
事
業
者
が
提
出
し
た
取
扱
管
理
の
情
報
及
び
事
業
者
が
提
出
し
た
ハ
ザ
ー
ド
の
評
価
と
分
類
、

曝
露
評
価
、
初
期
リ
ス
ク
評
価
、
詳
細
調
査
、
リ
ス
ク
管
理
対
策
そ
の
他
の
国
内
外
の
関
連
情
報
並
び
に
自
ら
収
集
し
た
こ
れ
ら
の
情
報
に
つ
い
て
適
正
な

管
理
の
基
礎
と
す
る
た
め
情
報
管
理
基
盤
を
構
築
す
る
。
ま
た
、
そ
の
た
め
に
国
際
的
な
動
向
に
整
合
し
た
準
則
を
定
め
る
。 

（
２
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
前
項
の
情
報
管
理
基
盤
を
基
に
し
て
、
取
扱
化
学
物
質
の
国
内
流
通
量
、
主
な
用
途
及
び
ハ
ザ
ー
ド
の
評
価
と
分
類
、
曝
露

の
評
価
や
初
期
リ
ス
ク
評
価
の
状
況
、
そ
の
他
関
連
情
報
を
情
報
提
出
者
の
営
業
上
の
機
密
情
報
を
保
護
す
る
措
置
を
講
じ
つ
つ
編
集
し
利
用
し
や
す
い
デ

ー
タ
ベ
ー
ス
を
構
築
し
て
広
く
社
会
に
公
開
す
る
。 

 第
四
章 

執
行
体
制
の
整
備 

 

こ
の
法
律
の
目
的
の
一
つ
は
、
多
岐
に
分
散
し
て
非
効
率
な
現
行
関
連
法
規
に
基
づ
く
化
学
物
質
規
制
の
効
率
性
や
整
合
性
を
抜
本
的
に
改
善
す
る
こ
と
で
あ

る
。
そ
の
た
め
そ
れ
を
実
現
す
る
方
策
と
し
て
、
化
学
物
質
総
合
管
理
を
担
う
中
核
的
行
政
機
関
と
そ
れ
に
付
随
す
る
化
学
物
質
総
合
評
価
機
関
を
新
設
す
る
こ

と
と
し
、
そ
れ
ら
の
機
関
が
こ
の
法
律
に
定
め
る
基
本
的
管
理
制
度
を
一
元
的
に
執
行
す
る
。 

 

一
．
一
元
的
所
管
行
政
機
関
の
設
置 

（
１
）
こ
の
法
律
に
基
づ
い
て
化
学
物
質
総
合
管
理
を
包
括
的
に
所
掌
す
る
行
政
機
関
を
新
た
に
設
置
し
、
現
在
、
省
庁
に
分
散
し
て
い
る
関
連
事
務
を
整
理
し
て
統
合

す
る
。 

（
２
）
こ
の
行
政
機
関
の
名
称
は
「
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
」
と
し
、
こ
の
法
律
の
執
行
を
一
元
的
に
担
う
執
行
部
門
に
加
え
て
、
化
学
物
質
総
合
管
理
に
か
か
わ
る
政

策
の
企
画
立
案
及
び
国
内
外
の
科
学
的
技
術
的
進
展
や
政
策
的
動
向
の
調
査
を
総
括
す
る
企
画
調
査
部
門
を
設
置
す
る
。 

 

二
．
関
係
省
庁
間
の
協
議
・
調
整
及
び
協
働
等 

（
１
）
化
学
物
質
総
合
管
理
に
か
か
わ
る
関
係
省
庁
間
の
協
議
・
調
整
を
円
滑
に
遂
行
し
協
働
を
確
保
す
る
場
を
常
設
し
、
事
業
者
、
労
働
者
、
消
費
者
お
よ
び

市
民
な
ど
と
の
情
報
共
有
や
協
働
を
確
実
に
す
る
た
め
そ
の
下
に
課
題
に
応
じ
て
作
業
部
会
を
設
置
す
る
。 

（
２
）
省
庁
間
の
協
働
の
場
の
日
常
的
な
役
割
は
、
化
学
物
質
管
理
に
か
か
わ
る
国
内
外
の
動
向
や
課
題
の
情
報
を
共
有
し
、
国
際
機
関
の
活
動
へ
の
参
画
と
そ

の
決
議
等
へ
の
対
応
、
科
学
的
技
術
的
進
展
や
新
た
な
科
学
的
知
見
へ
の
対
応
な
ど
に
つ
い
て
関
係
省
庁
の
共
通
認
識
を
涵
養
し
協
働
す
る
こ
と
で
あ
る
。 

（
３
）
ま
た
、
こ
の
法
律
の
執
行
と
の
関
連
に
お
け
る
役
割
は
、
包
括
的
な
ハ
ザ
ー
ド
評
価
や
曝
露
評
価
、
初
期
リ
ス
ク
評
価
に
つ
い
て
協
力
す
る
と
と
も
に
、

そ
の
結
果
と
し
て
他
の
法
規
の
危
険
有
害
化
学
物
質
の
定
義
に
該
当
す
る
化
学
物
質
を
新
た
に
見
出
し
た
り
、
詳
細
評
価
や
リ
ス
ク
管
理
対
策
の
必
要
性
を

見
出
し
た
り
し
た
場
合
に
、
関
係
省
庁
間
で
具
体
的
な
措
置
に
つ
い
て
協
働
す
る
こ
と
で
あ
る
。 

（
４
）
政
府
は
事
業
者
、
労
働
者
、
消
費
者
お
よ
び
市
民
な
ど
と
の
化
学
物
質
の
評
価
・
管
理
に
関
す
る
情
報
の
共
有
や
協
働
を
促
す
有
効
な
方
策
と
し
て
、
関

（企画テーマ 星川欣孝　付属資料9）



連
国
際
機
関
の
活
動
へ
の
参
加
を
社
会
各
層
に
広
く
開
放
す
る
。 

 
三
．
総
合
評
価
機
関
の
設
置 

（
１
）
こ
の
法
律
に
基
づ
き
当
事
者
が
提
出
す
る
技
術
資
料
の
評
価
、
人
と
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
の
評
価
と
分
類
、
人
と
環
境
の
曝
露
の
評
価
、
人
と
環
境

へ
の
影
響
の
初
期
リ
ス
ク
評
価
及
び
リ
ス
ク
管
理
の
方
策
の
確
定
な
ど
に
か
か
わ
る
業
務
、
並
び
に
取
扱
化
学
物
質
に
か
か
わ
る
科
学
技
術
情
報
の
管
理
を

包
括
的
に
担
当
す
る
総
合
評
価
機
関
を
設
置
し
、
現
在
、
省
庁
及
び
独
立
行
政
法
人
な
ど
に
分
散
し
て
い
る
関
連
機
能
を
整
理
し
て
統
合
す
る
。 

（
２
）
総
合
評
価
機
関
の
名
称
は
「
化
学
物
質
総
合
評
価
機
構
」
と
し
、
主
な
機
能
部
門
と
し
て
、
ハ
ザ
ー
ド
評
価
、
曝
露
評
価
、
リ
ス
ク
評
価
及
び
デ
ー
タ
・

情
報
管
理
の
業
務
を
担
当
し
て
法
制
度
を
執
行
す
る
評
価
部
門
、
毒
性
、
生
態
毒
性
、
体
内
動
態
、
ト
キ
シ
コ
ゲ
ノ
ミ
ク
ス
、
環
境
中
挙
動
、
曝
露
分
析
、

疫
学
な
ど
関
係
す
る
広
範
な
科
学
・
技
術
領
域
の
進
展
を
専
門
的
に
調
べ
て
評
価
部
門
を
支
え
る
調
査
部
門
、
事
業
者
間
及
び
事
業
者
と
政
府
の
間
の
情
報

の
共
有
化
を
円
滑
に
し
つ
つ
情
報
の
社
会
へ
の
公
開
を
促
進
す
る
情
報
管
理
基
盤
を
構
築
し
運
用
す
る
情
報
部
門
並
び
に
化
学
物
質
総
合
管
理
に
精
通
し
た

専
門
的
人
材
を
育
成
す
る
事
業
に
加
え
て
教
養
教
育
を
支
援
す
る
教
育
部
門
を
設
置
す
る
。 

（
３
）
化
学
物
質
総
合
評
価
機
構
に
は
、
欧
米
の
評
価
機
関
に
お
け
る
人
員
の
規
模
及
び
質
を
参
考
に
し
て
、
ハ
ザ
ー
ド
や
リ
ス
ク
の
主
要
な
評
価
要
素
で
あ
る

毒
性
試
験
や
疫
学
調
査
の
評
価
、
人
と
環
境
の
曝
露
の
評
価
、
化
学
物
質
の
リ
ス
ク
評
価
な
ど
の
経
験
を
有
し
、
国
際
的
な
動
向
に
精
通
し
た
充
分
な
人
員

を
確
保
す
る
。 

（
４
）
化
学
物
質
総
合
評
価
機
構
は
、
化
学
物
質
の
ハ
ザ
ー
ド
評
価
、
曝
露
評
価
、
初
期
リ
ス
ク
評
価
及
び
詳
細
リ
ス
ク
評
価
に
必
要
と
な
る
既
存
の
方
法
論
等

を
効
率
的
に
活
用
す
る
た
め
、
人
と
環
境
へ
の
す
べ
て
の
影
響
に
関
し
て
利
用
で
き
る
評
価
の
手
法
及
び
手
続
き
に
つ
い
て
広
範
に
調
査
し
、
そ
れ
ら
に
基

づ
き
評
価
の
手
法
及
び
手
続
き
を
文
書
化
し
て
公
表
す
る
。 

（
５
）
化
学
物
質
総
合
評
価
機
構
は
、
文
書
化
し
た
ハ
ザ
ー
ド
評
価
、
曝
露
評
価
及
び
リ
ス
ク
評
価
の
手
法
や
手
続
き
を
科
学
技
術
の
進
展
に
適
合
さ
せ
る
た
め
、

人
と
環
境
へ
の
影
響
を
評
価
す
る
手
法
等
の
進
展
、
高
懸
念
化
学
物
質
に
対
す
る
代
替
物
質
又
は
代
替
技
法
の
開
発
、
あ
る
い
は
新
た
に
見
出
さ
れ
た
人
又

は
環
境
へ
の
影
響
な
ど
の
科
学
的
知
見
に
つ
い
て
広
範
に
調
査
を
行
う
。 

（
６
）
化
学
物
質
総
合
評
価
機
構
は
、
取
扱
化
学
物
質
の
リ
ス
ク
評
価
・
管
理
に
係
る
情
報
管
理
基
盤
を
構
築
し
そ
れ
を
運
用
す
る
。
そ
の
情
報
管
理
基
盤
に
は

国
内
外
の
関
連
機
関
と
の
相
互
ア
ク
セ
ス
を
可
能
と
す
る
機
能
を
付
与
す
る
。 

 

四
．
他
の
評
価
機
関
等
と
の
連
携 

（
１
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
科
学
的
知
見
の
充
実
及
び
科
学
的
方
法
論
の
向
上
の
た
め
、
化
学
物
質
の
ハ
ザ
ー
ド
評
価
、
曝
露
評
価
及
び
リ
ス
ク
評
価
に

関
係
す
る
国
内
外
の
政
府
、
学
界
、
産
業
界
そ
の
他
関
係
者
と
の
情
報
共
有
お
よ
び
協
働
を
確
保
し
て
、
化
学
物
質
と
生
物
の
相
互
作
用
の
評
価
方
法
、
合

理
的
な
有
害
性
予
測
手
法
、
疫
学
的
調
査
方
法
な
ど
の
調
査
・
研
究
開
発
活
動
を
促
進
し
調
整
す
る
仕
組
み
を
整
備
す
る
。 

（
２
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
ま
た
、
取
扱
化
学
物
質
の
人
又
は
環
境
へ
の
影
響
の
リ
ス
ク
評
価
の
結
果
と
そ
れ
に
基
づ
き
実
施
し
た
リ
ス
ク
管
理
対
策
の
妥

（企画テーマ 星川欣孝　付属資料10）



当
性
に
つ
い
て
、
作
業
者
、
消
費
者
等
の
疫
学
的
調
査
、
中
毒
情
報
、
環
境
生
物
や
生
活
環
境
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
デ
ー
タ
な
ど
を
活
用
し
て
確
認
す
る
。 

 第
五
章 

雑
則 

 

こ
の
法
律
の
実
効
性
お
よ
び
運
用
の
透
明
性
を
確
保
す
る
た
め
、
雑
則
と
し
て
以
下
の
事
項
を
規
定
す
る
。 

 

一
．
当
事
者
の
営
業
上
の
機
密
情
報
及
び
財
産
権
の
保
護
と
補
償 

（
１
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
化
学
物
質
管
理
の
実
態
調
査
、
取
扱
化
学
物
質
や
新
規
化
学
物
質
等
の
評
価
及
び
情
報
の
公
開
に
お
い
て
、
当
事
者
が
提

出
す
る
情
報
の
営
業
上
の
機
密
を
保
護
す
る
措
置
及
び
当
事
者
が
費
用
を
か
け
て
取
得
し
た
情
報
の
財
産
権
を
保
護
し
補
償
す
る
措
置
を
定
め
る
。 

（
２
）
た
だ
し
、
営
業
上
の
機
密
情
報
を
保
護
す
る
事
業
者
の
権
利
は
、
危
険
有
害
化
学
物
質
に
関
す
る
情
報
に
対
す
る
労
働
者
、
消
費
者
お
よ
び
社
会
の
知

る
権
利
と
均
衡
さ
せ
る
。 

 二
．
社
会
の
意
見
集
約
の
場
の
設
置 

 

化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
こ
の
法
律
の
執
行
あ
る
い
は
化
学
物
質
総
合
管
理
に
か
か
わ
る
政
策
等
に
つ
い
て
、
事
業
者
、
労
働
者
、
消
費
者
、
市
民
な
ど

社
会
各
層
と
意
見
交
換
を
行
い
、
認
識
の
共
有
化
を
図
り
取
組
み
の
方
向
性
を
明
確
に
す
る
場
を
設
置
す
る
。 

 

三
．
専
門
人
材
育
成
と
教
養
教
育 

（
１
）
政
府
は
、
化
学
物
質
総
合
管
理
に
精
通
し
、
化
学
物
質
の
ハ
ザ
ー
ド
評
価
、
曝
露
評
価
、
リ
ス
ク
評
価
及
び
リ
ス
ク
管
理
の
実
務
を
担
い
う
る
専
門
家

を
養
成
す
る
人
材
育
成
体
制
を
強
化
す
る
。 

（
２
）
政
府
は
、
化
学
物
質
総
合
管
理
に
関
す
る
教
養
の
向
上
に
資
す
る
た
め
、
学
校
教
育
や
社
会
人
教
育
を
強
化
す
る
。 

（
３
）
政
府
は
ま
た
、
国
際
的
な
デ
ー
タ
相
互
受
入
れ (M

A
D

) 
や
評
価
相
互
受
入
れ (M

A
A

ま
た
はM

A
N

ｓ)

に
適
切
に
対
応
で
き
る
よ
う
に
、
化
学
物
質

管
理
の
事
務
に
携
わ
る
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
の
行
政
官
お
よ
び
化
学
物
質
総
合
評
価
機
構
の
職
員
に
つ
い
て
化
学
物
質
総
合
管
理
の
研
修
な
ど
を
行
い

国
際
的
水
準
に
達
す
る
よ
う
そ
の
能
力
の
向
上
に
努
め
る
と
と
も
に
、
広
く
社
会
の
協
力
を
得
て
必
要
な
人
員
の
増
強
を
図
る
。 

 

四
．
化
学
物
質
総
合
管
理
中
期
計
画
の
策
定
及
び
年
次
報
告
書
の
公
表 

（
１
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
化
学
物
質
総
合
管
理
の
実
効
性
、
効
率
性
及
び
整
合
性
を
計
画
的
に
改
善
す
る
た
め
、
関
係
省
庁
と
の
協
働
の
下
、
事
業

者
、
労
働
者
、
消
費
者
、
市
民
な
ど
当
事
者
の
参
加
を
得
て
、
国
際
的
合
意
に
準
拠
し
て
化
学
物
質
総
合
管
理
の
現
状
を
分
析
し
、
改
善
の
た
め
の
課
題

を
明
確
に
す
る
化
学
物
質
総
合
管
理
中
期
計
画
を
策
定
し
、
５
年
ご
と
に
見
直
し
て
改
訂
す
る
。 

（
２
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
こ
の
法
律
の
執
行
状
況
を
含
め
て
、
化
学
物
質
総
合
管
理
中
期
計
画
に
基
づ
く
取
組
み
の
現
況
、
国
内
外
の
化
学
物
質
総

（企画テーマ 星川欣孝　付属資料11）



合
管
理
に
か
か
わ
る
動
向
、
今
後
の
課
題
と
取
組
み
の
方
向
な
ど
を
記
述
し
た
報
告
書
を
毎
年
度
作
成
し
公
表
す
る
。 

 
第
六
章 

関
連
法
規
の
一
部
整
理
・
統
合 

 

こ
の
法
律 (

以
下
、
新
法
と
い
う
。) 

の
制
定
に
伴
い
現
行
関
連
法
規
の
一
部
を
整
理
・
統
合
す
る
た
め
以
下
の
措
置
を
講
ず
る
。 

 

一
．
関
連
法
規
に
お
け
る
危
険
有
害
物
の
ハ
ザ
ー
ド
分
類
規
準
の
統
一
性
確
保 

 

新
法
に
お
い
て
は
社
会
で
取
り
扱
わ
れ
る
全
て
の
化
学
物
質
の
人
及
び
環
境
に
対
す
る
危
険
有
害
性 (

ハ
ザ
ー
ド) 

を
国
際
的
に
整
合
し
た
ハ
ザ
ー
ド
分

類
規
準 (G

H
S) 

に
照
ら
し
て
包
括
的
に
分
類
す
る
。
化
学
物
質
の
ハ
ザ
ー
ド
分
類
が
関
連
法
規
の
間
で
異
な
る
こ
と
は
当
事
者
間
の
相
互
認
識
お
よ
び
国
際

貿
易
上
の
支
障
と
な
り
う
る
た
め
、
関
連
法
規
に
お
け
る
規
制
対
象
物
質
の
指
定
等
は
、
物
理
的
ハ
ザ
ー
ド
の
場
合
を
含
め
て
、
新
法
に
お
け
る
ハ
ザ
ー
ド
分

類
結
果
に
基
づ
い
て
行
う
よ
う
変
更
す
る
こ
と
と
し
、
原
則
と
し
て
新
法
に
よ
る
制
度
に
一
元
化
す
る
。 

 

ニ
．
関
連
法
規
に
お
け
る
安
全
デ
ー
タ
シ
ー
ト
交
付
制
度
の
新
法
へ
の
移
管 

 

現
在
、
毒
物
劇
物
取
締
法
、
労
働
安
全
衛
生
法
及
び
化
学
物
質
管
理
促
進
法
に
分
立
し
つ
つ
重
複
し
て
い
る
化
学
物
質
等
に
係
る
安
全
デ
ー
タ
シ
ー
ト 

(SD
S) 

交
付
制
度
は
、
新
法
に
規
定
さ
れ
る
国
際
的
に
整
合
し
た
交
付
制
度
と
重
複
す
る
た
め
、
い
ず
れ
の
制
度
も
新
法
の
制
度
に
統
合
す
る
。 

 

三
．
関
連
法
規
に
お
け
る
危
険
有
害
物
容
器
・
包
装
の
ラ
ベ
ル
表
示
規
準
の
統
一
性
確
保 

 

現
在
関
連
法
規
に
規
定
さ
れ
る
危
険
有
害
物
の
容
器
・
包
装
の
ラ
ベ
ル
表
示
規
準
に
関
し
て
も
、
そ
の
書
式
等
が
関
連
法
規
の
間
で
異
な
る
こ
と
は
当
事
者

間
の
相
互
認
識
お
よ
び
国
際
貿
易
上
の
支
障
と
な
り
う
る
た
め
、
物
理
的
ハ
ザ
ー
ド
の
場
合
を
含
め
て
、
新
法
に
お
け
る
ハ
ザ
ー
ド
分
類
結
果
と
ラ
ベ
ル
表
示

規
準
に
基
づ
い
て
行
う
よ
う
変
更
す
る
こ
と
と
し
、
原
則
と
し
て
新
法
に
よ
る
制
度
に
一
元
化
す
る
。 

 

四
．
関
連
法
規
に
お
け
る
新
規
化
学
物
質
審
査
制
度
の
新
法
へ
の
移
管 

 

現
在
、
労
働
安
全
衛
生
法
及
び
化
学
物
質
審
査
規
制
法
に
規
定
さ
れ
る
新
規
化
学
物
質
審
査
制
度
は
、
内
容
的
に
若
干
の
差
違
は
あ
る
も
の
の
類
似
し
た
制

度
で
あ
り
、
新
法
に
規
定
さ
れ
る
包
括
的
な
新
規
化
学
物
質
等
の
評
価
制
度
と
重
複
す
る
た
め
、
両
制
度
を
新
法
の
制
度
に
統
合
す
る
。 

 

五
．
毒
物
劇
物
取
締
法
の
新
法
へ
の
統
合 

 

毒
物
劇
物
取
締
法
の
役
割
は
人
に
対
す
る
毒
性
が
強
い
化
学
物
質
の
取
締
り
に
限
局
さ
れ
て
い
る
。
そ
れ
ゆ
え
取
扱
化
学
物
質
の
総
合
的
な
リ
ス
ク
評
価
・

管
理
の
効
率
性
お
よ
び
実
効
性
の
向
上
の
た
め
、
毒
物
劇
物
取
締
法
の
役
割
を
新
法
に
規
定
さ
れ
る
管
理
制
度
に
統
合
す
る
。 
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六
．
有
害
物
質
含
有
家
庭
用
品
規
制
法
の
新
法
へ
の
統
合 

 

有
害
物
質
含
有
家
庭
用
品
規
制
法
の
役
割
は
人
に
対
す
る
毒
性
が
強
い
化
学
物
質
を
含
有
す
る
家
庭
用
品
の
取
締
り
に
限
局
さ
れ
て
い
る
。
そ
れ
ゆ
え
取
扱

化
学
物
質
の
総
合
的
な
リ
ス
ク
評
価
・
管
理
の
効
率
性
お
よ
び
実
効
性
の
向
上
の
た
め
、
有
害
物
質
含
有
家
庭
用
品
規
制
法
の
役
割
を
新
法
に
規
定
さ
れ
る
管

理
制
度
に
統
合
す
る
。 

 

七
．
化
学
物
質
審
査
規
制
法
の
抜
本
的
変
更 

 

化
学
物
質
審
査
規
制
法
の
役
割
は
人
及
び
環
境
に
及
ぼ
す
環
境
経
由
の
リ
ス
ク
に
基
づ
く
特
定
化
学
物
質
の
取
締
り
に
限
局
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
社
会
に

流
通
す
る
化
学
物
質
の
審
査
と
規
制
を
行
う
法
と
い
う
位
置
づ
け
か
ら
新
法
の
規
定
事
項
と
類
似
す
る
部
分
が
認
め
ら
れ
る
。 

 

そ
の
た
め
新
法
と
化
学
物
質
審
査
規
制
法
の
類
似
性
を
解
消
す
る
た
め
、
化
学
物
質
審
査
規
制
法
の
事
前
審
査
に
係
る
規
定
を
新
法
に
統
合
し
、
主
な
規
制

内
容
を
残
留
性
有
機
汚
染
物
質 (PO

Ps) 

に
係
る
国
際
条
約
に
対
応
す
る
法
律
に
変
更
す
る
。 

（企画テーマ 星川欣孝　付属資料13）



 

アジア諸国に立遅れる日本に必要な化学物質総合管理法制の整備 
（緊急提言） 

2012 年 6 月 18 日     
化学生物総合管理学会  
春季討論集会参加者有志 

経済協力開発機構 (OECD) の加盟国に限らず、最近ではアジア諸国においても化学物

質総合管理の法整備が進展している。そのような国際環境の下、旧態依然とした縦割り規

制法の不適切かつ不合理な運用により日本の産業界や消費者が困難に直面する事例やリス

ク管理の隙間問題が露呈する事例が頻発している。 
このような国際的な競争力や市民の健康に悪影響を及ぼしかねない窮状を打開するため、

化学生物総合管理学会では 2012 年 3 月 7 日に開催した春季討論集会において、1)化学物

質管理の法体系と国際競争力および 2)化学品法規制と情報のあり方に係る問題点と解決策

について討論を行った (春季討論集会プログラム: http://www.cbims.net/meeting/)。 
その中で、例えば、①化学品の輸出入業務における現行の省庁縦割り規制法に基づく不

適切かつ不合理な扱い、②化学物質届出情報の相互受入れ制度を活用できない事業者の不

利な現況、③家庭用殺虫剤に係る法律の不備によるリスク管理および競争上の不条理、さ

らには④諸外国では法律に基づき管理されている個別製品に係る問題の顕在化などの事例

が問題提起された。 
これらが明らかにすることは、世界の潮流である化学物質総合管理を無視して旧来の縦

割り規制法に固執するあまり袋小路に入り込んでしまった日本の現状である。そしてこの

ような無残な実状を改善する方策は、国際協調を重視して化学物質のリスク評価やリスク

管理を包括的に扱う化学物質総合管理法制を早急に整備するとともに、それを一元的に執

行する中核的な行政機関と評価機関を設置すること以外にはないことも明白になった。 
 最近、厚生労働省、経済産業省および環境省は「今後の化学物質管理政策に関する合

同検討会」を設置し、労働者保護、消費者保護、環境保護の総合的な視点に立って体系的

に危険有害性情報の収集・評価等を進める方策について論議に着手した。このような合同

検討会の設置は歓迎されるものの、SAICM に基づく国際協調活動の進展に鑑みれば事は

急を要する。それゆえ、３省が検討会を設置したことを契機に論議の活性化に資するため、

春季討論集会の意見交換を踏まえて化学物質総合管理法の法律要綱 (試案) を策定し化学

生物総合管理学会ホームページの「論議の輪」欄に投稿して公表することとした (論議の

輪: http://www.cbims.net/ronginowa.html )。 
より良い法律案の策定に活かすために、論議の輪の場を活用して議論を深めていきたい。

社会の広幅な人々から多数のご意見が論議の輪に寄せられることを期待する。とりわけ、

合同検討会を主催する３省をはじめとする各省庁および合同検討会の構成委員の方々、さ

らには各省の化学物質のリスク評価や管理に係る審議会や委員会の委員や専門委員の皆様

の厳しい批判を心より歓迎する。 
 
 別紙：化学物質の総合管理に関する法律案要綱 (試案) 
 

（企画テーマ 星川欣孝　付属資料1）



【
別
紙
】 

化
学
物
質
の
総
合
管
理
に
関
す
る
法
律
案
要
綱
（
試
案
） 

第
一
章 
総
則 

一
．
目
的 

 

こ
の
法
律
は
、
社
会
経
済
活
動
及
び
市
民
生
活
で
使
用
さ
れ
る
化
学
物
質
（
以
下
、
取
扱
化
学
物
質
と
い
う
。
）
の
製
造
・
使
用
の
過
程
に
お
け
る
人
及
び
環
境

に
与
え
う
る
影
響
を
効
率
的
か
つ
包
括
的
に
適
正
管
理
す
る
た
め
、
現
行
関
連
法
規
に
分
散
す
る
化
学
物
質
規
制
を
改
善
す
る
と
と
も
に
、
国
際
的
慣
行
に
整
合

す
る
総
合
的
な
管
理
制
度
を
新
た
に
設
け
る
こ
と
に
よ
り
、
社
会
の
リ
ス
ク
管
理
能
力
の
向
上
と
透
明
性
の
改
善
、
さ
ら
に
は
国
際
競
争
力
の
維
持
・
向
上
と
雇

用
の
確
保
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。 

な
お
、
国
際
的
慣
行
に
整
合
す
る
新
た
な
総
合
的
管
理
制
度
の
基
本
は
、
化
学
物
質
の
特
性
で
あ
る
人
及
び
環
境
に
対
す
る
危
険
有
害
性
（
以
下
、
ハ
ザ
ー
ド

と
い
う
。
）
を
包
括
的
に
評
価
し
て
分
類
し
、
そ
の
結
果
に
人
及
び
環
境
の
化
学
物
質
へ
の
曝
露
の
程
度
を
加
味
し
て
実
際
の
影
響
の
可
能
性
（
以
下
、
リ
ス
ク
と

い
う
。
）
を
包
括
的
に
初
期
評
価
し
、
そ
し
て
そ
の
結
果
に
基
づ
き
リ
ス
ク
を
適
正
に
管
理
す
る
方
策
を
講
ず
る
管
理
の
標
準
的
手
順
並
び
に
国
際
的
に
整
合
す
る

基
本
的
な
管
理
制
度
を
整
備
し
て
こ
れ
を
一
元
的
か
つ
体
系
的
に
運
用
す
る
こ
と
で
あ
る
。 

ま
た
、
社
会
の
リ
ス
ク
管
理
能
力
の
向
上
お
よ
び
透
明
性
の
改
善
に
は
取
扱
化
学
物
質
の
管
理
の
実
態
を
関
係
者
全
体
で
共
有
す
る
必
要
が
あ
る
。
そ
の
た
め
、

一
元
的
か
つ
体
系
的
に
運
用
さ
れ
る
基
本
的
管
理
制
度
の
情
報
を
統
一
的
に
共
有
公
開
す
る
情
報
管
理
基
盤
を
整
備
す
る
。 

 

二
．
適
用
範
囲 

こ
の
法
律
は
、
国
内
で
製
造
（
輸
入
を
含
む
。
）
・
流
通
・
消
費
そ
し
て
廃
棄
さ
れ
る
す
べ
て
の
化
学
物
質
を
対
象
と
す
る
。
ま
た
、
そ
れ
ら
化
学
物
質
を
含
有

す
る
製
品
も
こ
の
法
律
の
対
象
と
し
、
こ
れ
ら
を
総
称
し
て
、
以
下
、
化
学
物
質
等
と
い
う
。 

 

た
だ
し
、
医
薬
品
、
食
品
添
加
物
、
農
薬
な
ど
ハ
ザ
ー
ド
及
び
リ
ス
ク
の
評
価
が
他
の
法
令
の
規
定
に
基
づ
き
厳
し
く
行
わ
れ
る
場
合
に
は
、
そ
の
行
わ
れ
て

い
る
範
囲
に
お
い
て
そ
れ
を
も
っ
て
代
え
る
こ
と
が
で
き
る
。
し
た
が
っ
て
こ
れ
に
該
当
す
る
化
学
物
質
で
あ
っ
て
も
、
他
の
法
令
の
規
定
に
よ
り
評
価
さ
れ
な

い
人
又
は
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
及
び
リ
ス
ク
は
こ
の
法
律
の
対
象
に
加
え
る
。 

 

三
．
定
義
等 

 

こ
の
法
律
に
お
け
る
用
語
に
つ
い
て
以
下
の
定
義
を
設
け
る
。 

 

（
１
）「
化
学
物
質
」
と
は
、
元
素
、
同
位
体
ま
た
は
化
合
物
で
構
成
さ
れ
社
会
で
取
り
扱
わ
れ
る
も
の
を
い
い
、
そ
の
も
の
が
天
然
の
も
の
で
あ
る
か
人
工
の
も

の
で
あ
る
か
を
問
わ
ず
、
ま
た
、
微
小
形
態
の
も
の
も
含
め
る
。 

（企画テーマ 星川欣孝　付属資料2）



（
２
）「
ハ
ザ
ー
ド
評
価
」
と
は
、
取
扱
化
学
物
質
の
人
及
び
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
を
国
際
的
に
整
合
し
た
判
断
規
準
に
照
ら
し
て
包
括
的
に
評
価
す
る
こ
と

を
い
う
。 

な
お
、
判
断
規
準
は
経
済
協
力
開
発
機
関
が
確
立
し
た
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
情
報
デ
ー
タ
セ
ッ
ト (SID

S)

に
従
っ
て
別
途
定
め
る
。 

（
３
）「
ハ
ザ
ー
ド
分
類
」
と
は
、
取
扱
化
学
物
質
の
人
及
び
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
を
国
際
的
に
整
合
し
た
ハ
ザ
ー
ド
分
類
規
準
に
照
ら
し
て
包
括
的
に
分
類

す
る
こ
と
を
い
う
。 

な
お
、
分
類
規
準
は
国
連
経
済
社
会
理
事
会
が
勧
告
し
た
化
学
物
質
の
分
類
及
び
表
示
の
世
界
調
和
体
系 (G

H
S)

に
従
っ
て
別
途
定
め
る
。 

（
４
）「
ハ
ザ
ー
ド
表
示
」
と
は
、
上
記
の
包
括
的
な
ハ
ザ
ー
ド
分
類
の
結
果
に
基
づ
き
国
際
的
に
整
合
し
た
表
示
規
準
に
従
っ
て
ラ
ベ
ル
や
標
札
を
作
成
し
、
危

険
有
害
化
学
物
質
等
の
容
器
・
包
装
に
表
示
す
る
こ
と
を
い
う
。 

な
お
、
表
示
規
準
は
前
項
の
ハ
ザ
ー
ド
の
包
括
的
な
分
類
規
準
と
と
も
に
、
国
連
経
済
社
会
理
事
会
が
勧
告
し
た
化
学
物
質
の
分
類
及
び
表
示
の
世
界
調
和

体
系 (G

H
S)

に
従
っ
て
別
途
定
め
る
。 

（
５
）「
曝
露
評
価
」
と
は
、
国
際
的
に
整
合
し
た
手
順
に
従
っ
て
化
学
物
質
等
の
製
造
・
使
用
の
工
程
（
消
費
を
含
む
）
か
ら
排
出
又
は
漏
洩
す
る
化
学
物
質
の

量
を
調
べ
て
、
人
（
作
業
者
、
消
費
者
、
一
般
市
民
）
及
び
環
境
の
曝
露
の
程
度
を
見
積
も
る
こ
と
を
い
う
。 

な
お
、
曝
露
評
価
の
手
順
は
経
済
協
力
開
発
機
関
が
策
定
し
た
排
出
シ
ナ
リ
オ
書
に
関
す
る
手
引
書
等
に
従
っ
て
別
途
定
め
る
。 

（
６
）「
初
期
リ
ス
ク
評
価
」
と
は
、
取
扱
化
学
物
質
の
人
及
び
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
を
包
括
的
に
評
価
し
た
結
果
に
当
該
化
学
物
質
の
取
扱
い
に
伴
う
人
及

び
環
境
の
曝
露
を
加
味
し
て
、
実
際
の
影
響
の
可
能
性
を
国
際
的
に
整
合
し
た
判
断
規
準
に
照
ら
し
て
包
括
的
に
初
期
評
価
す
る
こ
と
を
い
う
。 

な
お
、
判
断
規
準
は
経
済
協
力
開
発
機
関
が
確
立
し
た
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
情
報
デ
ー
タ
セ
ッ
ト (SID

S) 

等
に
従
っ
て
別
途
定
め
る
。 

（
７
）
「
詳
細
調
査
」
と
は
、
（
１
）
の
ハ
ザ
ー
ド
評
価
、
（
５
）
の
曝
露
評
価
及
び
（
６
）
の
初
期
リ
ス
ク
評
価
を
行
っ
た
結
果
、
ハ
ザ
ー
ド
デ
ー
タ
、
曝
露
デ
ー

タ
な
ど
の
不
足
そ
の
他
の
理
由
に
よ
り
確
定
で
き
な
か
っ
た
ハ
ザ
ー
ド
、
曝
露
及
び
リ
ス
ク
の
う
ち
、
人
又
は
環
境
へ
の
影
響
の
懸
念
を
確
定
す
る
こ
と
が

特
に
必
要
で
あ
る
と
判
断
さ
れ
る
ハ
ザ
ー
ド
、
曝
露
及
び
リ
ス
ク
に
つ
い
て
、
収
集
す
べ
き
ハ
ザ
ー
ド
デ
ー
タ
、
曝
露
デ
ー
タ
そ
の
他
を
特
定
し
て
行
う
追

加
の
調
査
を
い
う
。 

（
８
）「
取
扱
化
学
物
質
」
と
は
、
国
内
の
社
会
経
済
活
動
及
び
市
民
生
活
に
お
い
て
現
に
使
用
さ
れ
て
い
る
化
学
物
質
を
い
い
、
化
学
物
質
の
特
定
は
国
際
的
な

命
名
法 (IU

PA
C

) 

に
よ
る
名
称
とC

A
S

番
号
を
用
い
て
行
う
こ
と
を
原
則
と
す
る
。 

な
お
、
取
扱
化
学
物
質
の
一
覧
表
は
、
第
三
章
に
規
定
す
る
管
理
の
実
態
調
査
の
初
回
調
査
で
把
握
さ
れ
る
取
扱
化
学
物
質
を
基
礎
と
し
て
編
纂
し
、
そ
れ

以
降
に
事
業
者
が
届
け
出
る
次
号
の
新
規
化
学
物
質
を
そ
の
都
度
加
え
て
更
新
し
、
５
年
ご
と
に
実
施
す
る
実
態
調
査
に
よ
り
確
認
す
る
。 

（
９
）「
新
規
化
学
物
質
」
と
は
、
前
号
に
規
定
す
る
取
扱
化
学
物
質
の
一
覧
表
に
収
載
さ
れ
て
い
な
い
化
学
物
質
で
あ
っ
て
、
国
内
に
お
け
る
取
扱
い
が
新
た
に

予
定
さ
れ
る
化
学
物
質
を
い
う
。 

（10

）「
高
懸
念
化
学
物
質
」
と
は
、
人
及
び
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
が
（
３
）
項
の
分
類
規
準
に
照
ら
し
て
著
し
く
強
い
か
又
は
強
い
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
化

学
物
質
で
あ
っ
て
、
当
該
化
学
物
質
に
つ
い
て
初
期
リ
ス
ク
評
価
又
は
詳
細
評
価
を
行
っ
た
結
果
、
国
内
に
お
け
る
そ
の
取
扱
い
に
つ
い
て
特
定
の
制
限
等

（企画テーマ 星川欣孝　付属資料3）



を
設
け
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
判
定
さ
れ
る
化
学
物
質
を
い
う
。 

な
お
、
高
懸
念
化
学
物
質
に
係
る
分
類
基
準
に
つ
い
て
は
、
関
連
法
規
お
よ
び
国
際
的
慣
例
と
の
整
合
性
を
考
慮
し
て
別
途
定
め
る
。 

（11
）「
安
全
デ
ー
タ
シ
ー
ト (SD

S)

」
と
は
、
取
扱
化
学
物
質
及
び
特
定
の
危
険
有
害
化
学
物
質
を
含
有
す
る
製
品
に
つ
い
て
、
そ
の
出
所
、
人
及
び
環
境
に
対

す
る
ハ
ザ
ー
ド
に
関
す
る
情
報
、
主
な
用
途
、
そ
の
用
途
で
の
曝
露
防
止
等
の
取
扱
注
意
、
規
制
情
報
、
処
理
処
分
の
推
奨
方
法
な
ど
を
国
際
的
な
規
準
に

整
合
し
た
指
針
に
従
っ
て
記
述
し
た
文
書
を
い
う
。 

な
お
、
安
全
デ
ー
タ
シ
ー
ト
の
作
成
お
よ
び
交
付
の
指
針
は
、
国
連
経
済
社
会
理
事
会
が
勧
告
し
た
化
学
物
質
の
分
類
及
び
表
示
の
世
界
調
和
体
系 (G

H
S) 

等
に
従
っ
て
別
途
策
定
す
る
。 

（12

）「
曝
露
シ
ナ
リ
オ
書 (E

SD
)

」
と
は
、
化
学
物
質
等
の
製
造
・
使
用
の
工
程
に
つ
い
て
取
扱
化
学
物
質
の
排
出
・
漏
洩
の
状
況
を
把
握
し
て
人
及
び
環
境
の

曝
露
の
程
度
を
見
積
も
っ
た
際
に
、
そ
の
見
積
も
り
の
過
程
の
詳
細
及
び
結
果
を
国
際
的
な
規
準
に
整
合
し
た
手
引
き
に
従
っ
て
記
述
し
た
文
書
を
い
う
。 

な
お
、
曝
露
シ
ナ
リ
オ
書
の
作
成
手
引
き
は
、
経
済
協
力
開
発
機
構
が
策
定
し
た
排
出
シ
ナ
リ
オ
書
に
関
す
る
手
引
書
等
に
従
っ
て
別
途
策
定
す
る
。 

（13

）「
初
期
リ
ス
ク
評
価
書
」
と
は
、
取
扱
化
学
物
質
が
人
及
び
環
境
に
与
え
う
る
影
響
に
つ
い
て
包
括
的
な
初
期
リ
ス
ク
評
価
を
行
っ
た
際
に
、
そ
の
評
価
の

過
程
の
詳
細
及
び
結
果
を
国
際
的
な
規
準
に
整
合
し
た
手
引
き
に
従
っ
て
記
述
し
た
文
書
を
い
う
。 

な
お
、
初
期
リ
ス
ク
評
価
書
の
作
成
手
引
き
は
、
経
済
協
力
開
発
機
構
が
策
定
し
た
高
生
産
量
化
学
物
質
の
点
検
マ
ニ
ュ
ア
ル
等
に
従
っ
て
別
途
策
定
す
る
。 

（14

）
こ
の
法
律
の
規
定
に
基
づ
き
化
学
物
質
総
合
管
理
に
係
る
事
務
を
包
括
的
に
執
行
す
る
新
た
な
行
政
機
関
を
設
置
し
そ
の
名
称
を
「
化
学
物
質
総
合
管
理

庁
」
と
す
る
。 

 

（15

）
こ
の
法
律
の
規
定
に
基
づ
く
化
学
物
質
等
に
係
る
評
価
等
の
業
務
を
包
括
的
に
担
う
総
合
評
価
機
関
を
設
置
し
そ
の
名
称
を
「
化
学
物
質
総
合
評
価
機
構
」

と
す
る
。 

 

四
．
社
会
各
層
の
責
務 

 

こ
の
法
律
の
目
的
の
一
つ
は
、
国
際
的
慣
行
に
整
合
す
る
新
た
な
総
合
的
管
理
制
度
を
設
け
て
社
会
の
リ
ス
ク
管
理
能
力
の
向
上
と
透
明
性
の
改
善
、
さ
ら
に

は
国
際
競
争
力
の
維
持
・
向
上
と
雇
用
の
確
保
を
図
る
こ
と
で
あ
る
。
そ
の
た
め
化
学
物
質
の
リ
ス
ク
管
理
の
当
事
者
で
あ
る
事
業
者
、
取
扱
作
業
者
、
消
費
者
、

一
般
市
民
お
よ
び
政
府
の
そ
れ
ぞ
れ
が
担
う
べ
き
リ
ス
ク
管
理
上
の
役
割
・
責
務
を
明
示
す
る
必
要
が
あ
る
。
そ
の
規
定
の
順
序
は
、
リ
ス
ク
管
理
を
実
際
に
担

う
者
の
役
割
・
責
務
を
優
先
的
に
掲
げ
、
政
府
の
役
割
・
責
務
は
そ
れ
ら
を
前
提
に
規
定
す
る
。 

 

（
１
）
事
業
者
は
、
取
扱
化
学
物
質
等
の
す
べ
て
に
つ
い
て
主
体
的
に
人
及
び
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
を
包
括
的
に
評
価
し
て
分
類
し
、
そ
し
て
化
学
物
質
等

の
製
造
・
使
用
の
状
況
等
に
つ
い
て
人
及
び
環
境
の
曝
露
の
程
度
を
見
積
も
っ
て
実
際
の
影
響
の
リ
ス
ク
を
評
価
し
、
さ
ら
に
そ
れ
ら
の
結
果
に
基
づ
き
適

切
な
製
造
条
件
、
使
用
条
件
、
流
通
条
件
な
ど
を
決
め
て
事
業
活
動
を
適
正
に
管
理
す
る
と
と
も
に
、
関
係
事
業
者
及
び
消
費
者
な
ど
に
適
切
な
情
報
を
提

供
す
る
責
務
を
有
す
る
。 

（企画テーマ 星川欣孝　付属資料4）



事
業
者
は
ま
た
、
化
学
物
質
等
を
取
り
扱
う
作
業
者
が
組
織
の
リ
ス
ク
管
理
計
画
の
遂
行
に
効
果
的
に
参
加
す
る
た
め
、
事
業
所
で
取
り
扱
う
化
学
物
質
及

び
曝
露
防
止
対
策
等
に
関
す
る
情
報
を
作
業
者
に
周
知
す
る
責
務
を
有
す
る
。 

（
２
）
化
学
物
質
等
を
取
り
扱
う
作
業
者
は
、
取
り
扱
う
す
べ
て
の
化
学
物
質
等
の
人
及
び
環
境
に
対
す
る
リ
ス
ク
を
認
識
し
、
事
業
者
と
協
働
し
て
リ
ス
ク
管

理
計
画
に
則
り
作
業
を
適
切
に
遂
行
す
る
責
務
を
有
す
る
。 

（
３
）
化
学
物
質
を
含
有
す
る
消
費
者
用
製
品
を
使
用
す
る
者
は
、
使
用
す
る
製
品
の
人
及
び
環
境
に
対
す
る
リ
ス
ク
を
認
識
し
、
事
業
者
が
提
示
す
る
取
扱
注

意
書
等
に
留
意
し
て
適
切
に
使
用
す
る
責
務
を
有
す
る
。 

（
４
）
一
般
市
民
は
、
化
学
物
質
の
人
及
び
環
境
に
対
す
る
リ
ス
ク
を
認
識
し
、
政
府
及
び
事
業
者
そ
の
他
が
実
施
す
る
リ
ス
ク
管
理
に
か
か
わ
る
活
動
に
協
働

す
る
責
務
を
有
す
る
。 

（
５
）
政
府
は
、
当
事
者
の
主
体
的
な
自
主
管
理
を
尊
重
し
つ
つ
、
公
正
な
政
策
に
基
づ
い
て
化
学
物
質
等
が
人
及
び
環
境
に
与
え
う
る
影
響
の
リ
ス
ク
を
実
効

的
か
つ
効
率
的
に
管
理
す
る
責
務
を
有
す
る
。 

政
府
は
ま
た
、
化
学
物
質
管
理
に
係
る
国
内
外
の
動
向
を
計
画
的
か
つ
体
系
的
に
把
握
し
て
公
表
し
つ
つ
、
国
内
の
管
理
の
状
況
を
改
善
す
る
た
め
の
方
策

を
定
期
的
に
取
り
ま
と
め
て
法
律
制
度
の
見
直
し
を
含
め
た
改
善
計
画
を
立
案
し
か
つ
こ
れ
を
実
施
す
る
責
務
を
有
す
る
。 

政
府
は
ま
た
、
化
学
物
質
管
理
の
科
学
的
技
術
的
基
盤
を
充
実
し
つ
つ
、
管
理
に
必
要
な
専
門
的
人
材
の
育
成
と
教
養
教
育
を
強
化
す
る
責
務
を
有
す
る
。 

政
府
は
さ
ら
に
、
化
学
物
質
の
リ
ス
ク
管
理
に
複
数
の
省
庁
が
関
わ
り
を
持
つ
こ
と
に
留
意
し
て
、
関
係
省
庁
間
の
円
滑
な
協
議
及
び
調
整
を
確
保
し
協
働

す
る
責
務
を
有
し
、
そ
の
責
務
の
実
施
に
お
い
て
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
お
よ
び
化
学
物
質
総
合
評
価
機
構
は
中
核
的
な
役
割
を
果
た
す
。 

 

第
二
章 

管
理
の
標
準
的
手
順 

 

化
学
物
質
が
人
及
び
環
境
に
与
え
う
る
影
響
を
適
切
に
管
理
す
る
標
準
的
な
手
順
は
、
リ
ス
ク
評
価
・
管
理
の
透
明
性
の
向
上
に
資
す
る
こ
と
を
重
視
し
て
以

下
の
各
項
に
従
っ
て
行
う
こ
と
を
基
本
と
す
る
。
そ
れ
ゆ
え
事
業
者
が
取
扱
化
学
物
質
に
つ
い
て
主
体
的
に
リ
ス
ク
を
評
価
し
管
理
す
る
場
合
に
も
、
ま
た
政
府

が
事
業
者
の
リ
ス
ク
評
価
・
管
理
の
状
況
を
検
証
す
る
場
合
に
も
、
こ
の
手
順
に
則
っ
て
行
う
こ
と
を
原
則
と
す
る
。 

 

な
お
、
管
理
の
標
準
的
な
手
順
に
つ
い
て
は
、
国
際
的
な
整
合
性
に
留
意
し
て
指
針
ま
た
は
手
引
き
を
策
定
し
て
公
表
す
る
。 

 

① 

化
学
物
質
等
の
製
造
（
輸
入
を
含
む
）
か
ら
使
用
（
自
家
消
費
を
含
む
）
・
廃
棄
に
至
る
流
通
実
態
を
包
括
的
か
つ
計
画
的
に
把
握
す
る
。 

② 

化
学
物
質
の
人
及
び
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
を
包
括
的
か
つ
一
元
的
に
評
価
し
て
分
類
す
る
。 

③ 

化
学
物
質
の
製
造
・
使
用
の
過
程
に
お
け
る
化
学
物
質
の
排
出
・
漏
洩
の
状
況
を
把
握
し
て
人
（
作
業
者
、
消
費
者
、
一
般
市
民
）
及
び
環
境
の
曝
露
を
包

括
的
に
評
価
す
る
。 

④ 

ハ
ザ
ー
ド
の
包
括
的
な
評
価
の
結
果
及
び
人
と
環
境
の
包
括
的
な
曝
露
評
価
の
結
果
を
用
い
て
、
化
学
物
質
が
人
及
び
環
境
に
与
え
う
る
影
響
の
リ
ス
ク
を

包
括
的
に
初
期
評
価
す
る
。 

（企画テーマ 星川欣孝　付属資料5）



⑤ 

人
及
び
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
の
包
括
的
な
評
価
と
分
類
の
結
果
、
人
及
び
環
境
の
曝
露
の
包
括
的
評
価
の
結
果
、
並
び
に
初
期
リ
ス
ク
評
価
の
結
果
に

基
づ
い
て
、
必
要
な
場
合
に
は
追
加
の
調
査
を
行
い
、
以
下
の
措
置
を
必
要
に
応
じ
て
講
ず
る
。 

イ
）
化
学
物
質
の
製
造
、
流
通
、
使
用
及
び
廃
棄
を
適
切
に
管
理
す
る
措
置
を
講
ず
る
。 

ロ
）
化
学
物
質
の
取
扱
い
に
関
わ
り
を
持
つ
当
事
者
間
で
管
理
に
関
す
る
情
報
を
共
有
し
つ
つ
、
協
働
す
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
。 

ハ
）
人
又
は
環
境
に
与
え
う
る
影
響
の
懸
念
が
著
し
く
高
い
化
学
物
質
を
特
定
し
、
製
造
又
は
使
用
に
お
い
て
条
件
を
付
し
た
り
適
切
な
制
限
を
加
え
た
り
す

る
措
置
を
講
ず
る
。
ま
た
、
他
の
法
規
の
危
険
有
害
化
学
物
質
に
該
当
す
る
と
判
断
さ
れ
る
場
合
に
は
、
当
該
法
規
を
所
掌
す
る
省
庁
と
の
協
働
の
下
に
必

要
な
措
置
を
講
ず
る
。 

 

第
三
章 

基
本
的
管
理
制
度 

 

こ
の
法
律
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
、
化
学
物
質
に
つ
い
て
以
下
の
六
つ
の
基
本
的
管
理
制
度
を
設
け
る
。
そ
し
て
こ
の
法
律
を
所
掌
す
る
化
学
物
質
総
合
管

理
庁
（
第
四
章
一
項
参
照
）
が
そ
れ
ら
を
包
括
的
か
つ
一
元
的
に
執
行
す
る
。 

な
お
、
そ
れ
ぞ
れ
の
管
理
制
度
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ら
を
体
系
的
に
施
行
し
か
つ
透
明
性
の
向
上
に
資
す
る
た
め
、
国
際
的
な
動
向
に
整
合
し
た
準
則
及
び
実

施
計
画
を
定
め
公
表
し
て
運
用
す
る
。 

 

一
．
管
理
の
実
態
調
査 

（
１
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
が
実
施
す
る
化
学
物
質
等
の
管
理
の
実
態
調
査
は
、
国
内
に
お
け
る
化
学
物
質
等
の
管
理
の
実
態
を
正
確
に
把
握
し
て
必
要
な
基

礎
情
報
を
整
備
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
、
あ
ら
か
じ
め
国
際
的
な
動
向
に
整
合
し
た
準
則
及
び
実
施
計
画
を
策
定
し
て
実
施
す
る
。 

（
２
）
調
査
を
行
う
対
象
化
学
物
質
の
範
囲
は
、
事
業
者
が
自
家
消
費
す
る
も
の
を
含
め
、
医
薬
品
、
食
品
添
加
物
、
農
薬
な
ど
他
の
法
令
に
よ
り
一
部
の
側
面

の
管
理
が
行
わ
れ
て
い
る
化
学
物
質
を
含
め
て
、
す
べ
て
の
化
学
物
質
と
す
る
。 

（
３
）
実
態
調
査
の
調
査
項
目
は
、
曝
露
関
連
情
報
（
組
成
、
流
通
量
、
使
用
類
型
、
曝
露
発
生
源
な
ど
）
及
び
自
主
管
理
の
主
要
な
裏
付
資
料
で
あ
る
ハ
ザ
ー

ド
情
報
、
曝
露
シ
ナ
リ
オ
書
、
初
期
リ
ス
ク
評
価
書
、
ハ
ザ
ー
ド
分
類
・
表
示
及
び
安
全
デ
ー
タ
シ
ー
ト
な
ど
の
整
備
状
況
の
調
査
を
基
本
と
す
る
。 

（
４
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
事
業
所
管
省
な
ど
の
協
力
を
得
て
、
初
回
の
実
態
調
査
の
結
果
に
基
づ
き
国
内
に
お
け
る
取
扱
化
学
物
質
の
一
覧
表
を
編
纂

す
る
と
と
も
に
、
逐
次
改
訂
す
る
。 

（
５
）
実
態
調
査
は
、
製
造
事
業
者
、
輸
入
事
業
者
お
よ
び
使
用
事
業
者
に
つ
い
て
５
年
の
間
隔
で
行
い
、
そ
の
都
度
、
情
報
管
理
基
盤
を
更
新
し
、
情
報
提
出

者
の
営
業
上
の
機
密
情
報
を
保
護
す
る
措
置
を
講
じ
た
う
え
で
公
表
す
る
。 

 

二
．
取
扱
化
学
物
質
の
評
価 

（
１
）
事
業
者
が
取
り
扱
う
化
学
物
質
の
管
理
の
立
場
か
ら
一
項
に
基
づ
い
て
提
出
す
る
取
扱
化
学
物
質
（
自
家
消
費
す
る
も
の
を
含
む
）
の
管
理
の
実
態
に
関

（企画テーマ 星川欣孝　付属資料6）



す
る
情
報
を
点
検
・
評
価
す
る
と
と
も
に
、
人
及
び
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
の
評
価
と
分
類
を
確
定
し
、
人
及
び
環
境
に
与
え
う
る
影
響
の
初
期
リ
ス
ク

評
価
を
実
施
し
、
そ
し
て
、
追
加
の
調
査
の
必
要
性
や
リ
ス
ク
管
理
対
策
の
必
要
性
並
び
に
高
懸
念
化
学
物
質
や
他
の
法
規
の
危
険
有
害
物
質
へ
の
該
当
性

を
判
定
す
る
制
度
を
設
け
る
。 

（
２
）
こ
の
制
度
で
評
価
の
対
象
と
な
る
化
学
物
質
の
種
類
は
極
め
て
多
い
。
そ
の
た
め
、
取
扱
量
、
用
途
、
既
知
の
高
懸
念
化
学
物
質
や
そ
れ
ら
と
の
構
造
類

似
性
な
ど
に
基
づ
き
対
象
化
学
物
質
を
選
定
し
つ
つ
段
階
的
に
行
う
こ
と
と
し
、
あ
ら
か
じ
め
国
際
的
な
動
向
に
整
合
し
た
準
則
及
び
実
施
計
画
を
策
定
し

て
実
施
す
る
。 

（
３
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
こ
の
対
象
化
学
物
質
に
つ
い
て
事
業
者
が
提
出
す
る
ハ
ザ
ー
ド
情
報
や
ハ
ザ
ー
ド
の
評
価
と
分
類
の
結
果
に
自
ら
収
集
し
た

ハ
ザ
ー
ド
情
報
等
を
加
え
て
精
査
し
、
対
象
化
学
物
質
の
人
及
び
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
の
評
価
と
分
類
を
確
定
し
、
ハ
ザ
ー
ド
に
関
し
て
追
加
の
調
査

の
必
要
性
お
よ
び
高
懸
念
化
学
物
質
や
他
の
法
規
の
危
険
有
害
化
学
物
質
へ
の
該
当
性
を
判
定
す
る
。 

ま
た
、
こ
の
対
象
化
学
物
質
に
つ
い
て
事
業
者
が
提
出
す
る
取
扱
量
、
用
途
、
生
産
・
使
用
の
状
況
な
ど
の
曝
露
関
連
情
報
お
よ
び
リ
ス
ク
評
価
の
結
果
な

ど
に
自
ら
収
集
し
た
曝
露
関
連
情
報
及
び
リ
ス
ク
評
価
情
報
を
加
え
て
精
査
し
、
自
ら
も
人
及
び
環
境
に
与
え
う
る
影
響
の
初
期
リ
ス
ク
評
価
を
行
っ
て
曝
露

又
は
リ
ス
ク
に
関
す
る
追
加
の
調
査
の
必
要
性
お
よ
び
他
の
法
規
に
よ
る
リ
ス
ク
管
理
対
策
の
必
要
性
に
つ
い
て
判
定
す
る
。 

そ
し
て
、
他
の
法
規
に
よ
る
リ
ス
ク
管
理
対
策
が
必
要
で
あ
る
と
判
定
し
た
場
合
に
は
該
当
法
規
に
よ
る
規
制
の
必
要
性
に
つ
い
て
他
の
省
庁
と
協
議
す
る
。 

（
４
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
こ
れ
ら
の
評
価
の
結
果
を
情
報
管
理
基
盤
の
構
築
に
活
用
し
、
情
報
提
出
者
の
営
業
上
の
機
密
情
報
を
保
護
す
る
措
置
を
講

じ
つ
つ
公
表
す
る
。 

 

三
．
新
規
化
学
物
質
等
の
評
価 

（
１
）
一
項
に
述
べ
た
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
が
定
期
的
に
実
施
す
る
管
理
の
実
態
調
査
と
は
別
に
、
事
業
者
が
国
内
に
お
け
る
取
扱
い
を
新
た
に
予
定
す
る
化

学
物
質
（
新
規
化
学
物
質
）
及
び
取
扱
化
学
物
質
の
一
覧
表
に
既
に
収
載
さ
れ
て
い
る
化
学
物
質
の
場
合
で
あ
っ
て
も
、
人
又
は
環
境
に
対
す
る
強
い
ハ
ザ

ー
ド
が
新
た
に
見
出
さ
れ
た
り
、
取
扱
量
、
用
途
な
ど
が
変
化
し
た
り
し
て
ハ
ザ
ー
ド
評
価
、
曝
露
評
価
及
び
初
期
リ
ス
ク
評
価
を
改
め
て
行
う
必
要
が
あ

る
場
合
に
つ
い
て
、
取
扱
事
業
者
が
管
理
の
詳
細
な
ど
を
記
述
し
た
文
書
を
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
に
届
け
出
る
制
度
を
設
け
る
。 

（
２
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
届
出
を
受
理
し
た
と
き
は
、
届
出
資
料
に
基
づ
い
て
届
出
者
が
実
施
し
た
ハ
ザ
ー
ド
の
評
価
と
分
類
、
取
扱
実
態
に
則
し
た

リ
ス
ク
評
価
や
リ
ス
ク
管
理
対
策
な
ど
に
つ
い
て
確
認
し
、
二
項
の
取
扱
化
学
物
質
の
評
価
に
準
じ
た
評
価
を
行
い
、
そ
の
結
果
に
基
づ
き
必
要
な
措
置
を

講
ず
る
。 

 

四
．
高
懸
念
化
学
物
質
の
製
造
・
使
用
の
確
認 

（
１
）
高
懸
念
化
学
物
質
の
製
造
及
び
使
用
の
確
認
制
度
は
、
人
又
は
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
が
国
際
的
な
動
向
に
整
合
し
た
分
類
規
準
に
照
ら
し
て
著
し
く

強
い
か
又
は
強
い
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
化
学
物
質
の
製
造
及
び
使
用
に
つ
い
て
、
或
い
は
、
人
又
は
環
境
に
対
す
る
曝
露
が
国
際
的
な
動
向
に
整
合
し
た
規

（企画テーマ 星川欣孝　付属資料7）



準
に
照
ら
し
て
著
し
く
広
範
囲
に
及
ぶ
か
又
は
及
ぶ
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
化
学
物
質
の
製
造
及
び
使
用
に
つ
い
て
、
人
又
は
環
境
に
与
え
う
る
影
響
の
リ
ス

ク
を
未
然
に
防
止
す
る
処
置
と
し
て
、
事
業
者
及
び
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
が
実
施
す
る
初
期
リ
ス
ク
評
価
又
は
詳
細
評
価
の
結
果
に
基
づ
き
国
内
に
お
け

る
取
扱
い
に
対
し
て
一
律
の
条
件
又
は
制
限
を
国
際
的
な
動
向
に
整
合
し
た
準
則
に
よ
り
適
用
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。 

（
２
）
こ
の
制
度
に
お
け
る
高
懸
念
化
学
物
質
の
製
造
・
使
用
の
制
限
等
と
し
て
、
初
期
リ
ス
ク
評
価
や
詳
細
評
価
の
結
果
に
お
け
る
リ
ス
ク
の
懸
念
の
程
度
に

応
じ
て
、
製
造
・
使
用
の
禁
止
、
特
定
の
用
途
で
の
使
用
の
禁
止
、
標
準
的
な
使
用
条
件
の
設
定
な
ど
の
措
置
を
柔
軟
か
つ
弾
力
的
に
講
ず
る
。 

（
３
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
国
際
的
な
動
向
に
整
合
し
た
準
則
に
よ
り
高
懸
念
化
学
物
質
を
選
別
す
る
た
め
の
選
定
規
準
を
定
め
、
選
定
規
準
に
該
当
す

る
高
懸
念
化
学
物
質
を
特
定
し
、
そ
し
て
、
そ
の
製
造
又
は
使
用
に
つ
い
て
の
制
限
等
を
定
め
て
一
覧
表
を
編
纂
す
る
。 

（
４
）
事
業
者
は
、
高
懸
念
化
学
物
質
を
一
覧
表
に
記
載
さ
れ
る
制
限
等
の
下
で
新
た
に
製
造
又
は
使
用
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
製
造
又
は
使
用
の
工
程
及

び
実
際
の
取
扱
い
に
応
じ
た
リ
ス
ク
評
価
の
結
果
と
リ
ス
ク
管
理
対
策
の
計
画
を
届
け
出
て
確
認
を
受
け
る
。 

（
５
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
事
業
者
が
提
出
す
る
届
出
資
料
の
内
容
を
精
査
し
て
、
事
業
者
が
実
施
を
予
定
す
る
リ
ス
ク
管
理
対
策
に
不
備
を
認
め
た
場

合
に
は
、
理
由
を
付
し
て
そ
の
是
正
を
文
書
に
よ
り
三
十
日
以
内
に
勧
告
す
る
。 

 

五
．
当
事
者
間
の
情
報
共
有 

（
１
）
化
学
物
質
等
を
取
り
扱
う
当
事
者
間
の
情
報
共
有
制
度
と
し
て
、
化
学
物
質
及
び
特
定
の
危
険
有
害
化
学
物
質
を
含
有
す
る
製
品
の
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
イ
ン

に
沿
っ
た
移
動
に
際
し
て
、
荷
送
人
が
そ
れ
ら
化
学
物
質
等
の
出
所
、
人
及
び
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
に
関
す
る
情
報
、
主
な
用
途
、
そ
の
用
途
で
の
曝

露
防
止
対
策
等
の
取
扱
注
意
、
規
制
情
報
、
処
理
処
分
の
推
奨
方
法
な
ど
を
国
際
的
な
規
準
に
整
合
し
た
指
針
に
従
っ
て
記
述
し
た
安
全
デ
ー
タ
シ
ー
ト 

(SD
S) 

を
荷
受
人
に
交
付
す
る
制
度
を
設
け
る
。 

な
お
、
安
全
デ
ー
タ
シ
ー
ト
の
交
付
が
必
要
な
特
定
の
危
険
有
害
化
学
物
質
を
含
有
す
る
製
品
に
つ
い
て
は
国
際
的
な
規
準
に
整
合
し
た
指
針
に
お
い
て

必
要
な
規
定
を
設
け
る
。 

 

（
２
）
特
定
の
危
険
有
害
物
質
及
び
そ
れ
を
含
有
す
る
製
品
の
容
器
・
包
装
に
は
、
国
際
的
な
規
準
に
整
合
し
た
指
針
に
従
っ
て
一
律
の
ハ
ザ
ー
ド
表
示
（
ラ
ベ

ル
表
示
や
標
札
）
を
付
け
る
。 

（
３
）
化
学
物
質
等
を
取
り
扱
う
事
業
者
は
、
化
学
物
質
の
製
造
・
使
用
の
工
程
に
つ
い
て
人
及
び
環
境
の
曝
露
の
程
度
を
見
積
も
る
際
に
化
学
物
質
の
排
出
・

漏
洩
の
状
況
お
よ
び
見
積
も
り
結
果
等
を
記
述
し
た
曝
露
シ
ナ
リ
オ
書
を
国
際
的
な
規
準
に
整
合
し
た
手
引
き
に
従
っ
て
作
成
す
る
。
そ
し
て
、
他
の
者
が

そ
の
事
業
者
に
代
わ
っ
て
リ
ス
ク
評
価
を
行
う
際
に
は
、
リ
ス
ク
評
価
を
行
う
者
に
必
要
な
情
報
を
記
述
し
た
曝
露
シ
ナ
リ
オ
書
を
提
示
す
る
。 

（
４
）
化
学
物
質
等
を
使
用
す
る
事
業
者
は
、
そ
の
者
の
用
途
が
安
全
デ
ー
タ
シ
ー
ト
に
記
載
さ
れ
る
用
途
で
な
い
場
合
に
は
、
そ
の
用
途
の
実
態
に
応
じ
て
曝

露
評
価
及
び
リ
ス
ク
評
価
を
行
い
、
そ
の
結
果
に
基
づ
き
取
扱
条
件
を
決
め
て
適
切
に
管
理
す
る
。
そ
の
場
合
に
は
化
学
物
質
等
の
使
用
者
が
管
理
の
詳
細

を
記
述
し
た
文
書
を
作
成
し
て
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
に
届
け
出
る
。 
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六
．
情
報
管
理
及
び
情
報
公
開 

（
１
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
化
学
物
質
管
理
の
実
態
調
査
で
事
業
者
が
提
出
し
た
取
扱
管
理
の
情
報
及
び
事
業
者
が
提
出
し
た
ハ
ザ
ー
ド
の
評
価
と
分
類
、

曝
露
評
価
、
初
期
リ
ス
ク
評
価
、
詳
細
調
査
、
リ
ス
ク
管
理
対
策
そ
の
他
の
国
内
外
の
関
連
情
報
並
び
に
自
ら
収
集
し
た
こ
れ
ら
の
情
報
に
つ
い
て
適
正
な

管
理
の
基
礎
と
す
る
た
め
情
報
管
理
基
盤
を
構
築
す
る
。
ま
た
、
そ
の
た
め
に
国
際
的
な
動
向
に
整
合
し
た
準
則
を
定
め
る
。 

（
２
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
前
項
の
情
報
管
理
基
盤
を
基
に
し
て
、
取
扱
化
学
物
質
の
国
内
流
通
量
、
主
な
用
途
及
び
ハ
ザ
ー
ド
の
評
価
と
分
類
、
曝
露

の
評
価
や
初
期
リ
ス
ク
評
価
の
状
況
、
そ
の
他
関
連
情
報
を
情
報
提
出
者
の
営
業
上
の
機
密
情
報
を
保
護
す
る
措
置
を
講
じ
つ
つ
編
集
し
利
用
し
や
す
い
デ

ー
タ
ベ
ー
ス
を
構
築
し
て
広
く
社
会
に
公
開
す
る
。 

 第
四
章 

執
行
体
制
の
整
備 

 

こ
の
法
律
の
目
的
の
一
つ
は
、
多
岐
に
分
散
し
て
非
効
率
な
現
行
関
連
法
規
に
基
づ
く
化
学
物
質
規
制
の
効
率
性
や
整
合
性
を
抜
本
的
に
改
善
す
る
こ
と
で
あ

る
。
そ
の
た
め
そ
れ
を
実
現
す
る
方
策
と
し
て
、
化
学
物
質
総
合
管
理
を
担
う
中
核
的
行
政
機
関
と
そ
れ
に
付
随
す
る
化
学
物
質
総
合
評
価
機
関
を
新
設
す
る
こ

と
と
し
、
そ
れ
ら
の
機
関
が
こ
の
法
律
に
定
め
る
基
本
的
管
理
制
度
を
一
元
的
に
執
行
す
る
。 

 

一
．
一
元
的
所
管
行
政
機
関
の
設
置 

（
１
）
こ
の
法
律
に
基
づ
い
て
化
学
物
質
総
合
管
理
を
包
括
的
に
所
掌
す
る
行
政
機
関
を
新
た
に
設
置
し
、
現
在
、
省
庁
に
分
散
し
て
い
る
関
連
事
務
を
整
理
し
て
統
合

す
る
。 

（
２
）
こ
の
行
政
機
関
の
名
称
は
「
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
」
と
し
、
こ
の
法
律
の
執
行
を
一
元
的
に
担
う
執
行
部
門
に
加
え
て
、
化
学
物
質
総
合
管
理
に
か
か
わ
る
政

策
の
企
画
立
案
及
び
国
内
外
の
科
学
的
技
術
的
進
展
や
政
策
的
動
向
の
調
査
を
総
括
す
る
企
画
調
査
部
門
を
設
置
す
る
。 

 

二
．
関
係
省
庁
間
の
協
議
・
調
整
及
び
協
働
等 

（
１
）
化
学
物
質
総
合
管
理
に
か
か
わ
る
関
係
省
庁
間
の
協
議
・
調
整
を
円
滑
に
遂
行
し
協
働
を
確
保
す
る
場
を
常
設
し
、
事
業
者
、
労
働
者
、
消
費
者
お
よ
び

市
民
な
ど
と
の
情
報
共
有
や
協
働
を
確
実
に
す
る
た
め
そ
の
下
に
課
題
に
応
じ
て
作
業
部
会
を
設
置
す
る
。 

（
２
）
省
庁
間
の
協
働
の
場
の
日
常
的
な
役
割
は
、
化
学
物
質
管
理
に
か
か
わ
る
国
内
外
の
動
向
や
課
題
の
情
報
を
共
有
し
、
国
際
機
関
の
活
動
へ
の
参
画
と
そ

の
決
議
等
へ
の
対
応
、
科
学
的
技
術
的
進
展
や
新
た
な
科
学
的
知
見
へ
の
対
応
な
ど
に
つ
い
て
関
係
省
庁
の
共
通
認
識
を
涵
養
し
協
働
す
る
こ
と
で
あ
る
。 

（
３
）
ま
た
、
こ
の
法
律
の
執
行
と
の
関
連
に
お
け
る
役
割
は
、
包
括
的
な
ハ
ザ
ー
ド
評
価
や
曝
露
評
価
、
初
期
リ
ス
ク
評
価
に
つ
い
て
協
力
す
る
と
と
も
に
、

そ
の
結
果
と
し
て
他
の
法
規
の
危
険
有
害
化
学
物
質
の
定
義
に
該
当
す
る
化
学
物
質
を
新
た
に
見
出
し
た
り
、
詳
細
評
価
や
リ
ス
ク
管
理
対
策
の
必
要
性
を

見
出
し
た
り
し
た
場
合
に
、
関
係
省
庁
間
で
具
体
的
な
措
置
に
つ
い
て
協
働
す
る
こ
と
で
あ
る
。 

（
４
）
政
府
は
事
業
者
、
労
働
者
、
消
費
者
お
よ
び
市
民
な
ど
と
の
化
学
物
質
の
評
価
・
管
理
に
関
す
る
情
報
の
共
有
や
協
働
を
促
す
有
効
な
方
策
と
し
て
、
関

（企画テーマ 星川欣孝　付属資料9）



連
国
際
機
関
の
活
動
へ
の
参
加
を
社
会
各
層
に
広
く
開
放
す
る
。 

 
三
．
総
合
評
価
機
関
の
設
置 

（
１
）
こ
の
法
律
に
基
づ
き
当
事
者
が
提
出
す
る
技
術
資
料
の
評
価
、
人
と
環
境
に
対
す
る
ハ
ザ
ー
ド
の
評
価
と
分
類
、
人
と
環
境
の
曝
露
の
評
価
、
人
と
環
境

へ
の
影
響
の
初
期
リ
ス
ク
評
価
及
び
リ
ス
ク
管
理
の
方
策
の
確
定
な
ど
に
か
か
わ
る
業
務
、
並
び
に
取
扱
化
学
物
質
に
か
か
わ
る
科
学
技
術
情
報
の
管
理
を

包
括
的
に
担
当
す
る
総
合
評
価
機
関
を
設
置
し
、
現
在
、
省
庁
及
び
独
立
行
政
法
人
な
ど
に
分
散
し
て
い
る
関
連
機
能
を
整
理
し
て
統
合
す
る
。 

（
２
）
総
合
評
価
機
関
の
名
称
は
「
化
学
物
質
総
合
評
価
機
構
」
と
し
、
主
な
機
能
部
門
と
し
て
、
ハ
ザ
ー
ド
評
価
、
曝
露
評
価
、
リ
ス
ク
評
価
及
び
デ
ー
タ
・

情
報
管
理
の
業
務
を
担
当
し
て
法
制
度
を
執
行
す
る
評
価
部
門
、
毒
性
、
生
態
毒
性
、
体
内
動
態
、
ト
キ
シ
コ
ゲ
ノ
ミ
ク
ス
、
環
境
中
挙
動
、
曝
露
分
析
、

疫
学
な
ど
関
係
す
る
広
範
な
科
学
・
技
術
領
域
の
進
展
を
専
門
的
に
調
べ
て
評
価
部
門
を
支
え
る
調
査
部
門
、
事
業
者
間
及
び
事
業
者
と
政
府
の
間
の
情
報

の
共
有
化
を
円
滑
に
し
つ
つ
情
報
の
社
会
へ
の
公
開
を
促
進
す
る
情
報
管
理
基
盤
を
構
築
し
運
用
す
る
情
報
部
門
並
び
に
化
学
物
質
総
合
管
理
に
精
通
し
た

専
門
的
人
材
を
育
成
す
る
事
業
に
加
え
て
教
養
教
育
を
支
援
す
る
教
育
部
門
を
設
置
す
る
。 

（
３
）
化
学
物
質
総
合
評
価
機
構
に
は
、
欧
米
の
評
価
機
関
に
お
け
る
人
員
の
規
模
及
び
質
を
参
考
に
し
て
、
ハ
ザ
ー
ド
や
リ
ス
ク
の
主
要
な
評
価
要
素
で
あ
る

毒
性
試
験
や
疫
学
調
査
の
評
価
、
人
と
環
境
の
曝
露
の
評
価
、
化
学
物
質
の
リ
ス
ク
評
価
な
ど
の
経
験
を
有
し
、
国
際
的
な
動
向
に
精
通
し
た
充
分
な
人
員

を
確
保
す
る
。 

（
４
）
化
学
物
質
総
合
評
価
機
構
は
、
化
学
物
質
の
ハ
ザ
ー
ド
評
価
、
曝
露
評
価
、
初
期
リ
ス
ク
評
価
及
び
詳
細
リ
ス
ク
評
価
に
必
要
と
な
る
既
存
の
方
法
論
等

を
効
率
的
に
活
用
す
る
た
め
、
人
と
環
境
へ
の
す
べ
て
の
影
響
に
関
し
て
利
用
で
き
る
評
価
の
手
法
及
び
手
続
き
に
つ
い
て
広
範
に
調
査
し
、
そ
れ
ら
に
基

づ
き
評
価
の
手
法
及
び
手
続
き
を
文
書
化
し
て
公
表
す
る
。 

（
５
）
化
学
物
質
総
合
評
価
機
構
は
、
文
書
化
し
た
ハ
ザ
ー
ド
評
価
、
曝
露
評
価
及
び
リ
ス
ク
評
価
の
手
法
や
手
続
き
を
科
学
技
術
の
進
展
に
適
合
さ
せ
る
た
め
、

人
と
環
境
へ
の
影
響
を
評
価
す
る
手
法
等
の
進
展
、
高
懸
念
化
学
物
質
に
対
す
る
代
替
物
質
又
は
代
替
技
法
の
開
発
、
あ
る
い
は
新
た
に
見
出
さ
れ
た
人
又

は
環
境
へ
の
影
響
な
ど
の
科
学
的
知
見
に
つ
い
て
広
範
に
調
査
を
行
う
。 

（
６
）
化
学
物
質
総
合
評
価
機
構
は
、
取
扱
化
学
物
質
の
リ
ス
ク
評
価
・
管
理
に
係
る
情
報
管
理
基
盤
を
構
築
し
そ
れ
を
運
用
す
る
。
そ
の
情
報
管
理
基
盤
に
は

国
内
外
の
関
連
機
関
と
の
相
互
ア
ク
セ
ス
を
可
能
と
す
る
機
能
を
付
与
す
る
。 

 

四
．
他
の
評
価
機
関
等
と
の
連
携 

（
１
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
科
学
的
知
見
の
充
実
及
び
科
学
的
方
法
論
の
向
上
の
た
め
、
化
学
物
質
の
ハ
ザ
ー
ド
評
価
、
曝
露
評
価
及
び
リ
ス
ク
評
価
に

関
係
す
る
国
内
外
の
政
府
、
学
界
、
産
業
界
そ
の
他
関
係
者
と
の
情
報
共
有
お
よ
び
協
働
を
確
保
し
て
、
化
学
物
質
と
生
物
の
相
互
作
用
の
評
価
方
法
、
合

理
的
な
有
害
性
予
測
手
法
、
疫
学
的
調
査
方
法
な
ど
の
調
査
・
研
究
開
発
活
動
を
促
進
し
調
整
す
る
仕
組
み
を
整
備
す
る
。 

（
２
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
ま
た
、
取
扱
化
学
物
質
の
人
又
は
環
境
へ
の
影
響
の
リ
ス
ク
評
価
の
結
果
と
そ
れ
に
基
づ
き
実
施
し
た
リ
ス
ク
管
理
対
策
の
妥

（企画テーマ 星川欣孝　付属資料10）



当
性
に
つ
い
て
、
作
業
者
、
消
費
者
等
の
疫
学
的
調
査
、
中
毒
情
報
、
環
境
生
物
や
生
活
環
境
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
デ
ー
タ
な
ど
を
活
用
し
て
確
認
す
る
。 

 第
五
章 

雑
則 

 

こ
の
法
律
の
実
効
性
お
よ
び
運
用
の
透
明
性
を
確
保
す
る
た
め
、
雑
則
と
し
て
以
下
の
事
項
を
規
定
す
る
。 

 

一
．
当
事
者
の
営
業
上
の
機
密
情
報
及
び
財
産
権
の
保
護
と
補
償 

（
１
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
化
学
物
質
管
理
の
実
態
調
査
、
取
扱
化
学
物
質
や
新
規
化
学
物
質
等
の
評
価
及
び
情
報
の
公
開
に
お
い
て
、
当
事
者
が
提

出
す
る
情
報
の
営
業
上
の
機
密
を
保
護
す
る
措
置
及
び
当
事
者
が
費
用
を
か
け
て
取
得
し
た
情
報
の
財
産
権
を
保
護
し
補
償
す
る
措
置
を
定
め
る
。 

（
２
）
た
だ
し
、
営
業
上
の
機
密
情
報
を
保
護
す
る
事
業
者
の
権
利
は
、
危
険
有
害
化
学
物
質
に
関
す
る
情
報
に
対
す
る
労
働
者
、
消
費
者
お
よ
び
社
会
の
知

る
権
利
と
均
衡
さ
せ
る
。 

 二
．
社
会
の
意
見
集
約
の
場
の
設
置 

 

化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
こ
の
法
律
の
執
行
あ
る
い
は
化
学
物
質
総
合
管
理
に
か
か
わ
る
政
策
等
に
つ
い
て
、
事
業
者
、
労
働
者
、
消
費
者
、
市
民
な
ど

社
会
各
層
と
意
見
交
換
を
行
い
、
認
識
の
共
有
化
を
図
り
取
組
み
の
方
向
性
を
明
確
に
す
る
場
を
設
置
す
る
。 

 

三
．
専
門
人
材
育
成
と
教
養
教
育 

（
１
）
政
府
は
、
化
学
物
質
総
合
管
理
に
精
通
し
、
化
学
物
質
の
ハ
ザ
ー
ド
評
価
、
曝
露
評
価
、
リ
ス
ク
評
価
及
び
リ
ス
ク
管
理
の
実
務
を
担
い
う
る
専
門
家

を
養
成
す
る
人
材
育
成
体
制
を
強
化
す
る
。 

（
２
）
政
府
は
、
化
学
物
質
総
合
管
理
に
関
す
る
教
養
の
向
上
に
資
す
る
た
め
、
学
校
教
育
や
社
会
人
教
育
を
強
化
す
る
。 

（
３
）
政
府
は
ま
た
、
国
際
的
な
デ
ー
タ
相
互
受
入
れ (M

A
D

) 
や
評
価
相
互
受
入
れ (M

A
A

ま
た
はM

A
N

ｓ)

に
適
切
に
対
応
で
き
る
よ
う
に
、
化
学
物
質

管
理
の
事
務
に
携
わ
る
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
の
行
政
官
お
よ
び
化
学
物
質
総
合
評
価
機
構
の
職
員
に
つ
い
て
化
学
物
質
総
合
管
理
の
研
修
な
ど
を
行
い

国
際
的
水
準
に
達
す
る
よ
う
そ
の
能
力
の
向
上
に
努
め
る
と
と
も
に
、
広
く
社
会
の
協
力
を
得
て
必
要
な
人
員
の
増
強
を
図
る
。 

 

四
．
化
学
物
質
総
合
管
理
中
期
計
画
の
策
定
及
び
年
次
報
告
書
の
公
表 

（
１
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
化
学
物
質
総
合
管
理
の
実
効
性
、
効
率
性
及
び
整
合
性
を
計
画
的
に
改
善
す
る
た
め
、
関
係
省
庁
と
の
協
働
の
下
、
事
業

者
、
労
働
者
、
消
費
者
、
市
民
な
ど
当
事
者
の
参
加
を
得
て
、
国
際
的
合
意
に
準
拠
し
て
化
学
物
質
総
合
管
理
の
現
状
を
分
析
し
、
改
善
の
た
め
の
課
題

を
明
確
に
す
る
化
学
物
質
総
合
管
理
中
期
計
画
を
策
定
し
、
５
年
ご
と
に
見
直
し
て
改
訂
す
る
。 

（
２
）
化
学
物
質
総
合
管
理
庁
は
、
こ
の
法
律
の
執
行
状
況
を
含
め
て
、
化
学
物
質
総
合
管
理
中
期
計
画
に
基
づ
く
取
組
み
の
現
況
、
国
内
外
の
化
学
物
質
総

（企画テーマ 星川欣孝　付属資料11）



合
管
理
に
か
か
わ
る
動
向
、
今
後
の
課
題
と
取
組
み
の
方
向
な
ど
を
記
述
し
た
報
告
書
を
毎
年
度
作
成
し
公
表
す
る
。 

 
第
六
章 

関
連
法
規
の
一
部
整
理
・
統
合 

 

こ
の
法
律 (

以
下
、
新
法
と
い
う
。) 

の
制
定
に
伴
い
現
行
関
連
法
規
の
一
部
を
整
理
・
統
合
す
る
た
め
以
下
の
措
置
を
講
ず
る
。 

 

一
．
関
連
法
規
に
お
け
る
危
険
有
害
物
の
ハ
ザ
ー
ド
分
類
規
準
の
統
一
性
確
保 

 

新
法
に
お
い
て
は
社
会
で
取
り
扱
わ
れ
る
全
て
の
化
学
物
質
の
人
及
び
環
境
に
対
す
る
危
険
有
害
性 (

ハ
ザ
ー
ド) 

を
国
際
的
に
整
合
し
た
ハ
ザ
ー
ド
分

類
規
準 (G

H
S) 

に
照
ら
し
て
包
括
的
に
分
類
す
る
。
化
学
物
質
の
ハ
ザ
ー
ド
分
類
が
関
連
法
規
の
間
で
異
な
る
こ
と
は
当
事
者
間
の
相
互
認
識
お
よ
び
国
際

貿
易
上
の
支
障
と
な
り
う
る
た
め
、
関
連
法
規
に
お
け
る
規
制
対
象
物
質
の
指
定
等
は
、
物
理
的
ハ
ザ
ー
ド
の
場
合
を
含
め
て
、
新
法
に
お
け
る
ハ
ザ
ー
ド
分

類
結
果
に
基
づ
い
て
行
う
よ
う
変
更
す
る
こ
と
と
し
、
原
則
と
し
て
新
法
に
よ
る
制
度
に
一
元
化
す
る
。 

 

ニ
．
関
連
法
規
に
お
け
る
安
全
デ
ー
タ
シ
ー
ト
交
付
制
度
の
新
法
へ
の
移
管 

 

現
在
、
毒
物
劇
物
取
締
法
、
労
働
安
全
衛
生
法
及
び
化
学
物
質
管
理
促
進
法
に
分
立
し
つ
つ
重
複
し
て
い
る
化
学
物
質
等
に
係
る
安
全
デ
ー
タ
シ
ー
ト 

(SD
S) 

交
付
制
度
は
、
新
法
に
規
定
さ
れ
る
国
際
的
に
整
合
し
た
交
付
制
度
と
重
複
す
る
た
め
、
い
ず
れ
の
制
度
も
新
法
の
制
度
に
統
合
す
る
。 

 

三
．
関
連
法
規
に
お
け
る
危
険
有
害
物
容
器
・
包
装
の
ラ
ベ
ル
表
示
規
準
の
統
一
性
確
保 

 

現
在
関
連
法
規
に
規
定
さ
れ
る
危
険
有
害
物
の
容
器
・
包
装
の
ラ
ベ
ル
表
示
規
準
に
関
し
て
も
、
そ
の
書
式
等
が
関
連
法
規
の
間
で
異
な
る
こ
と
は
当
事
者

間
の
相
互
認
識
お
よ
び
国
際
貿
易
上
の
支
障
と
な
り
う
る
た
め
、
物
理
的
ハ
ザ
ー
ド
の
場
合
を
含
め
て
、
新
法
に
お
け
る
ハ
ザ
ー
ド
分
類
結
果
と
ラ
ベ
ル
表
示

規
準
に
基
づ
い
て
行
う
よ
う
変
更
す
る
こ
と
と
し
、
原
則
と
し
て
新
法
に
よ
る
制
度
に
一
元
化
す
る
。 

 

四
．
関
連
法
規
に
お
け
る
新
規
化
学
物
質
審
査
制
度
の
新
法
へ
の
移
管 

 

現
在
、
労
働
安
全
衛
生
法
及
び
化
学
物
質
審
査
規
制
法
に
規
定
さ
れ
る
新
規
化
学
物
質
審
査
制
度
は
、
内
容
的
に
若
干
の
差
違
は
あ
る
も
の
の
類
似
し
た
制

度
で
あ
り
、
新
法
に
規
定
さ
れ
る
包
括
的
な
新
規
化
学
物
質
等
の
評
価
制
度
と
重
複
す
る
た
め
、
両
制
度
を
新
法
の
制
度
に
統
合
す
る
。 

 

五
．
毒
物
劇
物
取
締
法
の
新
法
へ
の
統
合 

 

毒
物
劇
物
取
締
法
の
役
割
は
人
に
対
す
る
毒
性
が
強
い
化
学
物
質
の
取
締
り
に
限
局
さ
れ
て
い
る
。
そ
れ
ゆ
え
取
扱
化
学
物
質
の
総
合
的
な
リ
ス
ク
評
価
・

管
理
の
効
率
性
お
よ
び
実
効
性
の
向
上
の
た
め
、
毒
物
劇
物
取
締
法
の
役
割
を
新
法
に
規
定
さ
れ
る
管
理
制
度
に
統
合
す
る
。 

 

（企画テーマ 星川欣孝　付属資料12）



六
．
有
害
物
質
含
有
家
庭
用
品
規
制
法
の
新
法
へ
の
統
合 

 

有
害
物
質
含
有
家
庭
用
品
規
制
法
の
役
割
は
人
に
対
す
る
毒
性
が
強
い
化
学
物
質
を
含
有
す
る
家
庭
用
品
の
取
締
り
に
限
局
さ
れ
て
い
る
。
そ
れ
ゆ
え
取
扱

化
学
物
質
の
総
合
的
な
リ
ス
ク
評
価
・
管
理
の
効
率
性
お
よ
び
実
効
性
の
向
上
の
た
め
、
有
害
物
質
含
有
家
庭
用
品
規
制
法
の
役
割
を
新
法
に
規
定
さ
れ
る
管

理
制
度
に
統
合
す
る
。 

 

七
．
化
学
物
質
審
査
規
制
法
の
抜
本
的
変
更 

 

化
学
物
質
審
査
規
制
法
の
役
割
は
人
及
び
環
境
に
及
ぼ
す
環
境
経
由
の
リ
ス
ク
に
基
づ
く
特
定
化
学
物
質
の
取
締
り
に
限
局
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
社
会
に

流
通
す
る
化
学
物
質
の
審
査
と
規
制
を
行
う
法
と
い
う
位
置
づ
け
か
ら
新
法
の
規
定
事
項
と
類
似
す
る
部
分
が
認
め
ら
れ
る
。 

 

そ
の
た
め
新
法
と
化
学
物
質
審
査
規
制
法
の
類
似
性
を
解
消
す
る
た
め
、
化
学
物
質
審
査
規
制
法
の
事
前
審
査
に
係
る
規
定
を
新
法
に
統
合
し
、
主
な
規
制

内
容
を
残
留
性
有
機
汚
染
物
質 (PO

Ps) 

に
係
る
国
際
条
約
に
対
応
す
る
法
律
に
変
更
す
る
。 

（企画テーマ 星川欣孝　付属資料13）
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